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第１章  研究所の概要 

1． 平成 21年度の業務概要 

独立行政法人労働安全衛生総合研究所 (以下「研究所」という。) は、平成18年4月1日をもって独立行政法

人産業安全研究所と独立行政法人産業医学総合研究所の統合により、厚生労働省を主務省とする非特定独立

行政法人として発足した。本報は研究所発足4年目の業務報告書である。 

年度当初の役員・職員数は 116名 (うち研究職員87名) であり、理事長、理事2名、監事2名 (うち 1名は非

常勤)、総務部、研究企画調整部、労働災害調査分析センター、国際情報・研究振興センター及び 10 研究グル

ープの体制であった。 

予算 (決算) 額は厚生労働省からの27億円 (運営費交付金25.0億円、施設整備費補助金2.2億円)のほか、

競争的研究資金7,900万円、受託研究1億2,500万円を獲得した。また、施設貸与72万8千円、著作権料65

万9千円、特許実施料50万5千円等の自己収入を得た。 

以下に独立行政法人 (以下「独法」という。) 年度計画24項目の業務実績を示す。 

 

1) 効率的な業務運営体制の確立 
内部統制の確立及び研究所内における情報伝達の円滑化を図る観点から、諸会議のあり方を見直し、研究所

業務の日常的な意志決定及び進捗管理を行う場として理事長・理事・総務部長・研究企画調整部長等を構成員

とする「理事長打合せ」を原則として週1回、業務執行状況の報告及び検証を行う場として監事（業務・会計）を含

めた全役員及び 3 研究領域長等が出席する「役員会議」を原則として 2 か月に 1 回、それぞれ開催した。また、

前年度まで、清瀬地区と登戸地区で別々に開催していた「部長等会議」については、TV会議システムを活用し、

両地区合同の会議として開催した。 

清瀬・登戸各地区において内部研究評価会議（中間・期末）を開催するとともに、年度末に両地区合同の評価

会議を開催し、全研究課題を対象に統一的な基準に基づく内部研究評価を行った。また、プロジェクト研究等重

点研究 26 課題を対象として、外部研究評価会議を開催し、外部識者の視点からの評価を併せて行った。これら

の評価結果を基に、研究計画の再精査や予算配分の見直しを行った。  

総務部門の効率化を図る観点から、人事業務及び会計業務の清瀬地区への一元化を検討し、平成22年度か

ら総務部門の人員削減（4人）を行うことを決定した。 

業務の効率化及び情報伝達の円滑化を図る観点から、清瀬・登戸両地区で別々に活用していたグループウェ

アについて、セキュリティの確保を図った上で統合し、スケジュールや施設管理、各種規程等の情報管理の一元

的な運用を開始した。また、登戸地区の図書室において、科学技術文献の複写や資料現物の貸借の依頼及び

受付を電子化されたシステムで行う図書館相互貸借サービス（NACSIS-ILL：国立情報学研究所運営）を導入し、

書誌購入費等の大幅な節減並びに資料の入手及び提供の迅速化を図った。 

業務の効率化を進めるため、清瀬地区と登戸地区で別様式になっていた決裁文書の統一化を図るとともに、

清瀬地区において電子決裁システムを導入した。また、前年度に引き続き、ＴＶ会議システムを積極的に活用し

た。 

  
2) 内部進行管理の充実 
各研究グループにおける日常的な研究の進捗管理、内部・外部研究評価会議の開催による厳正な課題評価、

所内及び所外での研究発表を目的とした研究討論会（TM）及び労働災害調査報告会並びにプロジェクト研究発

表会等の各研究管理システムを組み合わせ、調査研究の質の維持・向上を図るとともに、これらの進行状況を定

期的に部長等会議や理事長打合せ、役員会議等に報告し、検証することを徹底し、調査研究の的確な内部進行

管理を行った。 

労働災害の原因の調査（以下「災害調査」という。）及び労働基準監督署等からの依頼による鑑別等について

は、労働災害調査分析センターが対外的な窓口機能及び所内での調整・支援機能を担い、調査研究と災害調

査・鑑別等の業務の適切な進行管理を行った。 

研究職員について引き続き、①研究業績、②対外貢献、③所内貢献（研究業務以外の業務を含む貢献）、④
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独法貢献（中期目標達成等に対する貢献）の観点からの業績評価を行った。当該業績評価は、公平かつ適正に

行うため、研究員の所属部長等による第1段評価、領域長による第2段評価、役員による第3段評価の3段階評

価システムとした。 

 
3) 業務運営の効率化に伴う経費削減 

物品の購入等調達に関して一般競争入札を徹底するとともに、委託調査等の業務委託については、総合評価

方式による一般競争入札を導入し、透明性・競争性を確保し、経費節減を図るとともに、仕様書の改善等による

一者入札の見直しを行った。平成20 年度に 9 件約1 億1,600 万円であった随意契約は、平成21 年度は 5 件約

3,400 万円となった。一方、競争性のある契約は、平成 20 年度の 78 件約 7 億 6,100 万円から、平成 21 年度は

95 件約6 億4100 万円となった。 

新たに清瀬・登戸両地区で別々に活用していたグループウェアを統合し、スケジュールや施設管理、各種規

程等の情報管理の一元的な運用を開始するとともに、ＴＶ会議システムの一層の活用等により、移動時間、交通

費等の削減を行い、業務の効率化を図った。 

貸与可能研究施設・設備リスト及び貸与料算定基準を見直し、貸与可能な施設・設備を7件増の84件にすると

ともに、技術指導料の適正化を図った。粒度測定及びゼータ電位測定装置、環境試験室等 4 件の施設・設備に

ついて有償貸与し、有償貸与金額は 72 万8 千円となった。 

また、著作権料は 4 件 65 万 9 千円、特許実施料は 1 件 50 万 5 千円となり、これら自己収入の合計額は総額

189 万1 千円となった。 

 

4) 効率的な研究施設・設備の利用 
研究施設・設備の効率的な利用を促進する観点から、光熱水道料を研究棟ごとに月次で把握した結果を部長

等会議に報告し、省資源・省エネの徹底を働きかけるとともに、明るい時間帯の廊下等の照明の完全消灯、昼休

み時間中の消灯等を推進し、光熱水料を対前年度比で 2 千万円、率にして 18.4％削減した。また、退職研究職

員の研究室を整備し、新規採用研究職員や研究室が手狭になった研究職員への配分等を行い、有効活用を図

った。 

研究施設・設備の共同利用・有償貸与を一層促進するため、共同利用や貸与の可能な施設・設備を研究所ホ

ームページで公開し、各種講演会・交流会等で積極的に広報した。また、14 件の共同研究（共同研究協定書に

基づくもの及び競争的資金要求時に他機関と共同して申請したものに限る。以下同じ。)により、施設の共同利用

を進め、さらに、研究施設・設備の有効利用を図る観点から、受託研究等の獲得を促進し、民間企業からの受託

研究6 件を含む 12 件の受託研究等を実施した。 

 
5) 労働現場のニーズの把握と業務への積極的な反映 

 労働現場における安全衛生上の課題・問題点、研究機関が実施すべき調査研究等を明らかにするために、

労働衛生分野に関して平成 12 年に策定した労働衛生研究重点 3 研究領域 18 課題を見直した結果と、新たに

とりまとめた産業安全分野の重点 4 研究領域 24 優先課題とを統合し、学識経験者等へのヒアリングや研究所ホ

ームページによる意見募集を行った。 

 平成 22 年 3 月に第 3 回労働安全衛生重点研究推進協議会を開催し、上記作業により新たに作成した労働

安全衛生研究重点 3 研究領域 32 優先課題（案）について調査・審議を行った。審議結果を踏まえて「労働安全

衛生重点研究領域・優先課題」を策定することとした。同協議会主催のシンポジウムを平成22 年1 月に開催し、

安全衛生に関する専門家、労使関係者を中心に多くの参加者を得、最先端の現場ニーズの把握に努めた。 

 産業医科大学産業生態科学研究所との研究交流会、業界団体や現場の専門家との情報交換会や検討委員

会を実施し、労働現場からの労働安全衛生研究への要望の把握に努めた。また、労働者健康福祉機構との間

で共同研究を開始するとともに、研究情報交換会を開催し、研究協力の推進、統合による研究のシナジー効果

を上げるための方策等について意見・情報交換を行った。 

 厚生労働省安全衛生部幹部との定期的な連絡会議の開催、実務者レベルによる安全衛生部と研究所役職

員との意見・情報交換会を通じて、安全衛生行政上の課題把握に努めるとともに、行政施策の展開の実施に必

要な調査研究テーマについて意見交換を行った。また、行政からの要請を受けて、「研削盤等構造規格に関す

る調査研究」、「斜面崩壊による労働災害の防止対策に関する研究」、「一酸化炭素のばく露防止対策に関する
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研究」、「胸部エックス線検査を実施すべき対象者の範囲に関する調査研究」等の調査研究を実施した。これら

の調査結果は、法令・構造規格・通達等の改廃に当たっての基礎資料として活用された。 

 

6) プロジェクト研究等 
中期計画及び平成 21 年度計画に基づいて、プロジェクト研究として 12 課題を実施した。また、政府の長期戦

略指針・イノベーション 25 に基づく 4 課題を引き続き実施するとともに、GOHNET 研究（労働者の健康増進に関

する WHO アクションプラン）に基づく 3 課題を実施した。 

 

7) 基盤的研究 
平成21 年度計画において予定した 14 研究領域61 研究課題を実施した。このうち 6 課題については、大学・

民間企業等外部機関との共同研究として実施した。その中で「電磁気障害による災害の防止に関する研究領域」

においては、平成 22 年度から開始するプロジェクト研究「初期放電の検出による静電気火災・爆発災害の予防

技術の開発に関する研究」の萌芽的研究として、「放電により発生する電磁パルスの検出技術に関する研究」、

「着火爆発を誘発する放電現象の解明」及び「汎用型防爆構造除電器の開発」を実施し、初期放電の基本技術、

放電発生装置、汎用・防爆性能を有する除電器の開発等多岐にわたる技術的な成果を得た。 

 

8) 学際的な研究の実施 

産業安全・労働衛生を専門とする各研究員の専門性・知見を活用した学際的研究の推進について検討を行う

とともに、清瀬地区及び登戸地区でそれぞれ実施している研究討論会（TM）の対象を全研究職員とすることによ

り、情報の共有推進を図った。この体制は、プロジェクト研究やイノベーション 25 研究、競争的資金による研究に

活かされた。また、前年度に引き続き、内部評価委員会及び外部評価委員会において、産業安全・労働衛生両

分野の委員から学際的視点からの評価を受けた。 

 

9) 研究項目の重点化 

中期計画及び平成 21 年度計画に基づいて、プロジェクト研究として 12 課題を実施した。また、政府の長期戦

略指針・イノベーション 25 に基づく 4 課題を実施するとともに、当研究所が WHO(世界保健機関)の労働衛生協

力センターとして指定されたことを受け、平成20 年度から GOHNET 研究（労働者の健康増進に関する WHO ア

クションプラン）に基づく 3 課題を実施するなど、研究項目の重点化を図った。 

研究項目の重点化を推し進めたことにより、平成 18 年度から平成 21 年度までの基盤的研究課題の平均数は

69.3 課題となり、前中期目標期間平均数102 課題との比較では、32.1％の減少となった。 

 

10) 研究評価の実施 

「国の研究開発評価に関する大綱的指針」に基づく所内規程により、内部研究評価及び外部研究評価を実施

した。前年度に整備した産業安全分野と労働衛生分野の統一評価基準に基づき、評価を実施した。 

安全・衛生の両分野の委員による外部評価会議（大学及び研究機関の研究者、企業経営者等の学識経験者

15 名の委員で構成）を平成 22 年 3 月に開催し、プロジェクト研究（19 課題）、イノベーション研究 25（4 課題）及

び GOHNET 研究（3 課題）の計 26 課題を対象に、学際的視点も含めた事前、中間及び事後の評価を行った。

評価結果を踏まえ、研究計画の再精査を行うなど研究管理、人事管理等に反映させた。また、委員の指摘事項

等、対応等をとりまとめた報告書を作成し、その全文を研究所のホームページで公開した。 

 

11) 国内外の基準制定・改定への科学技術的貢献 

厚生労働省が企画競争で公募した委託調査研究等のうち、２つの調査研究・２つの事業を受託した。また、経

済産業省、新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）からも受託し、実施した。実施した研究等による研究

成果が、労働安全衛生関係の法令、ガイドライン、ISO や JIS 等の労働安全衛生に関する国内基準、国際基準の

制改定等に対して科学技術的な貢献をした。 

  

12) 学会発表等の促進 

平成21 年度の講演・口頭発表等は 354 回となり、平成21 年度計画に掲げた数値目標340 回に対して 14 件、
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4.1％上回った。また、論文発表等は 381 報となり、同目標の 170 報の 2.2 倍となった。論文発表等の内訳は、原

著論文84編、原著論文に準ずる学会発表の出版物31編、著書24編、行政報告書等68編、その他の専門家向

け出版物等 159 編であった。これらの内、国際学会における講演・口頭発表等は 93 件、英文による原著論文及

び原著論文に準ずる学会発表の出版物は 82 編であった。 

論文発表等の累計数は中期計画 3 年度目において既に目標数を上回り、計画を大幅に上回る水準で推移し

ている。 

 

13) インターネット等による研究成果情報の発信 

「親しまれる研究所ホームページ」をコンセプトとして、研究所ホームページの全面的なリニューアルを行っ

た。 

ホームページに平成21 年度の研究成果データベースを公開したほか、研究所が発行している国際学術雑誌

「Industrial Health」 (年6 回発行) の全論文や和文学術誌「労働安全衛生研究」 の全文を研究所ホームページ

及びJ-STAGE上にて公開し、研究成果を広く提供・紹介した。その結果、研究所ホームページへの平成21年度

のアクセス数は年間約307 万件となった。 

安衛研ニュース(メールマガジン)に、役職員によるコラム欄を設けるなど内容の充実を図った。 

また、特別研究報告 SRR-No.39（「過重労働による疲労蓄積の予防に関する研究」ほか３課題の研究成果を収

録）、安全資料(SD-No.24)「ＩＣＴを活用した安全衛生管理システム構築の手引き」、安全資料(SD-No.25)「感電の

基礎と過去30 年間の死亡災害の統計」、Recommendation for Requirements for Avoiding Electrostatic Hazards in 

Industry 2007（JNIOSH TR No.42）を、行政機関や関係の業界団体に配布した。 

さらに、一般誌等に58件の論文・記事を寄稿し、研究成果のよりわかりやすい普及等に積極的に努めた。また

テレビ・ラジオからの取材9 件、新聞・雑誌等の取材16 件に協力し、職員の研究等を紹介した。 

 

14) 講演会等の開催 

平成 21 年 11 月に ｢安全衛生技術講演会｣を「労働安全衛生分野におけるリスクアセスメント」をテーマとし 3

都市（東京，大阪，名古屋）で開催した。「労働安全衛生重点研究推進協議会シンポジウム」を平成 22 年 1 月に

開催したほか、 国際研究・研究振興センターにおいて、「機械安全国際規格に基づく保護方策」、「欧州におけ

る化学物質管理対策（REACH）の最新動向」等労働安全衛生施策を企画・検討する上で重要性の高い 4 テーマ

について、国内外の有識者を招聘し、公開ワークショップを4回、専門家及び実務家を対象に同テーマで4回の

公開セミナーを開催し、最先端の研究情報を提供した。プロジェクト研究等の成果等を広く公開するとともに、労

働現場のニーズに沿った研究を推進することを目的として、「最新の知見を共有・提供するためのセミナー（プロ

ジェクト研究発表会）」を平成22 年1 月に開催した。 

民間機関との共催による講演会等として、（社）日本粉体工業技術協会との共催による粉じん爆発・火災安全

研修会、四国電力需用者協会との共催による電気関係障・災害防止対策講習会及び癌研有明病院等との共催

による「抗がん剤による医療者の職業ばく露－実態と対策－」を開催した。 

清瀬地区では 4 月 15 日に、登戸地区では 4 月 12 日に、それぞれ一般公開を実施し、研究成果の紹介及び

研究施設の公開を行った。参加者数は、清瀬地区 186 名（前年 206 名）、登戸地区 92 名（同 92 名）で合計 278

人となった。国内外の大学・研究機関や業界団体・民間企業等からの要望に応じ、28 の機関・団体の見学希望

に随時対応した。 

 

15) 知的財産の活用促進 

新規の特許として、「重機用接触衝撃吸収装置」、「斜面保護擁壁の施工及び擁壁築造ユニット」及び「斜面保

護擁壁の施工方法」の3件が登録され、研究所が保有する登録特許総数は35件（うち、外国特許2件）となった。

また、新規に 1 件の特許を出願し、特許出願総数は 12 件となった。 

 
16) 労働災害の原因の調査等の実施 

平成 21 年度の労働災害の原因の調査等の実施状況は、①厚生労働省からの依頼及び研究所の自主的判断

に基づく災害調査が19件、②労働基準監督署、警察署等の捜査機関からの依頼に基づく鑑定等が18件、③労

働基準監督署等からの依頼による労災保険給付に係る鑑別、鑑定等が 17 件であった。この他に、前年度から継
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続している案件として 7 件の災害調査、4 件の鑑定等を実施した。 

 
17) 労働安全衛生分野の研究の振興 

労働安全衛生重点研究推進協議会において、研究所のみならず広く日本における今後の労働安全衛生研究

の指針となる「安全衛生重点研究領域・優先研究課題」の策定作業を、多数の学識経験者によるヒアリング及び

研究所ホームページによる意見募集を行った。 

また、延べ6回の国際ワークショップ及び延べ7回の公開セミナーを開催し、海外を含めた最先端の研究情報

の収集・発信を行い、研究振興を図った。 

国際学術誌「Industrial Health」を年6回、和文学術誌「労働安全衛生研究」を年2回発行した。Industrial Health

については投稿論文数が前年の 176 件から 27％増加し 223 編となり、また、全世界から多くの論文投稿を集め

た。 

 

18) 労働安全衛生分野における国内外の若手研究者等の育成への貢献 

連携大学院協定を締結している日本大学理工学部、長岡技術科学大学、大阪大学、東京都市大学（武蔵工業

大学から名称変更）、神奈川工科大学、北里大学及び三重大学において、研究職員が客員教授等として 7 名、

客員准教授等として 10 名任命され、教育研究活動を支援した。連携大学院協定に基づき、日本大学大学院、東

京都市大学の大学生・大学院生計4名を研究生、厚生労働科学研究費によるリサーチレジデント1人を始め、内

外の大学・研究機関から計 53 人の若手研究者等を受け入れ、修士論文・博士論文執筆のための研究指導を行

った。 

また、24 大学で 28 名の研究職員が客員教授、非常勤講師等として教育支援を行った。 

 

19) 研究協力の促進 

新たにコネチカット大学（米国）と研究協力協定を締結し、振動障害防止及び人間工学等の分野で共同研究を

開始するとともに、研究員1 名を客員講師として派遣し、大学院での教育・研究を支援した。 

また同様に研究協力協定を締結しているソウル産業大学大学生2人を研究生として受け入れ、静電気爆

発に関する研究指導等を行った。 

平成21 年度に企業等から若手研究員等53 人の研究者を受け入れた。 

安衛研フェロー研究員及び客員研究員として65名（うち新規5名）を委嘱し、客員研究員研究交流会の開催等

により研究情報の交換を行った。産業医科大学産業生態科学研究所との研究交流会を実施したほか、研究職員

が主催・共催する研究会を数多く実施し、大学、企業等の研究者との研究交流を進めた。 

 
20) 公正で的確な業務の運営 

新たに策定した情報セキュリティポリシー及び情報セキュリティ管理規程に基づき、管理責任者、業務担当者

等を選任し、情報セキュリティ対策推進体制を整備するとともに、情報の格付けに応じた対策や情報セキュリティ

要件の明確化に基づく対策を推進した。 

情報の公開については、独立行政法人通則法等に基づく公表資料（中期計画、年度計画、役員報酬・職員給

与基準当）のみならず、公正かつ的確な業務を行う観点から、調達関係情報、特許情報、施設・設備利用規程等

も研究所のホームページ上で積極的に公開した。 

また、研究所ホームページ上で「国民の皆様の声募集」のバナーを設け、調査研究テーマや講演会・出版物

等に対する意見や研究所の運営に対する指摘を聴くこととした。 

利益相反審査・管理委員会規程に基づき、民間企業等からの受託研究及び共同研究について内部審査を行

った。 

 

21) 予算，収支計画及び資金計画 

競争的研究資金・受託研究等の獲得に取り組んだ結果、競争的研究資金は 26 件7,920 万円の競争的研究資

金を獲得した。また、受託研究費等は民間企業からの 6 件を含む 12 件となり、受託金額合計額は対前年度比の

2 倍超となる 1 億2520 万4 千円となった。獲得した合計金額は総額2 億円超となり、過去最高額を更新した。 

また研究施設の有償貸与、著作権等による自己収入の総額は189万1千円となり、前年と同様の収入を確保し
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た。 

 

22) 経費の節減を見込んだ業務運営の実施 

主務省から平成 21 年度の運営費交付金 (25.0 億円) と施設整備費補助金 (２億 2 千万円) を受けたほか、

外部研究資金、自己収入等と合わせて平成 21 年度の予算を執行した。予算の執行に際しては、業務の進行状

況と予算執行状況を把握し、適宜見直しを行った。 

経費削減の達成度については、決算額は予算額に対して 3 億 1,300 万円の節減となり、執行率は 87.7％とな

った。項目別では、人件費（退職手当を除く。）は 92.0％、一般管理費は 67.5％、業務経費は 87.5％の執行率と

なった。 

 

23) 人事に関する計画 

前年度に採用内定した 3 名(うち、女性 2 名)を平成 2１年 4 月 1 日付けで採用するとともに、平成 2１年度の公

募に応募した 58 名の中から、平成21 年10 月1 日付けで 1 名、平成22 年1 月1 日付けで１名を任期付研究員

として採用した。また、女性2 名を含む 7 名を平成22 年4 月1 日付採用予定者として内定した。 

 

24) 施設・設備に関する計画 

平成 21 年度計画どおり、施工シミュレーション施設の改修工事に係る設計、登戸地区の研究本館の耐震改修

工事、渡り廊下改修工事及び外壁防水塗装工事を実施した。 
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2． 業務運営体制 

1) 名称及び所在地 

   独立行政法人 労働安全衛生総合研究所 

   清瀬地区：〒204-0024 東京都清瀬市梅園1 丁目4-6 

   登戸地区：〒214-8585 神奈川県川崎市多摩区長尾6 丁目21-1 

 
2) 設立目的 

独立行政法人労働安全衛生総合研究所は、事業場における災害の予防並びに労働者の健康の保持増進及

び職業性疾病の病因、診断、予防その他の職業性疾病に係る事項に関する総合的な調査及び研究を行うことに

より、職場における労働者の安全及び健康の確保に資することを目的とする。 

 
3) 沿革 

日付 産業安全研究所 産業医学総合研究所 

昭和17 年(1942) 東京都港区芝田町に厚生省産業安全研究所と

して設立。初代所長に武田晴爾 就任。 

 

昭和18 年(1943) 産業安全参考館 (昭和29年3月産業安全博物

館と改称)を開設。 

 

昭和22 年(1947) 労働省の発足とともに、労働省産業安全研究所

となる。 

 

昭和24 年(1949) 2 代所長に中島誠一 就任。 栃木県鬼怒川のけい肺病院と同一敷地内に

労働省労働基準局労働衛生課分室として

「けい肺試験室」が設立される。 

昭和27 年(1952) 3 代所長に高梨湛 就任。  

昭和31 年(1956)  労働省設置法により労働衛生研究所が設立

され、川崎市中原区に新庁舎が建設される。

庶務課、職業病部第1課、第2課、労働環境

部第1 課、第2 課の 2 部5 課となる。初代所

長に山口正義 就任。 

昭和32 年(1957)  労働衛生研究所が開所される。職業病部に

第3課、第4課、労働環境部に第3課が新設

され、2 部8 課となる。 

昭和35 年(1960)  労働生理部第 1 課、第 2 課、環境部に第 4

課が新設され、3 部11 課となる。 

昭和36 年(1961) 大阪市森之宮東之町に大阪産業安全博物館を

開設、一般に公開。 

 

昭和38 年(1963)  国際学術誌「Industrial Health」創刊。 

昭和39 年(1964) 4 代所長に山口武雄 就任。  

昭和40 年(1965)  実験中毒部第1 課、第2 課が新設され、4 部

13 課となる。 

昭和41 年(1966) 東京都清瀬市に屋外実験場を設置。  

昭和42 年(1967) 庁舎改築のため、屋外実験場の一部を仮庁舎

として移転。 

 

昭和43 年(1968) 5 代所長に住谷自省 就任。 「働く人の健康を守る座談会」において、産

業医学総合研究所の設立が要望される。労

働省は産業医学に関する総合研究所の創

設を提唱する。 
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日付 産業安全研究所 産業医学総合研究所 

昭和45 年(1970) 2部7課を廃し、4部に再編成。6代所長に上月

三郎 就任。 

研究部門の課制を廃止して主任研究官制と

し、4 部1 課となる。第63 回国会において産

業医学総合研究所の創設について附帯決

議がなされる。 

昭和46 年(1971) 新庁舎落成。産業安全博物館を産業安全技術

館と改称。産業安全会館開館。 

 

 

昭和47 年(1972) 労働安全衛生法が制定される。  

昭和49 年(1974) 7 代所長に秋山英司 就任。  

昭和51 年(1976)  産業医学総合研究所が川崎市多摩区にお

いて開所される。初代所長に山口正義 就

任。組織は庶務課、労働保健研究部、職業

病研究部、実験中毒研究部、労働環境研究

部の 4 部 1 課となる。10 月に労働疫学研究

部が新設されて 5 部1 課となる。 

昭和52 年(1977) 8 代所長に川口邦供 就任。 2代所長に坂部弘之 就任。人間環境工学研

究部が新設され、6 部 1 課となる。皇太子殿

下 行啓。「WHO 労働衛生協力センター」に

指定。 

昭和58 年(1983) 9 代所長に森宣制 就任。  

昭和59 年(1984) 機械安全システム実験棟が清瀬実験場に竣

工。 

 

昭和60 年(1985) 化学安全実験棟が清瀬実験場に竣工。10 代所

長に前郁夫 就任。 

 

昭和61 年(1986) 皇太子殿下 行啓。 3 代所長に輿 重治 就任。 

昭和63 年(1988) 建設安全実験棟が清瀬実験場に竣工。  

平成 2 年(1990) 電気安全実験棟及び環境安全実験棟が清瀬実

験場に竣工。11 代所長に田中隆二 就任。 

天皇陛下 行幸。 

平成 3 年(1991) 12 代所長に木下鈞一 就任。 4 代所長に山本宗平 就任。 

平成 4 年(1992) 清瀬実験場に総合研究棟及び材料・新技術実

験棟が竣工、新庁舎が完成。田町庁舎より移

転。 

 

平成 6 年(1994) 13 代所長に森崎繁 就任。  

平成 7 年(1995) 機械研究部を機械システム安全研究部、土木

建設研究部を建設安全研究部、 化学研究部を

化学安全研究部、電気研究部を物理工学安全

研究部と改称。 

 

平成 8 年(1996)  産業医学総合研究所 20 周年記念講演会を

開いた。 

平成 9 年(1997) 14 代所長に田畠泰幸 就任。 5 代所長に櫻井治彦 就任。企画調整部と 5

研究部に研究組織を改編 

平成12 年(2000) 15 代所長に尾添博 就任。 6 代所長に荒記俊一 就任。「21 世紀の労働

衛生研究戦略協議会最終報告書」刊行 (12

月)。 

平成13 年(2001) 厚生労働省の発足とともに、厚生労働省産業安

全研究所となる。独立行政法人通則法の施行

厚生労働省の発足とともに、厚生労働省産

業医学総合研究所となる。独立行政法人通
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日付 産業安全研究所 産業医学総合研究所 

に伴い、独立行政法人産業安全研究所となる。

初代理事長に尾添博 就任。 

則法の施行に伴い、独立行政法人産業医学

総合研究所となる。初代理事長に荒記俊一 

就任。「労働衛生重点研究推進協議会」を設

置。 

平成15 年(2003)  「国際研究交流情報センター」を設置。 

平成17 年(2005)   

平成18 年(2006) 独立行政法人産業安全研究所法の一部改正に伴い、両研究所が統合され、独立法人労働安

全衛生総合研究所となる。理事長に荒記俊一 就任。 

平成21 年(2009) 2 代理事長に前田豊 就任。 

 
4) 組織 

(1) 組織図 
 

 
 

安全研究領域 

理事（2） 

監事（2） 
電 気 安 全 研 究 グル ー プ 

化 学 安 全 研 究 グル ー プ 

建 設 安 全 研 究 グル ー プ 

機械システム安全研究グループ 

労働災害調査分析センター

研究企画調整部

総務部 

環境研究領域 

国際情報･研究振興センター 

環境計測管理研究グループ 

有害 性 評価 研究 グループ 

健康障害予防研究グループ 

作業条件適応研究グループ 

 (役員) 

理事長 

健康研究領域 

人間工学・リスク管理研究グループ 
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(2) 部、センター、研究グループの業務内容 

部，センター， 
研究グループ 

所掌業務 

総務部 ・役員の秘書業務に関すること。 

・職員の人事、印章の保管、文書、会計、物品及び営繕に関すること。 

・前号に掲げるもののほか、研究所の所掌業務で他の所掌に属さないもの。 

研究企画調整部 ・研究所の所掌に係る調査及び研究の企画、立案及び調整に関すること。 

・研究所の所掌に係る調査及び研究に係る事項に関する実施、指導、援助、普

及広報等に関すること。 

・研究所の所掌に係る調査及び研究の評価に関すること。 

・中期計画及び年度計画の策定又は変更に関すること (総務部の所掌事務に関するこ

とを除く)。 

・事業報告書 (会計に関する部分を除く) に関すること。 

・学術専門書等の図書資料の収集、管理に関すること。 

労働災害調査分

析センター 

・労働安全衛生法 (昭和 47 年法律第 57 号) 第 96 条の 2 第 1 項の調査及び同

条第 2 項の立入検査を含む行政からの労働災害の原因調査等の実施依頼等

に関する調整に関すること。 

・労働災害に係る資料の整理、保管、データベース化に関すること。 

国際情報・研究

振興センター 

・国内外における労働安全衛生関連情報の収集、分析及び提供に関すること。 

・国際的研究交流及び共同研究に関すること。 

・労働安全衛生研究の推進に関すること。 

機械システム安

全研究グループ 

・産業災害の予防のための機械、器具、その他の設備及びその取扱いに関する

こと (他のグループの所掌に属するものを除く)。 

・前号に掲げるもののほか、研究所の調査及び研究に関することで他の所掌に属

しないもの。 

建設安全研究 

グループ 

・産業災害の予防のための建設工事で使用する機械、器具、その他の設備及び

その取り扱いに関する調査及び研究 (化学安全研究グループ、電気安全研究

グループ及び人間工学・リスク管理研究グループの所掌に属するものを除く) に

関すること。 

化学安全研究 

グループ 

・産業災害の予防のための化学的危険性を有する物質及びその取扱いに関する

こと。 

・化学的危険性を有する物質による産業災害の予防のための機械、器具、その他

の設備及びその取扱いに関すること (電気安全研究グループ及び人間工学・リ

スク管理研究グループの所掌に属するものを除く)。 

電気安全研究 

グループ 

・産業災害の予防のための電磁気的危険性を有する機械、器具、その他の設備

及びその取扱いに関すること (人間工学・リスク管理研究グループの所掌に属

するものを除く) 。 

・電磁気的現象を応用した災害防止技術に関すること。 

作業条件適応研

究グループ 

・労働者の健康状態の評価技術及び健康管理の技術的方法に関すること。 

・労働時間、休憩時間その他の作業条件が労働者の健康に及ぼす影響に関する

こと。 

・労働者の身体的諸条件に応じた作業条件の適正化に関すること。 

・作業環境における諸条件が労働者に及ぼす生理的及び心理的な影響に関すること。

・労働に伴う精神的負荷が労働者の健康に及ぼす影響に関すること。 

・前各号に掲げるもののほか、労働安全衛生総合研究所の所掌に係る調査及び

研究に関する業務で他の所掌に属しないもの。 

健康障害予防研 ・職業性疾病の病因及び発生機序に関すること。 
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部，センター， 
研究グループ 

所掌業務 

究グループ ・労働者の個人的素因が職業性疾病の発生に及ぼす影響に関すること。 

・職業性疾病の早期発見のための指標の開発に関すること。 

・実験動物の飼育その他の管理に関すること。 

有害性評価研究 

グループ 

・職場で有害性が確定していない因子による健康障害の発生予測並びに評価に

関すること。 

・職業性疾病についての疫学的調査及び研究に関すること。 

・有害因子の人体に対する許容度に関すること。 

環境計測管理研

究グループ 

・作業環境の測定及びその結果の評価に関すること。 

・職場の環境改善に関すること。 

・作業環境中の有害因子の発生の予測に関すること。 

人間工学・リスク管

理研究グループ 

・労働者が使用する機械、器具その他の設備の人間工学的な見地からの評価及

び標準化に関すること。 

・作業環境中の有害因子を除去する工学技術に関すること。 

・労働安全衛生上必要な保護具の改善に関すること。 

・労働災害の統計的解析、ヒューマンファクター及び情報処理技術などの産業安

全に関すること。 
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3． 役職員等 

1) 役職員                                            (平成21年4月1日現在) 

 役員職 研究職 事務職 

職 
名 

理
事
長 

理
事 

監
事 

セ
ン
タ
ー
長 

首
席
研
究
員 

部
長 

統
括
研
究
員 

室
長 

上
席
研
究
員 

主
任
研
究
員 

研
究
員 

任
期
付
研
究
員 

計 セ
ン
タ
ー
長 

部
長 

企
画
専
門
員 

調
査
役 

課
長 

係
長 

一
般
職
員 

計 

合
計 

人数 1 2 2 13 2 20 30 8 14 87 2 3 6 13 24 116

 
役員  

理事長  前 田  豊 

理事  小 川  康 恭 

  〃  髙 橋  哲 也 

監事  朝 原  幸 久 

監事(非常勤)  室 中  道 雄 

 

総務部 

総務部長  飯 野  弘 仁 

総務課長  小 泉  明 久 

総務第一係 係長  吉 田  多賀子

係員  大 石  邦 典 

〃  山 口  敬 子 

技能職員  鈴 木  貴 行 

総務第二係 係長  佐々木 美津子

主任  浅 野  史 子 

 係員  橅 木  勝 

会計第一係 係長  安 達  公 克 

主任  松 元  高 広 

係員  川 口  真智子

     〃  黒 川  賢 治 

会計第二係 係長  渡 辺  真理子

主任  小 山  毅 士 

経理第一係 係長  小 林  央 

係員   牧 野  美 緒 

〃  小瀬良 幸 乃 

経理第二係 係長  荻 野  明 秀 

主任  虎 澤  珠 実 

係員  氏 家  久 

 

研究企画調整部 

部長  豊 澤  康 男 

首席研究員  前 田  節 雄 

調査役  縄 田  英 樹 

上席研究員  山 隈  瑞 樹 

〃  大 幢  勝 利 

主任研究員  柴 田  延 幸 

任期付研究員   石 松  一 真 

企画専門員  中 島  淳 二 

   

 

清瀬地区 

労働災害調査分析センター  

センター長  浅 田  和 哉 

上席研究員  板 垣  晴 彦 

〃  清 水  尚 憲 

   

機械システム安全研究グループ  

部長  梅 崎  重 夫 

上席研究員  池 田  博 康 

 〃  佐々木 哲 也 

 〃  本 田  尚 

主任研究員  齋 藤  剛 

研究員  山 際  謙 太 

任期付研究員  山 口  篤 志 

   

建設安全研究グループ  

部長  堀 井  宣 幸 

上席研究員   玉 手  聡 

主任研究員  高 梨  成 次 

 〃  日 野  泰 道 

研究員  伊 藤  和 也 

任期付研究員  高 橋  弘 樹 

   

化学安全研究グループ  

部長  安 藤  隆 之 

上席研究員  藤 本  康 弘 

主任研究員  島 田  行 恭 

     〃  八 島  正 明 

     〃  大 塚  輝 人 

研究員  水 谷  高 彰 

   

電気安全研究グループ  

部長  冨 田  一 

上席研究員  大 澤  敦 

主任研究員  崔     光 石 

研究員  濱 島  京 子 

   

人間工学・リスク管理研究グループ(Ⅰ) 

首席研究員  江 川  義 之 

統括研究員  深 谷  潔 

主任研究員  高 木  元 也 
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      〃  中 村  隆 宏 

      〃  呂    健 

任期付研究員  大 西  明 宏 

   

登戸地区 

国際情報・労働衛生研究振興センター 

センター長  澤 田  晋 一 

上席研究員  高 橋  正 也 

主任研究員  岡     龍 雄 

      〃  久保田   均 

      〃  上 野  哲 

      〃  齊 藤  宏 之 

任期付研究員  榎 本 ヒカル 

      〃  北 条 理恵子 

   

作業条件適応研究グループ  

部長  原 谷  隆 史 

上席研究員  福 田  秀 樹 

〃  倉 林 るみい 

主任研究員  田 井  鉄 男 

  〃  三 木  圭 一 

任期付研究員  東 郷  史 治 

  〃  久 保  智 英 

  〃  井 澤  修 平 

   

健康障害予防研究グループ  

部長  小 泉  信 滋 

上席研究員  宮 川  宗 之 

主任研究員  久保田 久 代 

 〃  三 浦  伸 彦 

研究員  小 林  健 一 

任期付研究員  牧     祥 

         〃  翁     祖 銓 

       〃  山 口 さち子 

   

実験動物管理室   

室長  王     瑞 生 

主任研究員  安 田  彰 典 

   

有害性評価研究グループ  

部長  甲 田  茂 樹 

上席研究員  奥 野  勉 

主任研究員  戸 谷  忠 雄 

 〃  大 谷  勝 己 

  〃  須 田  恵 

  〃  岩 切  一 幸 

  〃  佐々木   毅 

任期付研究員  ﾓｰｾﾝ･ｳﾞｨｰｼﾞｪ

   

環境計測管理研究グループ  

部長  菅 野 誠一郎 

    上席研究員  芹 田 富美雄 

      〃  篠 原 也寸志 

〃  鷹 屋  光 俊 

主任研究員  小 嶋  純 

        〃  高 橋  幸 雄 

〃  安 彦  泰 進 

任期付研究員  伊 藤  弘 明 

   

人間工学・リスク管理研究グループ(Ⅱ) 

部長  岩 崎  健 二 

上席研究員  金 田  一 男 

〃  小 野 真理子 

主任研究員  鈴 木  薫 

 〃  外 山 みどり 

研究員  古 瀬  三 也 

〃   萩 原  正 義 

〃   木 村  真 三 

 
2) 研究員の採用 
 研究者人材データベース（JREC-IN）及び大学病院医療情報ネットワーク(UMIN)への登録、80を超える大学へ

の公募案内の通知、学会誌への公募掲載等、産業安全と労働衛生の研究を担う資質の高い任期付研究員の採

用活動を行った。 

 前年度に採用内定した3名(うち、女性2名)を平成21年4月1日付けで採用するとともに、平成2１年度の公募に応

募した58名の中から、平成21年10月1日付けで1名、平成22年1月1日付けで１名を任期付研究員として採用した。

また、女性2名を含む7名を平成22年4月1日付採用予定者として内定した。 

 平成18年度に任期付きとして採用した3名の研究職員について審査を行い、平成2１年度に任期を付さない研

究職員として採用した。
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3） フェロー研究員，客員研究員等 
 労働安全衛生分野に優れた知識及び経験を有する所外の専門家・有識者又は研究者等との連携を深め、研

究所が実施する調査・研究内容の質的向上及び効率的遂行を図ることを目的として、フェロー研究員の称号の

付与及び客員研究員の委嘱を行っている。 
 
(1) フェロー研究員 

平成21年度末現在、以下の39名にフェロー研究員の称号を付与している。 (50音順) 

1) 相 澤 好 治 

2) 浅 野 和 俊 

3) 安 達  洋 

4) 有 藤 平八郎 

5) 池 田 正 之 

6) 石 坂  清 

7) 市 川 健 二 

8) 市 川 佳 子 

9) 今 村  聡 

10) 臼 井 伸之介 

11) 内 山 巌 雄 

12) 小 木 和 孝

13) 神 代 雅 晴

14) 河 尻 義 正

15) 岸    玲 子

16) 北 村 文 彦

17) 日 下 幸 則

18) 日下部   治 

19) 黒 澤 豊 樹

20) 小 泉 昭 夫

21) 児 玉  勉 

22) 小 林 章 雄

23) 榊 原 久 孝

24) 杉 本  旭 

25) 鈴 木 芳 美

26) 関 根 和 喜

27) 武 林  亨 

28) 永 田 久 雄

29) 西 野  濃 

30) 野 中  格 

31) 花 井 圭 子

32) 久 永 直 見

33) 本 山 建 雄

34) 本 間 健 資

35) 松 井 英 憲

36) 松 岡  猛 

37) 森    敏 夫 

38) 森 崎  繁 

39) 柳 澤 信 夫

  

  

  

  

  

 
（2) 客員研究員 

平成21年度末現在、以下の25名を客員研究員に委嘱している。 (50音順) 

1) 荒 川 泰 昭 

2) 荒 記 俊 一 

3) 池 﨑 和 男 

4) 石 竹 達 也 

5) 宇 土  博 

6) 太 田 久 吉 

7) 大 塚 泰 正 

8) 大 塚 文 徳

9) 大 場 謙 一

10) 熊 崎 美枝子

11) 輿    貴美子

12) 輿    重 治 

13) 櫻 井 治 彦

14) 髙 田 礼 子

15) 玉 置  元 

16) 土 肥 誠太郎

17) 中 田 光 紀

18) 長 野 嘉 介

19) 深 澤 健 二

20) 船 橋  敦 

21) 松 本 由 紀

22) 三 木 明 子

23) 毛 利 一 平

24) 森    晃 爾 

25) 山 本 宗 平
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4． 内部進行管理 

1) 柔軟な業務運営体制の確立 

内部統制の確立及び研究所内における情報伝達の円滑化を図るための方策を検討した。すなわち、①総務

部門の効率化を図る観点から、人事業務及び会計業務の清瀬地区への一元化を検討し、平成22年度から総務

部門の人員削減（4人）を行うことを決定した、②研究所業務の日常的な意志決定及び進捗管理を行う場として理

事長・理事・総務部長・研究企画調整部長等を構成員とする「理事長打合せ」を原則として週1回、業務執行状況

の報告及び検証を行う場として監事（業務・会計）を含めた全役員及び3研究領域長等が出席する「役員会議」を

原則として2か月に1回、それぞれ開催した。また、前年度まで、清瀬地区と登戸地区で別々に開催していた「部

長等会議」については、TV会議システムを活用し、両地区合同の会議として開催した、③中期計画の24の評価

項目等の業務運営を適正かつ的確に遂行するため、前年度に引き続き、清瀬・登戸両地区に項目ごとの業務担

当者を適材適所に配置し、両地区が一体となって業務を推進した、等である。 

 

2) 業務管理システムの構築  

業務の効率化及び情報伝達の円滑化を図るための方策を検討した。例を挙げると、①清瀬・登戸両地区で

別々に活用していたグループウェアについて、セキュリティの確保を図った上で統合し、スケジュールや施設

管理、各種規程等の情報管理の一元的な運用を開始した、②登戸地区の図書室において、科学技術文献の

複写や資料現物の貸借の依頼及び受付を電子化されたシステムで行う図書館相互貸借サービス

（NACSIS-ILL：国立情報学研究所運営）を導入し、書誌購入費等の大幅な節減並びに資料の入手及び提供の

迅速化を図った、③業務の効率化を進めるため、清瀬地区と登戸地区で別様式になっていた決裁文書の統一

化を図るとともに、清瀬地区において電子決裁システムを導入した。また、前年度に引き続き、ＴＶ会議システム

を積極的に活用した、等である。 

 

3) 所内規程の見直し 

新たに策定した情報セキュリティポリシー及び情報セキュリティ管理規程に基づき、管理責任者、業務担当者

等を選任し、情報セキュリティ対策推進体制を整備するとともに、情報の格付けに応じた対策や情報セキュリティ

要件の明確化に基づく対策を推進した。 

個人情報管理規程に基づき、引き続き、保護個人情報保護管理者及び保護担当者を選任し、研究所が保有

する個人情報の適切な利用及び保護を推進した。 

 

4) 所内会議･研究集会 
（１） 理事長打ち合わせ  

出席者： 理事長、理事、総務部長/総務課長、研究企画調整部長/研究企画調整部首席研究員/調査役 
（２） 役員会議  

出席者： 理事長、監事、理事 (総務部長/総務課長、研究企画調整部長/研究企画調整部首席研究員/調査役、
労働災害調査分析センター長、国際情報・研究振興センター長、研究領域長:オブザーバー) 

（３） 部長等連絡会議  
出席者： 理事長、監事(オブザーバー)、理事、総務部長/総務課長、研究企画調整部長/研究企画調整部首席

研究員/調査役、労働災害調査分析センター長、国際情報・研究振興センター長 
（４） 業務会議  

出席者： 理事長、研究企画調整部長/研究企画調整部首席研究員/調査役、総務部長/総務課長/係長、国際セ
ンター長/研究グループ部長/首席、独法業務担当者 

 

5) 独法評価24 項目及び関連項目 

独法評価項目：  

1) 効率的な業務運営体制の確立 

2) 内部進行管理の充実 

3) 業務運営の効率化に伴う経費節減 

4) 効率的な研究施設・設備の利用 

5) 労働現場のニーズ把握と業務への積極的な反映 

14) 講演会、一般公開の開催等 

15) 知的財産の活用促進 

16) 労働災害の原因の調査等の実施 

17) 労働安全衛生分野の研究の振興 

18) 労働安全衛生分野における国内外の若手研究



 

16 

6) プロジェクト研究 

7) 基盤的研究 

8) 学際的な研究の推進 

9) 研究項目の重点化 

10) 研究評価の実施及び評価結果の公表 

11) 労働安全衛生に関する国内基準、国際基準の制改定等

への科学技術的貢献 

12) 学会発表等の促進 

13) インターネット等による調査及び研究成果情報の発信 

者等の育成への貢献 

19) 研究協力の促進 

20) 公正で的確な業務の運営 

21) 運営費交付金以外の収入の確保 

22) 経費の節減を見込んだ予算による業務運営の

実施 

23) 人事に関する計画 

24) 施設・設備に関する計画 

関連項目：  

a. 独立行政法人評価委員会 

b. 主務省等対応 

c. 健康安全委員会・衛生委員会・防火委員会 

d. TM,BM 

e. 関連学会／学術団体 

f. 行政支援研究 

g. 化学物質の有害性 

h. 受託研究 

i. 図書 

j. 情報化推進管理 

k. JIS 

l. 試験委員 

m. 行政への情報提供 

n. 表彰 

o. 独法統合 

 

6) 各種委員会 

1) 労働衛生重点研究推進協議会事務局 

2) 研究倫理審査委員会 

3) Industrial Health 編集委員会 

4) 外部評価委員会 

5) 内部評価委員会 

6) 受託研究審査委員会 

7) 防火管理委員会 

8) 健康安全委員会 

9) 安全衛生委員会 

10) 放射線安全委員会 

11) ダイオキシン類分析研究に係わる安全管理委員会 

12) 組換え DNA 実験安全委員会 

13) 特許審査会 

14) 人事審査委員会 

15) LAN 運営委員会 

16) 高圧ガス液体窒素運営委員会 

17) 動物実験委員会 

18) 動物実験施設運営委員会 

19) 連携大学院推進委員会 

20) 安衛研ニュース編集委員会 

21) 図書情報委員会 

22) 労働安全衛生研究編集委員会 

 

7) 法定管理者等 

1) 放射線取扱主任者 

2) 組換え DNA 実験安全主任者 

3) ＲＩ実験施設運営管理者 

4) 産業医 

5) 衛生管理者 

6) 防火管理者 

7) セクシャルハラスメント相談員 

8) 個人情報管理者 

9) 電気主任技術者 

 

8) 業務監査･会計監査 

業務担当及び会計担当の 2 名の監事により、役員会議その他重要な会議への出席、理事等からの業務の報

告の聴取、重要な文書の閲覧、主要な施設における業務及び財産の状況の調査が行われ、また、会計監査人

からの報告及び説明を受け、事業報告書、財務諸表及び決算報告書について検討が加えられた。 

当該監査の結果は、監査報告書として理事長に報告された。 
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5. 予算 

1) 経費の削減 

（1） 施設経費の節減 

  ・  新たに清瀬・登戸両地区で別々に活用していたグループウェアを統合し、スケジュールや施設管理、各種規

程等の情報管理の一元的な運用を開始するとともに、ＴＶ会議システムの一層の活用等により、移動時間、交

通費等の削減を行い、業務の効率化を図った。 

（2） 研究経費の節減 

・ 物品の購入等調達に関して一般競争入札を徹底するとともに、委託調査等の業務委託については、総合評

価方式による一般競争入札を導入し、透明性・競争性を確保し、経費節減を図るとともに、仕様書の改善等に

よる一者入札の見直しを行った。平成20年度に9件約1億1,600万円であった随意契約は、平成21年度は5件

約3,400万円となった。一方、競争性のある契約は、平成20年度の78件約7億6,100万円から、平成21年度は

95件約6億4,100万円となった。 

・ 光熱水道料を研究棟ごとに月次で把握した結果を部長等会議に報告し、省資源・省エネの徹底を働きか

けるとともに、明るい時間帯の廊下等の照明の完全消灯、昼休み時間中の消灯等を推進し、光熱水料を

対前年度比で2千万円、率にして18.4％削減した。 

 

2) 運営費交付金，施設整備費補助金 (厚生労働省) 

平成21年度における厚生労働省所管運営費交付金は25億3,570万3千円、厚生労働省施設整備費補助金は2

億2,362万8千円であった。 

 

3) 受託収入  
民間企業等からの受託研究 6 件を含む 12 件合計 1 億 2,520 万 4 千円の受託収入があり、前年度の２倍の収

入を獲得した。 

 

4) 外部研究資金 
種類 研究課題名 配分額(円)

1) 静電気リスクアセスメント手法の確立 3,707,000

2) 基礎工事用大型建設機械の転倒防止に関する研究 3,660,000

3) 墜落・転落防止のための新たな機材の開発に関する研究 5,250,000

4) 土砂崩壊防止のための対策工に関する研究 1,500,000

5) ナノマテリアルのヒト健康影響の評価方法に関する総合研究 7,000,000

 3,000,000

6) 化学物質管理における世界戦略へ対応するための法規制等基盤整備に関する調査

研究 

1,000,000

7) 高感受性集団に於ける化学物質の有害性発現メカニズムの解明及び評価手法開発

にかかる総合研究 

7,000,000

8) 労働者のメンタルヘルス不調の予防と早期支援・介入のあり方に関する研究 600,000

9) 労働者のメンタルヘルス不調の第一次予防の浸透手法に関する調査研究 400,000

10) 加齢に伴う心身機能の変化と労働災害リスクに関する研究 3,400,000

 1,500,000

 1,500,000

厚生労働 

科学研究 

費補助金 

 

000,000,01 究研るす関に量給補分水要必の時業作熱暑 )11

1) クリープボイドの三次元幾何学形状の計測とボイド体積率による新しい余寿命評価法 5,850,000

2) 唾液中硫酸基結合型デヒドロエピアンドロステロンを用いたストレス評価の検討 1,820,000

3) 作業環境におけるバイオエアロゾルへの曝露状況に関する研究 1,040,000

4) 注意・遂行機能に生じる加齢変化とそのメタ認知に関する認知神経心理学的検討 1,430,000

科学研究

費補助金 

5) 粘土質土壌・鉱産物の利用による炭素系新規多孔性吸着材料の研究 1,040,000

 6) 殻類構成成分に及ぼす土壌環境の影響と対策 325,000
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種類 研究課題名 配分額(円)

1) 中小規模事業場における労働災害防止のためのプロセス安全管理活動支援環境の

開発 

650,000

2) コンピュータシミュレーションによる除電の高性能化 1,170,000

3) 地盤リスク事例の類型化に基づく包括的な地盤リスクマネージメントシステムの提案 1,950,000

4) 交代制勤務者の身体活動と心身の健康の実態に関する研究－経時的評価を用いて

－ 

1,560,000

5) 夜勤疲労を回復促進させる健康生成要因の解明 1,508,000

6) 開発途上国における環境汚染の発生・生殖影響に関する国際共同研究 650,000

7) 細胞内亜鉛応答システムの分子基盤解明と貴金属イメージングセンサーとしての応

用 

650,000

日本学術

振興会 

8) 低周波音によって人体に生じる物理的振動と振動知覚特性の関係に関する基礎的

研究 

1,040,000

環境省 1) アスベスト廃棄物の無害化処理品の生体影響評価に関する研究 9,000,000

1) 典型災害事例を活用したリスクアセスメント支援システムの開発 3,000,000

2) リース鉄道工事桁主構の強度に関する研究 1,829,109

3) テクスパン・スパニッシュジョイントの研究 353,626

4) 水道工事における労働災害防止に係る調査研究 1,260,000

5) 労働量と睡眠に関する研究 500,000

民間受託 

6) LED室内照明が認知高齢者の症状及びその介護者の負担に及ぼす影響に関する研

究 

50,000

1) 労働災害情報作成等事業 14,845,500

2) 荷役作業時における墜落等災害防止対策の開発及び普及事業 9,313,500

3) 最近の知見による職業性疾病等の予防対策普及促進等事業 36,563,000

4) 石綿小体に関する計測例の収集及び分析に係わる調査研究 9,599,175

5) 工作機械の機械安全に関する標準化 2,094,953

政府（厚生

労働省）受

託 

008,768,76 発開究研の法手証検性全安のトッボロ援支活生 )6

(合計) 147,276,663

  

5) 謝金収入等 
種  類 金額 (千円) 

謝金収入 10,621  

施設貸与収入       728

知的財産使用料 1,163

その他      7,266

(合計)      19,778

 
6) 短期借入金 

平成21年度は，短期借入金は生じなかった。 

 
7) 剰余金の使途 

平成21年度は、剰余金の使途にあてることができる残余の額について、主務大臣に申請をしなかった。 
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6． 敷地建物，施設設備等 

1) 敷地，建物 
種別 清瀬地区 登戸地区 

土地   35,302㎡   22,945㎡

建物 

 

・総合研究棟 

・機械安全システム実験棟 

・建設安全実験棟 

・化学安全実験棟 

・電気安全実験棟 

・環境安全実験棟 

・材料・新技術実験棟 

・共同実験棟 

・その他 

(小計)

 3,934㎡

 1,770㎡

 1,431㎡

 1,079㎡

 1,444㎡

 1,090㎡

 2,903㎡

 1,478㎡

 2,247㎡

(17,376㎡)

・管理棟 

・研究本館 

・動物実験施設 

・音響振動実験施設 

・工学実験施設 

・その他 

 

 

 

   (小計) 

  1,282㎡

 9,277㎡

  2,525㎡

   391㎡

   919㎡

   412㎡

 (14,806㎡)

 

2) 大型施設・設備 (平成21 年度購入分) 

清瀬地区 登戸地区 

多種信号データ同時集録装置 

エネルギー分散型蛍光Ｘ線分析装置 

接触力測定装置 

小型光電界センサ 

パルスカッティングバンドソー 

三次元空間内に存在する人体または物体の検知システム 

アンプ内蔵可搬型フォースプレートシステム 

荷重負荷システム 

三次元動作軌跡解析装置 

精密湿度供給装置 

水晶発振子式マイクロ天秤付き電気化学測定装置 

プラズマ灰化装置 

ハンドヘルドタイプ蛍光Ｘ線成分分析装置 

差動型示差熱天秤 

32ch活性細胞微弱発光計測システム 

誘導結合プラズマ発光分光計 

 

3) 外部貸与 
当研究所では、労働安全衛生に係る技術向上等に結びつき、研究所の使命と合致するものであり、かつ、公

共性を有する場合に、研究施設・設備の一部を有料で外部機関に貸し付ける制度を有している。平成 21 年度は

14 課題の共同研究 (共同研究協定書に基づくもの及び競争的資金要求時に他機関と共同して申請したものに

限る。) を実施するとともに、4 件の施設の有償貸与を行った。 

なお、貸与対象の研究施設・設備は以下のとおりであり、詳細は研究所ホームページで紹介している。 

（http://www.jniosh.go.jp/lending/lend/index.html） 

清瀬地区 登戸地区 

 1．高温箱型電気炉 

 2．ワイヤロープ疲労試験機 

 3．100トン構造物疲労試験機 

4．U型油圧サーボ疲労試験装置 

 5．フルデジタル制御油圧疲労試験機 

 6．ひずみデータ収録システム  

 7．超深度カラー３D形状測定顕微鏡 

 8．残留応力測定装置 

 9．油圧サーボ疲労試験機 

10．汎用小型旋盤 

11．フライス盤 

12．模擬人体接触モデル 

13．簡易無響室 

 1．低周波音実験室   

 2．半無響室  

 3．手腕振動実験施設  

 4．局所排気装置実験施設  

 5．溶接ロボット  

 6．有機溶剤吸入曝露実験施設  

 7．粉塵吸入曝露実験施設  

8．電子顕微鏡 (装置名：走査型分析電子顕微鏡，透過

型分析電子顕微鏡)  

9．人工気象室  

10．被験者生活実験施設  

11．低温 (生化学) 実験室  

12．フローサイトメーター  
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清瀬地区 登戸地区 

14．風洞実験装置  

15．3000kN垂直荷重試験機 

16．250kN水平荷重試験機 

17．曲げ･圧縮試験機 

18．建材試験装置 

19．構造物振動試験機 

20．100kN荷重載荷試験機 

21．遠心力載荷実験装置 

22．吹上げ式粉じん爆発試験装置 （ハルトマン式試験

装置） 

23．20L球形粉じん爆発容器 

24. DSC （示差走査熱量計）  

25．熱流束式自動熱量計  

26．反応熱量計 27．ガスクロマトグラフ 

28．ガスクロマトグラフ質量分析計  

29．紫外可視分光光度計  

30．大型熱風循環式高温恒温器 

31. 高速度ビデオカメラ 

32. ハルトマン式粉じん最小着火エネルギー試験装置 

33．接触角測定装置 

34．フルハーネスの落下試験装置 

35．安全靴衝撃試験機 

36．ヒューマンエラー予測評価装置 

37. 靴すべり試験機 

38．高速度現像デジタル直視装置 

39．2ｃｈ周波数分析器 

13．X線分析室 (X線回折装置・蛍光X線装置・ビード試

料作製装置)  

14．紫外線細胞照射装置  

15．CASA  (コンピュータ画像解析精子分析器)  

16．水平トラバース  

17．ISO 7096に準拠した座席振動伝達測定システム  

18．12軸全身振動時系列分析システム  

19．モーションシミュレータ  

20．振動サンプリング装置  

21．汎用水銀分析装置  

22．ガス測定システム  

23．動物行動量・受動回避・迷路試験装置  

24．小動物脳血流測定装置  

25．動物血球計数装置  

26．オートアナライザー （生化学指標測定装置）  

27．画像解析装置  

28．脳内神経伝達物質測定装置 

29．ガスクロマトグラフ質量分析計 

30．リアルタイムPCR装置 

31．液体クラマトグラフィ  

32．自動核酸抽出装置  

33．レーザーアブレーション（LA）付き誘導結合プラズマ

質量分析計  

34．粒度測定及び・ゼータ電位測定装置  

35．イオンクロマトグラフ  

36．2電圧ポテンシオスタット 

37．原子吸光 

38．紫外線処理システム付き凍結ミクロトーム 

  

4) 図書 
研究所の各種研究業務を支援するため、清瀬地区、登戸地区のそれぞれに図書室を設置している。蔵書数

は以下のとおりである。 

区   分 清瀬地区 登戸地区 合  計 

和 書 17,440冊 (179冊)   6,429冊 (171冊) 23,869冊  (350冊)

洋 書 3,479冊 ( 15冊) 4,096冊  ( 53冊) 7,575冊  ( 68冊)

単 行 本 

( )内は平成21年度受入

数 (内数) (計) 20,919冊 (194冊) 10,525冊 (224冊) 31,444冊  (418冊)

製本雑誌 (うち平成21年度分) 20,748冊 (230冊)  20,898冊 (310冊) 41,646冊  (540冊)

和雑誌  66誌    1誌 67誌 

洋雑誌  66誌   37誌 103誌 

購入雑誌 

 

(計) 132誌   38誌 170誌 

和雑誌       240誌  177誌 417誌 

洋雑誌        3誌   27誌 30誌 

寄贈交換誌 

(計)       243誌  144誌 387誌  
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第２章 研究調査ニーズの把握 

1． 厚生労働省安全衛生部との情報交換 

厚生労働省安全衛生部及び当研究所の幹部を構成員とする連絡会議の開催や、実務者レベルによる安全衛

生部と研究所役職員との意見・情報交換会を通じて、安全衛生行政上の課題把握に努めるとともに、行政施策の

展開の実施に必要な調査研究テーマについて意見交換を行った。 

 

2． 労働安全衛生重点研究推進協議会

1) 概要 
平成 22 年3 月に第3 回労働安全衛生重点研究推進協議会を開催し、上記作業により新たに作成した労働安

全衛生研究重点3研究領域32優先課題（案）について調査・審議を行った。審議結果を踏まえて「労働安全衛生

重点研究領域・優先課題」を策定し、報告書を取りまとめることとした。 

また、平成 22 年 1 月に労働安全衛生重点研究推進協議会シンポジウムを開催し、研究所及び大学等の研究

者による７テーマの講演並びに「リスクマネジメントシステムの活用状況等と今後の課題－第 11 次労働災害防止

計画の対策に向けて-」と題するパネルディスカッションを行った。 

労働安全衛生重点研究推進協議会委員名簿 

会  長 平野敏右 千葉科学大学学長 
副会長 前田  豊 独立行政法人労働安全衛生総合研究所理事長 

 小川康恭 独立行政法人労働安全衛生総合研究所理事 
顧  問 大久保利晃 

河野啓子 
北山宏幸 
輿  重治 
櫻井治彦 
高田  勗 
田中勇武 
名古屋俊士 
野村  茂 
松下秀鶴 
松島泰次郎 
山本一元 
和田  攻 

財団法人放射線影響研究所理事長 
四日市看護医療大学学長 
前社団法人日本クレーン協会会長 
元労働省産業医学総合研究所所長 
中央労働災害防止協会労働衛生調査分析センター技術顧問 
中央労働災害防止協会技術顧問 
産業医科大学産業生態科学研究所教授 
早稲田大学理工学術院教授 
熊本大学名誉教授 
静岡県立大学名誉教授 
東京大学名誉教授 
前特定非営利活動法人安全工学会会長 
産業医科大学学長 

委  員 ○学識経験者 
(1)安全領域 

 関根和喜 
松岡  猛 
浅野和俊 
日下部 治 
安達  洋 
森崎  繁 

横浜国立大学安心・安全の科学研究教育センター教授 
宇都宮大学工学部教授 
山形大学名誉教授 
東京工業大学大学院理工学研究科教授 
日本大学理工学部教授 
社団法人産業安全技術協会顧問 

 (2)健康領域      
 小木和孝 

柳澤信夫 
久永直見 
小泉昭夫 
横山和仁 
川上憲人 

財団法人労働科学研究所主管研究員 
東京工科大学教授・片柳研究所長、関東労災病院名誉院長 
愛知教育大学保健環境センター教授 
京都大学大学院医学研究科教授 
順天堂大学大学院医学系研究科教授 
東京大学大学院医学系研究科教授 

 (3)環境領域 
 池田正之 

内山巌雄 
神代雅晴 

独立行政法人国立環境研究所特別客員研究員、京都大学名誉教授 
京都大学大学院工学研究科教授 
産業医科大学産業生態科学研究所教授 
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労働安全衛生重点研究推進協議会委員名簿 

遠山千春 東京大学大学院医学系研究科教授 
 ○労働側委員 
 市川佳子 日本労働組合総連合会総合労働局雇用・法制対策局長 
 ○経済界・業界団体等委員 
 西野  濃 

石坂  清 
森  敏夫 
野中  格 
黒澤豊樹 
今村  聡 

ＪＦＥスチール株式会社安全衛生部長 
社団法人日本機械工業連合会常務理事 
東京液化酸素株式会社取締役社長 
株式会社熊谷組安全本部顧問, 建設労務安全研究会理事長 
社団法人日本労働安全衛生コンサルタント会会長 
社団法人日本医師会常任理事  

 ○オブザーバー (行政関係) 
 髙﨑真一 

樋口清高 
井上 仁 
田中正晴 
田中敏章 
半田有通 

厚生労働省労働基準局安全衛生部計画課長 
同 計画課国際室長 
同 計画課調査官 
同 安全課長 
同 安全課建設安全対策室長 
同 化学物質対策課長 

 
2) 活動状況 

労働安全衛生重点研究推進協議会の公開シンポジウムとパネルディスカッションを平成 22 年 1 月に開催し

た。シンポジウムでは各重点研究領域における国内の代表的な研究者から最先端の現場ニーズと研究ニーズ

を把握した。パネルディスカッションは産業界、労働組合、行政、及び学術界を代表するリーダーの方々との貴

重な意見交換の場となった。参加者は 232 名と、昨年度の２倍以上の参加者を得た。 

 

3. 業界団体等との情報交換会 

（社）日本保安用品協会、（社）石灰石鉱業協会鉱山保安委員会、（社）中小企業診断協会城西支部、所沢地

区食料品製造業労働災害防止協議会等をはじめとする業界団体等の間で、労働災害防止のための調査研究に

ついて、意見・情報交換を行った。 
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第３章 調査研究業務等 

1. 研究課題 

1) 課題一覧 
（1) プロジェクト研究 
平成21年度は、年度計画に従い、以下のア～オに示す重点研究領域12課題のプロジェクト研究を実施した。 

重点研究領域 研究課題名 

1) 危険・有害物規制の調和のための統一的危険・有害性評価体系の構築に関する研究［
H19～H21］ 

2) 第三次産業の小規模事業場における安全衛生リスク評価法の開発に関する研究［H19
～H21］ 

ア 労働者の心身の健康
状態と事故との関連・
影響等に関する研究 

3) 事故防止のためのストレス予防対策に関する研究［H19～H21］ 
1) 高圧設備の長期間使用に対応した疲労強度評価手法に関する研究［H19～H21］ イ 高度の技術を要する

重大な災害の防止対
策の研究 

2) 災害復旧建設工事における労働災害の防止に関する総合的研究［H21～H23］ 

1) 災害多発分野におけるリスクマネジメント技術の高度化と実用化に関する研究［H18～
H22］ 

2) 第三次産業で使用される機械設備の基本安全技術に関する研究［H20～H24］ 

ウ 技術の進歩に伴って
発生する新しい災害
や健康影響に対処す
るための研究 3) 先端産業における材料ナノ粒子のリスク評価に関する研究［H19～H21］ 

1) メンタルヘルス対策のための健康職場モデルに関する研究［H21～H23］ エ 過重労働やメンタル
ヘルスに関する研究  

1) アーク溶接作業における有害因子に関する調査研究［H20～H22］ 
2) 蓄積性化学物質のばく露による健康影響に関する研究［H21～H23］ 

オ 化学物質や物理的因
子等による職業性疾
病に関する研究 3) 健康障害が懸念される化学物質の毒性評価に関する研究［H21～H23］ 

 

（2) イノベーション25研究 

政府の長期戦略指針「イノベーション25」に基づき平成21年度は4課題を実施した。 

 研究課題名 

1) 多軸全身・多軸手腕振動曝露の人体への心理・生理影響の評価方法に関する研究 

2) 作業温熱ストレスの労働生理学的評価と予防対策技術の研究 

3) 誘導結合プラズマ質量分析計およびその他の機器による労働環境空気中有害金属元素測定方法の規格制定に

関わる研究 

4) 生体内繊維状物質の高感度・多元的検出とばく露レベルに関する研究 

 

（3) GOHNET研究 

労働者の健康増進に関するWHOアクションプラン（GOHNET研究）を3課題実施した。 

 研究課題名 

1) 職業性疾病・職業性ばく露のアクティブ・サーベイランス－ウェブ情報システムの開発と活用 

2) 中小企業における労働安全衛生マネジメントシステムの確立 

3) ヘルスケアワーカー及びその他の労働者の職業性健康障害 

 

（4) 基盤的研究 

平成21年度は、年度計画に従い、以下に示す14研究領域59課題の基盤的研究を実施した。 

研究領域 研究課題名 

1) ばく露評価手法に関する研究 
2) DNAマイクロアレイ等から得られた遺伝子指標による健康影響解析 
3) レポーターアッセイを用いた毒性評価 
4) 化学物質のハザードの評価と情報伝達(GHS等)に関する基盤的研究 

1 リスクアセスメント・マネ
ジメント手法の高度化
に関する研究 

5) 労働環境における放射性物質等の物理的・化学的要因の影響評価に関する研究 
1) 機能性材料の生体影響に及ぼす有害因子の研究 2 技術の進歩に伴う労働

災害の防止に関する 2) 高年齢労働者の運動調節機能，注意，動機づけ・意欲および中枢性疲労に関する研究
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研究領域 研究課題名 

研究  

1) 作業服着用時の暑熱寒冷ストレス 
2) 過重労働による健康障害予防対策に関する研究 
3) フルハーネス型安全帯の普及に関する調査研究 
4) 建築作業向け安全靴・作業靴に関する基礎研究 

3 作業環境・作業行動に
基づく災害の防止に関
する研究 

5) 外的環境・疲労・ストレス等が身体に及ぼす影響をモニタリングするための指標を検討
する研究 

1) ヒューマン・インタフェースに関する人間工学的研究 
2) 筋骨格系障害予防のための人間工学的対策に関する研究 

4 人間工学的手法を用い
た作業改善に関する研
究 3) 認知判断におよぼす振動曝露の影響に関する研究 

（平成21年度の実施課題なし） 5 機械システムの安全制
御に関する研究  

1) 非石綿ガスケットの高温クリープ特性の評価に関する研究 6 機械等の破損による災
害防止に関する研究  

1) 斜面下における落石防止壁基礎の耐衝撃性に関する研究 7 建設工事における地盤
に関わる災害の防止に
関する研究 

 

1) 斜面作業における建設労働者の墜落防止のための基礎的研究 8 仮設構造物に関わる災
害の防止に関する研究 2) 墜落防護工法の多様性に対応した足場強度の評価方法の検討 

（平成21年度の実施課題なし） 9 化学反応工程の安全化
に関する研究  

1) 水素ガス爆発危険性評価に関する研究 
2) 遠心力載荷装置による過重力場におけるガス爆発現象に関する研究 

10 着火・爆発による災害
の防止に関する研究 

3) 高圧酸素狭部噴出による配管破壊に関する研究 
1) 着火爆発を誘発する放電現象の解明 
2) 直流活線接近警報機の開発に関する研究 
3) 汎用型防爆構造除電器の開発 
4) 静電気対策用コンテナの性能批評法に関する研究 

11 電磁気障害による災
害の防止に関する研
究 

5) 流動層において静電気放電による爆発・火災の防止に関する研究 
1) 職業性ストレスの予防と産業精神保健に関する基盤的研究 
2) 職域におけるメンタルヘルス不全・精神障害に関する予防・介入・対策に関する研究 
3) 中高年労働者の睡眠の質を間接的に捉える試み 
4) 過重労働による心血管系に対する影響の評価と予防に関する研究 
5) ストレス関連物質による生体影響評価法の開発に関する研究 
6) 疲労蓄積を評価するための調査票に関する研究 
7) 労働者における気分・身体症状と睡眠－経時的評価を用いて－ 
8) 労働者の疲労と睡眠に関する労働安全衛生研究 
9) 唾液試料を用いた職業性ストレスの評価ならびにストレス関連疾患の予防 

12 労働者の健康と職業
性ストレスに関する研
究 

10) 勤務時間帯による健康影響に関する研究 
1) 職場環境中物理化学因子へのばく露と生殖機能を中心とした健康状態との関連に関

する研究 
2) 毒性評価のための試料作製法の改良・改善に関する研究 

13 職業性疾病の早期発
見のための指標開発
と発生機序解明等に
関する研究 3) 労働衛生におけるバイオ技術の活用 

1) 神経毒性評価のための生化学的指標に関する基盤的研究 
2) 産業化学物質の生殖・発生毒性評価に関する実験的研究 
3) 低周波音・可聴音の知覚特性および聴力影響に関する研究 
4) 化学物質ばく露による生体影響の性差に関する研究 
5) 粉じん中の有害成分の把握と健康影響についての研究 
6) 振動ばく露の人体影響に関する研究 
7) 有機溶剤取り扱い職場における発がんリスクの研究 
8) 各種労働環境下における作業服・防護服の温熱生理学的評価に関する研究 
9) ALDH2遺伝子ノックアウトしたマウスにおけるETBE（Ethyl tertiary-Butyl Ether）の遺伝

子毒性評価に関する研究 

14 化学物質・有害物理因
子等職場の有害要因
による健康影響とその
予防に関する研究 

10)作業遂行条件下における動物（ラットおよびマウス）の高次脳機能に及ぼす要因に関
する実験的考察 

 11)作業環境中の物理的因子の健康影響評価 
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研究領域 研究課題名 

 12) ホルムアルデヒドがラット気道及び皮膚の興奮性NANC神経系に及ぼす影響 

1) 建設労働者おける各種有害物質ばく露の実態と疾病に関する研究 15 労働現場における疫
学的研究 2) 勤労女性における微量有害物質の健康影響に関する研究 

1) 有害光線の評価方法の確立、および、実際の作業現場における評価に関する研究 
2) 新規多孔性炭素材料の有害化学物質吸着能に関する研究 
3) 有機ガス用防毒マスクの性能指標確立のための研究 
4) 労働現場における振動の生体力学的手法による解析 
5) 作業環境管理に関する工学的研究 
6) 工業用ナノ粒子の作業環境測定に資する粒子の評価法の検討 

16 職場環境の評価と管
理・改善法に関する研
究 

7) リスク管理に資する有害性化学物質の新規分析法の開発 

 

（5) 外部研究資金による研究 
a 研究職員等が研究代表者を務める研究 

平成21年度は、外部研究資金による研究のうち研究職員等が研究代表者を務めるものを合計15件実施した。 

資金の種類 研究課題名 研究代表者 分担・共同研究者 研究期間

1) 基礎工事用大型建設機械の転倒防止に関
する研究 

玉手聡 
 

伊藤和也（安衛研），末
政直晃（東京都市大） 

H19～H21
 

2) 暑熱作業時の必要水分補給量に関する研
究 

澤田晋一 上野哲・榎本ヒカル（安
衛研） 

H20～H22
 

3) 静電気リスクアセスメント手法の確立 大澤敦 島田行恭（安衛研） H20～H22

4) 墜落・転落防止のための新たな機材の開発
に関する研究 

大幢勝利 豊澤康男・高梨成次・日
野泰道・高橋弘樹（安衛
研） 

H20～H22

厚生労働省厚
生労働科学研
究費補助金 

5) 加齢に伴う心身機能の変化と労働災害リスク
に関する研究 

中村隆宏 東郷史治・石松一真・高
木元也・大西明宏（安衛
研） 他３名 

H21～H22
 

基盤研究
(B)一般 

1) 中小規模事業場における労働災害防止の
ためのプロセス安全管理活動支援環境の開
発 

島田行恭 淵野哲郎(東工大)， 
Rafeal Batres(豊橋技科
大) 武田和弘(静岡大)，
北島禎二（東農工大） 

H21～H21

 

1) コンピュータシミュレーションによる除電の高
性能化 

大澤敦  H20～H22

2) 低周波音によって人体に生じる物理的振動
と振動知覚特性の関係に関する基礎的研究

高橋幸雄  H20～H22

基盤研究
(C)一般 

3) 地盤リスク事例の類型化に基づく包括的な
地盤リスクマネージメントシステムの提案 

伊藤和也 日下部治（東工大） H21～H23
 

1) 作業環境におけるバイオエアロゾルへの曝
露状況に関する研究 

齊藤宏之  H19～H21

2) 唾液中硫酸基結合型デヒドロエピアンドロス
テロンを用いたストレス評価の検討 

井澤修平  H20～H21

3) 注意・遂行機能に生じる加齢変化とそのメタ
認知に関する認知神経心理学的検討 

石松一真  H20～H21

若手研究
(B) 

4) 粘土質土壌・鉱産物の利用による炭素系新
規多孔性吸着材料の研究 

安彦泰進  H20～H21

1) 交代制勤務者の身体活動と心身の健康の
実態に関する研究 

東郷史治  H20～H21

文
部
科
学
省
科
学
研
究
費
補
助
金 

若手研究
スタートア
ップ 2) 夜勤疲労を回復促進させる健康生成要因の

解明 
久保智英  H20～H21

 
b研究職員等が分担研究者あるいは共同研究者を務める研究 
 平成 21 年度は、外部研究資金による研究のうち研究職員等が分担研究者あるいは共同研究者を務めるもの

を合計11件実施した。 
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資金の種類 研究課題名 研究代表者 分担・共同研究者 研究期間

1) 高感受性集団に於ける化学物質の有害
性発現メカニズムの解明及び評価手法
開発にかかる総合研究 

小野宏 
(食品薬品安全
セ) 

宮川宗之（安衛研） 他 H19～H21

2) 化学物質管理における世界戦略へ対応
するための法規制等基盤整備に関する
調査研究 

城内博(日大) 宮川宗之（安衛研） H20～H22

3) 土砂崩壊防止のための対策工に関する
研究   

日下部治 

(東京工業大学)

豊澤康男・伊藤和也 (安
衛研)，竹村次朗・高橋
章浩（東工大） 

H20～H22

4) ナノマテリアルのヒト健康影響の評価手
法に関する総合研究 

福島昭治 
(中災防） 

鷹屋光俊・甲田茂樹（安
衛研） 他9名 

H20～H22

5) 労働者のメンタルヘルス不調の予防と早
期支援・介入のあり方に関する研究 

横山和仁 
(順天堂大学) 

原谷隆史（安衛研） H20～H22

厚生労働省厚
生労働科学研
究費補助金 

6) 労働者のメンタルヘルス不調の第一次予
防の浸透手法に関する調査研究 

川上憲人 
（東大） 

原谷隆史（安衛研） H21～H23

基盤研究
(B)一般 

1) クリープボイドの三次元幾何学形状の計
測とボイド体積率による新しい余寿命評
価法 

酒井信介 
（東大） 

山際謙太（安衛研） H21～H21

基盤研究
(B)一般 
海外学術
調査 

1) 開発途上国における環境汚染の発生・生
殖影響に関する国際共同研究 

横山和仁 
(順天堂大) 

モーセン・ヴィージェ（安
衛研） 他 

H18～H21

1) 穀類構成成分に及ぼす土壌環境の影響
と対策 

八田珠郎 
(国際農林水産
業研究セ) 

小室光世(筑波大)，篠原
也寸志(安衛研) 

H20～H22

文
部
科
学
省
科
学
研
究
費
補
助
金 

基盤研究
(C)一般 

2) 細胞内亜鉛応答システムの分子基盤解
明と貴金属イメージングセンサーとして
の応用 

大塚文徳 
（帝京大） 

小泉信滋（安衛研） H21～H21

環境省廃棄物
処理等科学研
究費補助金 

1) アスベスト廃棄物の無害化処理品の生体
影響評価に関する研究 

神山宣彦 
(東洋大) 

高田礼子・網中雅仁(聖
マリ医大)，山内博(北里
大)，山下喜世次(ノザワ
技研)，戸谷忠雄（安衛
研） 

H19～H21

 

2) 学際的研究 
・ 産業安全を専門とする研究員と労働衛生を専門とする研究職員からなる環境研究領域がコアとなって、

双方の専門性・知見を活用した学際的研究の推進について検討を行うとともに、清瀬地区及び登戸地

区でそれぞれ実施している研究討論会（TM）の対象を全研究職員とすることにより、情報の共有推進を

図った。 

・ 2産業安全と労働衛生の分野横断的な研究として、2つのプロジェクト研究「第三次産業小規模事業場に

おける安全衛生リスク評価法の開発に関する研究」及び「危険・有害物規制の調和のための統一的危

険・有害性評価体系の構築に関する研究」並びに厚生労働科学研究費補助金による「加齢に伴う心身

機能の変化と労働災害リスクに関する研究」について、産業安全を専門とする研究職員と労働衛生を専

門とする研究職員が参画し、研究成果の相乗効果を発揮する研究を推進した。 

 

3) 厚生労働省との情報交換 
行政からの要請を受けて、「斜面崩壊による労働災害の防止対策に関する調査研究」や「胸部エックス線検

査を実施すべき対象者の範囲の範囲に関する調査研究」等を実施し、その調査結果を提供した。後者の調査

研究結果は、労働安全衛生規則改正の知見のひとつとして活用された。 

 

4) 研究項目の重点化  
・ 中期計画及び平成21年度計画に基づいて、プロジェクト研究として12課題を実施した。また、政府の長

期戦略指針・イノベーション25に基づく4課題及び当研究所がWHO(世界保健機関)の労働衛生協力セン
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ターとして指定されたことを受けて平成20年度から開始したGOHNET研究（労働者の健康増進に関する

WHOアクションプラン）に基づく3課題をプロジェクト研究と並ぶ重点研究課題として位置付け、これを実

施した。 

・ 平成18年度から平成21年度までの基盤的研究課題の平均数は69.3課題となり、前中期目標期間平均数

102課題との比較では、32.1％の減少となった。 
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2. プロジェクト研究 

1) 危険・有害物規制の調和のための統一的危険・有害性評価体系の構築に関する研究 【3 年計画の 3 年目】 

藤本康弘(化学安全研究G)，八島正明(同)，板垣晴彦(同)，大塚輝人(同)，鷹屋光俊(研究企画調整部)，

小野真理子(人間工学・リスク管理研究G(Ⅱ))，宮川宗之(健康障害予防研究G)，

齊藤宏之(国際情報・研究振興C)

 
【研究期間】  平成19～21年度 

【実行予算】  2,280万円(平成21年度) 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

労働安全衛生法は、平成17年の改正においてリスク

アセスメントの実施が義務化されたことで、これまでの

後追い的な性格のみのものから、先取り的な性格を含

むものへと大きな変化を遂げた。しかし、労働安全衛生

法で定義される危険物は旧来の物質名例示のままで

あり、今後は試験方法を指定した事前評価を追加、ま

たは事前評価のみに置き替える必要がある。したがっ

て、安衛研としてもそれらの試験方法の参考情報を呈

示することが急務と考えられる。  

(2)目的 

これらの試験方法は、今後は他の法規制等、特に国

際規格との協調が強く要求される。したがって、本研究

では GHS で示される試験方法を中心に検討することと

する。そして、実施が容易な標準方法がほぼ確立され

ている場合は主として、データの収集を中心に、また、

方法は例示されているが、必ずしも実施が容易でない

場合や標準となる方法が存在しない場合について、そ

の試験方法について検討する。 

(3)方法 

1. スプレー缶(市販品)について、GHS での危険性のク

ラス分けのために行う試験方法の検証 

2. 引火性液体について、爆発・火災の発生状況，引火

点に関する調査 

3. 可燃性粉じんの燃焼特性（火炎伝ぱ）に関する基礎

研究、ナノサイズの粒子の着火･燃焼危険性の評価

方法の検討、ガスと粉じんの混合物の危険性の評価 

4. 金属粉体の爆発･火災に伴う燃焼物の有害性評価 

5. 主として DSC から得られる熱流量データの補正法

の検討 

6. 熱流量データベースの公開 

7. 熱量データべースの利用方法の検討 

8. 職務-ばく露マトリクスデータベースへのGHS分類区

分の統合 

(4)研究の特色・独創性 

＜特色＞ 

工学系の研究者と衛生系（理学系）の研究者が一緒

になって化学物質の危険性と有害性を検討しているこ

と。 

＜独創性＞ 

気体に近い性質を持つ粒子の燃焼危険性、特殊な環

境下でのサブミクロン粒子の燃焼挙動とその生成物の

解明は学術的に意義があり、燃焼に伴う粒子状物質の

生成とその有害性の検討は衛生とも関連し、学際性があ

る。また、各種データベースの公開は危険性評価を容

易にし、その利用方法の公開とともに、行政的、社会的

な意義を持つ。 

【研究成果】 

可燃性粉じんの爆発性に関して東京大学と共同研

究を実施し、可燃性ガス（メタン）と可燃性粉じん（ポリ

メタクリル樹脂）のハイブリッド混合物の火炎の伝ぱ･

燃焼特性、ポリメタクリル樹脂粉を試料とするサブミク

ロン粒子の着火･爆発特性を調べた。ペレット状の可

燃性固体の燃え拡がり特性を明らかにするため、直径

と長さの異なる木材ペレット、木質ペレット、RDF（ごみ

固形化燃料）を試料として用い、それらの燃え拡がり

における堆積層内の温度変化、火炎の発生状況を調

べた。金属粉の燃焼の際に発生する粒子の有害性に

ついて、火災と爆発を模擬した実験を実験室レベル

で行い、煙状になって漂う粒子状物質の採取・測定を

行なった。 

 

図1 爆発後の粒子の電子顕微鏡写真 
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図2  火災後の粒子の電子顕微鏡写真 

 

熱量データべースの利用方法の検討では、量子化

学計算を用いて温度上昇による結合長の伸びと反応

開始温度の相関の評価を行ない、これまで困難であ

った発熱開始温度を予見する手法構築の可能性を示

した。 

 

図3  発熱開始温度予見手法の概念図 

 

 職務-ばく露マトリクスデータベースへの GHS 分類区

分の統合では、今年度は，FinJEM に我が国の既存の

データを取り込むことが可能であるかどうかの検討を行

った。 

 

 

 

 

 

図4  JEMの概念図 

 

 国内データの例として作業環境測定結果のデータを

取り込むことを検討した結果、我が国において法規に

基づいて測定・蓄積されている作業環境測定データを

用いることにより、ある程度の JEMの構築が可能である

と思われる。その一方で両者の間では収録されている

データに予想以上の差が存在することから、JEM を構

築する際には、既存の JEM の構造をそのまま用いるこ

とは得策ではないことを明らかにした。 

【研究成果の詳細】 

(1)木材ペレット、木質ペレット、RDFを試料とし、堆積状

態での燃え拡がり特性を実験的に調べた。実験では、

燃え拡がり速度に及ぼす試料寸法、空隙、燃え拡が

り方向などの影響を調べた。直径 22mm、長さ 55mm

の木材ペレットの下方も拡がりでは、完全に炭化した

領域は距離にして 150mm 以上あり、そのうち、変色

開始から完全に炭化するまでの距離は50mm程度で

あった。 

(2)可燃性粉じんの爆発性に関する共同研究（東京大

学）において、メタン／PMMA（ポリメタクリル樹脂）粉

じん、あるいはメタン/石松子粉じんのハイブリッド混

合物の伝ぱ火炎について、爆発下限濃度、火炎構

造、火炎伝ぱ速度を調べた。実験の結果、 

a）57 と 30μm の PMMA 粉じんでは、粒子径が小さ

いほうが可燃性気体に適用されるル･シャテリエの関

係式がよくあてはまること、 

b)PMMA 粉じんについては、下限濃度付近では火

炎の伝ぱ速度が混合割合によらずほぼ一定になる

こと、 

c)シュリーレン像と直接像の同時撮影を行い、予熱

帯の厚みの測定からハイブリッド伝ぱ火炎の構造は

主に粉じんの燃焼挙動によること、などがわかった。 

(3)可燃性粉じんの爆発性に関する共同研究（東京大

学）において、サブミクロン粉じんの着火･爆発性を

調べた。実験では吹き上げ式の粉じん爆発試験装

置とMIKE 3を使って調べた。実験の結果、 

a)火花放電による初めの衝撃で粒子が周囲に移動し、

点火部付近の粉じん雲の濃度が周囲よりも下がるこ

と、 

b)1 次粒子がナノスケールであっても取扱い中に凝

集し、1μｍ以上の凝集した粉じんになりやすいこと、

c)爆発下限濃度測定は JISの規格試験方法に準拠し

て行ったが、試験方法に工夫が必要であること、 

などがわかった。ナノスケールの粉じん爆発性を適

切に評価するためには、点火前の1次粒子の凝集を

抑制して調べる方法を考案しなければならないこと

がわかった。 

(4)可燃性粉じんの爆発性に関する共同研究（東京大

学）において、小口径ダクト内を伝ぱする火炎の気

流の影響を調べた。実験では内径 60mm のアクリル

円管を用い、粉の投入口から下流端までのダクトの

長さは 3.5mとした。石松子粉じんを試料とした。実験

1) JEMによる定性的な曝露評価の例

従事期間
1 鉛精錬 1971-80
2 蓄電池製造 1981-90
3 はんだ付け 1991-95

2) JEMによる半定量的な曝露評価の例

従事期間
1 鉛精錬 1971-80
2 蓄電池製造 1981-90
3 はんだ付け 1991-95

3) JEMによる定量的な曝露評価の例

従事期間
1 鉛精錬 1971-80
2 蓄電池製造 1981-90
3 はんだ付け 1991-95

職歴

職歴

職歴

定性的JEM 鉛曝露有/無

半定量的JEM 鉛曝露多/少

定量的JEM 総鉛曝露量 x g
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では気流速度を 5 から 30m/s まで変え、そのときの

火炎の伝ぱの様子を高速度ビデオカメラを使って調

べた。 

(5)金属粉の燃焼の際に発生する粒子の有害性につい

て、火災と爆発を模擬した実験を実験室レベルで行

い、煙状になって漂う粒子状物質の採取・測定を行

った（図1、2)。実験の結果、0.1μm よりも小さい一次

粒子が凝集し、浮遊する粒子についてはおおむね

5μm 以下であり、吸入性粉じんが顕著であることが

わかった。生成する粒子は針状ではなく球状であり、

溶接ヒューム様であった。 

【研究業績・成果物】 

＜原著論文＞ 

1) 八島正明 (2009) RDF 堆積層内の上方と下方の燃

え拡がり．日本火災学会論文集, Vol.59, No.2, 

42-54.  

2) 大塚輝人 (2010) 温度上昇による結合長の伸びと

反応開始温度の相関の評価．Journal of Computer 

Chemistry, Japan, Vol. 9, No. 1, 47-54. 

＜学会発表＞ 

1) Hironori Uchino, Ritsu  Dobashi, Masaaki Yashima 

(2009) Esatimation of thedust explosion risk of 

ultrafine particles, APSS 2009． 

2) Itagaki Haruhiko (2009) Ignition Hazard about the 

Spray Can by GHS Test Method, APSS 2009. 

3) 八島正明 (2009) 円柱状固体片が堆積した層内に

おける上方と下方燃え拡がり．平成 21 年度日本火

災学会研究発表会. 

4) 宮本寛樹，土橋律，八島正明 (2009) メタンと

PMMA 粉じんのハイブリッド混合物中を伝ぱする火

炎．第47 回燃焼シンポジウム. 

5) 大塚輝人，熊崎美枝子 (2009) 量子化学計算を用

いた温度上昇による結合長の伸びと反応開始温度

の相関の評価．第 42 回 安全工学研究発表会, 

87-90. 

<技術雑誌での発表> 

1) 八島正明 (2009) 爆発･火災を起こさないための基

礎知識（第7 回）：爆発･火災の予防方法（1)．化学装

置，Vol.51, No.6, 85-92. 

2) 八島正明 (2009) 爆発･火災を起こさないための基

礎知識（第8 回）：爆発･火災の予防方法（2)．化学装

置，Vol.51, No.7, 99-104． 

3) 八島正明 (2009) ［用語解説］爆発圧力放散設備．

火災(日本火災学会誌），Vol.59, No.4, 44. 

4) 板垣晴彦 (2009) 事故事例に見る爆発，火災の原

因と対策～可燃性のガスと液体、反応性物質による

爆発，火災～．安全と健康，8 月号， Vol.10, No.8, 

21-25. 

5) 八島正明 (2009) インターネット上の火災･爆発災害

等のデータベース．火災，Vol.59，No.5，40-45. 

6) 八島正明 (2009) 爆発･火災を起こさないための基

礎知識（第 9 回）：化学物質の危険性評価試験（1)．

化学装置，Vol.51, No.12, 56-66. 

7) 八島正明 (2009) ［用語解説］防爆電気設備．火災，

Vol.59, No.6, 40. 

8) 藤本康弘，宮川宗之 (2009) GHS の動向．安全工

学 , Vol48,  No.6,  358-367.  

9) 藤本康弘 (2010) 化学工業におけるリスク評価．安

全衛生コンサルタント, Vol.30, No.93, 32-35. 

10) 八島正明 (2010) 爆発･火災を起こさないための基

礎知識（第10 回）：化学物質の危険性評価試験（2)．

化学装置，Vol.52, No.1, 85-95. 

<技術講演会での発表> 

1) 八島正明 (2009) 粉じん爆発･火災のメカニズムと火

災安全対策．日本火災学会, 第 48 回火災科学セミ

ナー，横浜. 

2) 藤本康弘 (2009) 近年の労働災害に見るリスクアセ

スメントの重要性．第38 回災害事例研究会，東京． 

3) 八島正明 (2009) 粉じん爆発･粉体火災の予防と防

護について－基礎的な現象理解から－．関西化学

工業協会, 安全管理講習会，大阪. 

4) 八島正明 (2010) 粉じん爆発と粉体火災に関する

過去の事故災害事例．日本火災学会, 平成 21 年

度講演討論会，東京. 
 

 

2) 第三次産業の小規模事業場における安全衛生リスク評価法の開発に関する研究 【3年計画の3年目】 

甲田茂樹(有害性評価研究G)，佐々木毅(同)，平田衛（関西労災病院），齊藤宏之(国際情報・研究振興C)，

木村真三(人間工学・リスク管理研究G(Ⅱ))，大西明宏(人間工学・リスク管理研究G(Ⅰ))，

梅崎重夫(建設安全研究G)，濱島京子(電気安全研究G)，堤明純（産医大），吉川徹（労働科学研究所），

熊谷信二（大阪府立公衆衛生研究所），吉田仁(同)，吉田俊明(同)，宮島啓子(同)

 
【研究期間】  平成19～21年度 

【実行予算】  600万円(平成21年度) 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 



 

31 

事業所における安全衛生活動の実施や管理体制の

整備の状況、労働災害や業務上疾病の発生状況をみ

ると、第二次産業より第三次産業の方が、さらには、大

規模事業所より小規模事業所の方が悪いことは、行政

や研究機関から出されるデータや研究結果から知られ

ている。わが国の多くが第三次産業であり、しかも、中

小企業が多いことを考慮すれば、わが国の労働安全衛

生の課題はこの研究対象である第三次産業の小規模

事業所に集積していると考えても差し支えない。 

(2)目的 

本研究では、第三次産業事業所が職場で抱えてい

る安全衛生リスクの種類や特性を明らかにし、自らの事

業所で対応可能な安全衛生リスクの評価法を確立し、

さらには、これらの安全衛生リスクを管理する手段を確

立することを目的とした。 

(3)方法 

第三次産業の小規模事業所に対象に限られた期間

で効果的な研究を実施するのは困難が予想されるた

め、本研究では、いくつかのサブテーマを設けて、あら

かじめ課題やフィールドを決定して研究を進めることと

した。そのサブテーマは①国内外で成功した第三次産

業のOSHMS事例の吟味、②医療職場における安全衛

生リスク評価法の確立、③中小企業経営者団体を通じ

た安全衛生リスク評価法の開発、④実施可能な安全衛

生プログラムや教育訓練プログラムの開発、である。①

～③において、第三次産業やその小規模事業所にお

ける職場の安全衛生リスクの特徴や評価法の開発など

を中心に検討し、④については調査研究の結果をもと

に、職場で実施可能な安全衛生リスクに対応する予防

対策プログラムの提案とその効果などについて検証し

た。 

(4)研究の特色・独創性 

職場における安全衛生リスクには、安全要因や環境

要因（物理エネルギー、化学物質、病原性生物、人間工

学）、社会的要因、作業組織の課題など多岐にわたるこ

とが知られている。労働安全衛生研究では、個別の安

全衛生リスクに限定した研究が行われるのが通常である

が、本研究では、職場の状況を考慮して、安全衛生リス

クを包括的に評価する方法を検討し、職場の安全衛生

活動につなげられるように工夫することに心がけた。そ

の意味では、従来の労働衛生の研究に比べて、より実

践的な研究手法を採用し、その成果を労働衛生活動に

フィードバックできるように配慮した点に特徴がある。さ

らには、多くの第三次産業の職場の安全衛生リスクを検

討することができ、従来の労働衛生研究では比較的取り

扱われてこなかった抗がん剤のような有害要因のリスク

評価法を確立することができ、独創的な成果であったと

いえる。 

【研究成果】 

(1) 医療職場における安全衛生リスク評価法の確立 

1) ストレス・人間工学対策プログラム 

第一次予防としてのストレス・人間工学対策プログラ

ムを病院で介入研究として実施した。介入職場では、

ファシリテーターによる作業環境等の改善対策の提案

と実施を行い、1 年後に調査票を用いて改善対策の実

施状況や仕事の変化、ストレス反応の状況を観察した。

結果として、職場の改善対策は実施され（報告された

87 事例は「病院の職場環境等の改善事例集」にまとめ

た）、その改善対策は設備・機械、作業環境、作業編成、

人間工学、情報伝達、福利厚生の六つの領域に及ん

でいた。介入群は非介入群に比べ改善事例が盛んに

実施されたが、全体では働きやすいとの効果は得られ

なかった（表１）。 

 

表１ 介入群と非介入群での改善事例実施状況等 

介入群 非介入群

N （%） N （%）

看護師

改善事例

あった 68 （49.6%） 44 （29.7%）

なかった・わからない 69 （50.4%） 104 （70.3%）

改善による効果

働きやすくなった 16 （23.5%） 13 （29.5%）

働きやすくなっていない 52 （76.5%） 31 （70.5%）

看護師以外

改善事例

あった 40 （47.1%） 5 （11.4%）

なかった・わからない 45 （52.9%） 39 （88.6%）

改善による効果

働きやすくなった 18 （45.0%） 1 （20.0%）

働きやすくなっていない 22 （55.0%） 4 （80.0%）

p<0.001

p=0.513

p<0.001

p=0.378
 

 

しかしながら、某介入病棟では仕事の情報伝達に関

する領域の改善対策が盛んに行われており、ストレス

反応の低減効果も認められた（表２）。 

 

表2 介入前後でのストレス反応の変化 

 

 

2) 化学物質管理プログラム 

病理検査室におけるホルムアルデヒドのリスク評価を

実施した結果、病理献体の切り出し・水洗・写真撮影な

どホルムアルデヒドを取り扱う作業時間が長いほどホル

ムアルデヒドの曝露濃度は高くなっていた。具体的に

はこの作業が 1 時間を超すと、曝露濃度も有意に高く

なり、許容濃度である 0.1ppm を超えていた（図１、
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p<0.005）。ホルムアルデヒドの高濃度曝露を予防する

ためには、このようなホルムアルデヒドを直接扱う作業

を適切な作業管理のもとで実施することが必要となる。 

図１ ホルムアルデヒドばく露時間の違いによる 

0.1ppm のばく露濃度を超える比率の比較検討 

 

つぎに、抗がん剤の調製作業におけるリスク低減に

は生物学的安全キャビネット（BSC）内で調製することが

重要であることが知られているが、BSC 内部であっても

調製手技などによっては抗がん剤に暴露することが昨

年の調査研究の結果から確認できた。今年度は、抗が

ん剤の調製作業にクローズドシステム（CS）を用いるこ

とで、BSC 内での抗がん剤のばく露状況を低減させる

ことができるか、検討を行った。実際の調査研究では、

同一病院の協力のもとで、CS を用いた CPA の調製作

業において、CPA ばく曝露を低減させることが確認で

きた（表3）。 

 

表３ クローズシステム導入前後での 

調製作業における汚染・ばく露状況の比較検討（CPA） 

 

次に、抗がん剤の調製作業におけるばく露を低減す

るための具体的な方策として「安全な抗がん剤調製の

ためのチェックリスト」と「抗がん剤ミキシング基本マニュ

アル（入院・外来共通）」を作成した 。前者は医療機関

において安全な抗がん剤調製作業が行われているか

どうかを診断することを目的として作成され、A)設備メン

テナンス、B)文書化とトレーニング、C)安全対策キット、

D)個人保護具、E)緊急時対応の五群からなり、各設問

の点数は重要度に応じて重み付けがなされており、最

終的には各群の合計点をレーダーチャートとしてあら

わし、安全な抗がん剤調製の目安を 80%とした（表4）。 

 

表４ 「安全な抗がん剤調製のためのチェックリスト」 

A)設備とメンテナンス（合計44 点） 

 

「抗がん剤ミキシング基本マニュアル」は抗がん調製

専用の部屋に設置されたBSC内で薬剤師がミキシング

を行うことを前提として作成され、①保護具の装着（8 項

目）、②安全キャビネット内の消毒（5 項目）、③調製作

業（7 項目）、④一日の作業終了後の清掃と脱衣（12 項

目）、⑤一時退出時の保護具の脱衣（5 項目）からなる

（表 5）。なお、このマニュアルが作成された背景には、

抗がん剤調製作業が安全かつ適切に実施され、BSC

内外の抗がん剤の汚染が少なく、薬剤師へのばく露も

ほとんど確認できなかった医療機関でのミキシング手

技を参考にした。 

 

表5 「抗がん剤ミキシング基本マニュアル」 

安全キャビネット消毒（5 項目） 

 

 

図2 調査対象施設の介入前後のチェックリストの記載状況 
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図3 職場巡視の際のチェックリスト（旅客運送業用） 

 

(2) 中小企業経営者団体を通じた安全衛生リスク評価

法の開発 

中小企業経営者団体を通じて、安全衛生活動に熱

心な事業者に協力いただき、事前に作成したチェックリ

スト（右下に例示する）を参考に職場に赴いた。実際に

入った業種は倉庫業、旅客運送業（貸し切りバス）、飲

食業、販売業(総合小売業)、医療業であった。チェック

リストの項目の妥当性や分量、使い勝手などについて、

産業安全の専門家や事業者などの意見を参考に改訂

版を検討中である。 

 

(3) 実施可能な安全衛生プログラムや教育訓練プログ

ラムの開発 

医療職場で抗がん剤曝露評価を実施して、独自の安

全衛生リスク評価法を開発したが、これらの成果を基に

して、前述したように「安全な抗がん剤調製のためのチ

ェックリスト」を作成して病院管理者が自らの職場の状況

を判定できるチェックリストを開発した。その妥当性につ

いては、複数の医療機関で確認を行ったが、ここでは、

医療機関で実施した改善対策（CS の導入と「抗がん剤ミ

キシング基本マニュアル」の励行）の前後における「安

全な抗がん剤調製のためのチェックリスト」の記載状況

の変化を図に示す(図 2)。抗がん剤の BSC 内外の汚染

状況と薬剤師へのばく露低減ついては、CPAと5-FU等

でその低減効果を確認しているが、チェックリストにおい

ても抗がん剤調製作業がより安全に行われているのが

確認できた。 

 「安全な抗がん剤調製のためのチェックリスト」につい

ては、約 50 の首都圏のがん拠点病院の薬剤部に協力

してもらい、実際に記載してもらった。その結果、今回

作成した「安全な抗がん剤調製のためのチェックリスト」

の有用性が確認できた。また、今後は「抗がん剤ミキシ

ング基本マニュアル」についても多くの医療機関での

幅広い使用経験やアドバイスなどをもとに、安全な抗が

ん剤調製作業を労働現場に提供できるようなツールと

して完成させていく予定である。これらの調査研究成果

を踏まえれば、この二つのツールは、職場での安全衛

生プログラムの実施や労働者の教育・訓練プログラム

に生かすことが可能であると考えられる。 

【研究業績・成果物】 

[原著論文]  

1)Jin Yoshida, Genshin Tei, Chie Mochizuki, Yoshie Masu, 

Shigeki Koda, Shinji Kumagai (2009) Use of a closed 

system device to reduce occupational contamination 

and exposure to antineoplastic drugs in the hospital 

work environment. Ann Occup Hyg, 53, 153-160. 

2)甲田茂樹，熊谷信二，佐々木毅，吉田仁 (2010) 病

院の病理検査室におけるホルムアルデヒドばく露の

リスクアセスメントについて. 労働安全衛生研究，

Vol.3, No.1, 5-10． 

 [国内外の研究集会発表] 

1)甲田茂樹，吉田仁，佐々木毅，熊谷信二 (2009) シ

ンポジウム「これらの医療従事者の産業保健：多様な

課題とグッドプラクティス」－新しい化学物質による健

康障害のリスク評価. 第82回日本産業衛生学会, 産

業衛生学雑誌Vol.51 (suppl.)，157-158. 

2)吉田仁 (2009) 教育講演「医療従事者における抗が

ん剤の職業的曝露と健康影響に関する研究」．日本

注射薬臨床情報学会. 

3)吉田仁 (2009) シンポジウム「抗がん剤調製時の

Closed-system の有用性、曝露調査と閉鎖系器具の

有用性」. 日本病院薬剤師会関東ブロック第 39 回学

術大会. 

4)吉田仁 (2009) シンポジウム「抗がん剤による曝露対

策をどう考える、抗がん剤曝露と NIOSH ガイドライ

ン」．第19 回日本医療薬学会年会、p251. 

[一般講演] 

1) 平田衛, 齊藤宏之, 木村真三 (2009) 第三次産業

の小企業における安全衛生リスク評価法の開発－第

二報・販売業．日本産業衛生学会中小企業安全衛

生研究会第 42 回全国集会, 産業衛生学雑誌, 

Vol.51, No.2, 20. 

2) 木村真三, 齊藤宏之, 平田衛 (2009) 第三次産業
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の小企業における安全衛生リスク評価法の開発（第

三報）－医療業－,日本産業衛生学会中小企業安全

衛生研究会第 42 回全国集会, 産業衛生学雑誌, 

Vol.51, No.2, 20. 

3) 齊藤宏之, 平田衛, 木村真三 (2009) 第三次産業

の小企業における安全衛生リスク評価法の開発（第

四報）－貨物運送業・倉庫業, 日本産業衛生学会中

小企業安全衛生研究会第42回全国集会, 産業衛生

学雑誌, Vol.51, No.2, 20. 

4) 吉田仁，丁元鎮，望月千枝，桝喜恵，甲田茂樹，熊

谷信二 (2009) 抗がん剤調整室におけるシクロホス

ファミド汚染に対する閉鎖系注入器具の有用性評価．

第82回日本産業衛生学会，産業衛生学雑誌, Vol.51

（suppl.），257． 

5) 吉田仁，丁元鎮，望月千枝，桝喜恵，甲田茂樹，熊

谷信二 (2009) 抗がん剤調整室におけるシクロホス

ファミド汚染に対する閉鎖系注入器具の有用性評価．

第82回日本産業衛生学会，産業衛生学雑誌, Vol.51

（suppl.），257． 

6) 中野寛之，杉本貴洋，望月千枝，丁元鎭，桝喜恵，

吉田仁，宮島啓子，吉田俊明，熊谷信二，甲田茂樹

(2009) 抗がん剤調製室を持つ病院薬局での抗がん

剤拡散について．第 19 回日本医療薬学会年会，同

講演要旨集，351． 

7) 藤原季美子，吉田仁，古川諭，島元健次，木寺康裕，

谷森佳弘，川口明範，宮島啓子，吉田俊明，熊谷信

二，甲田茂樹，西田升三，山添譲，森山健三 (2009)

閉鎖系注入器具導入による当院の外来化学療法室

内薬剤調製室の環境改善事例．第19 回日本医療薬

学会年会，同講演要旨集，351． 

8) 齊藤宏之, 木村真三, 平田衛, 梅崎重夫, 濱島京

子 (2009) 第三次小規模事業所向け安全衛生チェッ

クリストの作成とその検証．日本産業衛生学会中小

企業安全衛生研究会第 43 回全国集会, 講演集, 

8-9. 

[総説他]  

1) 甲田茂樹 (2010) リスクアセスメント手法を用いた労

働衛生対策～化学物質管理を中心に～．安全衛生

コンサルタント, Vol.30, No.95, 22-27． 

[報告書]  

1) 「病院の職場環境等の改善事例集」 (2009) 労働安

全衛生総合研究所. 

 

3)  事故防止のためのストレス予防対策に関する研究 【3 年計画の 3 年目】 

   原谷隆史(作業条件適応研究G)，中田光紀（米国NIOSH），大塚泰正（広大），

三木圭一(作業条件適応研究G)，福田秀樹(同)，井澤修平(同)

 
【研究期間】  平成19～21年度 

【実行予算】  800万円(平成21年度) 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

平成18 年における休業4 日以上の死傷災害の発生

状況は年間 121,378 人であり、依然として多くの労働者

が被災している。労働者がストレス状態にある場合には、

精神的に不安定となり睡眠や飲酒の問題が発生したり、

注意不足、乱暴な運転、眠気、居眠り、二日酔いなどに

より事故の危険性が増す可能性が高い。しかし、労働

者のストレス、心身の健康状態と不安全行動、事故との

関連はこれまで十分に検討されていない。 

(2)目的 

労働者のストレスや心身の健康状況が事故の発生に

及ぼす影響を明らかにし、事故を予防する観点を含め、

職場におけるストレス予防対策に係るマニュアルの作

成を行う。 

(3)方法 

①ストレス予防対策と事故に関する研究動向調査：スト

レス予防対策と事故に関する国内外の関連文献を収

集する。研究成果、資料、動向を検討し、成果物に

反映させる。 

②事故防止のためのストレス評価：生理学的指標を用

いてストレスを評価する方法を開発し、注意やエラー

のとの関連を検討する。 

③職業性ストレスと事故との関連：職業性ストレスと事故

に関する調査を実施し、職業性ストレスが事故に及

ぼす影響を検討する。 

④事故防止のためのストレス予防対策に係るマニュア

ルの完成：開発したマニュアル案を、使用経験や現

場のスタッフ・従業員等の意見を取り入れて改良し、

実用的なマニュアルを完成させる。 

(4)研究の特色・独創性 

職業性ストレスの研究は労働者の健康に焦点をあて

たものが多く、事故防止を目指した研究は少ない。産業

安全と労働衛生との学際領域の研究であり、事故の原

因となる労働者の心身の健康状態も考慮に入れ、労働

災害の防止に資するマニュアル等を作成する。 

【研究成果】 

1. 労働負荷、仕事のコントロール、職場の支援、対人関

係等のストレス要因と事故や怪我との関連が報告さ

れていた（表1）。JR西日本の福知山線事故では、停

止位置超過というミスに対して、運転士は距離を短く

虚偽報告するように車掌に連絡し、日勤教育や運転
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士を辞めさせられるという恐怖で運転への注意集中

が低下し、速度超過及びブレーキ使用の遅れから重

大事故が発生したと考えられる。 

 

表1 事故・怪我の要因となる職場ストレス 

 

2. 唾液中ストレスバイオマーカーを用いて注意機能の

評価を行った（図1）。27名の男性を対象にストレス課

題(Trier Social Stress Test)を与え、注意機能の評価

(Spatial Cueing Task)を行った。コルチゾール、IL-6濃

度とネガティブ情報（怒り顔）への注意の引き付け及

び解放との間に中程度の相関が認められ、ストレス反

応が高い者ほどネガティブ情報への注意が高かっ

た。 

5 min. 5 min.
ｽﾋﾟｰﾁ 暗算

唾液
採取

10 min. 10 min. 60 min.
準備安静 回復期

15 min.
注意課題

ストレス課題

 
図1 唾液中ストレスバイオマーカーを用いた注意機能の評価 

 

眼球運動の誤反応、その発生要因とストレスの影

響を調べるために、健康な成人被験者を対象に眼

球運動課題を用いた行動生理学実験を行った（図

2）。通常は固視点が消え視標が点くと、視線は視標

へすばやく向けられる。しかし、固視点が消える 100

ミリ秒前に、音刺激を視標の反対側から呈示すると、

次のような眼球運動の誤反応が生じた。すなわち、

視線は視標に向けられる前に、音刺激呈示側に一

度向いたのである。しかも、こうした反応は反応時間

を制限するストレス負荷で一層増加した。眼球運動

中は視覚入力がない。したがって、眼球運動の誤反

応が生じやすい環境では、外界で起きている事象の

視覚情報が絶対的に不足し、事故発生の遠因となる

可能性が考えられた。 

 

同 側

対 側

20 °

視標 100 ms

右側

視標音 音音+ 視標

A B C

中央固視点

中央固視点

中央固視点が消え視標の光刺激が点き，同時に音刺激を視標と同側から呈示すると，被験者の

眼球は視標を正確に，すばやく捉える（Ａ上図）。この条件で音刺激を対側から呈示すると，反応

潜時が長くなっている（Ａ下図）。視標呈示の100ミリ秒前に音刺激を同側から呈示すると，眼球運

動の反応潜時が短縮し（Ｂ上図），対側から呈示すると誤反応（矢印）が生じた（Ｂ下図）。この誤

反応は，ストレス負荷を加え，音刺激を視標呈示100ミリ秒前に同側から呈示すると，反応潜時が

100ミリ秒以下となり（Ｃ上図），音刺激を対側から呈示すると誤反応が頻発した（Ｃ下図）。

図2  ストレス負荷の条件設定によるサッカード誤反応への影響 

 

3. 女性給食調理員619人を対象に質問紙調査を実施

した（図3）。量的労働負荷、質的労働負荷、身体的

労働負荷等の多くの仕事のストレッサー、疲労、不

安等の精神的ストレス反応、身体的ストレス反応、

満足度とやけどや切り傷との関連が示された。この

ような仕事のストレッサーや心身のストレス反応の

軽減が職場の事故防止に資すると思われる。 

＊＊＊

 
図3 仕事のストレッサーとやけどの年間頻度との関連 

 

4. ストレスと事故の対策シート（図4）を含む事故防止

のためのストレス予防対策マニュアル案を労働安

全衛生の専門職に示して評価、意見、改善点等を

収集した。概ね良好な評価であり、指摘された意見

を取り入れて改良し、事故防止のためのストレス対

策マニュアルとその要約版を完成させた。 
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 内 容 判定 

部署名 A 工場 製造一課  

職場のストレッサー 勤務状況 E 
ストレッサーの具体的内容 繁忙期による長時間労働の恒常化  
ストレス反応 疲労 

うつ 
E 
D 

不安全行動 個人の安全確保 
使用器具の安全確保 

E 
D 

事故やけがの発生可能性 機械への巻き込まれ ５※ 

職場のストレッサーを低減

させるための対策 
勤務シフトを見直して長時間の勤務日数が続かないように

する 
その他の対策 巻き込まれ防止のためのカバーを取り付ける 

 
※ 安全面，健康面のリスクをA（よい）～E（わるい）で判定し，リスクアセスメントの判定

結果も踏まえて，今後の対策を立案することができる。

 
図4 ストレスと事故の対策シート 
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1) Takashi Haratani, et al. (2009) Job stress and 

depression in information technology workers. 29th 
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2) Yasuo Terao, et al. (2009) Impaired visuomotor control 

in Parkinson's disease. Movement Disorders , 

Vol.24,(Suppl.1), S253. 

3) Akira Yugeta, et al. (2009) Effects of STN DBS on 

antisaccade and frontal lobe function in Parkinson's 

disease. Movement Disorders, Vol.24, (Suppl.1), S317. 

4) 寺尾安生他 （2009） パーキンソン病における視覚

に基づく運動制御の障害. 第50 回日本神経学会総

会. 

5) 福田秀樹他 （2009） 正常被験者のpremature 

saccadeの発現頻．第39回日本臨床神経生理学会学

術大会，臨床神経生理学, Vol.37，410-411． 

6) 岡野智子他 （2009） 超音波画像診断における視線

解析．第39回日本臨床神経生理学会学術大会，臨

床神経生理学, Vol.37，410． 

7) 寺尾安生他 （2009） 不随意な視線の動きが随意的

な眼球運動や手指の反応時間に及ぼす影響．第39

回日本臨床神経生理学会学術大会，臨床神経生理

学, Vol.37，410． 

8) 弓削田晃弘他 （2009） 視床下核深部脳刺激療法

(STN DBS)のサッカード潜時への影響－確立分布に

よる検討．第39回日本臨床神経生理学会学術大会，

臨床神経生理学, Vol.37，332． 

[総説他]  

1) 福田秀樹 （2010） 眼球運動の年齢変化．Clinical 

Neuroscience, Vol.28, No.1, 42-45． 

2) 野村芳子他（2010） ジストニア. Clinical Neuroscience, 

Vol.28, No.1, 84-87． 
 
4) 高圧設備の長期間使用に対応した疲労強度評価手法に関する研究 【3年計画の 3年目】 

佐々木哲也(機械システム安全研究G)，本田尚(同)，山際謙太(同), 山口篤志(同)

 
【研究期間】  平成19～21年度 

【実行予算】  2,000万円(平成21年度) 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

我が国では経済の低成長化に伴い、各種産業機器

に対して設計寿命を超えて使用したいという要求が産

業界において高まっている。 

一般に、鋼構造物の疲労破損を防止するためには、

材料の疲労試験を行って図1に示すようなS-N線図

と呼ばれる疲労設計線図を求め、設計時に想定した

荷重繰り返し数に対して破損が生じないようにする。

しかし、疲労強度設計に使用されている疲労設計 S-N
線図は荷重繰返し数 107回程度までのデータで作成さ

れており、長期間使用を前提としたものになっていな

い。 

一方、近年の研究によれば、工具鋼や低合金鋼な

どの高強度鋼では、荷重繰り返し数 107 回程度以上

の長寿命領域で、疲労強度が低下することが明らか

になっている。従って、労働者の安全を確保しつつ、

機器の寿命延伸を可能にするためには、長期間使用

に対応した材料の疲労強度特性を明らかにする必要

がある。 

また、実際に疲労破壊事故が発生した場合には、事

故原因の究明が必要となる。この場合には、材料の破

断面の模様から負荷された荷重の大きさや繰り返し数

を推定することができれば、実際に負荷されていた荷

重を推定できるため、同種災害の再発防止に寄与する

ことができる。 



 

37 

 

(2)目的 

本研究では、まず、高圧設備等で使用される各種鉄

鋼材料の母材および溶接部について、長寿命領域（荷

重繰返し数107回以上）の疲労設計線図（S -N 線図）を

取得する。 

また、高圧設備やクレーンなど大型の構造物や機械

では、溶接が多用されているが、溶接部の長期間使用

に対する強度（疲労強度）は、使用する材料の強度に

あまり影響されない。このため、高強度な材料の長所を

生かしきれていない。そこで、高圧設備等で使用される

溶接継手の疲労強度を向上させ、高強度材料を長期

間にわたって安全に使用するための手法を開発する。 

さらに、長期間使用した産業機器が疲労破壊して災

害が発生した場合に、破断面の模様からその部材に負

荷された応力の大きさを推定するための手法を開発し、

災害調査に資することも目的とする。 

(3)方法 

 本研究は３つのサブテーマで実施する。以下、それ

ぞれのサブテーマ毎に説明する。 

①鉄鋼材料の長寿命疲労強度評価 

通常の電気油圧サーボ疲労試験機(最大加振周波

数 20Hz 程度)に加え、超音波疲労試験機(加振周波数

20kHz)や回転曲げ疲労試験機(最大加振周波数 60Hz)

を使用して、高圧設備をはじめとする各種産業機器で

使用される鉄鋼材料の疲労試験を行い、荷重繰返し数

107 回～109 回程度までの疲労強度データを取得する。

また、疲労破壊機構についても検討する。 

②溶接継手の長寿命疲労特性の評価 

 各種産業機器で使用される鉄鋼材料を用いて溶接継

手を模擬した試験片を作製し、疲労強度特性を明らか

にする。疲労試験には電気油圧サーボ疲労試験機を

使用する。 

 また、溶接継手の疲労強度を向上させる手法として、

超音波処理(UIT; Ultrasonic Impact Treatment)に着目し、

その有効性について検討する。 

③鉄鋼材料の長寿命領域疲労破面の定量評価 

疲労破面には繰り返し応力の影響で図 2 に示すよう

な縞模様ストライエーションが観察される。これをストラ

イエーションという。ストライエーションの幅はおおよそ

0.1µm〜数 µm であり、形状は 1 方向の波のような形状

をしている．高さは幅の 30〜40%程度であるため、1µm

以下である。 

これまでの研究により、ストライエーションの幅は応

力振幅と関係があり、高さは大小の比（応力比）と関係

があることが知られている。従って、ストライエーション

の幅と高さに相当する量が得られれば、応力が推定で

きることになる。高さと幅を計測するためには、疲労破

面の三次元形状を計測する必要があるが、本研究では

レーザー顕微鏡の三次元計測機能を使用することを試

みた。 

 

図2 ストライエーションの例 

 

 (4)研究の特色・独創性 

従来の長寿命領域疲労強度の研究は、工具鋼やア

ルミニウム合金鋼等に限られており、ステンレス鋼や高

張力鋼などの長寿命領域疲労強度特性は明らかにさ

れていない。 

溶接継手は、実物に近い寸法で試験する必要があり、

このため実験の規模が大きく、時間も掛かるため、実験

データが不足している。また、超音波衝撃処理(UIT)が

溶接継手の疲労強度に及ぼす影響については十分に

検討されていない。 

疲労破面の評価に際しては、従来の方法では高さを

計測するために破断面を切断して横から観察しながら

計る必要があったが、高さは微小であるため切断方法

などにノウハウが必要であった。 しかし、レーザー顕

微鏡は非接触かつ破断面を切断する必要が無く観察

できる点がメリットであり、これまでより簡易にストライエ

ーションの解析が可能となる。 

【研究成果】 

①鉄鋼材料の長寿命疲労強度評価 

図1  S-N 線図の一例 
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本年度は、600MPa 級・800MPa 級・1000MPa 級高張

力鋼について、回転曲げ疲労試験機、超音波疲労試

験機により、109回程度までの長寿命領域の疲労試験を

行い、S-N 線図を取得するとともに、平均応力、表面荒

さ、残留応力等の影響を明らかにした。図 3 に回転曲

げ試験片の形状を示す。 

 
図3 試験片の形状 

 

  実験の結果、600MPa 級及び 800MPa 級高張力鋼で

内部破壊が発生し、長寿命領域で疲労強度が低下す

る恐れのあることがわかった。 

②溶接継手の長寿命疲労特性の評価 
図 4 に示すような溶接継手の溶接部に超音波処理

(UIT)を施し、これに長期間の使用を模擬した繰返しの

力を掛けることで、何も処理をしなかった場合との強度

の違いを調べた。 
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図4 実験に使用した溶接継手の形状 

 
図 5 に実験結果を示す。グラフの縦軸は、溶接継手

に繰り返し作用させた力の大きさ、横軸は、破断するま

で力を掛けた回数である。なお、107 回力を掛けても破

断しなかった場合、実験を打ち切り、掛けた力を疲労強

度とする。 

溶接ままの継手（As-weld）に比べ、超音波衝撃(UIT)

を施すことによって、疲労強度は80MPaから150MPaと

２倍に上昇した。このような結果をもたらした大きな要因

は、溶接部に残留する力（残留応力）である。図 6 に示

すように、溶接ままの継手には、溶接の際の熱で内部

に大きな引張り（正）の力が残っている。超音波衝撃処

理を施すことで、これを、逆に大きな圧縮（負）の力に変

えることができる。このために、疲労強度が大きく改善さ

れたものである。 
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図5 繰返しの力と破断までの回数の関係 

 

図6  超音波衝撃処理による試験片に残留する力の変化 

 

③鉄鋼材料の長寿命領域疲労破面の定量評価 

 レーザー顕微鏡で疲労破面のストライエーションを計

測し、形状のフーリエ解析を行った。この解析でストライ

エーションの幅と高さに相当する量を得ることができた。

そして、この結果から応力振幅と応力比がわかるため、

応力の最大かつ最小値の推定が可能となった。事故機

から応力を推定するためには、実験で同様の破面を作

成し、同じフーリエ解析の結果になる時の実験条件が

事故の時の応力ということになる。 

 ここで行った解析と、事故調査においてこの解析方法

を用いた応力の推定方法を図7 に示す。 
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図7 解析のフローチャート 

 

【研究業績・成果物】 
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解析, 日本機械学会論文集A 編, 第75 巻, 756 号, 

1112-1117. 

2) Kenta Yamagiwa, David W Hoeppner (2009) In-situ 

fatigue test of A36 steel, ICF12. 

3) Takashi Honda, Tetsuya Sasaki, Atsushi Yamaguchi, 

(2010) Effect of UIT on Fatigue Life in Web-Gusset 

Welded Joints, Journal of Solid Mechanics and 

Materials Engineering, Vol.4, No.3 

[国内外の研究集会発表] 

1) Kenta Yamagiwa, David W Hoeppner (2009) 

Fundamentals of 3D-EBSD Method, HOLSIP09 

(Utah, USA). 

2) 他機関, 佐々木哲也, 本田尚 (2009) 600MPa 級高

張力鋼の超長寿命疲労特性．日本機械学会 M＆

M2009 材料力学カンファレンス. 

3) 本田尚，佐々木哲也, 山口篤志, 他機関 (2009) 面

外ガセット溶接継手の疲労寿命に及ぼす超音波衝

撃処理の影響. 日本機械学会 M&M2009 材料力学

カンファレンス. 

4) 他機関, 佐々木哲也, 本田尚, 山際謙太 (2009) レ

ーザ顕微鏡を用いたアルミニウム合金疲労破面の

三次元定量解析. 日本機械学会 M＆M2009 材料

力学カンファレンス.

 

5) 災害復旧建設工事における労働災害の防止に関する総合的研究 【3 年計画の 1 年目】 

高梨成次(建設安全研究G)，大幢勝利(同)，日野泰道(同)，

伊藤和也(同)，高橋弘樹(同)，豊澤康男(同)，玉手聡(同)

 
【研究期間】  平成21～23 年度 

【実行予算】  3,060 万円(平成21 年度) 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

近年、大地震等により斜面崩壊等の土砂災害が多発

するとともに、建築物等が甚大な被害を受けている（写

真 1～2）。これに対して、被害者救助工事、二次災害

防止工事の迅速な実行が要求される。これらの、災害

復旧工事は、安全のための十分な調査を待たずして開

始されることが多く、復旧工事を行う作業員は不安全な

状況下で作業を強いられることが多い。このことにより、

労働災害が発生したケースも多くある。このため、崩

壊・倒壊災害が発生しやすい状況下での災害復旧工

事について、その危険性を明らかにし、現場への安全

情報の提供が必要である。 

 

写真1 地震により崩壊した国道の応急復旧作業 
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写真-2 地震により被災し損傷を受けた家屋 

 

(2)目的 

本研究は、自然災害により崩れた土砂の除去や損傷

を受けた建物の解体工事において、二次災害による労

働災害防止のための方策を提案することを目的とする。

そのために、斜面崩壊メカニズムや損傷を受けた建築

物の耐力や倒壊メカニズムを解明し、それらによる危険

性を評価する指標を提案する。それらの結果を受けて、

被災履歴のある斜面や建築物の損傷程度に応じた作

業方法の提案や現場で利用可能な保護器具、警報シ

ステム等の開発を行なう。具体的には、次の 3 つのサ

ブテーマにより研究を実施する。 

① サブテーマ 1：地盤災害の復旧工事における労働     

災害防止に関する研究 

② サブテーマ 2：損傷を受けた構造物の倒壊危険要

因の検討 

③ サブテーマ 3：損傷を受けた構造物の改修・解体工

事における安全対策 

(3)方法 

本研究では、はじめに、平成16年新潟県中越地震、

平成19年能登半島地震、平成19年新潟県中越沖地震

における労働災害の発生状況について調査した結果

から、災害復旧工事における労働災害の特徴につい

て分析・比較を行う。 

上記の労働災害の調査分析結果をもとに、被災した

斜面及び建築物の崩壊危険性を実験的及び解析的に

解明し、それらの損傷程度の評価指標を検討する。そ

れらを踏まえて、労働者、建設機械等の立入制限、作

業制限の検討を行うとともに、災害防止のための必要

な要件を検討する。 

(4)研究の特色・独創性 

自然災害によって損傷を受けた地盤や建築構造物

の崩壊危険性は未解明な問題として残されている。ま

た、その復旧作業に着目した研究は、過去に例がなく、

極めて独創的であると考えられる。 

【研究成果】 

本研究の各サブテーマにおける成果は以下の通り

である。 

(1)サブテーマ1 

それぞれの地震後の建設業における災害復旧工事

による労働災害の発生状況について事故の型別に分類

することで、災害復旧工事における被害の特徴や各地

震による相違点などを抽出した。 
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  図1 地震別・災害復旧工事の事故の型別割合 

 

図1は、3つの地震における災害復旧工事中の労働災

害の事故の発生割合を過去5年間における全国平均と

ともに示したものである。各地震後の災害復旧工事によ

る事故の型別分類は、全国における事故の型別分類の

発生割合と総じて違わない。したがって、通常工事と同

様な安全対策を実施すれば、相応の成果が得られると

推測される。 

事故の型別に見ると、全ての地震において「倒壊・崩

壊」の発生割合は少ないが、全国における割合よりも多

くなっている。それ以外の型については、それぞれの

地震に応じていくつかの相違点が見られた。まず、「墜

落・転落」、「飛来・落下」は、能登半島地震だけが全国

における平均割合と比較して増加するが、新潟県中越

地震・新潟県中越沖地震は、低下する傾向が見られた。

これらの事故の型は、建築工事での被災が多いものと

考えられる。次に「はさまれ・巻き込まれ」、「切れ・こす

れ」については、新潟県中越地震・新潟県中越沖地震

では全国の割合より増加しているが、能登半島地震で

は低下する傾向を示した。一般的に災害復旧工事は通

常作業と比べて時間的な余裕も無い場合が多く、狭隘

な場所での作業となるなど「はさまれ・巻き込まれ」に対

するリスクは大きくなるものと想像される。また、型別の

割合としては比較的少ないが、「倒壊・崩壊」が全ての

地震で増加傾向を示した。特に死亡災害となる場合が

多く、土砂崩壊などに注意が必要である。以上のことか

ら、地震による災害復旧工事中の労働災害には、地震

の特徴や地域性、被災状況に応じてそれらの傾向が

変化することが分かった。特に震源地・被災した住宅件
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数などによる傾向によってその違いが見られた。 

現在、実際の斜面掘削工事現場において、各種計

測機器を設置・計測を行い、斜面崩壊の危険性の把握

とともに、既往のモニタリング手法の問題点について把

握している。 

(2)サブテーマ 2 

災害復旧工事における、対象を木造建築物の復旧

工事とし、旧基準で建てられた木造家屋を想定し、異な

る構造型式の試験体を 6 体作成した。それらの静的破

壊実験によって、外壁、内壁、仕上げ材等の損傷程度

と残存耐力の関係に関する所見を得た（表 1～2 参

照）。 

木造家屋の設計では、部材角が 1/100 程度までの

耐震性能を確保しようとすることが一般的である。それ

に対して、本実験での最大耐力は、部材角が 1/75～

1/50 程度で発生し、それ以降で急激に耐力が低下し

た。つまり、それ以上の変形角では倒壊の危険性が急

激に高まることが分かった。地震により、損傷を受けた

建物でも、地震終了時には、揺れ戻されて、損傷確認

が困難になることが予想されたが、最大耐力以前の倒

壊危険性が低い場合と、最大耐力以降の倒壊危険性

が非常に高い場合における損傷状況の違いを整理す

ることができた。 

 

表1 外壁がサイディングの場合の損傷と変形角の関係 

部材角 損傷状況 

1/100 

サイディングの釘が浮き始め、開口隅角部に

クラックが発生するが、除荷後には確認が困

難になる。 

1/75 

サイディングのシール部に亀裂が発生する

が、除荷後には確認が困難になる。 

サイディングのクラックが、除荷後も確認でき

るようになる。 

1/50 

サイディングのシール部の亀裂が、除荷後も

確認できるようになる。 

サイディングの釘の一部が抜け落ちる。 

幅木が浮く(写真-3) 

1/30 

サイディングの釘の浮きが急増し、全数の

20％になる。(写真-4) 

筋交いが座屈する。 

 

 本実験では、部材変形角が1/5になるまで加力した。

このデータを基に、解析モデルを構築し、地震応答解

析によって、木造建築物の倒壊危険性を数値解析的に

模擬できることを確認した。今後、損傷を受けた木造建

築物がどの程度の余震によって倒壊する危険性がある

のかを調べ、災害復旧作業者の損傷を受けた木造建

築物に対する近接制限に関する知見を整理する予定

である。 

 

表2  外壁がモルタル塗りの場合の損傷と変形角の関係 

部材角 損傷状況 

1/200 開口隅角部のモルタルの一部が剥落する。 

1/120
外壁モルタルが木ずりから剥離し始める。 

内壁の入隅部が圧壊する。 

1/75 
内壁のボードが損傷し、除荷後もボード間に

7 ㎜の隙間が残る。 

1/50 
外壁の出隅部のモルタルが剥落する。 

外壁にせん断ひび割れが発生する。 

1/30 
外壁の過半が剥落する(写真-6) 

筋交いが座屈する。 

 

 

写真3 幅木が浮いた状況 

 

写真4 サイディング固定釘が浮いた状況 

 

 

 
写真5 外壁がサイディング試験体の最終破壊状況 
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外周部に損傷があるだけで
壁面自体に損傷なし

 
写真6 損傷が確認されないで剥落した外壁 

 

(3)サブテーマ 3 

災害復旧工事における労働災害発生状況の調査・

分析を中心に検討を行った。その結果、災害復旧工事

では、墜落災害が多くの割合を占めている事が分かっ

た（建築工事全体の 87%）。また、建築工事に限定する

と、屋根からの墜落が多く、特にスレート屋根工事で災

害が多く発生していることが明らかとなった（表 3 参照：

建築工事中の墜落災害の 64%）。さらに墜落原因別に

分析を行ったところ、約７割（36 件：同 68%）が屋根の踏

み抜きに起因して、災害が発生していることが分かった

（表 4 参照）。通常の建築工事でも見られる屋根端部か

らの墜落事故は、全体の 3 割弱であることから、これら

踏み抜きに起因する墜落災害は、建築物が被災したこ

とが影響している可能性が考えられる。以上から、スレ

ート屋根等の破損を考慮して、墜落に対する安全対策

を検討する必要があることが明らかとなった。そして災

害分析結果を踏まえ、サブテーマ３では、スレート屋根

からの踏み抜きに起因する墜落災害を主な検討対象と

することとした。 

そこで、スレート屋根工事を専門とする業者から組織

されている“せんい強化セメント板協会”と協議する場

を設定し、実際に現場で作業に従事する専門家から、

スレート屋根工事における現状の安全対策と、その問

題点について意見を収集した。そしてこの結果を踏ま

え、災害防止のために、早急に明らかにすべき問題点

を整理した。加えて、スレート屋根工事における危険性

評価、および安全対策の検証実験を行うため、実物大

のスレート屋根実験装置の設計・製作を行った。 

 

 

 

 

 

 

表3 工事対象別の分類結果 

災害復旧の建築工事における 

墜落災害（工事対象） 
件数 割合 

合計 53 100%

屋根 46 87%

 スレート屋根 34 64%

 木造屋根 5 9%

 その他屋根（不明含） 7 13%

壁 3 6%

設備 2 4%

梁 1 2%

足場 1 2%

表4 墜落原因別の分類結果 

建築・墜落 災害復旧の建築工事における 

墜落災害（墜落原因） 件数 割合 

合計 53 100%

踏み抜き 36 68%

端等からの転落 15 28%

親綱の破断 1 2%

不明 1 2%
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地震・新潟県中越沖地震の傾向について～．第 6

回地盤工学会関東支部発表会（Geo-Kanto2009），

GK-126. 

[総説他]  

1) 玉手聡 (2009) 斜面工事における被災防止のた
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総括．Vol. 57, No. 12, 32. 

[著書・単行本]  

1) 伊藤和也 (2009)  ①昭和47年7月豪雨での高知県

繁藤地区斜面崩壊災害, 家族を守る斜面の知識－
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2) 伊藤和也 (2009) コラム 土砂災害による労働災害, 

家族を守る斜面の知識－あなたの家は大丈夫？－． 
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6) 災害多発分野におけるリスクマネジメント技術の高度化と実用化に関する研究 【5 年計画の 4 年目】 

高木元也(人間工学・リスク管理研究G(Ⅰ))，中村隆宏(同)，梅崎重夫(機械システム安全研究G)，

清水尚憲(同)，濱島京子(同)，島田行恭(化学安全研究G)

 
【研究期間】  平成18～22 年度 

【実行予算】  2,880 万円(平成21 年度) 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

労働災害防止のために最も重要である事業場内の

多様なリスクを科学的･体系的に評価・特定・低減する

手法は､現状、確立されておらず、中小企業者等事業

者が自主的に取組むことには限界がある（研究初年度

の平成18 年4 月、改正労働安全衛生法が施行され、リ

スクアセスメントが努力義務化され、本研究の必要性、

緊急性が一層高まった）。事業者の自主的な安全活動

を推進するためには、産業特性を踏まえたリスクマネジ

メント手法の構築が必要である。 

これに加え、就業形態の多様化・複雑化が進行する

中、非正規労働者の安全確保、分社化等に対応した効

果的な安全管理体制の構築等が重要な課題とされて

いる。 

(2)目的 

本研究は、災害多発分野とされている建設、機械、

化学分野等を対象に、労働災害の更なる減少を目指し、

多様化・複雑化する就業形態を踏まえつつ、中長期的

な視点で事業場における潜在的な危険･有害要因の特

定等に関するリスクマネジメント戦略を構築した上で、

各分野の産業特性を踏まえた最適なリスクマネジメント

手法を確立するため、リスクマネジメント技術の高度化、

実用化を目的とした研究開発を行う。さらには、研究成

果を政策的な提言としてとりまとめて公表するなど普及

方策の推進を図る。 

(3)方法 

本研究は、上記 3 つの産業分野ごとにサブテーマを

立ち上げ、以下の研究成果を目指すとともに、3つの産

業分野における業種横断的な研究を行う。 

・サブテーマ 1（建設分野） 

中小建設業者を対象としたリスクマネジメント推進

アクションプログラムの開発・普及 

・サブテーマ 2（機械分野） 

機械作業を対象としたリスク定量化システムの開

発･普及 

・サブテーマ 3（化学分野） 

化学プロセスに対するリスクマネジメント技術の体

系化と安全管理技術情報基盤の開発・普及 

(4)研究の特色・独創性  

研究の特色・独創性としては、①中長期的な視点で

各産業特性を踏まえたリスクマネジメント戦略を構築し

た上で、最適なリスクマネジメント手法・推進方策を構

築する、②産業界との連携等による研究成果の普及等

の積極的推進を図る、③業種横断的な研究を行う等で

ある。 
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１st.　Step ２nd.　Step ３rd.　Step ４th.　Step

リスクマネジメン
ト戦略の構築

リスクの特定化・
体系化等

システム・プログ
ラム等の開発

検証・とりまとめ等

→産業特性等を踏まえ
た戦略課題の明確化、
目標設定

→実態把握、労働災害
分析、モデル構築等

→アクションプログラ
ム、リスク定量的評価
システム、安全管理技
術情報基盤等

→システム・プログラム
の検証、普及方策の構
築、政策的提言等

ポイント

・産業特性に応じたリスクの特定化・体系化

・産業界との連携による現場ニーズに対応した研究の推進

・実用化に向けたプログラム・システム等の開発

・研究段階における研究成果の普及方策の推進

 

図１ 研究ステップ 

 

【研究成果】 

1) 業種横断的研究： 

建設、機械、化学分野の実務経験者等で構成する

研究会設置。産業特性に基づく各産業の安全活動

の実態を把握し、業種横断的研究課題を抽出した。 

 

(1)産業共通的課題（例）

①科学的根拠に基づくリスクアセスメント

②中小企業向けリスクアセスメント手法の構築

③リスク評価支援用労働災害データベース構築

④施設・設備の老朽化に伴う安全問題への対応

⑤就業形態の多様化への対応

⑥非定常作業の安全確保

⑦複数マネジメントの効果的効率的運用

⑧企業安全活動の評価手法の構築

(2)特定産業の課題（例）

①リスクアセスメント手法の導入

→製造業から建設業へ

②リスク分析手法の応用

→化学プラントから他産業へ

③請負業者への指導

→建設業から製造業へ

④間接部門の事業場安全支援

→建設業から製造業へ  

表1 事業場の安全活動の課題 

 

2) サブテーマ１ 

①リスクマネジメント推進アクションプログラム（図 2、

4）のフォローアップ。 

a.低層住宅建築工事業者対象→(社)住宅生産団

体連合会との連携によるヒューマンエラー防止対

策小冊子（図 3）作成・普及、危険感受性向上教育

実態調査。 

b.中小建設業者対象→(社)全国建設業協会との連

携によるリスク適正評価ガイド［重篤度評価編］（図

3）の策定・普及、ヒューマンエラー防止対策実践

教育試行。 

②全地方自治体を対象とした公共工事発注者対象

の安全活動実態調査（アンケート）の実施 

 
図2 リスクマネジメント推進アクションプログラム 

 

 

 

 

図3 建設現場のリスク適正評価ガイド（重篤度評価編） 

    ヒューマンエラー防止対策ガイドブック（低層住宅建築工事 
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１．建設業の労働災害発生件数

・平成19年は死傷者数26,106人、死亡者数461人

・死亡者数は全産業比34％と高い割合

・重大災害（一度に3人以上死傷）はここ数年上昇傾向

２．低層住宅建築工事における労働災害発生状況

・平成18,19年の死亡者数は計169人、建築工事全体の40％

・作業別→建方、内部造作の2つの作業が突出して多い

・「墜落」、「切れ・こすれ」、「転倒」災害で80％を占める

・「墜落」→外部足場上での作業、脚立上での作業時が多い

・「切れ・こすれ」→丸ノコ、自動釘打機、グラインダーで頻発

・「転倒」→基礎・土間・敷地等での転倒が多い

３．高年齢者特有の労働災害 →対策は急務

・とっさに上手く動けない、バランス感覚低下等による災害

４．ヒューマンエラー対策の重要性

・業者の9割超が重要性認識

５．中小事業場での労働災害が多い

・対策は喫緊の課題

アンケート結果 （有効回答：住団連構成団体会員168社）

１．安全対策上の最重点課題

1位 協力会社の安全意識向上

2位 作業員への指導・教育

２．リスクアセスメント実施率（実施率19％、現在検討中45％）

ただ、小規模企業（従業員20人以下）は45％が実施も検

討もしていない。最大の理由は「実施方法がわからない」

３．高年齢者の労働災害

→80％近くが増加を心配（特に墜落）

４．リフォーム工事の労働災害

→半数以上が増加を心配（特に解体工事、撤去作業）

５．自主的な安全活動促進方策

1位 安全教育・指導

2位 安全意識の向上

3位 安全パトロールの充実

4位 ＫＹ活動・リスクアセスメントの実施

１．第11次労働災害防止計画（厚労省）

・計画目標 死亡者数20％以上減（H24／H19比）

死傷者数15％以上減（ 〃 ）

・計画期間 平成20年度～平成24年度（5カ年）

・重点対策 リスクアセスメント推進、機械災害防止、

墜落・転落災害防止等

２．建設業における総合的労働災害防止対策（厚労省）

・元請団体は安全確保の自主基準の制定・周知、安全

意識の高揚策等を実施

３．リスクアセスメントに関する法律・指針

・安衛法（第28条の2）、厚労省リスクアセスメント指針等

４．建設業労働災害防止規程（建災防）

・建災防会員の労働災害防止のための自主基準・規程

５．労働安全衛生総合研究所の建設安全に関する研究

・仮設構造物倒壊防止、掘削工事の安全化、墜落・転倒

災害の防止、ﾘｽｸ管理等建設安全ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ等の研究

○住団連の使命

・低層住宅建築工事業の健全なる発展のため安全対策の

推進

○住団連独自の構成団体、会員企業に対する安全活動支援

・「低層住宅の労働災害発生状況報告書」の発行等

→今後も、これら活動の継続は重要

（計画的、戦略的推進のために）

○アクションプログラム策定

・低層住宅建築工事業者の自主的な安全活動促進を目的

○本ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑは各種労働安全衛生施策の推進計画

・第11次労働災害防止計画の目標達成等への貢献を図る

１．目標

目標１ 新築完工千棟当たり死傷者数を2.60以下に減少

・住団連の独自調査でモニタリング

目標２ 頻発労働災害防止対策の推進

・第11次労働災害防止計画等行政施策にある

建設業労働災害防止対策の推進に努める

目標３ リスクアセスメントの普及・定着活動の推進

・喫緊の課題であるリスクアセスメントの導入推進、

定着率の着実な向上を図る

２．実施期間

平成21年度～平成24年度（4カ年）

３．推進体制

（１）推進組織

・住団連常設の工事ＣＳ・労務安全管理分科会で具体的

方策の検討、実施、効果の検証等を行う

（２）労働安全衛生総合研究所との連携による効果的推進

＜役割分担＞

住団連：会員企業の安全活動の実態と課題等把握、

研究フィールド提供、研究成果の普及促進

安衛研：現場ニーズに基づく研究、実証的な研究等に

よる実用化の高い研究成果の提供

４．具体的方策

その１ ヒューマンエラー防止対策の構築

その２ 高年齢者の心身機能低下による労働災害の防止

対策の構築

その３ リスクアセスメント導入促進ツールの作成

その４ 作業者の安全意識向上に資する安全教育の拡充

その５ その他具体的方策の検討

建設業における労働災害の発生状況 （第１章） 労働安全衛生に関する行政施策等 （第２章）

低層住宅建築工事業者の安全活動の実態 （第３章）

ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ策定の基本的な考え方 （第４章）

アクションプログラム （第４章）

 

図4 低層住宅建築工事におけるリスクマネジメント推進アクションプログラム（骨子） 

 

3) サブテーマ２ 

①典型災害事例を活用した情報提供システムの開

発→典型災害事例をＩ（業種）Ｍ（起因物）Ｔ（事故

の型）Ｏ（作業条件）Ｃ（原因と対策）の組み合わせ

によって表現する方法を日鉄エレッックスと共同し

て検討した。の組み合わせによる情報提供方法を

提案した。 

②リスク定量化システムの改良→危害の発生確率を

定量的に評価する手法を確立した。 

③災害防止対策の対投資効果の定量的評価手法の

開発→上記②の手法を応用して、労働災害による

損失と対策に要する費用を全ライフサイクルで定

量的に推定する手法を開発した。 

④根本原因究明手法の開発→ＩＭＴＯＣ法を応用し

て、直接原因や根本原因を究明する手法を日鉄

エレックスと共同して検討している。 

4) サブテーマ３ 

①安全管理の基本は法規制等に準拠した基準類（業

務マニュアルや技術基準等）を作成し､それらに

基づいて業務を確実に実行することである。業務 
 

 
図5 業務モデル構築のためのテンプレート 
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図6 FTA作成及びリスク管理支援システム（一部) 

 
の管理､計画､実行､評価のPDCA サイクル及び

業務実施に必要となる資源提供（Provide 
Resource）の関係を表現したテンプレートを提案

している（図5）。このテンプレートに基づいて作

成された化学プラントの運転管理業務モデルは

実際の企業におけるトラブル解析などに利用さ

れ始めている。 
②「化学プロセス産業の中小規模事業場における安

全管理支援環境検討委員会」を運営し、HSE（労

働衛生､プロセス安全､環境影響）管理業務表の内

容を見直すとともにチェックリスト形式での整理を

行っている。 

③中小規模事業場を訪問し、安全管理の問題把握

等を行うとともに、プラント操業（運転、保全）時の

HSE管理活動に的を絞ったチェックリスト利用方法、

従来の QC（品質管理）に安全管理の視点を含め

た S-QCD 工程管理表を提案し、工程管理表作成

のためのガイダンスを準備している。 

④リスク管理業務支援システムの一部として、

a)HAZOP 結果に基づく FT 作成、及びリスク管理

（対策）を支援する機能，b)非定常時、緊急時運転

の操作手順表示機能、c)保全作業時のハザード

認識支援及び工事養生書作成などを支援する機

能を追加した（図 6 は FT によるリスク評価結果とリ

スクランク判定の連動を表した図）。 

【研究業績・成果物】 

《主たる研究業績等》 

１．刊行物 

＜原著論文、総説（査読付）（全6 件）＞ 

1) 梅崎重夫，濱島京子，清水尚憲他 (2010) 人間機

械作業システムにおける危害の発生確率の定量的

評価手法の提案－英国 HSE が示したリスク管理目

標の達成手法に関する考察－．労働安全衛生研究

誌，Vol.3, No.1, 27-36. 

2) 梅崎重夫 (2009) 労働安全の観点からの機械安全

国際規格 ISO14121 の意義と考察．安全工学，

Vol.48，No.6，368-374. 

3) 梅崎重夫 (2009) 機械安全国際規格の背後にある

安全設計思想の分析とリスク低減戦略．精密工学会

誌，Vol.75，No.9，1050-1053. 

4) 島田行恭他 （2009） 労働災害防止を目的とした化

学プラント安全運転管理業務モデリング－運転管理

業務のための参照モデル－．労働安全衛生研究, 

Vol.2，No.2，91-98. 

5) 高木元也，中村隆宏 （2009） 中小建設業者の自主

的安全活動促進のための行動指針．安全工学

Vol.48 No.2，109-117. 

6) 高木元也 (2010) 中小建設業者のリスク適正評価支

援のための各種作業等別労働災害データ分析．労

働安全衛生研究，Vol.3，No.1, 17-26. 

＜著書（全3 件）＞ 

1) 島田行恭他 (2009) 化学工学年鑑 2009（14.2 安全
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技術）．化学工学. 

2) 高木元也 （2009） 建設業実務の手引き追録．第

257・258合併号他，大成出版社. 

3) 高木元也 （2009） 建設現場のリスク適正評価ガイド

[重篤度評価編] ．労働調査会. 

＜解説記事等（全14件）＞ 

日本産業精神保健学会「産業精神保健」，中央労働災

害防止協会「安全と健康」，ボイラー・クレーン協会「実

務＆展望」，全国建設業協会「全建ジャーナル」，建設

公論社「建設オピニオン」，労働調査会「建設労務安

全」，「労働経済春秋」，「労働安全衛生広報」，安全工

学研究所「安全衛生の広場」，労働新聞社「安全スタッ

フ」 

２．学会発表・講演等 

＜新聞・テレビ等（全21件）＞ 

ＮＨＫ，産経新聞，日経コンストラクション，建通新聞

（15件），労働新聞，住宅産業新聞，週刊住宅 

＜依頼講演（全20件）＞ 

安衛研重点シンポジウム，日本プラントメンテナンス協

会，機械安全分野における安全専門家育成と有効活

用並びに機械設備の安全確保に関するシンポジウム，

労働安全，安全衛生技術講演会（3 件），雇用安定支援

等研修会（4 件），ＩＨＩ関係会社安全衛生会議，日本鉄

鋼連盟研修会，関西大経済・政治研究所セミナー，四

国地区電力需要者協会講習会，安全学研究所フォー

ラム，高所作業者運転業務従事者に対する危険再認

識教育研修（4 件），中災防爆発・火災防止のための化

学物質リスクアセスメント研修会（4件），市原市石油コン

ビナート等特別防災区域協議会特定事業所等防災担

当者講習会 

＜学会発表等（全12件）＞ 

機械学会（3件），安全工学シンポジウム（2件），電子情

報通信学会，日本建築学会，土木学会（2 件），安全工

学研究発表会（2 件），産業医科大学産業生態化学研

究所と労働安全衛生総合研究所研究交流会 

 

7) 第三次産業で使用される機械設備の基本安全技術に関する研究 【5年計画の 2年目】 

梅崎重夫(建設安全研究G)，池田博康(同)，清水尚憲(同)，齊藤剛(同)，

濱島京子(電気安全研究G)，呂 健(人間工学・リスク管理研究G(Ⅰ))

 
【研究期間】  平成20～24年度 

【実行予算】  2,200万円(平成21年度) 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

第三次産業で発生する労働災害は、平成 11 年で全

労働災害の 28.5％であったものが平成 20 年には

39.6％と増大傾向にある。特に、死亡災害では廃棄物

処理機械と昇降・搬送用機械による災害が多い。一方、

第三次産業ではサービスロボットなどの新技術が活用

されつつあり、この対策も重要である。 

(2)目的 

本第三次産業で災害が多発しているサービス業務

の災害防止条件を解明するとともに、サービスロボット、

廃棄物処理機械、及び昇降・搬送用機械を対象とした

基本安全技術を確立する。 

(3)方法 

平成20～21年度は、災害調査復命書や死傷病報告

などを利用して災害分析と根本原因究明を中心に研究

を進める。この結果を基に、平成 21 年度以降は、当所

が研究を進めてきた人間機械協調技術を基盤として、

①サービスロボット、②廃棄物処理機械、③昇降・搬送

機械の保護方策を検討する。また、平成22年度以降に、

以上の研究と平行して、技術基準等の検討を行なう。 

(4)研究の特色・独創性 

当該研究の一環として、NEDO から「生活支援ロボッ

トを対象とした安全性評価手法の開発」（H21～24）を受

諾した。この課題は、新聞報道等でも独創性の高い社

会的にも意義のある研究とされている。また、サービス

ロボット、廃棄物処理機械、昇降・搬送用機械などを対

象とした安全性技術は、国際的にも未だ確立しておら

ず、人間機械協調技術の高度化を図るという観点から

独創性がある。 

 

図1 死亡災害分析結果より抽出された根本原因と対策技術要素

根本原因と対策技術要素

根本原因

① 作業空間が広域
– 死角が多い

– 広域三次元空間を走査可能な
保護装置がない

② 処理対象物が多種多様
– 人による投入・選別作業の実行

– 既存保護装置では人と物体の
区別が困難

③ 機械設備が広域を移動
– 危険区域の状態が動的に変化

– 保護装置を設置するための
電源や通信路が確保困難．

– 遠方から非常停止が困難

対策技術要素

A) 広域空間内を自在に移動する
複数の人と機械の存在検知技術
– 空間全域を三次元で走査可能な技術

– 作業者存在（位置）検出，衝突予測

B) 人体と多種多様な製品や処理
対象物との識別技術
– 人体と物体の区別，個人識別

C) 無線通信を用いた遠隔操作
制御・非常停止技術
– 広域空間内を自在に移動する

機械の遠隔制御

人間機械協調技術「接触の予測と回避」の視点
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【研究成果】 

第２年度（平成 21 年度）の研究成果はつぎのとおり

である。 

(1)災害データを利用して第三次産業で発生する労働

災害の根本原因を解明し、重点チェック項目としてま

とめた（表１参照）。この結果を基に、廃棄物処理機

械や昇降・搬送用機械などに対する保護方策（広域

空間内監視、人体と製品の識別、遠隔非常停止な

ど）の検討を進めている（図１参照）。 

(2)サービスロボットを対象に、リスクアセスメントや安全

性評価に関する研究を進めている。具体的には、民

間企業等と共同してサービスロボットのリスクアセス

メント手法の標準化を図った。 

(3)廃棄物処理機械などの広大な領域を占有する機械

を対象に、人間工学的観点から安全性を事前検証

できるソフトウェア・ツールを開発した（図２参照）。ま

た、人体検知装置（画像認識を応用）及び人体識別

装置（RFID を応用）の有効性を評価するためのモデ

ルラインの構築を進めている（図３参照）。 

【研究業績・成果物】 

 [原著論文] 

1) Takashi Kabe, Kohichi Tanaka, Hiroyasu  Ikeda, 

Noboru Sugimoto (2010) Consideration on safety for 

emerging technology – Case studies of seven service 

robots, Safety Science 48,296-301. 

2) 加部隆史，平野普，梅崎重夫，田中紘一，杉本旭  

(2009) サービスロボットにおける安全設計の妥当性

判断基準：クリティカル・ハザードと合理的な代替的

設計基準（機械要素，潤滑，設計，生産加工，生産

システムなど）．日本機械学会論文集 C 編, Vol.75,  

No.758,  233-241. 

3) 清水尚憲，梅崎重夫 (2009)危険点近接作業におけ

る人と物体の識別を目的とした保護装置の開発. 土

木学会安全問題研究論文集, Vol.4, 11-16. 

業種
（大分類）

主な業種
（中分類）

機械設備の種類 事故の型 対象災害 機械設備の保護方策に関する重点事項

ボイラーを含む燃焼機器 CO中毒 重大災害 燃焼機器使用時のＣＯ中毒防止（監視システムの適用など）

食品機械（特に，スライサー・カッター） 手指の切断など 休業災害 食品機械（特にスライサーやカッター）の本質的な安全化
フォークリフト使用時の安全の確保
コンベアの本質的な安全化
リフタ/リフトの本質的な安全化
電動扉の本質的な安全化

燃料小売業 洗車機（ガソリンスタンド） はさまれ・巻き込まれ 死亡災害 洗車機の本質的な安全化など
廃棄物処理機械（混合機・粉砕機，梱包プレスなど）の本質的な安全化
ゴミ収集車使用時の安全の確保

ボイラーを含む燃焼機器 CO中毒 重大災害 燃焼機器使用時のＣＯ中毒防止（監視システムの適用など）
食品機械（特に，スライサー・カッター） 手指の切断など 休業災害 食品機械（特にスライサーやカッター）の本質的な安全課
リフタ/リフト（車椅子用車載リフト，
入浴介助用リフトなど）

はさまれ・巻き込まれ 休業災害 リフタ/リフト使用時の安全の確保

食品機械（特に，スライサー・カッター） 手指の切断など 休業災害 食品機械（特にスライサーやカッター）の本質的な安全課
ボイラーを含む燃焼機器 CO中毒 重大災害 燃焼機器使用時のＣＯ中毒防止（監視システムの適用など）
食品機械（特に，スライサー・カッター） 手指の切断など 休業災害 食品機械（特にスライサーやカッター）の本質的な安全課

ゴルフ場 ゴルフ場機械 激突されなど
死亡災害，
休業災害

ゴルフ場機械使用時の安全の確保

エレベータの本質的な安全化
エレベータのメンテナンス作業時における安全の確保
立体駐車場の本質的な安全化　など
廃棄物処理機械（混合機・粉砕機，梱包プレスなど）の本質的な安全化
ゴミ収集車使用時の安全の確保
廃棄物処理関連機械における爆発，火災の防止
廃棄物処理関連機械の使用時における有害物への暴露防止　など
コンベアの本質的な安全化
ドラグショベル等の使用時の安全の確保

その他の
事業

警備業など
トラック，乗用車，
ドラグショベルなど

激突されなど
死亡災害，
休業災害

交通誘導作業時における安全の確保など

交通事故の防止
トラックの荷台からの転落防止
バイクの転倒防止　など

教育
研究業

保健・
衛生業

死亡災害，
休業災害

はさまれ・巻き込まれ，
激突され

フォークリフト，リフタ／リフト，
電動扉，コンベア

卸売・小売業

廃棄物処理機械（粉砕，混合機，
梱包プレス，ゴミ収集車など）

商業

卸売り業など

死亡災害，
休業災害

はさまれ・巻き込まれ，
飛来・落下

エレベータ，立体駐車場ビルメンテナンス業

旅館業，飲食店など

給食施設など

病院・診療所・
社会福祉施設等

はさまれ・巻き込まれ，
激突されなど

コンベア，トラクターショベル，
ドラグショベルなど

死亡災害
はさまれ・巻き込まれ，
爆発・火災など

はさまれ・巻き込まれ，
爆発・火災など

死亡災害

廃棄物処理機械（粉砕，混合機，
梱包プレス，ゴミ収集車など）

トラック，バイク，乗用車など
交通事故，転落，転倒，
はさまれなど

死亡災害，
休業災害

清掃・
と畜業

接客
娯楽業

全業種
特に，警備業，通信業，
保健衛生業，
新聞販売業など

廃棄物処理業など

死亡災害，
休業災害

表1 機械設備の保護方策に関する検討が必要な重点項目 

リスク分析・事前安全検証システムの検討
（作業者の視認性と機械のレイアウト）

作業者を
視認できる

制御盤の位置と
窓の位置を最適化する

作業者を
視認できない

パタン１

パタン２

（背景）設備内に作業者がいること
に気づかずに，他の作業者が機械
を起動させてしまうことに因る労働
災害が多い．

図2 安全性の事前検証ツール 

 

図3 人体検知装置および人体識別装置の 

  有効性評価用モデルライン 
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4) 濱島京子，梅崎重夫，清水尚憲 (2009) 第三次産

業における機械設備での死亡労働災害分析 –人間

機械協調技術の視点からの労働災害防止対策の提

案-. 労働安全衛生研究, Vol.2, No.2, 121-126.  

 [国内外の研究集会発表] 

1) 梅崎重夫，濱島京子，清水尚憲 (2009) 人間機械

協業作業システムにおける機械安全と安全管理の

評価指標の提案. 安全工学シンポジウム 2009, 講

演予稿集, 274-277. 

2) 濱島京子，梅崎重夫 (2009) 第三次産業で使用す

る機械設備での労働災害の分析結果 －人間機械

協調技術の視点からの新たな災害防止対策の提案

－. 安全工学シンポジウム 2009, 講演予稿集, 

272-273. 

3) 梅崎重夫 (2009) 機械安全国際規格の紹介 －人

を検出する保護設備関連特集－. 日本機械工業連

合会, 9-21. 

4) 梅崎重夫 (2010) 機械災害の現状. 平成 21 年度労

働安全衛生重点研究推進協議会シンポジウム, 抄

録集, 1-6. 

5) 濱島京子，梅崎重夫，清水尚憲 (2010Q) 第三次産

業における機械災害の現状と課題 －人間機械協

調技術の視点から－. 平成 21 年度労働安全衛生

重点研究推進協議会シンポジウム, 抄録集, 7-14. 

6) 齊藤宏之，木村真三，平田衛，梅崎重夫，濱島京子 

(2009) 第三次小規模事業場向け安全衛生チェック

リストの作成とその検証. 日本産業衛生学会中小企

業安全衛生研究会第 43 回全国集会，講演集, 

10-11. 

7) 多胡治男，高橋聖，中村英夫，清水尚憲，梅崎重夫 

(2009) RFIDを用いた木材加工機械用安全システム

に関する研究. 第 53 回日本大学理工学部学術講

演会, 講演集, CD-ROM版. 

 [その他の専門家向け出版物] 

1) 清水尚憲 (2009) ヒューマンエラーはこうして防ぐ 

04-人と機械が共存する作業-安全確保のための対

策  1)フールプルーフ対策 . 安全と健康 , 

Vol.60,  No.4,  385-387. 

2) 清水尚憲 (2009) ヒューマンエラーはこうして防ぐ 

05-人と機械が共存する作業-安全確保のための対

策  2) フェールセーフ対策 . 安全と健康 , 

Vol.60,  No.5, 489-491.  

3) 清水尚憲 (2010) こうして進める機械設備のリスクア

セスメント 国際的動向から見たリスクアセスメントの

必要性 . 安全と健康, Vol.61, No.1, 46-48. 

4) 清水尚憲 (2010) こうして進める機械設備のリスクア

セスメント 国際安全規格から見た安全の考え方とリ

スクの概念について.安全と健康, Vol.61,  No.2 , 

150-152 .  

5) 清水尚憲 (2010) こうして進める機械設備のリスクア

セスメント－リスクアセスメントの進め方と留意点. 

安全と健康, Vol.61, No.3, 42-44. 

6) 清水尚憲 (2009) クレーンの基礎知識. 日本労働

安全衛生コンサルタント会機関誌, Vol.29, 5-15. 

7) 清水尚憲 (2009) 小型移動式クレーンを対象とした

リスクアセスメント例. 日本労働安全衛生コンサルタ

ント会機関誌, Vol.29, 16-27. 

8) 濱島京子，梅崎重夫，清水尚憲 (2010) 第三次産

業における機械設備での死亡労働災害分析 －人

間と機械の共存・協調を前提に監視・識別など実用

的な技術の開発を－. 労働安全衛生広報, Vol.42,  

No.980, 8-13. 

9) 梅崎重夫, 濱島京子 (2009) ITを活用した安全管理

手法の開発と産業現場への応用. ビルクリーニング，

Vol.22 No.8, 22-24. 

10) 齋藤剛 (2009) 本質的安全設計方策に基づくリス

ク低減. ボイラ研究,  No.357, 36-40. 

11) 池田博康 (2009) 機械の安全設計のためのリスク

アセスメント. ボイラ研究, No.355, 40-44.

 

8) 先端産業における材料ナノ粒子のリスク評価に関する研究 【3年計画の 3年目】 

鷹屋光俊(研究企画調整部)，小野真理子(人間工学・リスク管理研究G(Ⅱ))，

久保田久代(健康障害予防研究G)，甲田茂樹(有害性評価研究G)，

齊藤宏之(国際情報・研究振興C)，篠原也寸志(環境計測管理研究G)，

芹田富美雄(同)，戸谷忠雄(有害性評価研究G)，

三浦伸彦(健康障害予防研究G)，宮川宗之(同)

 
【研究期間】  平成19～21年度 

【実行予算】  1,500万円(平成21年度) 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

ナノテクノロジー産業が発展することに伴い、粒子径

が数～数百 nm の粉じん粒子(ナノ粒子)に、労働者が

ばく露し、新たな健康影響をもたらす可能性が指摘さ

れている。 

(2)目的 

ナノ粒子は、職場での使用実態の把握、実際の作業
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現場での測定・評価法、健康影響評価法のすべてが不

十分であり、本研究でも、労働者の健康を守るためにこ

れらの課題に関して研究を行う。 

(3)方法 

研究の全体像を図1 に示す。 

［現場調査および分析法］ 

19 年度： 

現場の実態を把握するためのアンケート調査を行う

とともに現場調査の予備調査を行う。 

20 年度, 21 年度： 

現場調査を行い各種の粉じん粒子測定法の評価を

行う。 

また、標準試料ならびに現場で採取した試料を用い

て、カーボン系材料の炭素分析装置による分析・レ

ーザー気化誘導結合プラズマ質量分析法による金

属分析の分析条件最適化を試みる。 

［生体影響(ハザード)評価］ 

19 年度： 

ナノ材料として銀ナノ粒子を選択し、細胞実験による

有害性評価を試みる。 

20 年度, 21 年度： 

粒径の異なる金属酸化物を動物に投与し、粒径の違

いによる生態影響の違いを評価する。 

(4)研究の特色・独創性 

分析法・ハザード評価の対象物質の選定には、実態

調査の結果を反映させ、ハザード評価実験には、研究

所が持つ分析技術を応用する。ナノ粒子の労働衛生の

研究は多方面の専門家を必要とするが、多機関の共同

研究として行われる他の同種の研究プロジェクトと比較

して、研究所内に多分野の専門家がそろっている利点

を最大限に生かし、分野間の緊密な連絡を保ちながら、

研究を遂行する。 

【研究成果】 

(1) ナノテクノロジー関連作業の実態調査 

 昨年度行った酸化チタン製造工場の現場調査の

結果を踏まえ、工場が作業環境の改善を試みたの

で、再度調査を行った。この他、カーボンブラック製

造工場の予備現場調査を行った。昨年度行ったカ

ーボンナノチューブ、金属酸化物の製造・加工工場

で現場調査のデータも踏まえ、ナノを粉体として扱

っている作業現場では、100nm-200nm 程度の小粒

子径の粒子の発生も十分あり得ることを確認した。 

(2) 現場測定用の測定技術の開発 

現場調査の結果、ナノを粉体として扱っている作

業場では、ナノだけではなく、サブミクロンの大きさ

の粒子も同時に発生している場合が殆どであり、通

常の作業工程の管理等では、ナノ専用の高価な装

置ではなく、サブミクロンの粒子を対象とした比較的

安価な測定器を用いることも有用であることを確認し

た。ナノの測定器ではなく、サブミクロン用の測定器

で作業に伴う粒子状物質の発生を確認できた例を

図２に示す。 

図１ 研究の全体像 
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図2 作業にともなう粒子状物質観測例 

 

 (3) 生体影響（ハザード）評価 

ナノ酸化セリウムのラット気管内単回投与による呼

吸器影響に、粒子径による違いがあることを示唆す

る知見を得た。銀ナノ粒子の細胞障害性について

論文化した。 

【研究業績・成果物】 

[原著論文]  

1)Toshihiko Myojo, Takako Oyabu, Kenichiro Nishi, 

Chikara Kadoya, Isamu Tanaka, Mariko 

Ono-Ogasawara, Hirokazu Sakae and Tadashi Shirai 

(2009) Aerosol generation and measurement of 

multi-wall carbon nanotubes. J Nanoparticle Res, 

Vol.11, No.1, 91-99. 

2) Nobuhiko Miura, Yasushi Shinohara (2009) Cytotoxic 

effect and apoptosis induction by silver nanoparticles 

in HeLa cells. Biochem Biophys Res Commun 390, 

733-737 

3) Mitsutoshi Takaya, Fumio Serita, Kazunori Yamazaki, 

Shigetoshi Aiso, Hisayo Kubota, Masumi Asakura, 

Naoki Ikawa, Kasuke Nagano, Heihachiro Arito and 

Shoji Fukushima (2010) Characteristics of Multiwall  

Carbon Nanotubes for an Intratracheal Instillation 

Study with Rats. Industrial Health, Vol.48, No.4, 

452-459. 

 [国内外の研究集会発表] 

1) Mitsutoshi Takaya (2009) Current status of workplace 

environment   management of  the workplaces  

using  nano materials in Japan., The 3rd conference 

of asian Occp Health and Safety Research Istitutes. 

Bejing, Proceedings, 167-169. 

2) Mariko Ono-Ogasawara (2009) Risk Assessment Case 

Study – MWCNT, OECD Working Party on 

Manufactured Nanomaterials (WPMN), Workshop on 

Risk Assessment of Manufactured Nanomaterials in a 

Regulatory Context, OECD web page. 

3)鷹屋光俊 (2009) ナノ粒子と作業環境での測定・分

析. 第30 回作業環境測定研究発表会，技術講演(招

待講演). 

4) Nobuhiko Miura, Shinji Koizumi (2009) Assesment of 

the biological effects of silver nanoparticles in cultured 

cells. Society of Toxicology, SOT Program CD, 

Abstract #874.  

5) Mariko Ono-Ogasawara, Fumio Serita, Mitsutoshi 

Takaya (2009) Field Survey of Workplace Handling 

Fullerene, 4th International Conference on 

Nanotechnology – Occupational and Environmental 

Health, Programme and Abstracts, 86. 

6)三浦伸彦，篠原也寸志，小泉信滋 (2009) 銀ナノ粒

子によるヒト培養細胞へのアポトーシス誘導．第82回

日本産業衛生学会，産業衛生学雑誌, Vol.51, 

(Suppl.)，508.  

7)甲田茂樹，鷹屋光俊，芹田冨美雄，篠原也寸志，斎

藤宏之，三浦信彦 （2009） アンケート調査から伺え

るナノマテリアル取扱い職場における労働衛生管理

の課題について．第 82 回日本産業衛生学会，産業

衛生学雑誌, Vol.51,（Suppl.），262． 

8)相磯成敏，梅田ゆみ，山崎一法，長野嘉介，戸谷忠

雄，鷹屋光俊，甲田茂樹，有藤平八郎，福島昭治

（2009） 多層カーボンナノチューブ（MWCNT）の単

回強制気管内投与によるラットの肺及び肺外への影

響：1.病理学的検索．第 82 回日本産業衛生学会，産

業衛生学雑誌, Vol. 51,（Suppl.），529． 

9)鷹屋光俊，芹田富美雄，篠原也寸志，三浦信彦，齋

藤宏之，甲田茂樹 (2009) ナノ材料取扱職場の環境

測定、職場における粒子測定装置の評価と電子顕微

鏡観察. 第 82 回日本産業衛生学会，産業衛生学雑

誌, Vol.51, （suppl），263． 

10)芹田富美雄，鷹屋光俊，久保田久代，甲田茂樹，相

磯成敏，山崎一法，長野嘉介，有藤平八郎，福島昭

治 (2009) 多層カーボンナノチューブ（MWCNT）の

単回強制気管内投与によるラットの肺及び肺外への

影響：Ⅱ．気管注入時の投与物質及び肺内

MWCNTのSEM観察．第82回日本産業衛生学会，

産業衛生学雑誌 , Vol. 51,（suppl），530． 

11)小野真理子 (2009) カーボンブラックの炭素分析を



 

52 

用いた定量法の検討. 第 49 回日本労働衛生工学

会抄録集，92-93． 

12)小野真理子 (2009) 炭素分析による空気中の CNT

と一般粒子との分別定量の検討． 第 26 回エアロゾ

ル科学・技術研究討論会講演要旨集, 123-124． 

[総説他]  

1) Mariko Ono-Ogasawara, Fumio Serita, Mitsutoshi 

Takaya (2009) Distinguishing nanomaterial particles 

from background airborne particulate matter for 

quantitative exposure assessment. Journal of 

Nanoparticle Research, Vol.11, No.7, 1651-1659. 

2)小野真理子，鷹屋光俊 (2009) 労働環境におけるナ

ノマテリアルの測定 当面の課題と国際動向.エアロ

ゾル研究，Vol.24, No.3, 179-185. 

3)甲田茂樹 (2009) 職場におけるナノマテリアルの取

扱いについて．労働衛生コンサルタント, Vol.29, 

No.89, 24-27. 

4)甲田茂樹 (2009)ナノマテリアルの取扱いと労働衛生

の課題. 労働の科学, Vol.64, No.4, 13-15. 

[報告書]  

1)鷹屋光俊，芹田富美雄，久保田久代，三浦伸彦

(2009) 実験動物への曝露量および曝露形態を把握

するための，ナノマテリアルの性状，拡散状態およ

び濃度を把握する方法に関する研究. 厚生労働科

学研究費補助金 化学物質リスク研究事業 「ナノマ

テリアルのヒト健康影響の評価手法に関する総合研

究H20-化学－一般－０００６」 平成20年度総括・分

担研究報告書，16-23. 

 
9) メンタルヘルス対策のための健康職場モデルに関する研究 【3年計画の 1年目】 

原谷隆史(作業条件適応研究G)，井澤修平(同)，廣尚典(産医大)，池田智子(茨城県立医療大)，島津明人(東大)，

北村尚人(三菱重工業)，高橋信雄(JFEスチール)，福井城次(富士通)

 
【研究期間】  平成21～23年度 

【実行予算】  930万円(平成21年度) 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

平成 19 年の労働者健康状況調査によると、仕事や

職業生活に関する強い不安、悩み、ストレスがある労働

者の割合は男性 59.2％、女性 56.3％であり、メンタル

ヘルスケアに取り組んでいる事業所の割合は33.6％で

あった。第11次労働災害防止計画ではメンタルヘルス

ケアに取り組んでいる事業所の割合を 50％以上とする

という数値目標が示された。平成19年に管理職516人、

被雇用者5,696人が自殺した（警察庁）。平成19年度の

精神障害等の労災認定件数は268件（自殺81件）と増

えた。平成20年9月以降の世界的経済危機により我が

国の企業の業績、雇用情勢は急激に悪化している。労

働者のメンタルヘルスの悪化、自殺者の増加が懸念さ

れ、厳しい経済状況に対応して職場のメンタルヘルス

対策をさらに推進することが強く求められている。 

(2)目的 

本研究では、労働者のメンタルヘルスに関わる健康

障害を予防する観点から、労働者の健康と労働効率の

向上を目指した健康職場の構築方法を提言する。目的

は、１）職場のメンタルヘルス対策に有効な健康職場調

査票の開発、２）メンタルヘルス対策に関する実践的マ

ニュアル・資料の開発、３）職場のメンタルヘルス対策

による健康職場の構築方法を提示することである。 

(3)方法 

①職場のメンタルヘルス対策と健康職場に関する研究

動向 

国内外における職場のメンタルヘルスと健康職場に

関する文献や研究動向の調査を行う。 

②健康職場調査票の開発 

 最近の職業性ストレスやメンタルヘルスに関する調査

研究の動向を参考にして、職場のメンタルヘルスととも

に組織特性や業績を調べる健康職場調査票を開発す

る。 

(4)研究の特色・独創性 

大学の研究者（産業医学、産業看護学、産業保健心

理学）や企業の専門家（人事労務、安全衛生、メンタル

ヘルス）を含めた多職種の研究チームにより、従来の

職業性ストレス調査票やマニュアル・資料を再検討し、

新しい健康職場調査票と実践的マニュアル・資料を開

発する。健康職場モデルでは従来の医療福祉モデル

のメンタルヘルス対策とは異なり、健康とともに組織の

パフォーマンス向上を目指す。労働者のメンタルヘル

スの向上とともに、職場の人間関係や仕事の効率の改

善が期待でき、企業にとってもメリットが大きい。 

【研究成果】 

1) 職場のメンタルヘルス対策と健康職場に関する研

究動向 

医学中央雑誌 web と PubMed を使用して職場のメン

タルヘルスに関する文献を検索した。医学中央雑誌

webでは1982年から2009年にかけて5,968件の文献、

PubMed では 1948年から 2009 年にかけて1,429 件の

文献が検索された。両データベースで共通して   

1999年から増加し2007年に最高件数であった（図１）。 
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図１ 職場のメンタルヘルスの文献数の経年変化 

 
厚生労働科学研究の労働安全衛生総合研究で採択

された研究課題の中でメンタルヘルスに関連する課題

は 13 課題であり、10 課題が終了し、3 課題が継続中で

ある。これまで自殺、うつ病、PTSD、精神障害者、ストレ

ス、メンタルヘルス対策、職場復帰等の研究課題が実

施されてきた。 

 独立行政法人労働者健康福祉機構は、労災疾病等

13 分野の中で「勤労者のメンタルヘルス」分野の研究

を実施し、第1 期は 2 課題の研究成果が報告された。 

海外の最近の動向としては、2009 年 10 月に WHO

の Healthy Workplace に関する報告書の 3 校が提示さ

れた。英国では 2009 年 11 月に National Institute for 

Health and Clinical Excellence か ら Guidance for 

employers on promoting mental wellbeing through 

productive and healthy working conditions、12 月に

Department for Work and Pensions から Working our 

way to better mental health: a framework for action、

Cabinet Office から Work, Recovery and Inclusion: 

Employment support for people in contact with secondary 

mental health services が発表された。職場のメンタルヘ

ルスとともに、心理社会的ストレス、いじめ、暴力、組織

の変化、仕事と家庭の両立、労働者の健康増進、業績

向上等が世界的に注目されている。 

2) 健康職場調査票の開発 

企業の職場のメンタルヘルスの実態、対策、効果とと

もに企業風土、人事労務管理等の組織特性や業績等

の健康職場に関する項目を調べる健康職場の調査票

を作成した。 

【研究業績・成果物】 

[国内外の研究集会発表] 

1) 原谷隆史 （2009） 健康職場に関する最近の動向．

ワークショップ 職場のストレスとメンタルヘルス－

組織と個人の活性化に向けて－．日本心理学会第

73 回大会． 

[著書・単行本] 

1) 原谷隆史 （2009） 従業員支援とカウンセリング．

George Fink 編，ストレス百科事典翻訳刊行委員会

訳，ストレス百科事典．東京，丸善． 

2) 原谷隆史 （2009） 心理社会的労働ストレッサーの

健康影響．George Fink編，ストレス百科事典翻訳刊

行委員会訳，ストレス百科事典．東京，丸善 

 

 

  
10) アーク溶接作業における有害因子に関する調査研究 【3 年計画の 2 年目】 

奥野勉(有害性評価研究G)，小嶋純(環境計測管理研究G)，齊藤宏之(国際情報・研究振興C)，

久保田均(同)，山口さち子(健康障害予防研究G)，久永直見(愛知教育大)，毛利一平(労研)，

村田克(同)，大平明弘(島根大)，中西孝子(昭和大)，小笠原仁夫(日本溶接協会）

 
【研究期間】  平成20～22 年度 

【実行予算】  950 万円(平成21 年度) 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

アーク溶接は、多くの産業の基盤技術であり、わが

国では 100 万人もの作業者が、これに従事している。

アーク溶接に伴い、さまざまな有害因子が発生、健康

障害を引き起こしているが、これらの有害因子に対する

有効な測定、評価方法、障害防止対策は、一般に確立

されていない。 

(2)目的 

アーク溶接に伴う有害因子の測定評価方法を確立、

実際に測定評価を行なう一方、アーク溶接作業現場に

おける障害発生の実態を明らかにすることにより、有効

な障害防止対策を提案する。 

(3)方法 

溶接時の高温による上昇気流を計測し、最適な排気

方法ないし条件等を策定する。保護面内の粉じん濃度

を実験的に評価する。溶接作業者における健康影響

の実態を把握する。アーク溶接が発生する磁場を実験

的に評価する。液晶式自動遮光面を通して見た時の溶

接アークの光を測定することにより、液晶式自動遮光面

の網膜障害の防止効果を評価する。動物実験によって、

有害光線の有害性を定量的に調べる。 

(4)研究の特色・独創性 

アーク溶接は、多くの有害因子を同時に発生するた

め、アーク溶接作業現場における障害防止対策では、

これらの有害因子を総合的に扱う必要がある。そこで、
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本研究では、各有害因子の専門家がそれぞれの因子

について調べると同時に、有機的に協力し、実際の障

害防止対策について検討する。 

【研究成果】 

粉じん計の質量濃度変換係数は、発生源～サンプリ

ング位置の距離が増すほど低下する傾向が認められ

た。 

溶接用遮光保護面の内外における一酸化炭素濃度

の測定を行ったところ、保護面内部でのサンプリングが

必要であることが明かされた。 

軟鋼の炭酸ガスアーク溶接が発生する光が網膜に

対する高い有害性をもつことが示された。アーク溶接

作業者は、かならず遮光保護具を使用し、また、アーク

点火時には、その着用が遅れないよう注意する必要が

ある。 

東京都内の小規模溶接作業所を対象に健康影響調

査を実施し、現在も行われている。 

 

 
図１ 研究の概要 

 

【研究業績・成果物】 

[原著論文] 

1) Jun Ojima (2009) Laboratory Evaluation of Carbon 

Monoxide Exposure in CO2 Arc Welding, J Occup 

Health, Vol.51, 377-379. 

2) Masaki Tanito, Tsutomu Okuno, Yoshihisa Ishiba, 

Akihiro Ohira (2010) Transmission spectrums and 

retinal blue-light irradiance values of untinted and 

yellow-tinted intraocular. 

3) 小嶋純 （2009） 炭酸ガスアーク溶接ヒュームの質

量濃度変換係数 －併行測定における採取  位

置の影響. 産業衛生学雑誌, Vol.51, No.6, 

141-143. 

 [国内外の研究集会発表] 

1) Tsutomu Okuno, Sachiko Kaidzu, Masaki Tanito, 

Akihiro Ohira (2010) Spectral susceptibility of the 

rat retina to light damage, KMU 4th Workshop on 

Ocular Changes Induced by Electromagnetic Waves, 

Book of Abstract. (特別講演) 

2) 奥野勉 (2009) 作用スペクトルと酸化ストレス. 第

20 回眼科酸化ストレス研究会, プログラム・講演抄

録集. (特別講演) 

3) 奥野勉 (2010) 有害光線と遮光保護具について. 

神奈川県溶接協会講演会「溶接・切断の安全衛

生」, 抄録集. (研修講演) 

4) 奥野勉 (2010) 有害光線. （社）日本作業環境測

定協会認定オキュペイショナルハイジニスト養成

講座. (研修講演) 

5) Sachiko Kaidzu, Tsutomu Okuno, Masaki Tanito, 

Akihiro Ohira (2009) Action spectrum of retinal light 

damage in albino rats, Association for Research in 

Vision and Ophthalmology. 

6) 齊藤宏之, 久保田均, 奥野勉, 毛利一平 (2009)

既存のじん肺特殊検診データベースを用いた溶

接作業者の健康影響評価. 日本労働衛生工学会, 

第49 回日本労働衛生工学会抄録集, 62-63. 

7) 久保田均, 齊藤宏之, 奥野勉, 柴田英治, 久永直

見 (2009) 建設国保組合員における有害作業の

現況に係わる質問紙調査結果-石綿等粉じん、騒

音、振動、溶接作業について-. 日本労働衛生工

学会, 第 49 回日本労働衛生工学会抄録集, 

64-65. 

8) 奥野勉, 小嶋純, 齊藤宏之 (2009) 軟鋼の炭酸ガ

スアーク溶接が発生する青光の実験的評価, 日本

労働衛生工学会, 第49 回日本労働衛生工学会抄

録集, 58-59. 

9) 奥野勉, 中西孝子, 植田俊彦, 安原 一, 小出良

平 (2009) ブタ水晶体上皮細胞に対する紫外放射

の有害性の波長依存性, 日本労働衛生工学会, 

第49 回日本労働衛生工学会抄録集, 60-61. 

10) 海津幸子, 奥野勉, 谷戸正樹, 大平明弘 (2009)

可視光照射によるラット網膜障害の波長依存性, 

日本眼科学会, 第 113 回日本眼科学会総会講演

抄録, 191. 

11) 海津幸子, 奥野勉, 谷戸正樹, 大平明弘 (2009)

紫外線によるラット網膜の傷害, 日本光医学・光生

物学会, 第 31 回日本光医学・光生物学会抄録集, 

53. 

12) 青木馨代, 中西孝子, 安原一, 奥野勉 (2009) ヒト

表皮角化細胞における紫外線傷害の検討, 日本

光医学・光生物学会, 第31 回日本光医学・光生物

学会抄録集, 56. 

13) 植田俊彦, 谷戸正樹, 海津幸子, 大平明弘, 尾花 

明, 齋藤雄太, 中西孝子, 小野木智加朗, 浜口宏
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夫, 奥野勉 (2009) 網膜光酸化ストレスによる初期

変化を顕微ラマン分光で測定する試み, 第 20 回

眼科酸化ストレス研究会, プログラム・講演抄録集. 

14) 青木馨代, 中西孝子, 辻まゆみ,  奥野勉，小口

勝司，安原一  (2010) 紫外線照射誘導ヒト表皮角

化細胞(NHEK)傷害と EPC-K1 の抗酸化作用, 日

本薬理学会, Journal of Pharmacological Sciences, 

No.112, (Suppl. 1), 161. 

[総説他]  

1) 奥野勉 (2009) レーザー光のリスクマネジメント. 

産業医学ジャーナル, Vol.32, No. 5, 18-27. 

2) 奥野勉 (2009 )紫外放射、可視光、赤外放射のリス

クマネジメント. 産業医学ジャーナル, Vol.32, No.5, 

28-33. 

3) 奥野勉 (2009) 保護めがねなどの個人用眼保護

具に対する光拡散の試験方法について. セイフテ

ィダイジェスト,Vol. 55, No.9, 2-6. 

[著書・単行本] 

1）  奥野勉 (2009) 有害光線. (社)日本作業環境測定

協会編, 労働衛生工学とリスク管理, 143-153, 東

京, (社)日本作業環境測定協会. 

 

 

11) 蓄積性化学物質のばく露による健康影響に関する研究 【3 年計画の 1 年目】 

高橋正也(国際情報・研究振興C)，伊藤弘明(環境計測管理研究G)，翁祖銓(健康障害予防研究G)，牧祥(同)，

王瑞生(同)，齊藤宏之(国際情報・研究振興C)，三浦伸彦(同)，小川康恭(当研究所理事)，

牛僑(中国・山西医科大学)，千田大(国立国際医療センター研究所)

 
【研究期間】  平成21～23 年度 

【実行予算】  2,382 万円(平成21 年度) 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献、行政的・社会的ニーズなど) 

有害金属への夜間のばく露、あるいは交代勤務にと

もなうばく露は、日勤時のばく露に比べて、体内動態の

変化から金属に対して脆弱になり健康影響が強く現れ

ることが懸念される（Rutenfranz et al., 1989）。しかし、こ

のようなばく露状況に対する労働衛生管理のために参

照できる情報はきわめて限られている。 

(2)目的 

本研究では、レアメタル取扱い工場の労働者を対象

に有害金属ばく露と勤務時間帯のような労働態様との

交互作用を検討する。合わせて動物実験で交互作用

の確認を行う。 

(3)方法 

初年度：交代勤務のある大阪のタングステン・コバル

ト取扱事業場（総従業員数 60 名程度）の健診の際に採

血・採尿・アンケート調査を実施した。中国山西省のニ

ッケル・クロム取扱事業場において交代勤務者（ばく露

あり 56 名、ばく露なし 40 名）を対象に勤務時間前後の

採尿調査を実施した。動物実験のための評価系を準備

した。 

２年度：中国山西省の事業場の健康診断の際に採血

を含む調査を行う。動物実験ではマウスを用いレアメタ

ル投与時間の違いによる毒性発現の相違を検証する。 

３年度：引き続き収集した生体試料の測定、動物実験

から得られたデータをとりまとめる。 

(4)研究の特色・独創性 

本研究はレアメタルのばく露毒性に対する勤務時間

帯の修飾効果を検討する独創的研究であり、学際性も

高い。勤務時間帯との交絡あるいは交互作用を考慮し

ていること、さらにその影響を動物実験により検証する

ことが特色である。 

【研究成果】 

疫学調査：大阪の工場調査の血中・尿中タングステン・

コバルト濃度測定が終了した。男性労働者（23-62 歳, 

n=14）において、勤務時間帯の違いによる 25-OH ビタ

ミン D 濃度の差違は観察されなかった（p=0.98，図1）。

夏季のため濃度が高い労働者が多かったが、14名中4

名で 20 ng/mL（ビタミン D 不足の基準）を下回り、常日

勤でも低濃度（10 ng/mL）の男性労働者が一名おり、室

内労働者では夏季でもビタミンD不足になることが判明、

労働衛生上の配慮の必要性が示唆された。また、睡眠

の質が良い群で精神的不健康度が低い関連が見られ、

労働者のメンタルヘルス対策における睡眠改善の重要

性・有効性が示唆された。中国調査の尿中ニッケル・ク

ロム測定（466 検体）も 3 月に終了する。 

常日勤
(n=6)

交代勤
(夜勤なし)

(n=4)

交代勤
(夜勤あり)

(n=4)

p=0.98 (Kruskal-Wallis 検定)
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図1 勤務体制と血清中25-OH ビタミン D との関連 
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動物実験：レアメタル毒性発現には生体リズム形成に

関わる時計遺伝子が重要な役割を演ずると想定し、ヒト

の培養細胞系で先ずカドミウムによる時計遺伝子発現

への影響を調べた。その結果、数種の時計遺伝子発

現が撹乱された（Per 遺伝子：減弱；Bmal 遺伝子：増強）。

そこで時計遺伝子(Per)の発現リズムを、平成21 年度に

購入した LumiCycle を用いて解析したところ、非添加群

（黄）のリズムに対して 25 ・M のカドミウム添加（緑）によ

り Per 遺伝子の発現リズムが著しく減弱した（図 2）。な

おこの濃度のカドミウム存在下で 4 日間培養したが細

胞毒性は認められなかった。レアメタルでも同様の撹

乱が観察されたことから、レアメタルについても発現リ

ズムの解析を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 時計遺伝子(Per)の発現リズムに対するカドミウム添加の影響 

 

培養細胞に時計遺伝子のレポータープラスミドを導入

し、Per 遺伝子の発現リズムに対するカドミウム（10, 25 

・M）の影響を、LumiCycle を用いて検討した。 

 

【研究業績・成果物】 

[原著論文] 

1) Nobuhiko Miura (2009) Individual susceptibility to 

cadmium toxicity and metallothionein gene 

polymorphisms: with references to current status of 

occupational cadmium exposure. Ind Health Vol.47, 

No. 5, 487-494. 

[国内外の研究集会発表] 

1) Nobuhiko Miura (2009) Inhibitory effect of cadmium on 

clock gene expressions. 第46 回欧州トキシコロジー

学会, ドイツ . 

2) 三浦伸彦 (2009) カドミウムが時計遺伝子 Period の

発現に与える影響．メタロチオネインおよびメタルバ

イオサイエンス研究. 

3) 三浦伸彦 (2009) カドミウムによる時計遺伝子の発

現抑制．第82 回日本生化学会. 

[その他の専門家向け出版物] 

1) 翁祖銓，小川康恭 (2010) コメットアッセイ：遺伝毒

性を検出するための強力な解析法．労働安全衛生

研究, Vol.3, No.1, 79-82. 

 

 

12) 健康障害が懸念される化学物質の毒性評価に関する研究 【3 年計画の 1 年目】 

王瑞生(健康障害予防研究G)，須田恵(研究企画調整部)，大谷勝己(有害性評価研究G)，

翁祖銓(健康障害予防研究G)，北條理恵子(国際情報・研究振興C), 

Lei GUO (NCTR/USA), 那須民江（名大）

 
【研究期間】  平成21～23 年度 

【実行予算】  1,820 万円(平成21 年度) 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献、行政的・社会的ニーズなど) 

産業職場で使用されている化学物質の生体影響に

ついて必ずしも明確でない物質は多い。化学物質の

毒性は、物質の物理化学特性に大きく関係しているが、

一方で、性差、加齢、体質等の人体の生理機能によっ

ても左右される。近年、労働現場に、女性労働者、高年

齢労働者の割合が高くなってきた。これらの集団は一

般男性と比べ、種々の生体機能の違いがあり、化学物

質に対する感受性も変化することが推測される。労働

者の多様性を考慮する際、もう一つ重要な因子は体質

の個体差といえる。近年の分子生物・医学研究の結果、

種々の遺伝子塩基配列の多型や遺伝子発現の違いな

どが報告され、外部因子に対する感受性の個体差との

関連が明らかになりつつある。このように、化学物質の

毒性評価を行う際、生体因子の影響を考慮する必要が

あると思われる。 

(2)目的 

本研究は、健康影響が十分検討されておらず、今後

使用量・使用範囲が増えてくる可能性の高いエチルタ

ーシャリーブチルエーテル（ETBE, バイオ・マス燃料

でガソリンの添加剤として使用）について、その毒性を

詳細に検討するとともに、生体因子（性別、加齢、遺伝

差異など）による毒性の修飾作用を明らかにし、ETBE

の労働衛生管理や健康障害予防に情報を提供するの

が目的である。 

(3)方法 

平成21 年度： 

ETBE 曝露による毒性評価：急性と慢性吸入曝露実

験を行い、種々の測定系（生化学、形態病理学、分子
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生物学、神経行動学、免疫学など）を用いて生体影響

を検出する。また、野生型と代謝酵素アルデヒド脱水素

酵素（Aldh2、東アジア人によくある遺伝子多型）遺伝子

ノックアウトマウスを用いて、この酵素活性欠損による

ETBE の生体作用への影響を検討する。さらに、毒性

発現に関与する化学種（ETBE またはその代謝物）の

特定のために ETBE 曝露中と曝露後の血中や組織中

の代謝物濃度の経時変化を測定し、性差および遺伝

差異の修飾作用について検討する。 

平成22 年度： 

前年度大規模の動物曝露実験から採取した種々の

組織の生化学・形態学の解析を引き続き行い、雄性と

雌性動物の間に差があるかについて明らかにする；加

齢による ETBE の体内代謝や毒性発現への影響を調

べるため、若年成熟マウスおよび加齢マウスの ETBE

吸入曝露実験を行い、種々の測定系を用いて、生体影

響の評価およびその差について検討する。ETBE の代

謝に関与しているもう 1 つの酵素（CYP2E1）の遺伝子ノ

ックアウトマウスを用いて、この酵素によるETBEの代謝

と毒性への影響を検討する。 

平成23 年： 

生体組織から分離した細胞や細胞小器官（ミドコンド

リアなど）、培養細胞を用いて、ETBE の毒性評価を行

い、ETBE の早期、軽微な影響を評価し、今後、毒性評

価の良い方法としての確認を行う；ETBE およびその代

謝物を使って、前述のインビトロ実験を行い、毒性発生

のメカニズムの解明を試す;また、毒性の疑わしい代謝

物について動物投与の実験をおこない、総合的に

ETBE の生体影響の発生機序を検討する；一連の実験

データをまとめ、学問誌への投稿などを行う。 

(4)研究の特色・独創性 

健康障害が懸念される ETBE の毒性評価において、

性差、加齢や関連代謝酵素遺伝子多型の影響、さらに

早期・軽微な生体障害の検出などは特色であり、これ

によって個体因子による ETBEの体内動態や毒性発現

への影響も解明されること、曝露または影響を評価する

ためのバイオマーカーの確立を目指すことが独創性で

ある。 

【研究成果】 

本年度は、大規模な動物曝露実験を行った。野生マ

ウスおよびAldh2遺伝子ノックアウトマウス、それぞれ雄

性と雌性の計4種類のマウスにETBEを0、500、1750、

5000 ppm において 13 週間慢性吸入曝露した。曝露終

了後、肝臓、腎臓、肺、精巣と精巣上体、輸精管または

子宮と卵巣、脾臓、脳、血液などを採集し、各種の測定

または、形態検査のための固定をおこなった。未測定

の項目などは残っているが、今までの解析から、以下

の結果を得た： 

(1) ETBE の全身毒性は高くなかったが、高濃度 ETBE

曝露による肝臓の肥大が認められた。 

(2) ETBE 慢性曝露後の白血球 DNA 損傷の上昇度（コ

メットアッセイによる tail intensity 値の上昇度）は、雄

の Aldh2 遺伝子ノックアウトマウスのいずれの曝露

群においても対照群より増え、統計的有意差が認

められた。雄の野生型マウスは高濃度曝露群のみ

において増えた（図1）。これは遺伝的差異によって

ETBE の生体影響が修飾されることを示唆した。 
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野生型 Aldh2遺伝子ノックアウト

 
図1 ETBE 慢性曝露後の雄マウス白血球DNA 損傷度（コメットアッセ

イによる測定）。*および＃は、それぞれの対照群より有意差が増え

た。 

 

図 2  6 時間の ETBE 曝露中および曝露後の雄マウス血中代謝物

（TBA）濃度の経時変化。両タイプのマウスにおいて、代謝の違いが

明らかとなった。 

 

(3) ETBE を 500 ppm において 6 時間、マウスに吸入曝

露させ、曝露中および終了後、経時的に血液およ

び組織中のETBE代謝物濃度を測った。その結果、

野生型とAｌｄｈ2遺伝子ノックアウトマウスの間に一部

の代謝物の濃度は差があることが示され、両タイプ

マウスにおける ETBE の体内動態が異なることを示

唆した（図2）。 

(4) 種々の臓器･組織の形態学解析、神経行動学解析、

生化学測定は進行中である。また、曝露前および

曝露開始後、定期的に尿を収集し、代謝物および

参加ストレス指標の測定を行う予定である。 

以上の結果の中、特にETBEの毒性作用が500 ppm
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においても観察されたことや、遺伝物質への毒性作用、

Aｌｄｈ2 遺伝子多型の影響などは、初の報告になる。 

 

【研究業績・成果物】 

[原著論文] 

1) Huachun Weng, Zuquan Weng, Yuquan Lua, Kunio 

Nakayamaa and Kanehisa Morimoto (2009) Effects of 

cigarette smoking, XRCC1 genetic polymorphisms, 

and age on basal DNA damage in human blood 

mononuclear cells. Mutat Res. 679,  59-64. 

[国内外の研究集会発表] 

1) 須田恵，大谷勝己，翁祖銓，王瑞生 （2009） 遺伝

子多型による ETBE 代謝物の体内濃度への影響. 

第３７回有機溶剤中毒研究会・第４２回生物学的モニ

タリング・バイオマーカー研究会, 京都. 

[その他の専門家向け出版物] 

1) 王瑞生（2009）化学物質の生殖毒性について.神奈

川産業保健交流研究, 45, 1-41. 
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3． イノベーション２５研究 

1) 多軸全身･多軸手腕振動曝露の人体への心理･生理影響の評価方法に関する研究  

【5 年計画の 3 年目】 

前田節雄(人間工学・リスク管理研究G(Ⅱ))，柴田延幸(研究企画調整部)，石松一真(人間工学・リスク管理研究G(Ⅱ))，

Neil J Mansfield(英国ラフボロー大学)，Subhash Rakheja(カナダ・コンコルディア大学) 

 

【研究期間】  平成19～23 年度 

【実行予算】  751 万円(平成21 年度) 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献、行政的・社会的ニーズなど) 

全身振動の影響評価の方法を定めた国際規格 ISO 

2631-1 および手腕振動の影響評価の方法を定めた規

格ISO 5349-1 は、いずれも発効から５年以上が経過し、

その内容に関して問題点およびそれを踏まえた改定の

必要性が指摘されており、既存の全身振動および手腕

振動の評価方法に代わる、我が国からの新しい評価方

法の提案は急務の課題である。 

(2)目的 

本研究の目的は、①前述の二つの国際規格に定め

られた振動ばく露の影響評価方法の基本となる周波数

補正方法の提案および②全身・手腕振動の多軸ばく露

時に合成するために使用される Multiplier 値と心理・生

理影響の関係を明らかにし、多軸全身・多軸手腕振動

の評価方法を提案することである。 

(3)方法 

【平成19 年度】 

ギルフォードが提案した系列範疇法を用いた方法に

基づいた被験者実験を行い、多軸全身振動や多軸手

腕振動と心理影響（主観応答）の関係を明らかにする。

また、この結果に基づき、ISO 2631-1 および ISO 

5349-1 で定義されている周波数補正方法に関しての

問題点を指摘、ISO 国際会議にて報告する。 

【平成20 年度】 

前年度の実験結果に基づいて、新しい評価方法を

立案する。また、新評価方法の多軸全身・多軸手腕振

動への適用可能性について、さらに実験研究を進め、

多軸全身・多軸手腕振動の評価方法を確立する。 

【平成21 年度】 

生体側の応答量と多軸振動ばく露の関係を明らかに

するために、多軸振動と Biodynamic Response、特に、

Apparent Mass や Vibration Power Absorption との関係

を被験者実験により求める。 

【平成22 年度】 

多軸全身振動評価に及ぼす外乱（音や画像）の影響

を実験的に調べ、多軸全身振動の多軸の合成時に使

用される Multiplier 値と心理影響の関係を明らかにす

る。 

【平成23 年度】 

ISO 5349-1 の多軸手腕振動の測定評価方法の基本

になる周波数補正方法や多軸手腕振動の多軸の合成

時に使用される Multiplier 値と心理・生理影響の関係を

新しい評価方法に基づいて新たに構成する。 

(4)研究の特色・独創性 

ISO 2631-1やISO 5349-1の中の振動の評価方法の

基本データは、ほとんどが１軸の振動実験データに基

づくものであり、それらの結果が多軸の振動環境の評

価に適応できるかどうかについては議論の余地が大い

にあった。当研究所では、新発想に基づき世界の研究

機関に類を見ない６軸全身振動加振器及び３軸手腕振

動加振器を設置し、これらの装置を用いて多軸振動ば

く露における心理・生理影響評価実験が出来る体制を

整えた。本研究は、世界に先駆けて多軸振動環境の評

価方法を提案することを目的としており、この点に特色

と独創性を有する。 

【研究成果】 

ISO 2631-1やISO 5349-1の多軸振動の評価方法に

は、多くの問題があることが指摘されている。平成19年

度は、ISO 2631-1 や ISO 5349-1 の中で定義されてい

る周波数補正方法に関しての問題点を指摘するととも

に、新しい評価方法の提案を行った。平成 20 年度は、

この新しい評価方法の多軸全身・多軸手腕振動への適

用可能性について、さらに実験研究を進め、多軸全

身・多軸手腕振動の評価方法を確立した。 

平成 21 年度は、生体側の応答量と多軸振動ばく露

の関係を明らかにするために、多軸振動と Biodynamic 

Response、特に、Apparent Mass や Vibration Power 

Absorption との関係を被験者実験により求めた。以下

に具体的に述べる。 

全身振動における被験者実験では、座席面におけ

る Biodynamic Response の測定を行い、振動性腰痛の

発症と座席背もたれ角度の関係を明らかにした。図 1

に鉛直方向の振動の周波数と座席面における

Vibration Power Absorption（VPA）の関係を背もたれ角

度が 0°（直立），10°，30°の時について示す。VPA

は、座席面を介して人体の脊柱部分に吸収される振動

エネルギーを表している。つまり、この値が大きいほど

脊柱およびそれを構成する軟・硬組織における振動に

よる運動・変形が激しくなり、腰痛発症の原因の一つで
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ある椎間板の変形・圧縮などを引き起こす。これをもと

に図１をみると、背もたれ角度が 0°および 10°の時、

脊柱の鉛直方向の共振周波数である 5Hz 付近で VPA

が大きな値を示すことがわかる。一方、背もたれ角度が

30°になると5Hz付近におけるVPAの値は大きく減少

し、7.5Hz 付近に新たに形成される VPA のピークにエ

ネルギーが分散していることが分かる。 

 

図1 VPA と背もたれ角度の関係 

 

また、過去の文献の結果との比較により、背もたれ角

度が 30°の時に 7.5Hz 付近に見られる VPA の値の増

加は、骨盤の前後方向の回転運動に関係している可

能性が高いことが明らかになった。つまり、背もたれ角

度が 10°以上 30°程度になると、鉛直方向からの振

動に対して骨盤が前後方向に回転運動をしてくれるこ

とにより、脊柱における振動の負荷を軽減していること

が明らかになった。 

 

(a)背もたれ角度あり      (b)背もたれ角度なし 

図2 背もたれ角度と骨盤の前後回転の関係 

 

これらのことから、振動性腰痛防止の観点から、座席

背もたれ角度は 10°以上30°以下の範囲で座席を使

用することにより、振動による脊柱の負荷の軽減が期待

されることが示された。 

また、多軸全身振動の評価に及ぼす外乱（騒音や画

像など）の影響に関しては、検討の必要性が指摘され

ているものの、これまで何ら明らかにされていなかった。

当分野への貢献が可能なシステム（図３）を構築するこ

とができたので、平成 22 年度実施予定の研究に関す

る予備実験をスタートした。 

全身振動（WBV）の快適性評価（不快度）に及ぼす

視聴覚情報（音と画像）の影響に関する実験（参加者35

名）を実施した。実験には、自動車走行時の振動、音、

走行場面（動画像）を実測値に基づいて再現した 6 種

類のシナリオを使用した。参加者は、マルチモーダル

シミュレータの座席に座り（図 3）、視聴覚情報が付加さ

れた条件と付加されない条件それぞれにおいて、振動

の不快度評価を１：不快でないから５：かなり不快の5段

階で行った。 

 

 

図3 マルチモーダルシミュレータ 

 

6 種類のシナリオにおける全身振動に対する不快度

評価値の平均値を、視聴覚情報の有無で比較した結

果を図 4 に示す。振動に対する不快度の評価値は、視

聴覚情報が付加された条件に比べ、視聴覚情報が付

加されない条件で高いことがわかる。これらの結果は

視聴覚情報によって振動の不快度が緩和された可能

性を示唆している。 
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図4 音と画像の有無による振動の評価値の比較 

 

本研究は、全身振動の影響評価の方法を定めた国

際規格 ISO2631-1 の改訂作業において、我が国から

新しい評価手法を提案する際の基礎となる知見を得る

0

0.01

0.02

0.03

0.04

0 5 10 15 20
Frequency   Hz

V
PA

 N
s3 /m

/k
g Vertical

10 deg
30 deg



 

61 

ことを目的のひとつとしている。今後、この予備実験の

結果を踏まえ、更なる知見の蓄積を行っていく予定で

ある。 

【研究業績・成果物】 

[原著論文] 

1) Kazuma Ishimatsu, Nobuyuki Shibata, Setsuo Maeda 

(2009) Effects of whole-body vibration on visual 

information processing. Japanese Journal of 

Psychonomic Science, 28, 179-180. 

[国内外の研究集会発表] 

1) Kazuma Ishimatsu, Nobuyuki Shibata, Setsuo Maeda  

(2009) Effects of exposure to whole-body vibration on 

psychological time. Proceedings of 4th International 

Conference on Whole Body Vibration Injuries, 13-14. 

Montreal, Canada. 

2) Santosh Mandapuram, Subhash Rakheja, Paul Émile 

Boileau, Setsuo Maeda, Nobuyuki Shibata (2009) 

Apparent mass and seat-to-head transmissibility 

responses of seated occupant under single and dual 

axis horizontal vibration. Proceedings of 4th 

International Conference on Whole Body Vibration 

Injuries, 33-34, Montreal, Canada. 

3) Nobuyuki Shibata, Setsuo Maeda, Kazuma Ishimatsu 

(2009) Determination of seat back angle based on 

biodynamic response study for prevention of low back 

pain. Proceedings of 4th International Conference on 

Whole Body Vibration Injuries, 39-40, Montreal, 

Canada. 

4) Geraldine Newwll, Neil Mansfield, Setsuo Maeda (2009) 

Influence of twisted posture on seat-to-head 

transmissibilities during exposure to single and 

dual-axis vibration.  Proceedings of 4th International 

Conference on Whole Body Vibration Injuries, 47-48,  

Montreal, Canada． 

5) Masahito, Hara, Setsuo Maeda, Nobuyuki Shibata, 

Kazuma Ishimatsu (2009) Effects of whole-body 

vibration exposure from vehicle seats on center of 

gravity agitation. Proceedings of 4th International 

Conference on Whole Body Vibration Injuries, 83-84, 

Montreal, Canada 

6) Yumiko Sakamoto, Masakazu Ozaki, Mark 

Allman-Ward, Kazuma Ishimatsu, Nobuyuki Shibata, 

Setsuo Maeda (2009) Multi-modal simulator at 

JNIOSH. Proceedings of 4th International Conference 

on Whole Body Vibration Injuries, 91-92, Montreal, 

Canada. 

7) Setsuo Maeda, Nobuyuki Shibata, Kazuma Ishimatsu 

(2009) Psychovibration studies on assessment of 

time-variant whole-body vibration exposure. 

Proceedings of 4th International Conference on Whole 

Body Vibration Injuries, 115-116, Montreal, Canada. 

8) Setsuo Maeda, Nobuyuki Shibata, Kazuma Ishimatsu 

(2009) Minimization of TTS (Temporary Threshold 

Shifts) at assembly line hand-held tool work using 

queuing theory. Proceedings of 17th Japan Conference 

on Human Response to Vibration, 78-86, Tokyo, 

Japan. 

9) Nobuyuki Shibata, Masahito Hara, Setsuo Maeda, 

Kazuma Ishimatsu (2009) Acute effects of whole-body 

vibration exposure on center of gravity agitation. 

Proceedings of 17th Japan Conference on Human 

Response to Vibration, 96-100, Tokyo, Japan. 

10) Kazuma Ishimatsu, Nobuyuki Shibata, Setsuo Maeda 

(2009) Subjective judgment of duration and discomfort 

ratings during exposure to whole-body vibration. 

Proceedings of 17th Japan Conference on Human 

Response to Vibration, 101-106, Tokyo, Japan. 

11) Yumiko Sakamoto, Mark Allman-Ward, Roger 

Williams, Kazuma Ishimatsu, Nobuyuki Shibata, Setsuo 

Maeda (2009) Reproduction of multi-modal sensation 

on 6 degree-of-freedom vibrator and NVH Simulator. 

Proceedings of 17th Japan Conference on Human 

Response to Vibration, 116-119, Tokyo, Japan. 

12) Kazuma Ishimatsu, Nobuyuki Shibata, Setsuo Maeda 

(2009) Time perception during exposure to 

whole-body vibration. Proceedings of 44th United 

Kingdom Conference on Human Responses to 

Vibration, 179-187, Loughborough University, 

Leicestershire, UK. 

13) 石松一真，柴田延幸，前田節雄 (2009) 全身振動

曝露環境下における時間知覚. 関西心理学会第

121 回大会, 大阪人間科学大学, 大阪, 関西心理

学会第121 回大会発表論文集, 52. 

14) 石松一真，柴田延幸，前田節雄 （2009） 全身振動

への曝露が心理的時間に及ぼす影響. 日本基礎心

理学会第28回大会, 日本女子大学, 東京, 日本基

礎心理学会第28回大会プログラム, 61. 

15) 柴田延幸，前田節雄，石松一真 (2009) 多軸振動

下における手腕－ハンドル系の周波数応答解析－

前腕回内外の影響．(社)日本機械学会 Dynamics 

and Design Conference 2009, 北海道大学, 札幌,  

Dynamics and Design Conference 2009アブストラクト

集，223-228.
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2) 作業温熱ストレスの労働生理学的評価と予防対策技術の研究 【6 年計画の 3 年目】 

澤田晋一(国際情報・研究振興C)，上野哲(同)，榎本ヒカル(同) 

 

【研究期間】  平成19～24 年度 

【実行予算】  402 万円(平成21 年度) 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献、行政的・社会的ニーズなど) 

近年我が国では食品流通機構の発展で冷凍冷蔵倉

庫業や食品製造業などにおいて人工的寒冷作業環境

が増加している。冬季屋外作業を含めると寒冷作業者

は相当数にのぼり、さまざまな寒冷ストレスによる直接

的・間接的健康障害も報告されている。一方暑熱ストレ

スによる熱中症については、第 10～11 次労働災害防

止計画でその予防対策の徹底がもとめられているにも

かかわらず、夏季屋外作業を中心として多発している。

これらの寒冷・暑熱障害発生の背景の一つに、防寒

服・防暑服・作業服等の不適切な使用があると考えられ

る。また最近では夏季省エネ冷房条件での快適性確

保のために様々なクールビズ製品が出回っているが、

その客観的性能は必ずしも明らかでない。 

(2)目的 

市販の作業服、クールビズ製品、防暑・防寒服（具）、

防護服（具）の熱物理学的特性（顕熱抵抗、潜熱抵抗）

と信頼性、適用限界、使用条件を明らかにすることによ

り、職業性寒冷・暑熱障害の予防とオフィス作業の温熱

的快適化の方策の確立とその国際標準化を目指す。

(3)方法 

改良型発汗歩行型サーマルマネキン（図１）と改良型

発汗型ヘッドマネキン（図２）を用いて、市販の作業服、

クールビズ製品、防暑・防寒服（具）、防護服（具）、ヘル

メットをサンプリングして、その断熱性・透湿性等の温熱

特性を評価し、その性能と使用限界を明らかにするとと

もに、価格と性能の関連性についても検討する。また人

間を対象にして人工環境室での着用効果に関する労働

生理学実験や現場調査を行い信頼性・有効性を評価す

る。 

(4)研究の特色・独創性 

研究に使用するサーマルマネキンは、発汗機能と歩

行機能を有するわが国最先端の発汗歩行型サーマル

マネキンであり、従来のマネキンのように静止時の顕熱

抵抗や潜熱抵抗のみを評価するのみならず、歩行時の

ダイナミックな状態の顕熱抵抗と潜熱抵抗をも評価でき

るので、種々の作業態様に対応した作業服・防護服等

の温熱特性評価ができる（図１）。ヘッドサーマルマネキ

ンも、表面温度センサーによるフィードバックシステムに

より表面温度を一定にするように熱流発生量を調節する

世界唯一のモデルである（図２）。 

 
図１ 改良型発汗歩行型サーマルマネキン 

表面温度センサーを各ゾーンに配置し、表面温度を一定制御

できるモードをプログラム上に追加することにより顕熱抵抗・潜熱

抵抗測定の高精度化を実現。世界唯一の表面温度フィードバック

モデル(改良型Newton)として進化。 

 
図２ 改良型ヘッドサーマルマネキン 

改良型 Newton 同様、表面温度センサーによるフィードバッ

クシステムにより熱流発生量を調節する世界唯一のモデル。 
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【研究成果】 

(1)サーマルマネキンを使った顕熱抵抗、潜熱抵抗測

定 

①ヘッドマネキン：ヘッドマネキンを使って、3 社の

25 種類のヘルメットの顕熱抵抗、潜熱抵抗を求め

た。無風下ではヘルメットの穴の有無で顕熱、潜

熱抵抗はほとんど変わらなかった（図３）。 

 

②全身マネキン：作業服(2種)、化学防護服(2種)、ア

スベスト防護服(4 種)について、顕熱抵抗と潜熱抵

抗を、立位と歩行状態につき測定を行った。化学

防護服は、潜熱抵抗が大きく、ほとんど蒸気を通さ

なかった。アスベスト防護服の潜熱抵抗は、作業

服とそれほど大きな差はなかった。立位と比べ歩

行状態では、顕熱抵抗と潜熱抵抗が大きく減少し

た（図４）。 

 
図４ 全身マネキンによる種々の防護服の測定結果 

化学防護服は蒸気を通さないため、潜熱抵抗は他の作業服の 4 倍もあった。アスベスト防護服(1-3)の顕熱・潜熱抵抗は、他の作業服と大差なかっ

た。歩行時（45 歩/分)には、一般作業服、ニッカポッカで潜熱抵抗が半減。 

 
図３ ヘッドマネキンによる D 社、M 社、T 社のヘルメットの測定結果 

-H は通気孔があるヘルメット。ヘルメットの通気孔の有無で、顕熱抵抗・潜熱抵抗に顕著な差は無い。 
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また、マネキン表面に表面温度センサー、衣服内

温度、湿度、熱流センサーを貼り付け、マネキンシェ

ル内の温度を基準とする現在のシステムと比較でき

るようにマネキンに改良を加えた（図１、２）。 

(2)暑熱負担評価と作業服の温熱特性に関する国際規

格ISO7933 (2004)及び ISO9920 (2007)の検証 

米国南フロリダ大学のバーナード教授（物理環境

に関する ACGIH-TLV の前委員長）との共同研究で、

ISO7933 (PHS)及び ISO9920 の検証を行った。風や

歩行による衣服の顕熱抵抗、潜熱抵抗の減少率を

示す式(補正因子)は、ISO7933 と ISO9920 で整合性

がないため検証が必要であることがわかり、ISO9920

の補正因子を ISO7933 に導入し、ISO7933 と異なる

暑熱ストレス予測プログラム(PHSm)を作成した。被験

者実験による実測値と PHS、PHSm の予測値を比較

すると、深部体温で（実測値）PHS≪PHSｍとなった。

予測結果は、PHS が実測値に近い値を示しているが、

最近のマネキン実験の結果から求められた補正因

子は ISO9920 に近かった。PHS では補正因子以外

の部分でキャンセルして実測値に近い値が計算され

ている可能性がある。この結果を2009年7月末ハー

バード大学で開催された温熱環境の ISO 国際委員

会で報告し、その結果 ISO7933 の改定作業部会が

作られた。 

(3)現場調査 

①夏季建設業作業者の生理学的測定を労働現場で

行い、体重、摂水量、深部体温（尿温）等を 1 日に

6 回測定した 。 体重比で 1.5% 以上の 脱水

(ACGIH-TLV 基準)を超えている人が約半数いた。

尿温度が、38℃に近い人がいた。 

②クールビズ関連の現場調査：「クールビズ」実施５

年目である昨年夏期に、クールビズ実施オフィス

およびその勤務者の温熱環境調査を行った。調

査目的は、同じ事務所の異なるフロアのオフィス

の温熱環境調査と、勤務者へのアンケート調査よ

り、クールビズ環境を評価し、１年目に行った同様

の調査結果との比較を行うことである。実施時期

および場所は、本年８月および９月に岐阜市の某

オフィスビルの３フロアであった。調査対象者は、

そこで働く勤務者のべ約 200 人であった。現在、

温熱環境の分析が終了し、引き続きアンケート調

査について分析を行っている （図５）。 

③クールベストの実験的評価：昨年度に引き続き、

建設作業現場における夏期の熱中症対策として

開発された保冷剤入りベストを着用した場合の身

体冷却効果に関する被験者実験を清瀬地区人工

気象室で行った。被験者は男子大学生４名で、暑

熱環境に 90 分間ばく露し、その間のベスト着用有

無による人体反応の違いを検討した。その結果、

保冷ベスト着用時には非着用時に比べ、体重減

少量が減少し、体内温が上昇する傾向がある一方、

PVT 成績がよくなる傾向も観察された。冷却ベスト

着用のメリット・ディメリットについて、今後さらなる

検討を行う予定である （図６）。 

【研究業績・成果物】 

 [原著論文] 

1) Kuklane K, Ueno S, Sawada S, Holmér I (2009) Testing 

cold protection according to EN ISO 20344: is there 

any professional footwear that does not pass? Ann 

Occup Hyg, 53, 63-8. 

[国内外の研究集会発表] 

1) Satoru Ueno, Shin-ichi Sawada, Thomas E. Bernard 

(2009) Modification to predicted heat strain (PHS) 

 
図６ クールベスト評価実験 

 
図５ クールビズ現場調査 
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(ISO7933). 13th International Conference on 

Environmental Ergonomics (ICEE) 2009, ICEE2009 

Proceedings of the 13th Conference CD-ROM. 

2) Satoru Ueno, Ronald Long, Skai W. Schwartz, Candi D. 

Ashley, Shin-ichi Sawada, Thomas E. Bernard (2009)  

Utility of predicted heat strain to limit short-term heat 

stress exposures, 13th International Conference on 

Environmental Ergonomics(ICEE) 2009, ICEE2009 

Proceedings of the 13th Conference, CD-ROM. 

3) Shin-ichi Sawada (2009) Recent Advances in Preventive 

Measures for Occupational Heat Disorders in Japan： 

A new guideline by Japanese government (MHLW) and 

the future issues. 3rd Conference of Asian OSH 

Research Institutes, Beijing. 

4) 上野哲，岡龍雄，榎本ヒカル，榊原洋子，澤田晋一，

久永直見 (2009) 真夏の建設業労働者の環境・生理

学的測定値を用いたISO7933による暑熱ストレス予測．

第82回日本産業衛生学会, 産業衛生学雑誌, Vol.51, 

(Suppl.), 340. 

5) 榎本ヒカル，澤田晋一，上野哲，岡龍雄 (2009) 屋外

暑熱環境における保冷剤入りベスト着用効果につい

て，第82回日本産業衛生学会講演集，255. 

6) 榎本ヒカル，澤田晋一，上野哲，岡龍雄，安田彰典

(2009) 建設作業現場向け保冷剤入りベストの着用効

果について，第33回人間-生活環境系シンポジウム

報告集，145-146． 

7) 澤田晋一 (2009) 職業性熱中症予防対策と産業衛生

技術．産業衛生技術専門研修会特別講演, 第82回

日本産業衛生学会. 

8) 澤田晋一 (2009) 温熱環境に関する欧米の基準およ

び国際規格の動向：寒冷環境のリスクアセスメント・マ

ネジメント．産業温熱環境研究会特別講演, 第82回

日本産業衛生学会. 

9) 澤田晋一 (2009) 職業性熱中症の発生状況と予防対

策の動向：熱中症ガイドラインについて．第20回日本

産業衛生学会関東産業衛生技術部会・研修会. 

[総説他]  

1) 澤田晋一 (2009) 寒冷作業環境のリスクマネジメン

ト．産業医学ジャーナル, Vol. 32, No.4, 31-38． 

2) 澤田晋一 (2009) わが国の職業性熱中症の発生状

況と予防対策の最新動向．医学のあゆみ, Vol.230, 

No.12, 8745-8747． 

3) 澤田晋一 (2009) 職場における熱中症予防対策の

基礎と実践．労働基準広報, 2009.6.11 号, 24-30. 

 [著書・単行本]  

1) 澤田晋一 （2009） 寒冷作業による障害とその予防．

299－302．産業医の職務Ｑ＆Ａ第 9 版, 産業医学

振興財団． 

2) 澤田晋一 （2009） 第 II 編 物理的有害因子のリスク

管理 第 1 章 作業温熱条件．労働衛生工学とリスク

管理, 54-77,日本作業環境測定協会． 

3) 澤田晋一 (2009) 職場における熱中症予防対策マ

ニュアル（分担執筆）, 中央労働災害防止協会. 

4) 澤田晋一，榎本ヒカル (2009) 体温調節と温熱条件．

紀田文樹編，新版建築物の環境衛生管理，上巻

263-269，ビル管理教育センター． 

5) 榎本ヒカル，澤田晋一 (2009) 温熱条件の快適性．

紀田文樹編，新版建築物の環境衛生管理，上巻

269-273，ビル管理教育センター． 

6) 澤田晋一 (2009) 冷房によって起こる体調不良に注

意．体と心保健総合大百科, 30, 少年写真新聞社. 

7) 澤田晋一 (2009) 冷ぼうで室内を冷やすと体の温度

も急低下．体と心保健総合大百科, 32, 少年写真新

聞社. 

[その他の専門家向け出版物]  

1) Ingvar Holmer, Ken C Parsons, Yutaka Tochihara, 

Shin-ichi Sawada (2009) Editorial Cold Stress at 

Work: Preventive Research. Industrial Health, Vol.47, 

No.3, 205-206. 

2) 澤田晋一 (2009) 温熱環境の人間工学－暑熱負担

予測指標の計算による暑熱ストレスの解析I SO便覧

2009. 

3) 澤田晋一 (2009) 温熱環境の人間工学－人間工学

－代謝熱産生量の算定法. ISO 便覧2009. 

4) 澤田晋一 (2009) 温熱環境の人間工学－ 温熱環

境の人間工学－表面接触時の人体反応の評価法  

第3 部：寒冷表面. ISO 便覧2009. 

5) 澤田晋一 (2009) 温熱環境の人間工学－温熱環境

の人間工学－作業温熱条件におけるストレス・不快

感のリスクアセスメント. I SO 便覧2009. 

6) 澤田晋一 (2009) 温熱環境の人間工学－温熱環境

の人間工学－寒冷作業場－リスクアセスメントとマ

ネジメント. ISO 便覧2009. 

 [国内外規格等] 

1) 厚生労働省基発第0619001号通達 (2009) 「職場に

おける熱中症の予防について」. 
 

3) 誘導結合プラズマ質量分析計およびその他の機器による労働環境空気中有害金属元素測定方法の規

格制定に関わる研究 【3 年計画の 3 年目】 

鷹屋光俊(研究企画調整部) 
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【研究期間】  平成19～21年度 

【実行予算】  600万円(平成21年度) 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

作業環境中有害金属濃度測定は、より低濃度まで金

属濃度を管理する必要性から、高感度の誘導結合プラ

ズマ質量分析(ICP-MS)をはじめとした新しい分析装置

の適用が求められている。 

(2)目的 

労働環境の分析方法は、各国の法体系の違いから、

全体の手順は共通しているが、条件の細部の調整が

必要となる場合が多い。そのため、規格相互のすりあ

わせを行うために必要なデータを各種の実験を行うこ

とにより提供する。 

(3)方法 

平成19年度 

ISO 16740 による六価クロム分析が特定の一社の装

置でしか実績が無いために、国内の規格に採用する

際の障害になっている。そこで ISO 16740 に代わる六

価クロム分析法を、キャピラリー電気泳動(CE)で試み

る。 

平成20年度 

 ICP-MSの ISOドラフト案評価実験に参加するとともに、

レーザー気化 ICP-MS を粉じん分析に応用するため、

フィルター上試料固定方法を開発する。 

平成21年度 

① ICP-MS分析：平成20年度に開発したレーザー気

化ICP-MSを粉じん分析に応用するため、フィルタ

ー上試料固定方法の条件最適化を試みる。 

② 六価クロム分析： 

複数のメーカー製のイオンクロマトカラムの評価を

行うことにより、ISO 16740の問題解決を 19年度に

引き続き行う。 

③ 水銀分析： 

作業環境中高感度水銀分析法 ISO 20552につい

て、国内の実務家から出されていた、水銀濃度が

予想外に高いあるいは低い場合に生じる問題の

解決を試みる。 

(4)研究の特色・独創性 

国際規格の技術委員会の計画に参加することにより、

研究の結果が単なる論文業績にとどまらず、規格制定

に貢献が可能となっている。 

【研究成果】 

① ICP-MS 分析：平成 20 年度に開発した、光硬化樹

脂を用いたフィルター上粒子状物質の固定法に

ついて、複数の光硬化樹脂を用いて実験を行い。

セルロース系フィルターにエポキシ系硬化樹脂を

用いた場合、試料の固定が行えるとともに、フィル

ターと樹脂がほぼ同屈折率のため、フィルターが

透明化し、レーザーの照準が合わせやすくなるこ

とを見いだした。(図１参照) 

② 六価クロム分析：国内3社のイオンクロマトカラムを

用い、ISO 16740 の手順でクロム分析を行ったとこ

ろ、ISO 16740の移動相そのままでは、不純物との

分離が不十分であり、条件の最適化が必要となる

ことを実験で確認した。 

（図２参照） 

 

 
 

図１ 粉じんを捕集したフィルター試料の光硬化樹脂による固定法 
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③ 水銀分析： 

現場で捕集した水銀の量と選択した分析機器の運転

条件が合致しなかった場合に、水銀検出器の排気中

に含まれる水銀を回収して再測定を行う方法が可能か

どうか、模擬試料を用いて検証し、十分可能であること

を実験的に確認した。 

【研究業績・成果物】 

［原著論文］ 

1) Mitsutoshi Takaya, Fumio Serita, Kazunori Yamazaki, 

Shigetoshi Aiso, Hisayo Kubota, Masumi Asakura, 

Naoki Ikawa, Kasuke Nagano, Heihachiro Arito, and 

Shoji Fukushima (2010) Characteristics of Multiwall 

Carbon Nanotubes for an Intratracheal Instillation 

Study with Rats. Industrial Health, Vol.48, No.4, 

452-459. 

[国内外の研究集会発表] 

1) Mitsutoshi Takaya (2009) Current status of workplace 

environment  management of  the workplaces  using  

nano materials in Japan., The 3rd conference of asian 

Occp Health and Safety Research Istitutes. Bejing, 

Proceedings, 167-169. 

2) 鷹屋光俊 (2009) ナノ粒子と作業環境での測定・分

析 第30回作業環境測定研究発表会，技術講演(招待

講演). 

3) 鷹屋光俊 (2009) ISO16740によるCr(VI)分析と代替分

析手法の評価，第49回日本労働衛生工学会，抄録集, 

50-51.  

[国内外規格等] 

JIS Z 3920 溶接ヒューム分析方法. の改訂に本研究の

結果の一部が利用された。 

 

4) 生体内繊維状物質の高感度・多元的検出とばく露レベルに関する研究 【4 年計画の 3 年目】 

篠原也寸志(環境計測管理研究G) 

 

【研究期間】  平成19～22 年度 

【実行予算】  120 万円(平成21 年度) 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

アスベスト等の繊維状物質へのばく露を原因とする

肺がんなどによる健康障害の拡大が社会的関心を集

めている。労災補償等においては、過去のばく露量評

価の１つとして肺内アスベスト量分析の重要性が認識さ

れている。角閃石系アスベストの肺内濃度とばく露レベ

ルには一定の関係が認められ、その評価は肺内石綿

小体数の計測によっても確認可能である。しかし、細く

 
図２ Cr(VI)の分析方法に関する研究の背景・内容・結果 
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短いクリソタイル量の評価に関しては不明な点が多く、

国内での計測事例も限られている。現状では電子顕微

鏡によるアスベスト繊維の計測法、並びにアスベスト繊

維によるばく露レベル評価は十分とはいえない。 

(2)目的 

分析透過型電子顕微鏡による肺内アスベスト計測で、

評価が困難とされるクリソタイルその他の短繊維アスベ

ストを効率的に検出する手法を確立し、肺内アスベスト

量とばく露レベルとの関係を検討する。 

(3)方法 

初年～２年度： 

電顕試料の作製条件と検出感度の検証：組織消化な

どの試料作製法は 70 年代の技法が踏襲されているが、

これらの条件を見直し、細く短い繊維がどこまで検出可

能となるか明らかにする。 

３～４年度： 

生体内の繊維形状、組成の詳細分析：時間と共に繊

維状物質は生体内で多少とも変質を受けていくと考え

られる。従来のサイズ測定に加えて、個々の粒子の形

状・構造・組成変化に関する分析を行い、生体内での

繊維状物質の経時変化の特徴を抽出する。 

(4)研究の特色・独創性 

現在の電子顕微鏡の特性に基づく計測法の提案、

対象とするばく露レベルに則した試料処理法の開発、

生体内に残存する繊維状物質に残された履歴を探索

する視点の導入。 

【研究成果】 

(1) 試料作製条件で、シュウ酸処理時のシュウ酸濃度、

処理時間について検討を行い、鉄を含むアスベスト

繊維に対する影響を最小限にするための調節を行

い良好な結果が得られている。 

(2) クリソタイルが肺内で変質したと考えられる繊維状物

質の化学組成、形状に関する事例の収集を行い、類

似する繊維状物質と判別するための比較検討を行っ

た。 

(3) 以上の成果を元に、関連課題等において肺内アス

ベスト繊維計測を実施しており、その一例を図に示

す。図は、高濃度の石綿小体が検出された職業性ア

スベストばく露例について、肺内アスベスト繊維の種

類別にそのサイズ分布を示している。繊維長が10μ

ｍ前後の繊維として、アモサイト（Am）・クロシドライト

（Cr）の角閃石系アスベストが多く存在することが確

認できる。一方で、1μm前後のより短い繊維にはクリ

ソタイル（Chr）等が多く、肺内残留アスベストとしてこ

れらも無視できないことを示している。石綿小体数が

少なければ、アスベスト繊維数も少なく、短い繊維ま

で含めた評価が重要であることを示すものと考えられ

る。 

1 10

0.01

0.1

1

巾
 （

μ
ｍ

）

長さ　（μｍ）

 Cr
 Chr
 Am
 Tm-Ac

 

図 高濃度の石綿小体が検出された職業性アスベストばく露例 

 

【研究業績・成果物】 

［国内外の研究集会発表］ 

1) 篠原也寸志 (2009) 変質したクリソタイル繊維の特

徴とTEMによる検出について．第16回石綿・中皮腫

研究会，抄録集，7． 

［総説他］ 

1) 廣島健三，由佐俊和，篠原也寸志 (2009) 石綿曝露

の病理学的評価．肺癌, Vol.49，48-57． 

［報告書］ 

1) 篠原也寸志,神山宣彦 (2009) 良性石綿胸水症例の

肺内石綿繊維の計測分析．石綿による疾病に係る臨

床・病理・疫学等に関する調査研究報告書，45-52，

労働者健康福祉機構.



 

69 

4. GOHNET(Global Occupational Health Network)研究 

1) 職業性疾病・職業性ばく露のアクティブ・サーベイランス－ウェブ情報システムの開発と活用  
坂本龍雄(有害性評価研究G)，小川康恭(当研究所理事)，牧祥(健康障害予防研究G) ， 

毛利一平(財団法人労働科学研究所) 

 

【研究期間】  平成20年度～ 

【実行予算】  200万円(平成21年度) 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

①産業社会の変化は職業性疾患の発生状況（構造、

頻度、重症度等）に大きな影響を与える。労働安全

衛生分野の行政や研究は職業性疾患の発生状況を

的確に把握して進められるべきである。 

②労働安全衛生を含む公衆衛生分野において、政策

推進に必要な疫学データが不足しているとの認識は

欧米においても広く存在する。わが国では、現行の

職業性疾患統計（業務上疾患統計、傷病別労災給

付統計）では職業性疾患の年次変化を感度良く把握

することができないという問題が指摘されている。 

③本研究所では以前、インターネットを用いた全国規

模のサーベイランス（WorldSurv）を試みたが、十分

に機能させることができなかった。 

(2)目的及び方法 

①職業感染防御研究会では、「エピネット（EPINet）日

本版」とその集計・解析用のソフトウエアである「エピ

シス（Episys）」を用いて全国の医療機関における針

刺しサーベイランスをオフラインで実施している。本

研究では、医療機関における針刺しサーベイランス

用のオンラインシステム（WebEpisys）を修理・改良し

て本格稼働を目指し、職業感染防御研究会が推進し

ている針刺し・切創予防活動に寄与する。このことに

より、インターネットを活用した作業関連性疾患のサ

ーベイランスシステムのモデルとする。 

②サーベイランス対象の拡張：職業性呼吸器・アレル

ギー疾患を対象としたサーベイランスをオフラインで

開始する。まずはベースとなる医師・医療機関のネッ

トワークを、地域を限定して構築する。対象疾患の報

告基準やその情報収集の方法など、サーベイランス

システムの確立と運用におけるノウハウを検討する。

また、データの精度などについての予備的な調査を

行う。 

【研究成果】 

①WebEpisysの修理・改良を行った。 

②職業感染制御研究会を通して得られた 2004 年以降

（～2008年）の針刺し・切創データ（74主要医療機関

からオフラインで収集した約16,000件）をWebEpisys

に入力し、解析を開始した。 

図　職業病・作業関連疾患サーベイランスの行政ニーズとウェブ情報システムの活用による新展開
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2) 中小企業における労働安全衛生マネジメントシステムの確立  
甲田茂樹(有害性評価研究G)，佐々木毅(同)，伊藤昭好(産医大)，原邦夫(帝京平成大)，堤明純(産医大)， 

渡辺裕晃(大牟田市役所)，鶴田由紀子(同)，丸山正治(同) 

 

【研究期間】  平成20～22 年度 

【実行予算】  200 万円(平成21 年度) 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

労働安全衛生マネジメントシステム（以下、OSHMS）

は、効果的かつ継続的な労働安全衛生活動を職場で

実施していく上で有効な手段として注目されている。労

働安全衛生行政も様々な業種でOSHMSの考え方を取

り入れ、そのための必要な人材の育成を行い、労働安

全衛生活動に反映させるように勧めてきている。その

背景には、職場に OSHMS が導入され、定着していくこ

とで、労働安全衛生活動が活性化し、ひいては職場の

安全衛生リスクの低減や労働災害の減少などの効果が

期待できるからである。 

(2)目的 

大企業においては、OSHMS の導入及び定着によっ

て職場の安全衛生活動が活性化することが今までにも

確認されているが、中小零細企業では OSHMS の導

入・定着は難しいとされてきた。職場に OSHMS を導入

し、安全衛生活動を継続的に進めていくために

OSHMS の考え方を定着させていくためには、事業者

の理解、安全衛生担当者の貢献、運営コスト面での負

担など、様々な負担を事業所に強いるものである。中

小企業は元来、人材面や経営面での制約はあるもの

の、OSHMS の導入・定着が職場の安全衛生活動を活

性化し、安全や健康の指標を向上させるであろうとこと

を考慮すれば、OSHMS を中小企業の安全衛生活動に

導入・定着させるためには、どのような条件整備等を行

っていけばよいのか、を検討することが本研究の目的

である。さらには、中小企業の安全衛生活動にOSHMS

の導入・定着がなされた場合、職場の安全衛生活動や

安全・健康の指標に与える影響についても吟味するこ

ととした。 

(3)方法 

研究目的に沿う形で協力対象事業所を選定する必

要がある。あらゆる中小企業で OSHMS の導入・定着が

可能であるとはいえない。安全衛生管理体制が全く存

在しなかったり、安全衛生活動が全く実施されていな

い事業所で限られた期間内に、OSHMS の導入・定着

を図ることは不可能である。そこで、安全衛生に関する

一定程度の体制や活動を実施している事業所の協力

を得る必要がある。本研究では、人口サイズが中規模

の自治体職場の協力を得ることとした。対象職場は職

員全体では 2000 名近くいるが、全体で 10 の安全衛生

委員会から構成され、さらに、細かい職場に分かれて

おり、職場単位で見れば、さながら中小職場の連合体

である。しかも、対象とした職場では安全衛生活動が比

較的熱心に行われており、OSHMS の導入・定着は十

分に可能である。 

平成 20 年度・・・10 の安全衛生委員会全体に対して、

OSHMS の導入をはかるために、安全衛生委員を対象

にして OSHMS の研修会を 4 回にわたって実施してき

た。研究を担当した専門家は民間企業や自治体職場

でOSHMSの研修などを経験したベテランである。研修

実施にあたり、OSHMSの導入・定着が職場の安全衛生

指標や労働者の自覚的健康状態に及ぼす影響を検討

するために、ベースラインのアンケート調査を実施し

た。 

平成 21 年度・・・OSHMS の研修を終了した 10 の安全

衛生委員会に対して、実際の安全衛生活動を効果的

に実施していけるよう、それぞれの職場の安全衛生リス

クに見合ったリスクアセスメント研修を実施した。その上

で委員会ごとに安全衛生活動の計画を策定し、実施し

てもらった。OSHMS の導入研修から 1 年経過した時点

で、職場の安全衛生指標や労働者の自覚的健康状態

に及ぼす影響を検討するために、アンケート調査を実

施した。 

(4)研究の特色・独創性 

安全衛生活動の盛んな職場を対象として、

OSHMS の導入・定着がどのような効果をもたらすのか

について経年的に観察した研究は少ない。本来であ

れば、RCT のような疫学的に完璧な手法を用いて評価

すべきであったが、実際の労働衛生の研究の場面で

は実に困難である。また、この研究の独創的な特色とし

て、様々な作業内容や職場サイズでの OSHMS の導

入・定着の度合いやそれによってもたらされる効果を検

討することができる。このことは、職場で OSHMS の導

入・定着を幅広く検討する上で、貴重な情報をもたらし

てくれる。 

【研究成果】 

①  OSHMS の導入・定着 

平成 20 年度に実施された OSHMS 導入研修と

平成 21 年度に実施された職場ごとのリスクアセス

メント研修をうけて、参加した 10 の安全衛生委員

会において安全衛生活動の評価、安全衛生組織

の確立、安全衛生方針の表明、安全衛生目標と年

間計画の立案、OSHMS の導入にあたって、最低

限度の準備が平成 21 年 3 月末で完成し、翌年度
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から OSHMS が始動し始めた。また、職場の安全

衛生活動についても「産業保健活動評価表」によ

って、この間の変化が評価され、同時に内部監査

の資料としても活用されるようになった。 

②  職場における安全衛生活動の変化 

職場で実施したリスクアセスメント研修は、それ

ぞれの安全衛生委員会に職場固有の安全衛生リ

スクを抽出し、独自の手段で改善対策に導くことを

要求ものであった。このような研修や職場単位で

のグループ討議などを経て、多くの良好事例や改

善事例が出されるようになってきた。H21 年度末に

は約 100 あまりの良好事例や改善事例をまとめて

「職場環境等の良好／改善事例」を作成するに至

った（下図）。 

 
図 「職場環境等の良好／改善事例」 

 

職場の安全衛生活動を効果的に実施するツー

ルとして「学校給食安全作業マニュアル」（学校給

食安全衛生委員会）や「草刈り作業の安全作業マ

ニュアル」（複数の安全衛生委員会）などが作成さ

れたり、災害防止のためのヒヤリハット事例の分析

や階段転落防止のための注意喚起などもなされ

てきた。 

③ アンケートによる追跡調査の分析結果 

この 2 年間にわたる OSHMS の導入・定着の活

動や具体的な安全衛生活動の展開が職場の安全

衛生活動にどのような変化をもたらしたか、さらに

は、安全衛生意識や自覚的な健康状態にどのよう

な変化をもたらしたかを検討した結果、作業環境

面での改善対策は増加し、積極的に関わったとす

る割合も有意に増加していた（図1）。 

 
図1 過去1 年間の安全衛生上の改善対策の実施等 

  

 
図2 仕事に関連したストレス因子等の変化 

 

図3 ストレスによって引き起こされる心身反応の変化 

 

さらに、この 1 年間が労働者のストレスのプロフィ

ールに与えた影響を検討すると、この1年間で「質

量ともに心理的な仕事の負担」は増加しているも

のの、「仕事のコントロール度」や「働きがい」は増

加しており（図 2、p<0.05）、結果的に「身体的ストレ

ス反応」や「疲労感」は減少する傾向にあった（図3、

p<0.1）。 

④ 労働災害発生状況の検討 

職場へのOSHMSの導入・定着が労働災害の発

生状況に与える影響を検討するために、本研究が
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開始する2年前からの労働災害発生のデータを解

析した。その結果、研究が開始した平成20 年度に

は公務災害の減少を認めた。さらに詳しく分析し

ていくと、正規職員に発生した公務災害件数、病

院職員の誤刺事故による災害を除した件数でみて

いくと、平成 20 年度以降、災害発生件数は明らか

に減少傾向にあった(図4 参照)。 

 

図4 労働災害発生件数（不休災害含む）の推移（H18-21） 

 

 OSHMS の職場への導入が、安全衛生活動への職場

の積極的な参加や複合リスクに対応できる安全衛生、

さらには、継続・自立する安全衛生につながることを期

待するが、OSHMS が職場に定着していくためには、ど

のような支援や条件整備が必要なのか、注意深く観察

していく予定である。それと同時に、災害発生や病欠

欠勤の状況の変化、労働者の健康診断データにみる

変化、安全衛生意識やストレス反応状況への変化など

についても引き続いて観察していく予定である。 

【研究業績・成果物】 

［原著論文］ 

1)  渡辺裕晃，甲田茂樹，佐々木毅，鶴田由紀子，伊

藤昭好，原邦夫，堤明純，山口秀樹，丸山正治

（2010） 自治体職場への OSHMS 導入－導入途

上の状況と今後の展望－.労働安全衛生研究，

Vol.3, No.1, 11-16 ． 

[国内外の研究集会発表] 

＜シンポジウム・特別講演＞ 

1)  渡辺裕晃，甲田茂樹，佐々木毅，伊藤昭好，原 

邦夫，堤明純 (2009) 「ストレス対策を目的とした

職場環境へのアプローチのコツ」大牟田市におけ

る職場環境改善を通じた参加型ストレス対策の試

み．第17回日本産業ストレス学会，産業ストレス研

究, Vol.17, No.1，37． 

＜一般講演＞ 

1） 佐々木毅，甲田茂樹，伊藤昭好，原邦夫，渡辺裕

晃，鶴田由紀子，堤明純，丸山正治，山口秀樹

(2009) 職場への OSHMS 導入がもたらす労働安

全衛生面での効果に関する研究，第 1 報，自治体

職場における OSHMS の導入と安全衛生リスク評

価の実施の試み. 第 82 回日本産業衛生学会，産

業衛生学雑誌, Vol.51, (suppl.），443． 

2） 鶴田由紀子，甲田茂樹，渡辺裕晃，堤明純，佐々

木毅，丸山正治，山口秀樹 (2009) 職場への

OSHMS 導入がもたらす労働安全衛生面での効果

に関する研究，第 2 報，事務職場における安全衛

生リスク評価に基づくメンタルヘルス対策．第82回

日本産業衛生学会，産業衛生学雑誌, Vol.51,

（suppl.），444． 

3） 鶴田由紀子，甲田茂樹，渡辺裕晃，堤明純，佐々

木毅，丸山正治，山口秀樹 (2009) 職場への

OSHMS 導入がもたらす労働安全衛生面での効果

に関する研究，第 2 報，事務職場における安全衛

生リスク評価に基づくメンタルヘルス対策．第82回

日本産業衛生学会，産業衛生学雑誌, Vol.51,

（suppl.），444． 

[報告書]  

1) 「職場環境等の良好／改善事例」（2010） 労働安

全衛生総合研究所． 

 

 
3) ヘルスケアワーカー及びその他の労働者の職業性健康障害  

高橋正也(国際情報・研究振興C)，岩切一幸(有害性評価研究G)， 

Derek R. Smith(オーストラリア・ニューキャッスル大学) 

 

【研究期間】  平成20 年度～ 

【実行予算】  200 万円(平成21 年度) 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

「安心・安全な社会の構築」はこれからの重大な課題

である。この目標の達成に，医師，看護師，介護士など

の保健医療職が中核的役割を担う。彼らが健康に安全

に働ければ、提供されるサービスの質は向上すること

が当然に予想できる。しかし、保健医療の現場では、

過労、睡眠問題、筋骨格系障害、化学物質ばく露、針

刺し損傷などが起こりやすい。結果として、離職や偏在

が生じ、保健医療職の人材確保すら危ぶまれている。 

(2)目的 

保健医療職を中心とした労働者集団を対象に、健康

と安全を向上させる労働要因の役割を解明するための

疫学調査を実施する。本研究では、交代勤務に関連し

た睡眠問題、腰痛を主とする筋骨格系障害の予防対策、

針刺し損傷のサーベイランスシステム構築と関連要因



 

73 

に焦点を絞る。 

(3)方法 

初年度：①高齢者施設介護士の睡眠問題について、交

代勤務スケジュールによる差を比較した。

WHO Collaborating Center 活動の一環として、

Guidelines for Shift Work を作成した。②高齢者

介護施設における介護機器の導入、使用状況、

問題点に関する質問紙調査を実施した。その

成果は、「介護者の腰痛予防対策チェックリス

ト」（基安労発第 0409001 号）作成時の基礎資

料となった。③病院看護師を対象に、組織風

土と針刺し及び鋭利器材損傷との関連を検討

した。これらのほか、安衛研サーバー内に、針

刺 し 損 傷 サ ー ベ イ ラ ン ス シ ス テ ム

（Web-Episys）を開発した。 

二年度：①高齢者施設介護士を対象に、交代勤務スケ

ジュール、仮眠、筋骨格系の痛みとの関連を

探った。病院看護師の医療過誤について、交

代勤務スケジュールによる差を比較した。②安

全で昇降速度可変のリフトの開発を進めるとと

もに、筋骨格系障害予防のための介護機器活

用の啓発を行った。③病院看護師を対象に、

職場の安全文化と針刺し損傷との関連を検討

した。 

三年度以降：①介護労働と腰痛、睡眠、疲労などとの関

連を調べる質問紙調査を多人数の高齢者介護

労働者を対象に実施する。その計画立案のた

めに、腰痛とその関連要因に関する質問紙デ

ータの解析を行う。これらは関東労災病院勤労

者筋・骨格系疾患研究センターと共同で進め

る予定である。②関東労災病院との共同研究

にて、介護機器の導入・使用が成功した施設と

失敗した施設を対象に、その背景要因を調査・

検討し、機器の導入・使用マニュアルを作成す

る。③保健医療職における職場でのケガの状

況と関連要因を調べる。また、オーストラリアの

国家研究戦略における保健医療職の労働衛

生の位置づけを検討する。 

(4)研究の特色・独創性 

保健医療職をとりまくいくつかのハザードに焦点を絞

り、多方面から研究を進めている。取り上げたいずれの

テーマも保健医療職の安全保健に重要でありながらも、

充分な対策につながるまでの研究成果の蓄積が少な

いという特徴がある。 

【研究成果】 

①交代勤務保健医療職の健康安全リスク 

1) 高齢者介護労働者（約 70 名）を対象に、夜勤中にと

る仮眠は腕・脚の痛みの減少と関連することを明ら

かにした（図1）。 
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過去1 ヶ月の夜勤で仮眠をとった割合 

 

図1 夜勤中仮眠の取得と筋骨格系の痛みとの関連 

注：縦軸は各部位の痛みの得点を表す。 

データは平均と標準偏差。 

 

2) 高齢者介護労働者（約700 名）に対する質問紙デー

タをもとに交代勤務スケジュールと筋骨格系の痛み

との関連を調べた結果、二交代制では腕や腰の痛

みの訴えが有意に増加することが判明した。 

3) 二交代制看護師と三交代制看護師とを比較した結

果、三交代制群のほうが過去6ヶ月間に医療過誤を

約1.4 倍多く経験していることが判明した。 

4) 朝型・夜型をより簡便に判定できるカロリンスカ朝

型・夜型尺度日本語版の開発に向けて、文科省科

研費（基盤B）に応募した。 

5) 病院看護師（約 20 名）の二週間にわたる身体活動

量データを関して、交代勤務の直や心身の健康度

などを考慮して解析を進めた。 

6) 工場労働者（約200名）を対象に、勤務スケジュール

と疲労、睡眠問題に関する質問紙調査を月に実施

した。 

7) 労働者の睡眠と健康について関連した研究を進め、

国際学術誌に公表するとともに、一般誌や新聞を通

じた啓発も行った。 

②介護機器の積極的活用による筋骨格系障害の予防 

1) 介護機器導入・使用の阻害要因として「使用に時間

がかかる」という問題を解決するために、安全性を

保ちつつ昇降速度を調節できるリフトを開発中であ

る。 

2) 筋骨格系障害予防のための介護機器活用について

論文等で啓発活動を行った。 
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③針刺し損傷の関連要因の解明 

1) 日本の病院看護師を対象に、針刺し損傷と職場の

安全文化との関連を検討した。 

2) 中国の保健医療職を対象に、同様の調査実施中で

ある。 

【研究業績・成果物】 

[原著論文] 

1) Masaya Takahashi, Kazuyuki Iwakir, et al. (2009) 

Musculoskeletal pain and night-shift naps in nursing 

home care workers. Occup Med (Lond) , Vol.59, 

197-200. 

2) Katsutoshi Tanaka, (Masaya Takahashi) et al. (2010) 

Differences in medical error risks between two-shift 

and three-shift systems in nurses working at teaching 

hospitals: A six-month prospective study. Ind Health, 

Vol.48, No.3, 357-364. 

3) Tomohide Kubo, Masaya Takahashi, et al. (2009) 

Characterizing recovery of sleep after four successive 

night shifts. Ind Health, Vol.47, No.5, 527-532. 

4) Mayumi Watanabe, Masaya Takahashi, et al.(2010) 

Association of short sleep duration with weight gain 

and obesity at 1-year follow-up: a large-scale 

prospective study. Sleep, Vol.33, No.2, 143-144. 

5) Mitsuru Kakinuma, Masaya Takahashi, et al. (2009) 

Effect of brief sleep hygiene education among workers 

of an information technology company, Ind Health, 

Vol.48, No.6, 758-765. 

6) Smith DR, et al. (2009) Organizational climate and its 

relationship with needlestick and sharps injuries among 

Japanese nurses. Am J Infect Control. 37, 545-50. 

7) Smith DR, et al (2010) Hospital safety climate, 

psychosocial risk factors and needlestick injuries in 

Japan. Ind Health, Vol.48, No.1, 85-95. 

[国内外の研究集会発表] 

1) 高橋正也，岩切一幸，外山みどり，平田衛，北原照

代，垰田和史 (2010) 施設介護労働者における勤務

スケジュールと筋骨格系の痛み．第 83 回日本産業

衛生学会. 

2) 岩切一幸，外山みどり，平田衛 (2009) 介護者の腰

痛予防対策 1－介護機器の導入及び使用を妨げる

要因－．第 82 回日本産業衛生学会，産業衛生学雑

誌, Vol.51,(Suppl.），470. 

3) 外山みどり，岩切一幸，高橋正也，平田衛，北原照

代，垰田和史，久永直見 (2009) 介護者の腰痛予防

対策 2－介護者のための腰痛予防マニュアルの開

発－．第82 回日本産業衛生学会，産業衛生学雑誌, 

Vol.51(Suppl.), 471. 

4) 岩切一幸，外山みどり，高橋正也，平田衛(2009）介

護機器の導入及び使用を妨げる要因の検討．日本

人間工学会第 50 回記念大会，日本人間工学会誌, 

Vol.45, (Suppl.), 210-211. 

[総説他] 

1) Fumiharu Togo, Masaya Takahash (2009) Heart rate 

variability in occupational health - a systematic review. 

Ind Health, Vol.47, No.6, 589-602. 

[著書・単行本] 

1) 谷川武，高橋正也他 (2009) 交替制勤務の生活ガ

イド．中央労働災害防止協会編. 

2) 岩切一幸 (2009) 第 2 部 腰痛の原因と対策. 財団

法人テクノエイド協会，リフトリーダー養成研修テキ

スト，東京，財団法人テクノエイド協会, 39-58. 

3) 岩切一幸 (2009) 第2章 腰痛対策，作業管理のポ

イント．厚生労働省・中央労働災害防止協会，社会

福祉施設における安全衛生対策マニュアル～腰痛

対策と KY 活動～，東京，中央労働災害防止協会，

36-39, 51-53. 

[その他の専門家向け出版物] 

1) 高橋正也 (2009) 睡眠戦略（2 交代制と 3 交代制）．

ナーシング・トゥデイ, Vol.24, No.5, 68-69. 

2) 高橋正也 (2009) 睡眠と交替制勤務．睡眠とその障

害－A: 睡眠医学の基礎．Clinical Neuroscience 27, 

152-153. 

3) 高橋正也 (2009) シフトワーカーの睡眠問題．睡眠

医療, Vol.3, No.3, 337-341. 

4) 高橋正也 (2009) 睡眠を大切にする職場文化．ろう

さい Vol.3, 24-29. 

5) 岩切一幸 (2009) 高齢者介護施設における介護機

器の 使用状況とその 問題点．福祉介護機器

TECHNO プラス, 60-64. 

6) 岩切一幸 (2009) 労働衛生からみた，介護労働者

の腰痛の実態と課題．福祉用具情報誌「アシスティ

ブ・プロダクツ」, No.1, 2-5. 

[その他（表彰、報道等）] 

1) 読売新聞「健康プラス－夜勤をのりきる：昼間の活動 

眠りの質左右」，平成21 年11 月4 日. 



 

75 

5. 基盤的研究 

１） 研究領域 １ リスクアセスメント・マネジメント手法の高度化に関する研究 

（1) ばく露評価手法に関する研究 
菅野誠一郎(有害性評価研究G) 

  
【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

管理濃度は、改定により低くなってきており、現行の

作業環境測定手法では、十分な測定ができない物質

が出てきている。また、発がん性が認められる物質に

ついては、可能な限り低濃度まで測定することが望まし

いが、固体捕集―溶媒脱着による分析ではサブｐｐｍ

程度までしか分析できないため、より低濃度まで分析

可能な方法が必要とされている。 

(2)目的 

ばく露濃度を実測できない場合に用いるばく露濃度

推定法として日本の作業環境に基づいた推定法を作

成する。流体力学に基づいた数値計算(CFD)によるば

く露推定法に必要な蒸発速度のデータを集積する。実

測値と推定値を比較し、推定法の評価を行う。 

(3)方法 

ポリマービーズによる固体捕集法―加熱脱着による

GC 分析法を分析方法開発に適用する。 

(4) 予想される成果 

現在測定が困難な物質の測定が可能となる。 

【研究成果】 

o-クロロニトロベンゼンは、日本バイオアッセイセン

ターの癌源性試験でマウスにおいて早期から肝臓腫

瘍が観察され,悪性度の高い肝芽腫が多数認められ発

ガン性が確認されたため曝露防止対策が検討されて

いる。労働環境空気中のクロロニトロベンゼンについて

は公定の分析法が無いため作業環境測定法を検討し

た。 

分析法は、TenaxTA 捕集管による固体捕集、加熱脱

着装置付 GC/FID による定量分析からなる。捕集は、

流速200ml/minで、およそ1時間まで可能であり、捕集

した試料は、室温で 17 日保存可能である。GC の検量

線は、注入量１μｇまで直線性があり、定量下限は、26 

ng である。この定量下限は、10 分間の捕集での気中

濃度 2 ppb に相当する。ヒトの 10 －4 過剰発ガンリス

クに相当する濃度は 10－3 過剰発がんリスクで 11 ppb

であり、捕集時間を 20 分とすれば、その 1/10 濃度を

測定可能である。 

この分析法は、現在特定化学物質に指定されている

が、管理濃度の 1/10 濃度を測定する方法がない p-

クロロニトロベンゼンにも適用することが可能で、p-クロ

ロニトロベンゼンの定量下限は、1.6 ppb （捕集時間

10 分）である。 

 

（2) DNA マイクロアレイ等から得られた遺伝子指標による健康影響解析 

小泉信滋(健康障害予防研究G) 

 

【研究概要】 

(1)背景 

半導体工場等でのヒ素ばく露の健康影響が懸念され

ているが、その健康影響メカニズムは解明されておら

ず、また有効なバイオマーカーの開発が待たれている。

我々はDNAマイクロアレイ分析により、ヒ素ばく露がヒト

細胞において AKR1C3 等数種の多環芳香族炭化水素

（PAH）の代謝活性化酵素遺伝子の発現誘導を起こす

ことを、既に明らかにした。この結果はヒ素と PAH の複

合ばく露による発がんリスクを初めて示唆すると同時に、

当該酵素群が生物学的指標として有用であることを示

したものである。上記マイクロアレイ分析の結果の解析

は未完であり、有用な情報を包含している可能性があ

る。 

(2)目的 

As の健康影響メカニズム解明とバイオマーカー開発

を目標として、DNA マイクロアレイ実験の結果の検証と

集約を図る。 

(3)方法  

DNA マイクロアレイから得られた結果に基づき、必

要と思われる遺伝子について更に定量的な手法による

検証を行う。また発現変動した遺伝子の産物について

既知文献情報を調査し、As の遺伝子発現影響とそれ

から予測される健康影響について情報を集約する。 

(4)研究の特色・独創性  

未知であったAsの健康影響機序と、有効なバイオマ

ーカーについて、新たな知見獲得が期待できる。 

【研究成果】 

21,073 個の遺伝子を対象とした DNA マイクロアレイ

実験で認められた遺伝子発現変動116件のうち、TR3、

p21 遺伝子など 10 件について Northern Blot 法による

検証を行ったところ、すべてにおいて用量依存的な発
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現変動が起こることを確認し、アレイ分析の信頼性を支

持する結果を得た。さらに発現変動した遺伝子につい

て詳細に調べた結果、既に報告したものの他にも発癌

に関わる多数の遺伝子の発現変動が含まれることを認

めた。内容的には、肺癌に関連するもの 8 件、乳癌に

関連するもの 13 件、前立腺癌に関連するもの 8 件、そ

の他の癌に関連するもの 15 件であった。これらの結果

は、従来不詳であったヒ素の発癌性の機構的背景を示

唆するものであり、またこれらの遺伝子は新たなバイオ

マーカーとしても期待される。これらの知見の論文化の

作業を進めている。

 
（3) レポーターアッセイを用いた毒性評価 

（産業化学物質の健康影響評価におけるレポーターアッセイの至適化） 
鈴木薫(人間工学・リスク管理研究G(Ⅱ))  

 
【研究概要】 

(1)背景 

特定の遺伝子発現に対する影響の評価法（レポータ

アッセイ）は、化学物質等の職場環境因子の健康影響

を評価する上で重要な手段である。 

(2)目的 

産業化学物質の健康影響評価を目的にレポーター

アッセイの至適化をはかり、加えてこれまでの研究成果

を総括する。 

(3)方法 

これまで行ってきた研究に基づき、①細胞，DNA 導

入法，試薬の選択，②導入条件，③スケールダウン等

について問題点を整理し、懸案事項の解決をはかる。

蓄積した成果を集約し、産業化学物質の健康影響評価

に有用なレポーターアッセイの条件を整理する。 

(4)研究の特色・独創性 

産業化学物質の健康影響評価に適したレポーター

アッセイの条件が整備される。 

【研究成果】 

これまでの研究から、以下のような産業化学物質の

健康影響評価に適したアッセイ条件を得た。 

(1) 11 種の DNA 導入試薬について検討した結果、

FuGENE HD (Roche 社) が導入効率、再現性、操

作性などにおいて最も優れており、また肝臓などい

くつかのヒト臓器由来の培養細胞において有効で

あることを認めた。 

(2) 精度を求める場合には 35mm 径シャーレの実験ス

ケールが適当だが、スクリーニング目的ではマイク

ロプレートを用いたハイスループットアッセイも可能

なことがわかった。 

(3) レポーターと共に導入する対照ベクターとして、

pRSV-Luc は限られた条件でのみ有効であり、一方

pRSV-・Gal はより広い条件下で使用できることを見

出した。 

(4) DNA 導入後時間を置くと対照無処理のレポーター

活性が著しく増加し化学物質効果の影響評価が困

難になるため、短時間内での被検物質添加が適当

なことを見出した。 

 
（4) 化学物質のハザードの評価と情報伝達 (GHS 等)に関する基盤的研究 

（国内における GHS 分類と他国に於ける分類の比較を視野にいれて） 

宮川宗之(健康障害予防研究G) 

  
【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

平成 17 年の労働安全衛生法の改正および平成 18

年の施行により、労働の場における化学物質の適正な

管理のため、GHS(化学品の危険有害性の分類と表示

に関する世界調和システム)に準拠した危険有害性(ハ

ザード)情報の伝達(ラベル表示や MSDS 文書交付)が

求められることとなった。この制度を適切に機能させる

ためには、1) GHS 基準自体に内在する問題点の発見

と修正、2) GHS に準拠して有害性の評価と分類を適切

に実施するために必要なハザードデータの創出・収集、

3) GHS の普及のための教育、といったことが必要であ

る。 

(2)目的 

社会的・行政的ニーズに対応し、本研究ではGHSに

関連する情報や産業化学物質に関するハザード情報

を収集・整理し、適切な情報伝達を実施する上での問

題を明らかにする。適宜、改善のための情報を行政・公

的機関・国民に提供する。 

(3)方法 

1) 現行の GHS 基準や審議中の修正案について問

題点を検討する、2) 政府による法令対象物質の GHS

分類作業に関連して、今後の見直しを視野に、個別物

質の分類結果や分類のために使用されている「技術指

針」の内容などについて検討する、3) 個別物質の有害

性情報に関して、労働衛生上重要であるにも関わらず
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十分なハザードデータがないようなものについては、

所のプロジェクトによる実験研究や疫学研究への展開

を視野に、有害性に関する予備的検討を行なう、4) 

GHS についての社会の理解と職域における活用を促

進するための方法を検討する、といった作業を継続的

に実施する。必要に応じて検討結果を国民・行政・公的

機関等に提供する。 

(4)研究の特色・独創性 

長年にわたる GHS 関連情報の収集を背景に、行政

等と緊密な情報交換を行ない、行政および社会への貢

献を目指す点を特徴とする。 

【研究成果】 

2009 年夏に発行された国連 GHS 文書改訂第３版や

GHS に準拠した分類 JISｚ7252-2009 を精査し、行政や

関連団体担当者と情報交換を行なうとともに問題点を

検討した。これらの結果にもとづき、講演や総説の執筆

を行ない、GHS 改正の要点や問題点、JIS への対応方

法を解説し、GHSの普及に努めた。また、政府による法

令対象物質等の GHS 分類作業に関連して、個別物質

の有害性情報を調べ、分類の見直しや追加の分類に

寄与するとともに、日中韓３国の分類の違いや日欧等

の分類結果の齟齬について検討し、原因や解決方法

について行政や OECD 事務局にコメントを提供した。

また、QSAR を用いた皮膚感作性物質の判定方法に関

する研究に GHS の分類結果を有効利用することを提

案し所外の研究者との共著論文作成に貢献した。

 

（5) 労働環境における放射性物質等の物理的・化学的要因の影響評価に関する研究 
木村真三(人間工学・リスク管理研究G(Ⅱ)) 

 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

国際放射線防護委員会 90 年勧告および 07 年新勧

告でも、医療従事者の被ばくによる発ガンリスクの上昇

が懸念され、世界保健機関や国際原子力機関、国際労

働機関等が協力して世界規模の調査が開始された。し

かし、発ガン以外にも労働災害を引き起こす疾病は多

く、例えば、広島･長崎の被ばく者やチェルノブイリ原発

事故処理作業者達からも、これまで白内障を呈すると

いわれていた値よりも低いレベルで発症することが報

告 さ れ て い る (Neriishi, Rad.Res., 2007 、 Chumak, 

Rad.Res., 2007)。 

(2)目的 

被ばくの低減化を進めるために、放射線防護用品の

有効性の確認を行うと共に、空間線量率の測定により、

医療従事者が作業時間内で、どの程度の被ばくするの

かを推定すること。 

(3)方法 

患者に見立てた人体水ファントムを用い、被ばく量が

高いとされる心臓カテーテル検査の模擬測定を行い、

術者位置での実効線量と人体中での減衰及び散乱 X

線の平均エネルギーを求めた。また、その際、遮へい

カーテンの有無による被ばく量の違いを検討した。 

(4)研究の特色・独創性 

医療行為ごとの被ばくリスクや被ばくの部位依存性、

既存の放射線防護具等の遮へい効果等を明らかにす

る。また、空間線量率の測定は、医療従事者が作業時

間内で、どの程度の被ばくするのかを推定することに

役立つ。 

【研究成果】 

1) 遮へい装置を用いない場合、術者の立ち位置にお

ける空間線量率は約200～500µGy と推定。 

2) 遮へい装置、防護衣無しで標準的に施術した場合、

術者の立ち位置によっては約0.6mSv の被ばくの可

能性があり、術者立ち位置で約29µSv/minと高い被

ばく線量率が予想された。 

3) 遮へい装置を用いた場合、術者の立ち位置におけ

る空間線量率は約100～300µGy と推定。 

4) 遮へい装置を使用し、防護衣無しで標準的に施術

した場合、術者の立ち位置によっては約 0.3mSv の

被ばくの可能性があった。また、術者立ち位置での

被ばく線量率は 14µSv/min となり、遮へい装置によ

り実効線量は 28～65%低減出来る事がわかった。 

5） 術者が防護衣0.3mm厚Pb相当の防護衣を着た場合、

被ばく量はさらに1/10程度まで軽減されることがわ

かった。

 

２） 研究領域 ２ 技術の進歩に伴う労働災害の防止に関する研究 

（1) 機能性材料の生体影響に及ぼす有害因子の研究 
戸谷忠雄(有害性評価研究G) 

  

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

これまでに希土類金属粉じんばく露による呼吸器系

への影響に関し、ヒトばく露症例ならびに動物実験研
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究のいずれも報告が少ない。しかしながら、希土類金

属粉じんばく露によるじん肺症の報告がなされているこ

と、近年先端産業界では貴金属のナノ粒子化にともなう

高付加価値と省エネルギー対策が急激に進んでいる。

今後、希土類金属の廃棄処理及びリサイクルにともな

い、希土類金属酸化物の粉じんばく露による健康影響

が懸念される。      

(2)目的 

酸化セリウム呼吸器影響の先行研究結果では、粒子

サイズにより呼吸器影響が大きく異なり、粗粒子ではほ

とんど影響を示さなかったが微粒子では顕著で長期間

持続していた（論文参照）。そこで同様の手法を用いて

酸化セリウムナノ粒子の呼吸器障害について、酸化セ

リウム微粒子を陽性対照として肺障害の強さを比較し

た。 

(3)方法 

被験試料として、11nm（N 群）と 200nm（S 群）の粒子

サイズが異なる酸化セリウムを用いた。粒子のサイズ測

定では、投与直前の分散試料を DLS で測定した。投与

用量は 0.1,0.3,1.0,3.0mg/0.5ml/rat でラット気管内に単

回投与後 14 日で解剖した。ラット肺から気管支肺胞洗

浄液（BALF）を採取し、炎症に関わる生化学項目、細

胞学項目及び病理組織学検査を行った（プロ研で発表

予定）。また、回復試験として0.3mg/0.5ml/rat群を設定

し、投与後27 日で解剖し同様の検査を行った。 

(4)研究の特色・独創性 

当研究所では精度のよい気管内投与技術法が確立

されている。本方法は未毒性物質の短期スクリーニン

グ法として有効である。この方法で毒性が判明した物

質については、さらに吸入実験等で検証し、慢性毒性

の有無や機序解明に向けての早期の研究立案が可能

となり、効率のよい毒性研究推進に貢献できる。 

【研究成果】 

BALF 中の総細胞数は、両群ともに投与用量に応じ

て増加し、量－反応関係が認められた。総細胞数はす

べての投与群でS群＞N群であった。マクロファージ数

は投与量に応じて減少傾向、好中球数は顕著な増加

を示し総細胞数の増加は好中球数の増加に起因して

いた。また BALF 中には両群ともに肺胞蛋白症に特異

な肺サーファクタントの貯留が観察され肺胞蛋白症の

発症が示唆された。 

BALF 炎症関連指標は、両群ともに投与用量に応じ

て高値を示したが、その強さは S 群＞N 群の傾向を示

した。 

回復試験（0.3mg投与群）では、N群では総細胞数及

び好中球数、炎症関連指標値は減少したが、S 群では

高値が持続した。低用量投与した場合、N 群では回復

傾向を示すものの S 群では回復が認められなかった。 

病理学的検査は現在実施中でありまだ結論に至っ

ていない。 

が、D14ではs-200で回復遅延を示した。BALF中の

好中球の遊出も生化学指標とほぼ類似していた。 

病理組織検査では、両群ともに肺胞壁内に肺胞マク

ロファージ（PAM）の集簇が顕著で PAM の崩壊や泡沫

細胞の集簇を認めるとともにごく軽度の肺胞蛋白症を

発症していた。以上の結果から、n-20 の 0.1mg 群は回

復傾向を示すものの、他の群はともにほぼ同程度の肺

傷害を認めた。 

 
(2) 高年齢労働者の運動調節機能，注意，動機づけ・意欲および中枢性疲労に関する研究 

福田秀樹(作業条件適応研究G) 

  

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

死傷災害や業務上疾病の発生状況をみると、高年齢

労働者の発生件数は若年・中年労働者に比して多い

のが現状である。今後高年齢労働者の大幅な増加が

見込まれることから、第11 次労働災害防止計画等にお

いて高齢者対策が掲げられている。 

(2)目的 

高年齢労働者の安全衛生対策に役立つ基礎資料を

提供するために，1）眼球運動、運動調節機能、注意、

動機づけ・意欲、中枢性疲労、ストレス影響等を行動生

理学的に計測・評価できるシステムの開発を行った。2）

これまでの研究で、眼球運動課題の内容を変えていく

と中枢性疲労の測定が可能であることを眼球運動の

DC EOG 記録から示唆した。本研究では、1）のシステ

ムを用いて中枢性疲労の計測・評価を行った。 

(3)方法 

被験者は 20 歳から 50 歳代の男女、それぞれ 10 名

（計20 名）。開発中の眼球運動、運動調節機能、注意、

動機づけ・意欲、中枢性疲労、ストレス影響等の計測・

評価システムを使用し、４種類の眼球運動課題を用い

た。各課題とも 50 試行を１セッションとして６セッション

連続で行った。1 セッション終了後、疲労感と動機づけ

レベルを内省報告した。 

(4)研究の特色・独創性 

1）アイカメラで正確に眼球運動を計測するための機

械器具を設計・開発した。2）中枢性疲労と末梢性疲労を

調べる方法がなかった。したがって、本研究のように行

動生理学の眼球運動課題を用いた研究法で中枢性疲

労が計測できれば、疲労に係わる中枢神経系について
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検討できると考えられる。 

【研究成果】 

1）多大な時間を要したが、アイカメラで眼位を正確に

計測するための機械器具の設計と開発を行った。こ

の機械器具の設計･開発は眼球運動、運動調節機

能、注意、動機づけ・意欲、中枢性疲労、ストレス影

響等の計測・評価システムの最も重要なポイントであ

った。 

2）中枢性疲労と動機づけを計測・評価するための課題

を再検討し、1）のシステムで実験を始めたところであ

る。 

 
３） 研究領域 ３ 作業環境・作業行動に基づく災害の防止に関する研究 
（1) 作業服着用による暑熱寒冷ストレス 

上野哲(国際情報・研究振興C) 

  

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

ISO7933 は、暑熱負担を予測するプログラムであり、

作業継続可能時間を予測することができるため、熱中

症の予防対策として有用である。作業服(防護服)は、そ

の断熱性が高く、透湿性が低いため作業者にとっては

暑熱ストレスを増大させる要因の一つである。有風や動

作時の作業服の断熱性、透湿性を正確に求めることが、

暑熱予測を正確にする上で必要である。ISO7933 と

ISO9920 では、上記の衣服の断熱性、透湿性を求める

式が異なっている。 

(2)目的 

衣服の断熱性、透湿性の基準である ISO9920 と

ISO7933中でISO9920に相当する部分を比較検討する

ことが目的である。 

(3)方法 

風と歩行による衣服の断熱性の減少、透湿性の増加

をISO9920とISO7933で比較する。ISO7933にISO9920

の式を代入し、新たな予測プログラムを作成する。被験

者実験のデータを用い、ISO7933と新規プログラムを比

較する。 

(4)研究の特色・独創性 

ISO9920とISO7933は、同じISO基準でありながら、衣

服の断熱性、透湿性の評価で異なっている。両基準の

差異を指摘した研究はない。ISO基準の信頼性を高め、

よりよい基準作成のために必要な研究である。 

【研究成果】 

衣服の断熱性は、ISO7933 と ISO9920 はさほど変わ

らなかったが、透湿性は有風下、歩行状態で ISO9920

が ISO7933 よりかなり大きかった。予測深部体温は、

ISO9920 の式を使ったモデルが ISO7933 よりも高かっ

た。被験者実験とモデルの深部体温予測値を比較する

と、ISO7933がISO9920を組み込んだモデルよりも実測

値に近かった。最新の衣服断熱性、浸透性の研究では、

ISO9920 が実測値に近いことから、ISO7933 のモデル

を全体的に見直す必要性がある。ISO 専門家会議(温

熱)でこの研究結果を発表した。その会議で、ISO7933

の改訂委員会が作られ、その委員に任命された。本研

究は、南フロリダ大学のトーマスバーナード教授(温熱

に関する ACGIH-TLV 議長)との共同研究で行われた。

 
（2) 過重労働による健康障害予防対策に関する研究 

岩崎健二(有害性評価研究G) 

 
【研究概要】 

(1)背景(主要文，行政的・社会的ニーズなど) 

平成 20 年総務省労働力調査によれば週 60 時間以

上働く労働者の数は 538 万人であり、平成 20 年度の

脳・心臓疾患の労災認定件数は 377 件、精神疾患等の

労災認定件数は 269 件であった。過重労働による健康

障害予防対策の一層の充実が求められている。  

(2)目的 

長時間労働による健康影響では、個人差が大きいこ

とが推察される。本研究では、仕事の量的負荷の個人

への適合度に着目し、労働時間の主観的長さ（以下、

「主観的労働時間」）［質問項目：あなたの労働時間に

ついてどう思うか］、仕事の量的負担感［質問項目：自

分の能力に比べ仕事量が多すぎる］が長時間労働の

健康影響をどの程度修飾するか検討する。 

(3)方法 

プロジェクト研究“過重労働による疲労蓄積の予防に

関する研究”（研究代表者：岩崎健二、平成 18 年度～

20 年度）における質問紙調査データを用い、労働時

間・主観的労働時間または仕事の量的負担感とうつ症

状、疲労、昼間の眠気との関連を解析する。 

(4)研究の特色・独創性 

長時間労働者の管理においては、個人差を考慮する

ことが重要であるが、長時間労働の健康影響を個人差

の視点から検討した研究は少ない。 

【研究成果】 
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１）日勤雇用者 1,154 名を対象にして、労働時間・主観

的労働時間と疲労、昼間の眠気、うつ症状との関連

を検討した。主観的労働時間（選択肢：適当だ、多

い、非常に多い）は、労働時間が長いほど「適当だ」

の回答割合が減少し、「非常に多い」が増加してい

た。週労働66時間（月時間外労働100時間）以上で

は、「非常に多い」の回答割合が 50％を超えていた。

労働時間区分毎の主観的労働時間と疲労、昼間の

眠気、うつ症状との関連では、どの労働時間区分で

も主観的労働時間が「非常に多い」であると各症状

の訴えが多かった。主観的労働時間が「非常に多

い」と答える長時間労働者には、強く労働時間の短

縮を指導する必要が示唆された。 

２）日勤雇用者 2,475 名を対象にして、労働時間・仕事

の量的負担感とうつ症状との関連を検討した。どの

労働時間区分でも量的負担感が高いとうつ症状あり

のリスクは高かった。仕事の量的負担感も長時間労

働者の面接指導において重要な項目であることが

示唆された。

 
（3） フルハーネス型安全帯の普及に関する調査研究 

深谷潔(人間工学・リスク管理研究G(Ⅰ)) 

 

【研究概要】 

国際的にはフルハーネス型のものしか安全帯として

認められていないが、日本では、従来の胴ベルト型安

全帯も安全帯として認められているため、フルハーネス

型の安全帯が普及していない。フルハーネスの優位性

を示す資料の調査、海外でフルハーネスに変わった理

由の調査や、安全帯取り付け設備等の使用基盤やユー

ザーの意識の現状等の調査を行い、 フルハーネスの

普及に資する。なお、その他にも落下試験の基準体重

が国際規格では100kgであるが日本では85kgである等

国際規格と国内規格にずれがあるので、それらの問題

点についても検討し、将来の規格の見直しに資する。  

【研究方法】 

文献調査を行って、フルハーネス型の安全帯の利点

を明確にした。この結果に関連して、フルハーネス型安

全帯と胴ベルト型安全帯の身体負担の違いの要因につ

いて、実験的に検討した。 

メーカー、ゼネコンの安全担当者へのヒアリング調査

等を行い、その普及を妨げている要因の検討や安全帯

の使用上の問題点についても検討した。 

また、海外の安全帯関連の規格について文献調査を

行い、日本との規格の違いに対する問題点を検討した。 

【研究成果】 

今までに、文献調査を基にして、墜落阻止した後に助

けられるまでの吊り下げ状態におけるフルハーネス等

の安全帯の形式による身体負担の違いや、自動車の２

点式と３点式のシートベルトの防護性能に基づく墜落阻

止時のフルハーネスと胴ベルトの防護性能の差の推定

等を示してきた。身体負担に関してフルハーネス型安全

帯の優位性もさることながら、単純に吊り下げるだけでも、

身体が圧迫され血液循環を阻害する等の作用により、

身体に対する負担は小さくなく、速やかな救助の必要性

が明らかになった。 

今年度は、つり下げ時のフルハーネスと胴ベルトの圧

迫力の分布について測定した。胴ベルトについては、

構造上腹部に集中して荷重がかかるが、特にベルトの

巾の端部に集中して圧力がかかることが確認された。一

方、フルハーネスでは身体の広い範囲で荷重を受け止

めるため、胴ベルトと較べて圧迫圧が低いことが、確認

できた。この結果については、文献調査の結果と共に、

一部技術誌に投稿した。 

 海外の規格、法令等について、文献調査を行った。 

日本で胴ベルト型安全帯が墜落阻止用に認められてい

ること、落下試験用ダミーの質量に限らず、ISO等の海

外の規格と国内の規格の差がある。日本の構造規格や

JIS規格では、単体の安全帯を対象にしていて、墜落防

止システムとしての活用は、明示されていない。一方、

ISO等の規格は、安全帯のベルト、ショックアブソーバ、

金具等ほか、水平親綱や垂直親綱、スライド等の安全帯

取り付け設備等についても規格化されていて、日本で

は想定していない組み合わせや用途におけるの使用も

含んだ適用範囲の広い規格の体系になっている。例え

ば、日本では、墜落阻止用の一本吊り用の安全帯と高

所での身体保持のためのU字つり用の安全帯があるが、

イギリスの規格には、屋根の上等で、端に近づけないよ

うに人間の行動範囲を拘束するという使い方の使用基

準もある。 

安全帯は、取り付け設備に接続して初めて墜落防護

等の機能を発揮できるものなので、安全帯単体ではなく、

墜落防護システムとして、その活用を計るという発想が

必要である。安全帯の活用を促進するためには、その

ための啓蒙活動を行っていく予定である。 
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（4） 建築作業向け安全靴・作業靴に関する基礎研究 
深谷潔(人間工学・リスク管理研究G(Ⅰ)),大西明宏(同), 清水尚憲(機械システム安全研究G) 

笠井一治(ミドリ安全), 中村淳（同）, 渡辺正一郎（同） 

 

【研究概要】 

建設作業の履物としてどのようなものが適切であるの

かということについて、調査・研究を行い、作業者が最適

な履物を選択できるようにすることを目的としている。従

来も、本研究所の「安全靴・作業靴技術指針」において

種々の作業における安全靴・作業靴の選定の指針を提

供してきたが、今回の研究は建築作業に関して、その作

業内容を詳細に区分した指針を作ることを目指している。

鳶職における地下足袋の使用等、従来の安全靴にない

性能要件の出現も予想されるので、その評価方法につ

いても検討する。併せて、従来の性能評価のための試

験方法の見直しも行う。 

 建築作業の実態調査等に基づき、作業に必要な履物

の機能・性能を検討する。その検討においては、高齢者

対策も考慮する。 

単年度ごとの共同研究ではあるが、今後の発展を視

野に入れて研究を行った。今年度は、現在の靴の指針

の一部の試験方法の見直しと、現場調査による必要性

能の抽出を中心に研究を進めた。 

【研究方法】 

(1) 現場調査 

建設現場の環境（滑りやすい、踏み抜き等）、作業者

の履物、作業概要（作業の種類、立ったりしゃがんだり

の頻度等）等、履物に求められる要件に関連する事項を

調査する。 

(2)性能評価項目の検討 

 足部の防護性能、滑り、屈曲、靴底の緩衝性等の評価

項目を抽出する。 

(3)従来の試験方法の再検討 

前項の評価項目について、現在の試験方法で良いか

再検討し、改善が必要ならば試験方法の改善を行う。屈

曲性の試験について新しい試験方法で評価を行い、従

来の試験方法と比較検討する。 

(4)必要性能水準の検討 

建築作業の職種ごとに、各評価項目について、必要

となる性能水準を検討する。 

【研究成果】 

５−６月に３件の現場調査を行い、建設現場での安全

靴の使用実態の調査、及び職長・作業者へのヒアリング

を行った。大手ゼネコンの現場では、原則として安全靴

の使用を義務付けでおり、鳶職においても安全靴を使

用していて地下足袋の使用にこだわる必要性はないこ

とが判明した。しかし、安全靴の入手方法に問題があり、

安全靴としての性能がないものが使用されている恐れも

あることが判明した。 

研究所の「安全靴・作業靴技術指針」を基に、安全靴

選定のための評価表の検討を行った。現在、職種と評

価項目について、検討中であり、案がまとまり次第、現

場職長等の意見聴取を行う予定である。 

屈曲試験の方法について、実験的に再検討を行った。

従来は、靴のみで屈曲試験を行っているが、模擬足部

を入れることで実際に履いた状況に近づくことが予想さ

れたので、模擬足部を入れ，新たな屈曲試験を行った。

結果，従来と新たな試験方法とでは屈曲抵抗値、順位

共に異なっていた。この理由として、従来の方法では実

際に履いた場合よりも甲被が撓んでしまったことが考え

られる。したがって、新たな試験方法は実際の使用状況

に近いと考えられた。ただし、試験値と屈曲のしやすさ

に関する主観評定値が相関するのかについて分析を進

めることで、値の信頼性を検証する必要があると考えら

れた。 

安全靴選定のための評価表において、職種ごとの安

全靴の性能の必要性の評価の資料とするために、ユー

ザーにアンケート調査を行った。粗集計から、ユーザー

の意識が明らかにされた。安全靴の性能についての明

確な認識がないためか、必要と考えている性能要件と靴

の購入における評価項目は、必ずしも相関は高くない。

ユーザー、管理者等に対する啓蒙の必要性が感じられ

た。

 

（5） 外的環境・疲労・ストレス等が身体に及ぼす影響をモニタリングするための指標を検討する研究 
安田彰典(作業条件適応研究G) 

 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

寒冷環境下での身体的あるいは精神的能力の低下

はたくさん報告されており、職業性の寒冷暴露につい

ても農林水産業、鉱業、建設業、食品工場などの産業

において作業効率の面から見ても重要である。また、
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長時間の寒冷暴露は労働者のパフォーマンスに悪影

響を及ぼすこと、さらに事故や怪我の危険性が増す可

能性が高いことなどが知られており、寒冷暴露はある種

の病気の引き金になったり慢性疾患の症状を悪化させ

たりする可能性も指摘されている。しかい、暑熱・寒冷

環境下の労働現場において、外的環境がどの程度作

業効率の低下を引き起こすかを客観的に示す指標とい

うものが確立していない。 

(2)目的 

PVT 装置を用いた視覚反応時間を測定することで

様々な外的環境下での作業効率の変化を定量化でき

るか検討する。 

(3)方法 

様々な条件の暑熱・寒冷環境下で視覚反応時間に

差があるかどうかを、PVT 装置を用いて測定する。 

(4)研究の特色・独創性 

インターネットおよびPUBMEDにおいて検索したとこ

ろPVTを寒冷・暑熱条件で検討した文献は見つからず、

非常に独創的と考えられる。 

【研究成果】 

１）暑熱負担評価の現行国際規格である ISO7933 に採

用されている暑熱負担予測プログラム PHS の改良

版PHSm より算出された予測水分補給量の妥当性と、

水分補給の有無が人体に与える影響についての人

工気候室を用いた被験者実験において、水分補給

により PVT 成績の向上が認められ、暑熱環境下で

の作業時に摂取する水分量の違いが視覚反応速度

に影響を及ぼすことが示唆された。 

２）夏期の熱中症対策として、建設作業者向けに新たに

開発された保冷剤入りベストを着用した場合の身体

冷却効果に関する実験において、保冷剤入りベスト

着用によりPVT成績の向上が認められた。

 
４） 研究領域 ４ 人間工学的手法を用いた作業改善に関する研究 
（1) ヒューマン・インタフェースに関する人間工学的研究 

外山みどり(人間工学・リスク管理研究G(Ⅱ)) 

  

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

平成21 年9 月末に厚生労働省が 5 年ごとに実施し

ている「技術革新と労働に関する実態調査（H20.10.31

現在）」の結果が公表された 

(http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/48-20.html)。 

VDT 作業者のうち 9 割を超える作業者が眼の疲れ・

痛みを訴え、7 割を超える作業者が首・肩のこりや痛み

を訴えている。このほかにも、オフィスでのVDT作業に

関わる調査研究や実験的研究（Aarås A. et al. (2001) 

Appl Ergon 32, 559-571、岩切ら、（2006） 産業衛生学

雑誌 48, 7-14.など）から、VDT 作業者には視覚系およ

び筋骨格系に高い割合で何らかの自覚症状があること

が明らかになっている。 

(2)目的 

このような状況を踏まえ、人間工学的視点からヒトと

VDT 機器との適切な関係を探るために、種々の VDT

作業を模して眼の動きを測定し、ヒトの身体的・生理的

機能に合った VDT 作業の方法を明らかする。 

(3)方法 

ノート型およびデスクトップ型パソコンを用いて実施

した各 10 分間のワープロ作業中の眼の動きを比較し

た。 

(4)研究の特色・独創性 

それぞれの VDT 機器を用いた作業について、眼の

動きの特徴を定量的に捉えた。なお、測定方法は、既

存の高精度な機器を用いるのではなく、本研究に必要

な精度を備えた簡便な測定法を考案し用いた。 

【研究成果】 

ノート型およびデスクトップ型パソコンでのワープロ作

業中の右目前眼部の画像を1秒間隔でサンプリングし、

眼球運動を計測した結果、ノート型では約15度、デスクト

ップ型では約35度の幅で垂直方向に視線が移動してい

た。また、注視点の分布は、前者は正規分布に近かった

が、後者では二極化していた。これは視対象であるキー

ボードと画面との距離の違いによるものと考えられる。両

者が分離している方が姿勢の拘束は小さいが（Hiroshi 

Jonai et al.,International Journal of Industrial Ergonomics 

29, 219-229, 2002）眼球運動は大きくなることが本研究

により定量的に明らかになった。つまり一概にどちらの

型がよいとは言えない。たとえば、キーボードを見る頻

度の少ない作業であったり、作業者がキーボードを見

ずに入力できる熟練者であったりすれば、デスクトップ

型によって生じる眼への負荷は小さくなると思われる。こ

のように二つの型をVDT作業の種類や作業者の熟練度

等によって使い分けることが負荷軽減の一助となると考

えられる。 
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（2) 筋骨格系障害予防のための人間工学的対策に関する研究 

岩切一幸(有害性評価研究G) 

 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

近年、介護労働者（以下、介護者と記載）の腰痛が急

速に増加している（厚生労働省通達 基安労発第

0206001 号，2008）。欧米諸国ではこの対策として、リフ

トなどの介護機器が積極的に利用され、腰痛者数を減

らす効果を得ている（ Chhokar R, et al, Applied 

Ergonomics, 2005; 他多数）。我が国においても、介護

機器の利用は腰痛予防に不可欠と考えられるが、その

導入は進んでおらず、また機器を導入していても適切

に使用されていない（岩切一幸ら，労働安全衛生広報，

2008）。介護機器を普及させるには、機器の導入と使用

を妨げている要因を明らかにし、その対策を講じる必

要がある。 

(2)目的 

本研究では、高齢者介護施設における介護機器の

導入および使用状況とそれらを妨げている要因を明ら

かにし、その対策を検討することを目的とした。 

(3)方法 

機器の導入・使用を妨げている要因の把握には、施

設管理者を対象にした事業所調査票と介護者を対象

にした個人調査票を用いて、アンケート調査を実施し

た。事業所調査票の解析対象施設は 50 施設、個人調

査票の解析対象者は 1,113 名であった。調査項目は、

介護機器の導入数、機器に対する評価、介護者の身体

部位の痛み、機器の使用頻度、機器を使用しない理由

などとした。 

(4)研究の特色・独創性 

本研究の特色は、介護機器の導入および使用を妨げ

ている要因に着目した点である。これまで機器の導入・

使用状況は、各施設における事例紹介でしか示されて

こなかった。これらの要因を明らかにすることは、介護現

場への介護機器の導入と使用を促進し、介護者の腰痛

軽減につながると思われる。 

【研究成果】 

本調査の介護施設では、介護機器への評価や導入

意欲は高かったが、リフトなどの移乗用介護機器の導入

数は少なく、また導入されていても十分に使用されてい

なかった。機器の導入を妨げている要因としては、購入

費用がかかる、使用時間がかかる、収納場所がない、維

持管理システムが整っていないが挙げられた。介護者

の機器使用を妨げている要因としては、リフトの使用時

間がかかる、要介護者がリフトを嫌がる、車いすの機能

不足が挙げられた。なかでもリフトの使用に時間がかか

る問題は、機器の導入および使用の両要因に含まれ、

またロジスティック回帰分析の結果、リフトの不使用・低

頻度使用と強く関連した。欧米諸国においても、この問

題は介護機器の導入・使用を妨げる要因として挙げられ

ている。このことから、さらなる調査は必要であるが、使

用時間の問題は、リフトの普及を妨げている主な要因と

思われた。この対策としては、機器の使用を前提とした

システムや制度の見直し、介護者および要介護者の機

器使用に対する意識改革、そして使い勝手のよい機器

の開発・改良が必要と思われる。現在は、リフト使用時の

時間感覚に影響すると思われる昇降速度の検討を考え

ている。 

 
（3) 認知判断におよぼす振動曝露の影響に関する研究 

（視聴覚情報を含めた多感覚相互作用） 

石松一真(研究企画調整部) 

 
【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

振動が人体に及ぼす影響は、健康影響や快適性と

いった観点から研究が進められてきた（Griffin, 1990）。

更に近年では、作業効率や安全性といった観点から振

動ばく露環境下での認知作業パフォーマンス（認知処

理）に関する研究の重要性が高まりつつある。 

(2)目的 

本研究では、全身振動へのばく露が認知処理にお

よぼす影響を明らかにすることを目的とした。今年度は、

昨年度の研究成果を踏まえ、振動ばく露環境下におけ

る時間感覚（時間知覚）および主観評価（不快度や妨

害度）に焦点を絞ることとした。また、主観評価につい

ては視聴覚情報との相互作用についても検討すること

とした。 

(3)方法 

全身振動へのばく露が時間知覚に与える影響につ

いて、例えばストップウォッチで指示された時間を作成

するといった時間作成法（time production method）や

経過した時間を口頭で報告させる言語的見積法

（verbal estimation method）を用いて検討した。具体的

には、作成時間や言語的見積時間を振動ばく露条件と
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振動なし条件とで比較・検討した。一方、振動ばく露環

境下における主観評価については、振動のみが提示

される条件と振動＋視聴覚情報が提示される条件とで、

振動に対する不快度や妨害度を比較・検討した。 

(4)研究の特色・独創性 

本研究では、これまで十分に検討されてこなかった

全身振動へのばく露が認知作業（認知処理）に及ぼす

影響について、認知心理学的観点から検討する点に

特色がある。また、振動ばく露環境下での認知処理に

ついて、振動による影響だけではなく、視聴覚情報と

の相互作用についても検討を試みる点に本研究の独

創性がある。振動へのばく露が認知処理に及ぼす影響

を、視聴覚情報との相互作用という観点から検討した研

究成果はほとんど報告されていないため、本研究を通

じて新たな知見を提供できることが期待される。 

【研究成果】 

全身振動へのばく露が時間知覚（時間感覚）に及ぼ

す影響について、指示された時間をストップウォッチで

作成する時間作成法や経過した時間を口頭で報告さ

せる言語的見積法を用いて検討した結果、振動強度や

周波数の違いによる効果が示され、特に重機操作時等

に体験するような全身振動 （加速度実行値 1.0 m/s2 

r.m.s）ばく露環境下では時間知覚が安定しないことが

明らかとなった。例えば、時間作成法を用い、正弦垂直

振動ばく露条件（5Hz，16Hz）と振動なし条件とで課題

成績を比較した結果、作成時間の安定性の指標となる

変動係数に実験条件の違いによる差が認められ、5 Hz

及び16 Hz振動条件では振動なし条件に比べ、作成時

間のばらつきが大きかった。また、振動の不快度や妨

害度は、変動係数と同様の傾向を示した。 

一方、振動に対する主観評価（不快度）について、

Multi-modal simulatorを用いて、視聴覚情報との相互作

用を検討した結果、振動の不快度は視聴覚情報に影響

される可能性が示唆された。例えば、自動車走行中の

振動や音に関する実測データを用い、振動のみが提示

される条件と振動＋視聴覚情報が提示される条件とで

振動に対する不快度を比較・検討した結果、振動＋視

聴覚情報が提示される条件では振動のみが提示される

条件よりも不快度が低下する傾向が示された。

 
５） 研究領域 ６ 機械等の破損による災害防止に関する研究 
（1） 非石綿ガスケットの高温クリープ特性の評価に関する研究 

  山口篤志(機械システム安全研究G)，本田尚（同），辻裕一（東京電機大学） 

  
【研究概要】 

ガスケットは急速に非石綿化が行われたために、非

石綿ガスケットの使用寿命が定まっておらず、その評価

方法も確立されていない。そこで、数種類の非石綿ガス

ケットの高温クリープ特性を取得し、高温クリープ特性を

評価できる3次元粘弾性モデルを検討する。また、有限

要素解析により提案する粘弾性モデルの妥当性及びガ

スケットの使用寿命を検討する。 

【研究計画】 

一般的によく使用されている数種類の非石綿ガスケッ

トの高温クリープ特性を取得し、試験前後におけるガス

ケットの物性値の変化について調査する。また粘弾性モ

デルによるクリープ構成式について検討する。 

【研究成果】 

(1) 高温におけるフランジ締結体のガスケットのクリー

プ特性を評価するために、まず常温におけるフラ

ンジ締結体のクリープ特性を明らかにした。 

(2) 上記結果を受け、常温におけるガスケットのクリー

プひずみは24時間でほぼ完了することを明らかに

した。高温下でのガスケットのクリープ試験は常温

で 24 時間放置した後に行うこととした。 

(3) 数種類の非石綿ガスケットについて高温における

ガスケットのクリープ特性を明らかにした。

 
６） 研究領域 ７ 建設工事における地盤に関わる災害の防止に関する研究 
（1) 斜面下における落石防止壁基礎の耐衝撃性に関する研究   

伊藤和也(建設安全研究G)，吉川直孝（同)，田附正文(日鐵住金建材)，江守良介(同) 

  
【研究概要】 

落石防止壁の基礎にはコンクリート基礎が適用されて

おり、山腹への設置には、掘削土量が多いため残土が

産業廃棄物となることや、コンクリート打設による養生日

数が必要であったことから工期が長くなることからコスト

が高くなる傾向にあった。また、大規模に掘削を行うた

め、施工中に作業員は斜面崩壊のリスクを負うこととなっ

ていた。そこで、落石防止壁の基礎として環境・施工性

に優れている杭基礎に着目した。しかしながら、斜面上

における耐衝撃性に関する杭基礎の設計手法はなく、
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またその調査研究が少ないのが実状である。そこで、本

研究では、落石防止壁の基礎として杭を使用した場合

の、耐衝撃性に関する検討ならびに、最適な設計手法

の確立を目指す。本研究の実施により、落石防止壁基

礎の設置工事時における労働災害防止に資すること、

ならびに掘削土量の削減による産業廃棄物・コスト削減

に寄与することができる。 

【研究計画】 

1) 急斜面に設置された杭基礎の水平支持力特性に関

する検討 

落石防止壁は急斜面に設置されることが多く、基礎

形式を杭とする場合には、静的な杭の支持力特性

を把握することが必要となる。そこで、本研究ではこ

れらを再現した遠心模型実験・数値解析を行い、水

平支持力特性の把握を行う。 

2) 落石防止壁基礎としての杭の耐衝撃性検討 

現在の落石防止壁の設計は、準静的による概念によ

って行われている。そのため、落石が衝突した際の

落石防止壁の挙動については未解明な点が多い。

そこで、遠心模型実験において落石防止壁および杭

基礎模型を用いた落石衝突シミュレーション実験を

行い、落石防止壁および杭基礎の耐衝撃性につい

て検討を行う。 

【研究成果】 

1) 急斜面に設置された杭基礎の水平支持力特性に関

する検討 

斜面上に設置した杭を斜め下方向に載荷する遠心

模型実験を実施し、杭の根入れ長の違いによる崩壊

形態・荷重・杭の変形特性を把握した。また、従来型

のコンクリート擁壁タイプの落石防止壁についても同

様の実験を行い、挙動を比較したところ、載荷直後に

背面側の斜面が崩壊するような挙動を示した。 

また、地盤の変形を粒子画像流速測定法（PIV）に

より計測を行い、遠心場と１G場での地盤表面の変形

を比較したところ、１G場ではくさび状の破壊形状を示

したのに対して、遠心場では楕円状の破壊形状を示

し、遠心模型実験により正確な評価が行えることを確

認した。 

2) 落石防止壁基礎としての杭の耐衝撃性検討 

杭に落石のような衝撃荷重が付与された際の耐衝

撃性について検討するために、遠心場にて衝撃荷

重を再現できる装置を製作した。静的な載荷試験結

果を踏まえて次年度以降実験を行う。

 

7） 研究領域 ８ 仮設構造物に関わる災害の防止に関する研究 

（1) 斜面作業における建設労働者の墜落防止のための基礎的研究 

日野泰道(建設安全研究G)，伊藤和也(同) 

 

【研究概要】 

墜落災害では、法面上、ドラグショベル上、あるいは

屋根面上など、傾斜面上での作業中に発生する事故が

多い。本研究は、傾斜面上において発生した過去の災

害事例を調査・分析し、そこに共通して存在する災害発

生の危険要因を明らかにする。これを通じて、次年度以

降で実施予定であるプロジェクト研究（災害復旧建設工

事における労働災害の防止に関する総合的研究）を遂

行するための基礎資料を得ることを目的とする。 

【研究計画】 

1）作業床が傾斜した作業環境で発生した過去の墜落災

害を分析し、災害発生原因、対策、課題などを整理

する。 

2）墜落保護用具（保護帽等）の墜落災害防止効果を調

べる実験を実施する。 

3）得られた研究成果の研究発表を行う。 

 

【研究成果】 

1) 過去の災害事例データに基づき、斜面作業中の墜

落死亡災害を対象とした調査・分析を実施した。そ

の結果、次年度以降で実施予定である災害復旧工

事における墜落災害では、その半数以上が斜面作

業中の災害であることが明らかとなった。具体的に

は法面からの墜落災害とスレート屋根からの墜落災

害が多くの割合を占めていた。そこで、傾斜した作

業環境における災害の原因、対策、課題について

整理した。 

2) 墜落保護用具を用いた墜落防止効果に関する実験

的研究を実施するための実験装置の開発を行なっ

た。また落下高さをパラメータにした衝撃落下実験を

行い、人体衝撃耐性値と比較して、その安全性につ

いて考察した。

（2) 墜落防護工法の多様性に対応した足場強度の評価方法の検討 

高橋弘樹(建設安全研究G)，大幢勝利(同), 高梨成次(同) 

 

【研究概要】 本研究では、手すり先行工法や幅木や中さんなどを
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取り付けた工法を総称して足場の墜落防護工法とする。

足場の墜落防護工法は、従来の足場に加え、中さんな

どを足場に取り付けるため、従来の足場より固定荷重が

重い。各種の指針などには、足場の最大積載荷重や使

用高さの限度が示されているが、これらの値は従来の足

場を対象としており、足場の墜落防護工法がこの値に適

応するかは不明である。本研究は、足場の墜落防護工

法の強度性能を調べ、足場の墜落防護工法の使用方法

を検討する。 

【研究計画】 

足場の固定荷重は、足場の高さが高くなるほど重くな

る。足場の高さを高くした場合、実験では足場の強度を

調べることが困難であることから、数値解析を用いて足

場の強度を検討する。解析には、汎用有限要素プログラ

ムを用いる。 

1）解析モデルの検討 

・境界条件や構成則、要素の種類、拘束方法、荷重条

件などを検討して、手すり先行工法などの足場の解析

モデルを検討する。 

・解析モデルの妥当性は、既存の実験による建わくの圧

縮実験の結果などと比較して検討する。 

2）数値解析による足場の墜落防護工法の強度の検討 

・足場の高さが高いほど足場の固定荷重が大きいため、

パラメータは足場の高さとする。 

・床付き布わくに積載荷重が作用した場合を想定して、

床付き布わくに漸増荷重を作用させ、足場の耐荷強

度を調べる。 

・従来型の足場と墜落防護工法の耐荷強度を比較して、

墜落防護工法の足場の最大積載荷重や使用高さの

限度などを検討する。 

【研究成果】 

手すりわくなどは、足場の1側面に取り付けるため、足

場に偏った荷重が作用する。この状態を想定し、建わく

1枠と組み上げた足場に偏心荷重が作用した場合の強

度について定式化を行った。また、汎用有限要素プログ

ラムにより偏心荷重が作用した場合の建わくと足場の座

屈荷重の評価を行い、検討した式と比較し、その式の妥

当性について検討した。これらの成果は、国内口頭発

表で2件発表し、国外学術会議で1件発表した。目標は

ほぼ達成している。今後、実験を行い、解析結果と検討

した式の妥当性について検討する予定である。

 
８） 研究領域 10 着火・爆発による災害の防止に関する研究 
（1） 水素ガス爆発危険性評価に関する研究 

大塚輝人(化学安全研究G) 

   
【研究概要】 

爆発には大きく分けて二つの形態がある。ひとつは

爆燃と呼ばれる現象であり、もう一つは爆ごうである。

爆ごうは音速を超える燃焼波の伝播で現象であり、発

生する圧力は爆燃に比べて非常に大きなものとなる。

しかし、現在の爆燃から爆ごうへ転移する条件につい

ての知見は十分とはいえず、これからの水素社会に向

けての被害の予測防護技術の確立のためにも、この転

移条件を本研究によって明らかにする。 

【研究計画】 

1) ガスをドライバ、テストの二つのセクションに分け

各々が爆ごうした場合の圧力、比熱比、音速、爆ごう

波の伝播速度を計算する。 

2) 得られた計算結果を利用して、ドライバ側の爆ごう

がテスト側へ透過した場合の透過衝撃波の圧力、温

度、マッハ数などを計算する。  

3) 上記の計算結果から、テスト側のガスの爆ごうよりも

若干弱い透過衝撃波となる条件を絞り込み実験を行

い転移の判定を行う。 

【研究成果】 

強いDetonator、弱いDetonator、テストガスの三段の

実験により、弱い爆ごう(12％)から定常爆ごうを起爆でき

ることが確認でき25A配管で18％-19％に定常爆ごうの

限界が存在することが確認された。100A配管での実験

から、17％-18％に定常爆ごうの限界が存在すると推察

されるが、3段階での実験はバルブの閉塞により行えな

かった。また、いわゆるギャロップと呼ばれる同一ガス内

で強弱を繰り返す爆ごうのモードについても、管径が大

きくなると、限界濃度が若干下がる傾向が確認された。

これは松井の結果を支持するものである。 

ギャロップからの類推として、同一ガスであっても、衝

撃波と火炎面の剥離が起こった場合でも、衝撃波によっ

て火炎前方ガスが予熱されるため、そこが転移すること

で元のガス条件から考えるとオーバードライブされた爆

ごう波が形成されることが確認された。その結果、松井

の管路拡大による爆ごうの停止について、再転移が起き

ることを示すことができ、その結果CJ条件で計算された

爆ごう波の圧力の3倍程度の圧力が出る場合があること

が新たに分かった。この現象が災害時に起きた場合に、

容易に想定圧を超えるので、そこから周囲に向かって爆

風が発生することが考えられる。 
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（2） 遠心力載荷装置による過重力場におけるガス爆発現象に関する研究 
水谷高彰(化学安全研究G)，玉手聡(建設安全研究G), 伊藤和也(同) 

斎藤寛泰（芝浦工業大学）, 鳥飼宏之（弘前大学） 

   

【研究概要】 

化学プラントなどにおいて、多量の燃料が漏洩し、そ

の拡散過程で生じた可燃性混合気に何らかの原因で

着火が生じた場合、爆燃と呼ばれる激しい燃焼状態に

なり、周囲に大きな爆発被害を及ぼすことがある．爆風

被害評価には、発生する爆風過圧力、インパルス、圧

力減衰距離、火炎球（ファイアボール）の発生状況を把

握することが必要であるが、数メートルから数十メート

ル（時に数百メートル）規模で起こる実事故を模擬した

スケールで検証実験を行うことは困難であり、実験室レ

ベルの小規模実験で実規模スケールを想定することが

できれば、被害評価の効率化につながる．本研究では、

遠心力載荷装置を用いた過重力場での定容爆燃実験

を行い、対流の効果を同程度に保ちつつ、小さなスケ

ールでも実規模を想定できる爆燃観測が行える方法に

ついて検討し、スケール効果に関するデータ収集を行

うことを目的とする。 

【研究計画】 

1) 遠心力載荷装置用爆発試験装置の試作 

2) 高重力場爆発特性データの収集 

【研究成果】 

遠心力載荷装置により重力を段階的に50Gまで上げ

て線香の燃焼を観測し、以下の結果を得た。 

・重力の増加に従い熱対流が激しくなった。 

・特に下端点火で重力の増加に従い燃え広がり速度が

上がった。 

・上昇する煙および落下する灰はコリオリの力を受け遠

心力載荷装置の回転方向に曲がった。 

遠心力載荷装置により重力を段階的に50Gまで上げ

てろうそくの燃焼を観測した結果、重力の増加に従い火

炎が小さくなり、約15G程度で消炎することを確認した。 

遠心力載荷装置により重力を段階的に50Gまで上げ

て0.1MPa(ほぼ1気圧)のメタン／空気混合ガスの爆発を

観測し、以下の結果を得た。 

・重力の増加に従い熱対流の影響を受け等方的な球状

火炎から上方に偏った火炎形状に変化した。 

・爆発濃度範囲が狭くなった。 

過重力場でのガス爆発の火炎形状を詳細に比較、

議論するため、1G 下での遠心力載荷装置用爆発試験

装置による水素・メタン・プロパンの火炎（酸化剤は何

れも空気、初圧 0.1MPa）を観測し、既存の研究成果で

知られている、ガス種、ガス濃度に依存して全体の火

炎形状（球形か否か等）や乱流火炎に成っていく状態

を確認した。

 
（3） 高圧酸素狭部噴出による配管破壊に関する研究 

水谷高彰(化学安全研究G)，板垣晴彦(同), 土屋茂（大陽日酸） 

   
【研究概要】 

現在、酸素の充填工場等の設備において使用され

ている、バルブや圧力調整器、フレキシブルホース等

の機器の細孔や漏洩部等の狭部から酸素が噴出し、

配管等が発火、破壊したしたという事例があった。報告

の中には配管内に可燃物が無かったり、バルブが破損し

て高温の高圧ガスが下流側に漏洩したというものもあっ

た。前の研究成果からバルブを微量漏洩状態にし酸素

を断熱圧縮した場合には、発火、バルブの破壊へと至

ることがあることが分かった。そこで、酸素の断熱圧縮

も含めた高圧酸素が狭部から噴出した場合の配管の

発火、破壊の可能性について調べるため、高圧酸素製

造・試験装置を用いて、噴出部の発火試験を実施す

る。 

【研究計画】 

1) 高圧ガス製造設備（支燃性ガス急速供給装置）の定

期点検（主に大陽日酸担当） 

2) 支燃性ガス（酸素)急速供給装置の改良 

3) 支燃性ガス（酸素)急速供給による細孔の発火に与え

る影響因子の検討  

  ・高圧ガスの噴出のみでの発火の有無の確認 

  ・断熱圧縮の発火への影響の確認 

  ・ゴミの混入時の噴出のみと、断熱圧縮時の発火の

有無の確認 

本研究で対象とする災害（高圧酸素ガスによる細孔か

らの接続部の破壊）は災害報告例が数件あるものの、そ

のメカニズムには未解明の点も多いため、初年度は災

害の再現と災害発生に与える影響因子（接続部の形状

や汚れの状態など）の洗い出しを主に行う。災害発生条

件データの収集と対策については次年度に行う。 

【研究成果】 

文献等の調査により、パッキング剤でさえ、ガス摩擦、

微粒子の衝突や摩擦など単独の要因では実際の装置
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では発生し得ないような大きなエネルギーが無いと発

火しないことが分かった。 

実際の使用状況を模して、パッキング剤の微細な傷

の有無や素材、形状などを変えて高圧酸素ガスの噴出

試験を繰り返したところ、いくつかのケースでパッキング

剤が溶損した兆候が見られ、20MPa程度の酸素の噴出

でもパッキング剤が燃焼する可能性があることが示唆さ

れた。 

 
９） 研究領域 11 電磁気障害による災害の防止に関する研究 
（1) 着火爆発を誘発する放電現象の解明  

冨田一(電気安全研究G)，山隈瑞樹(同) 

   
【研究概要】 

高電圧設備の絶縁不良や帯電電荷に起因する放電

は、可燃性物質の着火爆発や電気電子機器の誤作動

等を引き起こすことがある。放電現象として着火や誤作

動の危険性が高まる要因について解明する。またセン

サ自体が放電の危険性を増大させることなく放電時に発

生する電磁パルスを測定する方法として、例えば電気

光学効果を利用する方法等を検討する。併せて電磁パ

ルスのスペクトル分布などから放電による着火危険性を

推定する方法を研究する。 

【研究計画】 

(1) 放電発生装置と電磁パルスを測定するための計測

装置を用いて、実験及び測定結果の検討を行う。 

(2) 電磁パルスの特性から着火危険性を評価する手法

について検討する。 

【研究成果】 

(1) 昨年度試作した実験装置について、基本的な動作

確認を行った。信号のトリガー回路について再検討

を行っている。 

(2) 試作装置について、電極の移動速度に対する停止

位置の変化を測定した。また、電極を移動させたと

きに発生する電磁界によってループアンテナに誘

導する電圧の測定を一部行った。 

(3) 着火性の低い初期の放電として、コロナ放電電流

の測定を一部行った。 

(4) 着火危険性や電磁ノイズによる誤作動の危険性が

増大する要因として、帯電物体が移動する場合の

現象を模擬する実験をギャップ長が 0.1mm 未満の

場合に行った。その結果、移動が速くなると放電電

流のピーク値が増大する可能性を示唆する実験結

果を得た。

 

（2) 直流活線接近警報機の開発に関する研究 
冨田一(電気安全研究G)，崔光石(同) 

   

【研究概要】 

電車の直流架空配電線が活線状態にあるときに活線

近接作業を行うと、作業者が誤って活線に接触して感電

死亡事故が発生することがある。本研究では、このような

直流活線電路に接触しての感電死亡事故を防止するた

めの対策の一環として、作業者が架空配電線へ接近す

ること検知するための、静電誘導の原理を用いた手法を

検討する。検討結果を踏まえて直流活線接近警報装置

を試作し、作業者が直流活線の電路に接近する際に、

接近警報装置と活線との関係が警報装置の検出特性に

及ぼす影響についても検討する。 

【実施計画】 

1）作業者が直流活線電路に接近したことを検知する警

報機を開発するに当たり、接近を検出する手法に

ついて検討する。 

2） 模擬的な直流電路を製作し、当該電路への人体の

接近を検知する基礎実験を行う。 

【研究成果】 

ヘルメットの周囲に３本の電位センサを設置して、こ

れらの信号レベルを総合的に評価することによって、

センサと直流の高電圧電路との空間的な配置によって

信号レベルが著しく変動することを軽減できる手法を検

討した。その結果、電路の方向と信号レベルとに相関

性のあることが分かった。 

直流の高電圧電路の高さを変えて実験した結果，先

の報告と定性的には同様の結果を得た。

 
(3) 汎用型防爆構造除電器の開発  

山隈瑞樹(電気安全研究G), 崔光石(同)，最上智史（春日電機（株））, 鈴木輝夫(同) 
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【研究概要】 

本研究は、可燃性ガス・蒸気又は粉じんの存在下で

使用可能な汎用性のある防爆構造除電器を開発するこ

とを目的とする。汎用形防爆構造除電器の防爆構造及

び除電方式に関する仕様の検討、除電器の試作・改良

を行い、粉じん環境、ガス・蒸気環境での除電性能及

び防爆性能の評価を行う。 

【研究計画】 

1) 試作器（プロトタイプ）の製作 

2) 現場実験による評価 

3） 論文等発表 

【研究成果】 

(1)前年までの技術的検討を基礎に、本件除電器の核心

的パーツである圧力センサと多孔板について開発研

究を行った。結果、次のとおり。 

 ①本質防爆型圧力センサについて仕様を決定し、セ

ンサ製造業者へ製造を依頼中。今年中に納品の見

込み。 

 ②多孔板について種々実験的検討を行い、パンチン

グメタルを応用した多孔板の採用を決定した。 

(2)静電気対策を必要とする工程へ赴き、実用機への要

求仕様（除電能力、形状等）の調査を行った。

 
(4)  静電気対策用コンテナの性能評価法に関する研究  

山隈瑞樹(電気安全研究G) 

   
【研究概要】 

2005 年、静電気対策用フレキシブルコンテナ規格が

IEC で制定され、それをもとに JIS C 61340-4-4 が制定

された。しかし、これらの規格はフレキシブルコンテナ

の試験方法のみを定めただけであり、製品のタイプ分

け、内装袋との併用、使用可能な区域の設定に課題が

残っており、次期 IEC 改訂に向けての日本側から提案

を行うための基礎的な資料を必要とするため、これらに

関する検討を行う。また、国内産業界へ静電気対策用

フレキシブルコンテナの普及を促進するために安全ガ

イドを制定することを目標とする。 

【研究計画】 

次の項目について、実験（現場実験を含む。）を中心

に検討を行う。 

1) フレコン使用時のトナーおよび金属粉じんの危険性

検討 

2) IEC改訂作業への対応 

3) 安全ガイド作成のための現場調査（メーカ及びユー

ザ） 

4) 安全ガイド執筆（審議会を含む） 

【研究成果】 

(1) EC61340-4-4 ed.2 (帯電防止コンテナ規格第２版）の

制定のための対応、CD(委員会原案）作成に協力 

(2) 現地調査（株式会社カネカ）及び実験手順について

打合せ。 

(3) 安全ガイド掲載用放電写真撮影（ブラシ放電等） 

(4) 沿面放電防止形(タイプB）について、沿面放電の発

生限界を調査し、IECに提案を行った。 

 
（5） 流動層において静電気放電による爆発・火災の防止に関する研究  

崔光石(電気安全研究G), 山隈瑞樹(同) 

   
【はじめに】 

流動層は下から整流空気を送り、粉体（原料）を流動

状態で乾燥・造粒・コーティングする装置であり、様々

な生産工程に適用されている。流動層技術は適用先の

拡大とともに著しく進歩しているが、いまだに静電気に

よるトラブル、火災・爆発などの問題がある。これらを防

止するためには、流動粉体の静電気帯電特性を正確

に把握し、安全対策を施すことが肝要である 1)。本報で

は、小規模実験装置を用いて現場でも連続観測が可

能な静電界センサーによる測定の有効性を評価したの

で報告する。 

【実験装置】 

流動層実験装置(図1)は下部流動塔、中部流動塔、上

部流動塔、サイクロン、ロータリーバルブ、分散板、エア

ー供給部および調節部、電界センサー、吸引式ファラ

デーケージ、デジタルレコーダなどから構成されている。

詳しい実験方法は、紙面の関係から省略するが、流動

層の側面には下方(下部流動塔下端から上へ300 mm)及

び上方(上部流動塔下端から上へ300 mm)に電界センサ

ー(Edown、Eup)が取り付けられている。粉体試料としてはポ

リプロピレン(約1.5 mm、2 kg)を用い、流動試験に先立っ

て18 ± 3 ºCのデシケータ内に24時間放置して乾燥させ

た。 

【実験結果及び考察】 

流動中のEmの測定結果を図2に示す。下部流動塔に
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おけるEm-downの絶対値（以下同じ）は、流動開始直後に

ピーク値をとり、すぐ極小値になりその後除々に増加し

た。上部流動塔におけるE m-upは流動開始直後にピーク

値に達し、その後緩やかに減少した。E m-upはE m-downに比

べ、常にかなり低い値となった。上・下部で緩やかに増

減する理由は今後詳しく分析する必要があるが、絶対値

の違いは主に浮遊粉じんの空間電荷密度が異なるため

と考えられる。 測定結果の一例を挙げれば、運転開始

後900 sで上部流動塔でのMは5 g/m3、qは-16 nC/g、ρ

は80 nC/m3、下部流動塔でのMは92 g/m3、Qは-2.1 

nC/g、ρは190 nC/m3である。 

【まとめ】 

流動層において粉体の静電気帯電特性を評価する

際に静電界センサーが有効であることが確認された。な

お、今後の課題として、流動層には常に微粉が存在す

ることから、火災・爆発防止のため、静電界センサーを

防爆型にする必要がある。 
 

 

 

 
 
参考文献   

労働安全衛生総合研究所技術指針、静電気安全指針

2007 

 
１０） 研究領域 12 労働者の健康と職業性ストレスに関する研究 
(1)  職業性ストレスの予防と産業精神保健に関する基盤的研究 

 原谷隆史(作業条件適応研究G) 

   
【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

国際化、労働力の多様化、失業、リストラ、技術革新

等により職場は変化し、職業性ストレスは重要な社会問

題となっている。過労死や過労自殺に対して労災認定

や企業が損害賠償を行うケースが増え、適切なストレス

予防対策が求められている。自殺は労働者の主要な死

因であり、精神疾患は休業の主要な原因であり、労働

者のメンタルヘルスは労働衛生の重要課題となってい

る。職場内の対立、いじめ、ハラスメントなども新たな労

働衛生の課題として注目されている。従来の従業員の

福利厚生としての産業保健活動には限界があり、職場

図1 回分式流動層実験装置

図2 静電界センサで検出した電界値の時間変化
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のストレス予防、メンタルヘルス対策は、個別の問題へ

の対応だけではなく組織レベルの対策、投資に見合っ

た効果が求められている。 

(2)目的 

職業性ストレスの予防と産業精神保健に関連する要

因等を明らかにし、効率的、効果的な対策を検討する。 

(3)方法 

職業性ストレスの予防と産業精神保健に関連する国

内外の情報、資料をインターネット、文献データベース

等で収集し、動向、関連要因、対策を検討する。 

(4)研究の特色・独創性 

従来の労働衛生ではあまり取り上げられなかった心

理社会的要因に注目し、職場のハラスメント、いじめ、ワ

ーク・ライフ・バランスといった産業社会の変化に伴う新

しい課題を労働安全衛生に取り込む研究である。 

【研究成果】 

2008度の精神障害等の労災認定件数は269件であっ

た。2008年の被雇用者の自殺者数は8,997人であり、

2008年のうつ病等（気分障害）患者数は104.1万人と増

えていた。2008年度の個別労働紛争解決制度による民

事上の個別労働紛争に係る相談件数の中で、「いじめ・

嫌がらせ」は32,242件であった。職業性ストレスや産業

精神保健は、職場の重要な課題であり、最近は精神的

ないじめが精神障害や自殺の原因として労災認定や企

業の民事責任が認められるようになってきているが、対

策はあまり実施されていない。心の健康対策は大規模

事業所では多数が取り組んでいるが、中小規模事業で

は少ない。取り組み内容は、労働者の相談対応や教育

研修・情報提供が多く、ストレスチェック等による職場環

境や職場集団に対する評価や対策は少ない。職場の心

理社会的環境や労働者のメンタルヘルスを改善する組

織的対策を推進することが必要である。

 
(2) 職域におけるメンタルヘルス不全・精神障害に関する予防・介入・対策に関する研究 

（外国人労働者受入れに向けたメンタルヘルス支援ツール開発と支援ネットワークの構築） 

倉林るみい(作業条件適応研究G) 

 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

少子高齢化により日本の労働力人口は減少しており、

国の活力維持のため外国人労働者の受入れは必至で

ある。国策として既にインドネシアの看護師・介護士が

導入された。外国人労働者の日本への適応にはメンタ

ルヘルス支援が不可欠だが、現時点では、精神保健

支援機関相互の情報の共有や連携がほとんどなく、的

確な支援を行える環境が整っていない。 

(2)目的 

1. メンタルヘルス支援機関等についての情報の収集・

整理・共有化 

2. メンタルヘルス支援ツールの開発  

3. 関係諸団体・専門家のネットワークの構築  

以上より、外国人労働者の円滑な受入れとメンタル

ヘルス支援を促進する 

(3)方法 

1. 外国人へのメンタルヘルス支援機関や外国人受入

れ医療相談機関に勤務する専門家を対象に、活動

内容や困難点等に関する質問紙調査、ききとり調査

を行う。  

2. １の結果を基に、援助機関一覧・利用の手引き、精

神科救急などに法律上必要な書類の各国語訳等

のツールを作成する。 

3. １で賛同を得られた諸団体・専門家を集めて、協議

会、メーリングリスト等によるネットワークを構築し、連

携や情報の共有化をはかる。 

（4）研究の特色・独創性 

本研究は、日本の経済発展をになうために今後必然

的に導入せざる得なくなると予想される外国人労働者に

ついて、労働者の適応支援の側面から円滑な導入を目

指すものである。 その研究成果により、外国人労働者

受入れに関する施策の策定にも具体的な提言が可能と

なる。 

【研究成果】 

外国人支援の専門家に対するききとり調査結果では、

以下の実態が把握できた。 

①外国人に対応できる精神医療機関の所在やアクセ

スのしかたが不明で、職場や地域から医療機関につ

なげることができない。 

②職場の休職・療養などの就業規則や、地域や国の精

神医療システムについて、外国人に説明し、活用し

てもらうことが難しい。 

③専門家の職種や所属組織によって、困難点や問題

意識が異なる。 

これらの実態把握にもとづき、まず賛同を得られた外

国人支援団体に声を掛けて、平成22年3月に、およそ

15 団体を集めて協議会を開催する予定である。 

今後は、（１）支援団体を対象とした質問紙調査 （２）

ネットワークの拡大と、外国人労働者に対するメンタル

ヘルス支援の問題点や方策の共有化 (３)医療機関との

連携、医療機関へのアクセス方法の開発を目指す予定

である。
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(3) 中高年労働者の睡眠の質を間接的に捉える試み（アクチグラフと心拍変動を用いての睡眠の評価）  

岡龍雄(国際情報・研究振興C) 

   
【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど)   

社会の 24 時間化による不規則な生活やストレスなど

により、不眠等の何らかの睡眠に関しての問題を抱え

ている人が、日本人の 4 人に 1 人、しかも加齢とともに

増加している（厚生労働省 平成 12 年 保健福祉動向

調査）。今後、少子高齢化に伴い、中高年以上の労働

者が増加することが確実となる。中高年齢労働者の睡

眠問題として、早期覚醒などに起因する睡眠負債から

仕事能率の低下や眠気による事故などが懸念され、労

働者の安全と健康維持のための十分な睡眠確保対策

が必要となってくる。 

その前段階として、日常生活下の睡眠を客観的かつ

簡便に評価できる方法を開発することは、有用であると

考えている。近年、睡眠深度と自律神経活動指標（心

拍変動）には深い関連（Vanoli ら,’95）があることが分

かり、心拍変動の変化から睡眠を評価できる可能性が

ある。 

(2)目的 

自律神経活動指標と体動から、日常生活下の睡眠を

侵襲性が低く、簡便かつ客観的に睡眠の質を捉えるこ

とを検討する。 

(3)方法 

中高年齢の男性労働者を対象とし、腰部に装着する

小型型記録計を用いて、24 時間連続の心電図 R-R 間

隔測定を行い、心拍数・身体活動量の日内変動の把握

と、睡眠時の自律神経活動指標（周波数領域による心

拍変動解析）による睡眠の質を検討した。 

(4)研究の特色・独創性 

日常生活下の自宅での睡眠を評価するために、睡眠

中の体動だけでなく、自律神経活動指標の変化から睡

眠の質と量を検討する。 

【研究成果】 

40 歳代後半の男性を被験者とし、心理的ストレスが

強いと思われる研究発表（プレゼン）をさせた場合、そ

の後の睡眠中の心拍変動は、対照夜に比べ、高周波

成分（HF 振幅値）は低いレベルで、低周波成分と高周

波成分の比（LF/HF）は高いレベルで推移していた。

夜間の睡眠中の副交感神経活動が抑制され、交感神

経系活動が亢進していることが示唆され、強い心理的

ストレスのある仕事の後の睡眠中の自律神経活動にも

影響すると考えられる。

 
 
(4) 過重労働による心血管系に対する影響の評価と予防に関する研究  

田井鉄男(作業条件適応研究G)，岡龍雄((国際情報・研究振興C)) 

   
【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど)   

虚血性心疾患の発症リスクの増大など、長時間労働

などの過重労働による虚血性心疾患や心臓・血管系へ

の影響がこれまで報告されているが、数は少ない。心

臓・血管系への影響を同一労働者について生理学的

測定等により検討した報告は少ない。 

(2)目的 

本研究では、長時間労働を含めた過重労働による心

臓・血管系や疲労症状への影響を測定し、過重労働に

よる心臓・血管系と疲労症状への影響を明らかにするこ

とを主な目的とした。又、動脈硬化等の新たな指標の

検索を行う。 

(3)方法 

生理学的測定として、24 時間心電図をホルター心電

計で記録し、自律神経機能解析を行う。携帯型自動血

圧計で長時間血圧を測定する。疲労症状は産医研版

疲労蓄積度チェックリストと疲労自覚症状調べを使用し

検討する。疲労蓄積殿異なる日に測定を行い、比較検

討する。 

非侵襲的な方法により、動脈硬化の指標となる因子

の比較検討を行う。 

(4)研究の特色・独創性 

長時間労働による負荷の差による生理学的な測定を

行うことにより、心臓・血管系と疲労症状への影響を総

合的に判断し、長時間労働による影響を明らかにする

ことが可能で、予防的措置を考える上で有用な方向性

を示すことが出来る。 

動脈硬化が確立される前のpreclinicalな予兆を捉える

ための指標の検索により、新たな予防対策を講じる方向

性を見出せる。 

【研究成果】 

疲労蓄積度の差による 24 時間での不整脈発生数、

種類は大きな変化はみられなかった。高負荷終了後に、

虚血性心疾患の兆候を示す変化が捉えられる例がみ

られた。疲労症状は疲労蓄積度の高い時に多く現れ、
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ねむけ感が多かった。今回の結果が一過性のものであ

るか、この労働形態に特徴的なものであるかを検討す

るため、今後、縦断的なフォローアップが必要である。 

中膜肥厚が厚い労働者で、高分子量アディポネクチ

ンの平均値は低値を示した。脈波伝播速度（PWV）は

高分子量アディポネクチン、頚動脈内膜―中膜肥厚

（IMT）とは異なる多くの因子と相関を示した。

 
(5) ストレス関連物質による生体影響評価法の開発に関する研究 

（酸化還元電位によるストレス評価） 

三木圭一(作業条件適応研究G) 

   
【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど)   

労働者健康状況調査（平成 19 年）において自分の

仕事や職業生活に関して強い不安、悩み、ストレスが

「ある」とする労働者の割合は58.0％となっており、就労

者数の過半数を超える状況である。労働者のストレスに

よる健康障害の未然防止、早期発見のためにも取扱い

が簡便かつ容易に判定可能な客観的ストレス評価法の

開発が望まれる。生体試料として血液のような採取時に

侵襲性を有するものは、医師や看護師等有資格者以

外の取り扱いが事実上困難である。本研究では取り扱

いが簡便な唾液検体中の各種生理活性物質から生体

影響モニタリングの可能性を検証する。 

(2)目的 

新規唾液中ストレス評価指標（クロモグラニン A、アミ

ラーゼ）の基本特性を明らかにし、客観的ストレス評価

方法を確立する。 

(3)方法 

被験者を用いた実験室実験を行う。長時間拘束によ

る概日リズムの検証。身体的あるいは精神的負荷に対

する反応性。睡眠、覚醒に伴う変動を計測し、新規スト

レス指標の基本特性を明らかにする。 

(4)研究の特色・独創性 

唾液検体から、交感神経系を反映する指標は唾液中

クロモグラニンA濃度、アミラーゼ活性以外は現時点で

不明である。従来の下垂体―副腎皮質系を反映するコ

ルチゾール濃度と併せ、唾液検体から総合的なストレス

評価を行うことは極めて有益なことと思われる。 

【研究成果】 

唾液中アミラーゼ分析法の開発2： 

唾液中アミラーゼ活性についてCNPを基質とする測

定法の開発を試みた。今年度は同基質を用い、分光光

度計（島津 UV-160A）による測定法を試みた（昨年度

はオートアナライザーを利用）。本法は検体量が 10μｌ

と極めて少量で済み、オートアナライザー法に比べ測

定時以外の Buffer 水を省くことが出来た。24 時間、2 時

間間隔で採取した唾液検体において早朝 4-8 時に低

値を示す概日リズムを確認した。 

酸化還元電位によるストレス評価： 

酸化的ストレスを生体試料から検出したものとしては

尿中ビリルビン代謝物を測定したものなどが見受けら

れる他、知見数は少ない。臨床現場における報告とし

て唾液中から ORP 測定による酸化的ストレス測定結果

が示されているが学術的なレベルにおける報告はまだ

無い状況である。今回、筆者は通常使用している PH メ

ータ（HM-30S,東亜）の電極を酸化還元（ORP）複合電

極（PTS-5011C、東亜 DKK）に換装し ORP 測定による

酸化的ストレス測定の準備を進めている。検体の至適

希釈域等について検討を進めているところである。

 
(6) 疲労蓄積を評価するための調査票に関する研究 

（疲労回復の方法による疲労蓄積の予防対策） 

  佐々木毅(有害性評価研究G) 

  
【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

現在、過重労働による健康障害予防対策が労働衛

生上重要な課題となっている（Iwasaki et al. 2006）。そ

の予防対策の鍵となるのが労働者の疲労の蓄積の防

止である。この目的のために医師による面接等では疲

労の蓄積度を評価するチェックリストが用いられている。

そのチェックリストを若干改変し、信頼性や妥当性等に

関して検討してきた。 

(2)目的 

本研究では、疲労蓄積を評価するためのチェックリス

トを組み入れた質問票による調査から、労働時間ごとの

疲労の蓄積度を測定し、それを軽減する要因を探るこ

とを目的とし、労働者の過重労働による健康障害予防

のための一つのツールとなることを目指している。 

(3)方法 

某調査会社の登録モニターから労働力調査（総務

省）の性別・産業別・年齢階級別就業者数の構成比に
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基づいて抽出した全国 2,000 人の労働者を対象とした

質問紙調査から、労働時間ごとの疲労度とそれを軽減

する要因について検討した。 

(4)研究の特色・独創性 

質問票の信頼性や妥当性等についての統計数理学

的側面からのアプローチをした上でその応用可能性を

検討していること。 

【研究成果】 

日勤雇用者1,350人（男性796人，女性554人）を解析

対象とし、週労働時間（50時間以内，51～60時間，61時

間以上）と疲労回復・ストレス解消法（厚生労働省平成9

年労働者健康状況調査の13項目）を独立変数、疲労症

状得点を従属変数とした二元配置分散分析等によって

解析した。男女とも疲労回復・ストレス解消法として「スポ

ーツをする」と回答した者は疲労症状得点が有意に低く、

また一晩で疲労が回復する者の割合が高かった。更に

運動習慣（運動頻度が：全くしない，月1～3日，週1～2

日，週3～4日以上）を比較すると、男性の疲労症状得点

は運動頻度が多くなるにつれ有意に低かった。よって、

一般的に行われている睡眠や休息を取ることの他に、

「適度な運動をすること」が過重労働による疲労の回復

に寄与する可能性が示唆された。 

 

（7) 労働者における気分・身体症状と睡眠－経時的評価を用いて－  
東郷史治(作業条件適応研究G) 

   

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

厚生労働省の推計によると 2015 年度には認知症患

者が 250 万人にまで達し、それにともない交代制勤務

の介護者が多数必要であると予想される。しかし、交代

制勤務者の健康は非常に損なわれやすいことが指摘

されており、交代制勤務は健康を脅かす要因の一つで

あるとともに、介護労働者の離職率が高いことにも関連

している。したがって、介護労働者の健康問題につい

て対応策をたてることは急務であるといえる。 

(2)目的 

そこで介護労働者および交代制勤務者の心身の健

康の保持・増進のための生活習慣に関する新しい指針

を作成することを最終的な目的とし、交代制勤務をとも

なう介護労働者の生活習慣の実態と、睡眠、疲労を含

む心身の健康との関係について検討する。 

(3)方法 

日勤者と交代制勤務者に、体動計を腰の高さで装着

してもらい、歩数、運動強度、体動を１分ごとに連続記

録する。測定期間は春と夏それぞれ１ヶ月間で、眠気、

疲労、ストレスのレベルと睡眠時刻も同時に記録しても

らう。また勤務中の事故の発生も記録する。測定終了

後には習慣的な身体活動や運動、食習慣、生活習慣

病、そして職業性ストレスや抑うつ等を含む心身の健康

について健康診査やアンケート調査、血液・尿検査、

心拍変動と脳の情報処理時間の計測を実施する。 

(4)研究の特色・独創性 

介護労働者の勤務時の生活習慣の実態と心身の状

態、およびそれらが心身の健康に及ぼす影響が明らか

となるであろう。 

【研究成果】 

(1) 交代制勤務をともなう介護労働者の身体活動と眠

気を調べたところ、夜勤後では日勤後と比較して眠

気が増大していた。一方、夜勤後の身体活動の増

大はその後の眠気の減少と関連していた。身体活

動は心身の疾患の予防や改善のための有効策とな

りうることが示唆された。 

(2) 交代制勤務をともなう介護労働者の食習慣を調べ

たところ、日勤者よりも菓子類及び嗜好飲料の摂取

量が多く、夜勤入り日、夜勤明け日では日勤日と比

較して朝食と昼食の欠食者が多かった。さらに、交

代制勤務の経験が長いと体格指数（BMI）が高かっ

た。食習慣の改善は心身の疾患の予防や改善のた

めの有効策となりうることが示唆された。 

(3) 労働に関連する環境・心理・時間が心拍変動に及ぼ

す影響を調べた研究を検討したところ、いずれの要

因もとくに副交感神経活動と関連すると報告されて

いた。労働者の心血管系機能の健康を調べる際に

は副交感神経活動に注目することが重要であること

が示唆された。 
 
（8) 労働者の疲労と睡眠に関する労働安全衛生研究 

（夜勤・交代勤務者における健康生成要因と疲労の関連性） 

久保智英(作業条件適応研究G) 

   

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

近年の IT 化、長時間過密労働化、24 時間化社会の

到来により、労働者の働き方、暮らし方が大きく変容し

た。それとともに労働者の疲労研究は、疲労がどう発現

し、進展するのかに焦点を置いた研究に加えて、疲労
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がどのような条件で回復するのかに強い関心が寄せら

れるようになった。とりわけ、夜勤・交代制勤務者は、疲

労の回復過程にあたる睡眠や休養時刻が生理的、心

理的、社会的に逆転したパターンとなっている事が、慢

性的な疲労の常態化を介してヒューマンエラーの増加

ひいては睡眠障害などの健康障害に陥りやすいという

問題を抱えている。 

(2)目的 

本研究の目的は、夜勤・交代勤務者を対象に労働に

よる疲労を慢性化させずに上手く対処して回復するた

めの健康生成要因の解明である。 

(3)方法 

労働による疲労を長期化させずに上手く対処してい

る労働者群と、回復対処できず疲労を慢性化させてい

る労働者群の労働・生活状況をアンケート調査と観察

調査によって比較・検討する。 

(4)研究の特色・独創性 

本研究は、従来のリスクファクターを追究する「病因

論（Pathogenesis）」の視点からではなく、健康をつくる

要因とは何かを求める「健康生成論（Salutogenesis）」に

立ち、対策ベースで研究を行うスタンスに本研究の特

色・独創性があるといえる。 

【研究成果】 

本研究により得られた成果を以下に要約する。 

1) 夜勤・交代勤務に従事する看護師において、疲労

を持ち越さない者は休日の睡眠のとり方が規則正

しいこと。 

2) 対人サービス業に多いといわれるバーンアウト度

の高い看護師は休日の睡眠のとり方が遅寝遅起

の傾向にあること。 

3) バーンアウト度の高い看護師は健康な者と比べ、

残業時間が有意に長いこと。 

4) 連続夜勤後の回復過程には個人差が大きく、連続

夜勤後すぐに連続夜勤前の水準に回復する者と、

その後、数日間に渡って回復しない者が存在する

こと。 

5) 連続夜勤後に通常の生活リズムへ再適応する回

復の速さは、普段の生活リズムが規則正しい者ほ

ど回復が速く、不規則な者ほど回復が遅いこと。 

6) 繁忙期などで日常的に誰もが取りえる 5 時間睡眠

でも、それを繰返す事で一晩徹夜した状態と同等

の覚醒度に陥ること。 

7） 短時間睡眠者に対して週末の睡眠時間を普段より、

長くとらせた場合、翌週の作業効率や疲労感の改

善に効果的であること。 

 
（9) 唾液試料を用いた職業性ストレスの評価ならびにストレス関連疾患の予防 

井澤修平(作業条件適応研究G) 

   

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

近年、職業性ストレスに関連した要因が健康を阻害

することが多く報告されている。しかしながら、職業性ス

トレスの評価法に関しては、質問紙を用いたものが大

半を占めており、客観的な方法、たとえば生理指標を

用いたものについては、十分な検討が行われていない

（井澤他、2007）。 

(2)目的 

本研究では、生理指標の中でも唾液中バイオマーカ

ー（コルチゾール、デヒドロエピアンドロステロン

（DHEA）、インターロイキン 6（IL-6）、C 反応性タンパク

（CRP））に注目し、ストレス評価を検討する前の予備的

な段階として、唾液採取方法、室温保存、日内変動な

どが、これらの物質に与える影響を検討した。 

(3)方法 

対象は成人の男性・女性 20 名であり、複数の方法

（ストロー条件、コットン条件、ポリマーロール条件）によ

り唾液を採取した。また得られた唾液を複数に分け、室

温保存の条件（直後冷凍、4 日室温保存、9 日室温保

存）を比較した。また日内変動については、成人男性 2

名を対象とし、通常の日常生活の中で任意の時間に自

身で唾液採取を実施させた。 

(4)研究の特色・独創性 

唾液試料は非侵襲的に採取でき、採取にあたって時

間と場所の制約も少ないことから、職場ストレスの評価

や疾患の予防を考える際には、非常に有用と考えられ

る。採取方法、検体の室温保存、日内変動を検討する

ことは採取手続きを設定する上で重要であり、かつ測

定値の誤差を少なくすることにもつながり、基礎的では

あるもの、重要な検討事項であると考える。 

【研究成果】 

唾液採取方法については、コットンを用いて唾液を

採取した場合に硫酸基結合型DHEA の濃度が 75％上

昇することが示された。室温保存については、室温保

存が1日以上経過した検体ではCRP・IL-6の濃度がそ

れぞれ 22％、30％低下する傾向がみられ、室温保存9

日で DHEA の濃度が 67％上昇する傾向がみられた。 

日内変動については、コルチゾール、DHEA、硫酸

基結合型 DHEA について起床時に濃度が高いことを

確認した。唾液中 IL-6、CRP については夜間から早朝

に高い CRP 値、IL-6 値が観察された。 
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以上の結果より、コルチゾールについては採取が簡

易なコットンロール等を用いて、かつ郵送などで検体

の収集が可能であることが示された。これにより、特定

の時間帯のコルチゾール値の評価が可能となる。また

コルチゾールに加え、それ以外の物質を測定する際は、

それぞれの条件を吟味しながら、唾液の採取方法、回

収、評価の手続きを考える必要がある。

 

(10)  勤務時間帯による健康影響に関する研究 

伊藤弘明(環境計測管理研究G) 

  

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

近年、夜専等勤務形態の多様化に伴い労働者の生

活時間帯が多様化し、それに伴う健康影響が危惧され

ている。ビタミンDは日光照射によって皮膚で生成され

るが、たとえば夜勤では日光に当たる機会が少ない等、

勤務時間帯の違いがビタミン D 生成量に影響すること

が考えられる。また、労災認定件数が毎年 300 件を超

える脳・心臓疾患のリスクが長期間の交代勤務で上昇

することが判ってきており予防対策が求められる。 

(2)目的 

日光を浴びないような労働条件・生活環境が労働者

の健康に及ぼす影響を総合的に検討する。労働態様

の違いに伴う生活時間帯の違いとビタミンDレベルとの

関係、さらに酸化的ストレスレベルとの関係を明らかに

する。交代勤務者を脳・心臓疾患から守るための早期

影響指標として高感度 CRP を用いる上で必要な基礎

的知見を得るため季節間・日間の濃度変動について検

討する。 

(3)方法 

常日勤の室内労働者4名について、2008年2月と10月

に採血を各6回合計12回行い血中の諸物質を測定した

（F20-83）。また、2009年7月に大阪の金属取扱工場従

業員約60名のうち同意の得られた19名から採血し、血中

の諸物質を測定した（P21-01）。 

（4）研究の特色・独創性 

個人内の25OHDや高感度CRP濃度の変動を長期・短

期の両方で繰り返し測定して検討した例や夜勤労働者

が日照不足でビタミンD不足になっているかどうかを示

す資料はまだない。夜勤労働者の昼の過ごし方等、労

働時間帯毎にふさわしい生活の仕方を本研究によって

提案することができる。 

【研究成果】 

血清中の 25OHD、高感度CRP の濃度は 2 月に低く

10 月に高い季節変動が観察された。逆に intact PTH

は 2 月に高く 10 月に低い結果であり、1α,25-(OH)2ビ

タミン D では明確な季節変動は観察されなかった。血

清中高感度 CRP 濃度は採血 12 回のうち 11 回で不検

出であった対象者1名を除き、10 月の濃度は 2月に比

べ、中央値で 38-74％高い値であり有意な季節変動が

観察された（対応のある Welch の検定、p=0.03）。既存

の最も規模の大きな追跡研究と断面研究でも、それぞ

れ 11 月と 9 月に最大であり、本研究の結果と傾向が一

致している。今後、産業医や産業衛生従事者が高感度

CRP の検査結果に基づいてその労働者の脳・心臓疾

患リスクを判断する場合には、一年の中のどの時期の

値かに注意する必要性、また目的により複数回の採血

の必要性が示唆された。交代勤務労働者が日照不足

でビタミン D 不足になっているかどうかは P21-01 にお

いて検討した。低ビタミン D 労働者群では骨粗鬆症リス

クや酸化的ストレスレベルが高いかどうかについても平

成23 年3 月までに検討予定である。 

 

１１） 研究領域 13 職業性疾病の早期発見のための指標開発と発生機序解明等に関する研究 

（1) 職場環境中物理化学因子へのばく露と生殖機能を中心とした健康状態との関連に関する研究 
 大谷勝己(有害性評価研究G) 

  
【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

農薬散布業者の精液性状に異常の徴候があるという

報告に基づき、ここ数年農薬を中心として動物実験に

よりその雄性生殖の有無を検討してきている。また、

2008 年には中国製の餃子やインゲンにメタミドホスや

ジクロルボスが混入された疑いから農薬関連物質の健

康影響が散布業者などの労働衛生に限らない社会問

題ともなっている。 

(2)目的 

職域でのリスク評価が可能となるように、信頼性の高

いバイオマーカーを開発するため、様々なバイオマー

カーを駆使して、調査および実験研究に応用できるか

を検討する。 

(3)方法 

農薬として使われていたジブロモクロロプロパン
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（DBCP）を投与したラットの精巣上体尾部にある精子の

暗視野画像を目視解析し未成熟精子、短尾精子、無頭

精子、無尾精子の割合を計測した。有機リン系農薬で

あるフェニトロチオン（FNT）またはその代謝物を投与し

たラットにおいて異常精子の発生率を、コンピュータを

利用した精子画像解析法による改変画面から調べた。

また、テトラゾリウムや発光試薬を有機リン農薬投与ラッ

トの精子に作用させミトコンドリア代謝能への影響を解

析した。 

(4)研究の特色・独創性 

CASAによる改変画像を利用して簡易精子形態分析

を行なった例はなく、また化学物質による精子形態異常

は頭部を解析したものがほとんどで尾部まで詳細に調

べた報告例はあまりない。 

【研究成果】 

DBCP投与により無頭精子、無尾精子が有意かつ用

量依存的に増加した。これは、DBCPが精子の頭部及び

尾部を切断する作用を持つことを示唆する。FNTまたは

代謝物を投与したラットにおいて双方で運動能の低下、

エネルギー代謝能の低下、未成熟精子の増加を認めた。

これは、FNTが精子の成熟を妨げ、運動能やエネルギ

ー代謝を低下させることを示唆し、しかもその代謝物が

関与している疑いが強い。 

 
（2) 毒性評価のための試料作製法の改良・改善に関する研究  

久保田久代(健康障害予防研究G) 

   
【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

産業界では新規化学物質が多種・多数生産されて

おり、それらの化学物質が多方面にわたって使用され、

その使用状況は様々である。近年、急性症状として現

れないような軽微な作用が蓄積し長期間ばく露によっ

て重大な結果をもたらす化学物質も知られており、その

ような初期変化を敏感に察知できる検索方法が必要で

ある。 

(2)目的 

化学物質の毒性評価は多方面での検索がなされて

いるが、その中でも、病理形態学的な診断は重要であ

る。そこで本研究は、現在行なわれている一般的な病

理検索方法に加えより的確な病理診断をおこなう為に、

実験動物を用いて病理組織学的試料作製方法の改

良・改善を試みる。 

(3)方法 

本研究の目的を達するために病理標本作製の基本

である固定法を確立させる。精査したい組織や細胞の

微細形態学的な検索を行なうため、固定液の種類と濃

度、固定温度、固定時間、のそれぞれについて灌流固

定法、浸漬固定法、マイクロウェーブ固定法の各方法

を組み合わせて検討する。 

(4)研究の特色・独創性 

従来の微細形態学的試料作製法はその性質上、採

材した組織を細切して固定することが常識であった。本

研究により組織を細切することなくその試料作製を行うこ

とが可能となる。 

【研究成果】 

昨年の結果を受け、マウス精巣の固定を行うために麻

酔法と固定液に使用する緩衝液の種類について検討し

直した。麻酔については、エーテル及びクロロホルムよ

りネンブタールを使用した麻酔の方が良好な結果を得

ることが出来た。また、緩衝液の種類については、リン酸

緩衝液とカコジル酸緩衝液の2種類を比較検討した。そ

の結果、カコジル酸緩衝液を使用した固定液の方が良

好な形態像を得ることが出来た。そこで再度マウス精巣

の固定を行い微細形態観察を行った。その結果、精巣

内間質に隙間が大きく見られたり、細胞に浮腫が見られ

たり明らかに試料作製によるアーティファクトと思われる

像が観察された。これらは灌流する時の強さや流量等、

灌流方法に問題があると考えられる。現在、灌流固定に

ついてその灌流量や強さ・灌流するルートの条件を再

検討している。 

 
（3) 労働衛生におけるバイオ技術の活用 

三浦伸彦(健康障害予防研究G) 

   
【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

労働者が産業化学物質にばく露した場合、これら物

質が生体に与える影響を詳細に知ると同時に、ばく露

による影響をなるべく正確に評価する必要がある。しか

し特異性が高くかつ鋭敏なばく露影響指標は得られて

おらず開発が待たれている状況である。 

(2)目的 

現行の遺伝子発現の変動パターンをばく露影響指

標として応用するためのバイオ技術開発を引き続き発

展させる。さらにシフトワークを視野に入れ生体リズム

に関与する体内因子へ産業化学物質が及ぼす影響を
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解析する。 

(3)方法 

複数遺伝子の変動をリアルタイム PCR 法で解析し、

ばく露指標としての活用を検討していく。また生体リズ

ムを司る時計遺伝子の発現を特異的に測定する方法

を確立する。 

(4)研究の特色・独創性 

産業化学物質のばく露影響指標に遺伝子が応用さ

れた例は少なく、また単独で使われている。本研究で

は遺伝子の発現パターンを指標とすることが独創的で

ある。 

【研究成果】 

遺伝子発現変動をリアルタイム PCR法で解析するた

めの初段階である RNA 抽出を、効率良く高品質に行う

系を、培養細胞を用いて確立したが、ラットの肺組織か

らも同様の質を持つ RNA を得ることができた。この

RNAを用いた PCR法ではばらつきの無い綺麗なデー

タを取得できた。またレアメタルを意識し、数種の金属

化合物による遺伝子発現パターンを調べたが現時点

でばく露指標とし得るパターンを得ることはできなかっ

た。細胞に添加した金属濃度が高いこともあり、低濃度

での検討が必要と思われる。一方、シフトワークを視野

に入れ時計遺伝子の発現測定系を検討し、ヒトの時計

遺伝子（現時点 9 種）の発現を特異的に測定する系を

確立した。

 

１２） 研究領域 14 化学物質・有害物理因子等職場の有害要因による健康影響とその予防に関する研

究 

（1) 神経毒性評価のための生化学的指標に関する基盤的研究 
  須田恵(有害性評価研究G) 

  

【研究概要】 

(1)背景 

安衛法の改正（平成18年4月）により、化学物質のリ

スクアセスメントが事業者に努力目標として課せられた。

そういった背景から、今まで以上に化学物質のハザー

ド情報が広く求められている。ところが発がん性や感さ

性、生殖毒性などには明確な指標が確立されていても、

中枢神経毒性においては物質間の毒性比較に耐えら

れるような指標が確立されていない。 

(2)目的 

中枢神経毒性のスクリーニングテストの手法の提案

をするために、モノアミンやアミノ酸などの脳内物質が

その指標となり得るかどうか、また、なりえるとしたら、測

定条件はどのようにしたらよいか検討する。 

(3)方法 

先行研究で中枢神経系の脱抑制作用が知られる１-

ブロモプロパン（１ＢＰ）ばく露で動物の脳内モノアミン、

アミノ酸等が大きく変動していることから、作用が違うが

やはり中枢神経系に影響があるとされている典型的な

有機溶剤による動物の脳内モノアミン、アミノ酸等の変

化と比較して、指標としての性質を検討する。 

(4)研究の特色・独創性 

中枢神経系の神経伝達物質の研究は主に薬の作用

の研究として発展してきているが、労働衛生の分野では

ほとんどなされていない。そして産業化学物質は年々

増加の一途であり、それらのハザードを評価する手法の

開発は重要で、中枢神経系の神経伝達物質を指標に据

えている研究は他では見当たらない。 

【研究成果】 

本研究は4年計画で行われたものであり、上記の目的

を達成すべく、1年目に先行研究に用いた１ＢＰの類似

物質である2-ブロモプロパンを１ＢＰのばく露期間や濃

度に合わせて8時間/日×7日/週×3週間で0, 50, 200, 

1000 ppmの濃度のばく露をし、比較した。作用強度は違

うものの類似の影響が見られ、類似化合物同士の毒性

の比較指標に使えそうな感触を得た。２年目は３週間と

いう期間が特異的であり、OECDテストガイドラインに準

拠していないと他者のデータと比較しづらいとの共同研

究者の意見もあり、6時間/日×5日/週×4週間の期間で

ばく露を行った。中枢神経作用があると言われているも

ののあまり中枢系の研究はされていないが、過去に急

性ばく露実験を行ったことのあるｎ-ヘキサンを0, 40, 200, 

1000 ppmの濃度でばく露した。結果は極一部で有意な

変化を示したが、脳全体では変化の傾向は見られず、

急性ばく露実験で得られた結果も現れなかったので濃

度、期間の選択に検討の余地を残した。そこで毒性の

比較基準とするために、GHSの毒性評価基準を用いる

ことを考え、0, 50, 250, 1250 ppm×6時間/日×5日/週

×90日のばく露を採用した。90日ばく露だと、1年では

測定を終えることができないので2年がかりの計画とし、

現在1部の測定がまだ残っているが、グリシン、セロトニ

ンでは、Dose-dependentな減少を示した部位が多かっ

た。 
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  小林健一(健康障害予防研究G) 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

産業化学物質の生殖発生毒性は懸念されているも

のの、その毒性評価は十分に検討されていない。労働

者のばく露に対する特定の健康障害を結びつけるの

は困難であり、またヒトを対象とした研究は制約がある

ため、労働者のリスク評価を支持するデータを得るため

には動物実験を用いた研究とあわせて評価することが

必須である。これまでの動物実験によってなされてきた

産業化学物質の影響評価に関する報告は、年々累積

しているにも拘らず、実験条件やエンドポイントの選択

の相違から有効的な評価が確立されていない。 

(2)目的 

実験動物を用いた生殖発生毒性評価のための適切

な試験研究法の確立を試みる。産業化学物質の毒性

を考える上で、個体の発達段階、雌雄差、パラメーター

の選択、実験条件等の要件が重要となる。基礎生物学

的知見を踏まえた上で、化学物質の毒性を個体レベル

で捉える実験条件やエンドポイントを検索する。 

(3)方法 

実験動物の肉眼的所見観察、形態学、免疫組織化

学、酵素免疫測定、組織画像解析、精子解析等の中か   
ら、毒性影響評価に有効な手段を検討する。 

(4)研究の特色・独創性 

毒性影響評価に有効な再現性・高度性を目指す。 

【研究成果】 

マウスの形態学的な生殖発達指標として、肛門生殖

突起間距離測定を行った結果、採材前の測定が容易

であるうえに、体重による補正値を採用するとより高精

度な評価が可能ということを確認した。 

精巣の機能評価を目的として、一個体の片側の精巣

上体中の精子を摘出し、精子数および精子運動能を調

べることにより個体間での比較検討ができることを確認

し、あわせて同一個体のもう片側の精巣上体および精

巣を光顕レベルによる組織学的観察により雄性生殖機

能の検索が有効であることを確認した。 

これらの基礎的検討を踏まえて、生殖可能な労働者

の生殖毒性影響を実証するために、低用量（ヒトにおけ

る環境レベルを含む）のビスフェノールA曝露によるマウ

ス生殖発生毒性影響を検索した。その結果、2世代にわ

たっての明確な毒性影響は検出されなかった。 

 
（3) 低周波音・可聴音の知覚特性および聴力影響に関する研究 

（低周波音によって生じる振動感覚の等感度レベルの測定） 

高橋幸雄(環境計測管理研究G) 

   
【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

作業環境中で発生するような音圧レベルの高い低周

波音に曝露されると、ヒトは振動感覚を知覚する。この

振動感覚が不快感の一要因になっていることを示唆す

る研究(Inukai et al., J Low Freq Noise Vib, 5(3), 104-112 

(1986))があることから、その特性を明らかにすることは、

高レベルの低周波音による健康影響を検討する上で

重要と考えられる。  

(2)目的 

平成 21 年度は、低周波音による「頭部の振動感覚」

の等感度レベルの測定を目的とした。現在進行中の被

験者実験では、それに加えて、低周波音による「胸部

の振動感覚」の閾値も測定している。 

(3)方法 

「頭部の振動感覚」の等感度レベルの測定では、8

種類の純音(16～80 Hz)をテスト音とし、50 Hz、80 

dB(SPL)、及び 50 Hz、85 dB(SPL)の 2種類の純音を基

準音として使用した。等感度レベルは、被験者調整法

によって被験者自身が決定した。一方、「胸部の振動

感覚」の閾値については、上記と同じ 8 種類のテスト音

を用い、被験者調整法によって測定した。 

(4)研究の特色・独創性 

低周波音によって生じる振動感覚について、その等

感度レベルを測定した例は過去に無い。この点で、本

研究の独創性は非常に高い。また、知覚部位を限定し

た点も本研究の特色で、ここで得られる結果は、低周

波音による振動感覚の知覚特性を解明する上で有益

な知見になると考えられる。 

【研究成果】 

50 Hz、80 dB(SPL)の基準音に対する「頭部の振動感

覚」の等感度レベルは、前年度に測定した「頭部の振

動感覚」閾値よりも 6～14 dB(SPL)高く、その差は周波

数が高くなるほど大きくなる傾向にあった。50 Hz、85 

dB(SPL)の基準音に対する「頭部の振動感覚」の等感度

レベルは、上記の測定結果よりもさらに高かったが、両

等感度レベルの差は、全測定周波数範囲でほぼ一定

(3～5 dB(SPL))であった。また、50 Hz以上の周波数で

は、両等感度レベルともに ISO 226 (2003)に規定された

等ラウドネス・レベルに近い値となっていた。今回の被

（2) 産業化学物質の生殖・発生毒性評価に関する実験的研究 
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験者自身の等ラウドネス・レベルを測定したわけではな

いが、この類似性から、50 Hz 以上の周波数域におい

ては、聴覚による低周波音の知覚が「頭部の振動感

覚」の知覚の妨害因子となっている可能性が推測され

た。今後の課題として、振動感覚のより正確な定義、お

よび測定精度の向上が挙げられる。 

 

（4) 化学物質ばく露による生体影響の性差に関する研究  
 王瑞生(健康障害予防研究G) 

  

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

近年、労働現場に女性の進出が著しく、女性も男性

と同様に、いわゆる有害環境で働くことも多くなってい

る。現状では、労働環境の許容濃度などの設定に男女

間の性差が殆ど考慮されていない。男女は産業有害

物質に対する反応が同じであろうか。臨床では男女間

に薬物の効果や副作用は明らかに差があることが報告

されている。近年の生物学、医学研究は体内遺伝子の

発現からホルモンの働きまで、われわれが考えた以上

に性差があることも明らかになりつつある。一方、産業

化学物質の生体影響の性差に関しては、殆ど検討され

ていない。 

(2)目的 

多様化労働者集団に対応できる労働衛生管理や健

康診断を再検討するに当たりのエビデンスを提供する

ため、産業現場でよく使われている有機溶剤の代謝と

生体影響の性差について検討し、男女のどちらにも適

用できるバイオマーカーの確立を試みるのが目的であ

る。 

(3)方法 

ラットやマウスなどの実験動物を用いて、以下の検討

を行う。 

雌雄動物に有機溶剤（セロソルブ、スチレンなど）ば

く露させて、尿中代謝物の定量分析を行い、代謝率や

代謝物の排出パタンの違いを検討する；血液を採集し、

血液学検査や種々の生化学測定を行い、生体影響の

差異を検討する；臓器・組織を採取し、生化学の測定や

分子生物学解析を行い、分子、細胞レベルでの差異に

ついて検討する。 

(4)研究の特色・独創性 

産業化学物質の代謝および生体影響の両方におい

て、男女差を明らかにするのが特色である。 

【研究成果】 

雌雄動物（野生型および Aｌｄｈ２遺伝子ノックアウトマ

ウス）にスチレンを、0、100,400、800 mg/kg 体重の用量

で、５日/週、計４週間にわたって経口投与した。最終

投与 24 時間後、血液や種々の臓器・組織を採集した。

スチレンの遺伝毒性の指標として、網赤血球小核の解

析をフロサイトメトリー法で行った。 

 野生型マウスにおいて、いずれのスチレン投与用量

による小核のある網赤血球率の有意な変動は認められ

なかった。これは、雄、雌のどちらも同じであった。

Aldh2 遺伝子ノックアウトマウスにおいては、スチレンの

投与によって小核のある網赤血球率の上昇が認められ

た。雄マウスにおいて、高用量群だけ対照群より有意

に上昇した。雌マウスにおいて、三つのスチレン投与

群は、用量-反応関係が見られ、中用量と高用量群は

対照群より著しく上昇した。上昇率も雌において雄より

大きかった。これらの結果は、スチレンの遺伝毒性を示

唆し、また、代謝酵素活性の欠損はその遺伝毒性に影

響を与えることやこの遺伝毒性の雌雄間に差があること

などを判明した。他の生化学的解析はまだ進行中であ

る。 

 
（5) 粉じん中の有害成分の把握と健康影響についての研究  

（作業環境中のバイオエアロゾルの浮遊状況と健康影響についての研究） 

齊藤宏之(国際情報・研究振興C) 

 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

作業環境における粉じんは多種多様であり、作業者

の曝露状況や特性を把握し、適切な曝露防止措置を

取ることが求められている。粉じんの中でもバイオエア

ロゾル（空気中に浮遊する生物由来の粒子状物質）は

感染症やシック・ビルディング症候群、マイコトキシン

（カビ毒）等による健康障害の原因となる可能性がある

が、我が国の労働環境ではバイオエアロゾルに対する

対策は行われてこなかったため、どのような環境でど

の程度のバイオエアロゾルが発生し、作業者が曝露し

ているのかについての把握は十分ではない。 

(2)目的 

作業環境におけるバイオエアロゾルの発生状況（曝

露状況）の把握、健康影響の把握、ならびに測定方法

の検討を目的とする。 

(3)方法 

様々な労働環境におけるバイオエアロゾルの浮遊
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状態を明らかにするための測定を行い、どのような労

働環境においてどのような種類のバイオエアロゾルが、

どの程度の量浮遊しているのかを明らかにする。 

(4)研究の特色・独創性 

作業環境におけるバイオエアロゾルに関する研究は

我が国では余り行われておらず、様々な作業環境にお

いて曝露状況を把握することは有意義である。 

【研究成果】 

1) 空中に浮遊する真菌のサンプリング・集落濃度測定

方法についての検討を行った結果、多孔式慣性衝

突型サンプラーとジクロラン・グリセロール寒天培地

(DG-18)の組み合わせにてサンプリングならびに集

落の計測が良好に行われることが確認された。 

2) カビの曝露が懸念される作業場の一例として、リフォ

ーム作業におけるカビ浮遊状況の調査を実施した

結果、リフォーム作業中には高濃度のカビが空中に

浮遊し、作業者が曝露される可能性があることがわ

かった。 

3) 昨年度までに調査を行った大学施設ならびに古書

取り扱い作業場において採取されたカビの同定作

業を行った結果、それぞれの環境において曝露さ

れうるカビの種類を特定することができた。 

 
（6) 振動ばく露の人体影響に関する研究 

 柴田延幸(人間工学・リスク管理研究G(Ⅱ)) 

   
【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

腰痛発生の環境要因のひとつとして腰部への振動

伝達が考えられる。これに対して、手持動力工具から

の振動は、振動の大きさ・曝露時間によるが長年使用

することにより振動障害（白ろう病）を引き起こす原因と

考えられている。厚生労働省の第 10 次労働災害防止

計画によれば、手腕振動障害の新規認定患者数は増

加しており、平成14年度において約700人の患者が新

規認定されている。 

(2)目的 

1997 年に ISO2631-1（全身振動の測定と評価）が制

定されたが、規定されている多軸全身振動曝露の評価

方法は、単軸振動曝露実験結果を組み合わせて多軸

に発展させたに過ぎない。本研究では多軸全身振動

曝露の人体影響について知見を得ることを目的とする。

同様に、手腕振動曝露の測定評価方法についても ISO 

5349-1 で規定されているものの単軸評価方法の結果

に基づいたものであり、本研究で多軸手腕振動曝露の

人体影響について知見を得る。 

(3)方法 

6軸全身振動加振器および3軸手腕振動加振器を用

いて、Apparent Mass, Mechanical Impedance, Vibration 

Absorption 等の計測による多軸振動曝露における

Biodynamic Response 評価および主観応答評価を行い、

姿勢や荷重条件、男女差の影響を調べる。 

(4)研究の特色・独創性 

全身・手腕振動ともに多軸曝露は、世界的に未だ行

われていないのできわめて先駆的研究である。 

【研究成果】 

6 軸全身振動加振器を用いた全身振動曝露実験で

は、立位と座位における振動応答実験を行った。その

結果、振動曝露に対する主観応答は、上下方向の振

動に大きく影響を受けることが明らかとなった。また、左

右方向および前後方向の振動では、姿勢を問わず男

性の方が女性よりも振動に対する主観応答が寛容であ

ることが明らかとなった。これに対して、上下方向の振

動では、女性の方が男性よりも振動に対する主観応答

が寛容であることが示された。これらのことから、振動の

主観応答に対する男女差の方向依存性が存在するこ

とが新たに明らかとなった。この結果より、今後、男女差

の方向依存性を考慮した振動に対する快適性の評価

尺度を新たに構築し、現行の規格の改定時に提案して

いく。 

3 軸手腕振動加振器を用いた手腕振動曝露実験で

は、多軸振動下でも同様に前腕回内により、低周波数

領域において機械インピーダンスおよび振動吸収率が

大きく増加することがわかった。ただし、その傾向は多

軸振動によって短軸振動曝露よりも軽減される傾向が

見られた。このことから、特定方向に顕著に振動曝露を

誘起するような工具の方が手腕系の健康影響上好まし

くないことが明らかとなった。 

来年度より、本研究で得られた知見をもとに振動曝

露による振動由来性疾患発症部位の振動吸収現象の

解明とその低減化を目的としてイノベーション 25 研究

の方で同研究をさらに発展させていく予定である。 
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（スチレン曝露労働者の発がんリスクの研究） 

 牧祥(健康障害予防研究G) 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

ベンゼン以外の有機溶剤において慢性ばく露による

発がんリスクはまだ不明なことが多い。スチレンは

ACGIHにおいてはA4になっており、動物実験におい

ては否定的であるが、人に対してはまだ十分な証拠が

得られていない。 

(2)目的 

スチレン取り扱い労働者の発がんリスクを調べる。 

(3)方法 

対象集団はスチレンを取り扱っている工場の男性労

働者約 150 名である。発がんリスクの指標として尿中

8-hydroxydeoxyguanosine (8-OHdG)排泄量を用いた。

測定はHPLCによる二段階分離法（葛西法）を用いた。

尿試料は 5 年前に入手し、尿中 8-OHdG 濃度測定は

基本的には前年に終了した。本年度は信頼性の欠ける

測定結果が得られていた試料の再測定及び背景デー

タの整理等データ解析を行う。 

(4)研究の特色・独創性 

測定に用いたHPLCによる二段階分離法（葛西法）は

感度が高く定量性が良い。スチレンばく露集団として比

較的まとまった対象集団を得ることができた。 

【研究成果】 

尿試料は 5 年前に入手し尿中 8-OHdG 濃度測定は

基本的には前年に終了し、本年度は信頼性の欠ける

測定結果が得られていた試料の再測定を行い測定は

終了した。さらに、背景データの整理等を含めデータ

解析を進めた。 

 
（8) 各種労働環境下における作業服・防護服の温熱生理学的評価に関する研究 

 榎本ヒカル(国際情報・研究振興C) 

   
【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

近年の地球温暖化に伴い、産業現場でも多数の熱

中症が引き起こされている。建設作業現場のような暑熱

環境下では、環境側要素をコントロールすることは困難

であり、人体側の暑さ対策が必須である。また、屋内作

業時においても、防護服着用作業中の熱中症は屋外

同様に発生している。 

(2)目的 

前年度ある程度の効果が確認されたクールベストに

着目し、建設作業現場における暑熱環境緩和対策およ

び熱中症対策としてのクールベストの効果を、実験室

実験により確認する。 

(3)方法 

安衛研清瀬地区の人工気象室にて、建設作業現場

を模した服装で被験者実験を行った。建設作業現場の

夏期の標準的な服装（長袖長ズボン、T シャツ、軍手、

軍足、安全靴）を着用した健康な大学生男子 4 名を暑

熱環境（気温35℃相対湿度50％）に90分間曝露した。

測定項目は皮膚温、直腸温、耳内温、体重減少量、心

電図、血圧、脈拍、主観的申告、視覚反応時間（PVT）、

自覚症しらべ、であった。実験条件は、建設作業現場

用に開発されたクールベストを前半着用した場合、後

半着用した場合、全く着用しなかった場合、の３種類で

あった。実験は 2009年6～7月に行った。 

(4)研究の特色・独創性 

労働現場における暑熱環境緩和対策として、保冷剤

を入れたベストは例えば消防士用などの開発は行われ

ているが、建設作業現場とは環境条件や望まれる効果

が異なる。本研究では建設作業現場の特徴をふまえ、ク

ールベストの着用効果を検討する。 

【研究成果】 

実験の結果、クールベスト着用時には非着用時に比

べ温冷感などの主観的申告値が「涼しい」側になり、視

覚反応時間の成績は良くなる傾向がみとめられた。そ

の一方で、クールベスト着用時には非着用時より体重

減少量が抑制される傾向がみとめられ、直腸温が上昇

する傾向がみられた。これはクールベストの着用により

発汗が抑制された可能性を示唆していると考えられる。

また前年度研究では有意差が確認された平均皮膚温

は、本年度の実験条件ではクールベストの有り無しに

よる有意差は認められなかった。 

服装条件や保冷剤の位置と量、気温や保冷剤の温

度によってクールベストの効果は変わってくると考えら

れる。皮膚温変化と体内温変化の推移の違いや、体重

減少量と体内温の変化、生理値変化と主観的申告の変

化の違いなどをふまえ、クールベスト着用の長所・短所

について今後さらなる検討を行う予定である。 

 

（7) 有機溶剤取り扱い職場における発がんリスクの研究 
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（9) ALDH2 遺伝子ノックアウトしたマウスにおける ETBE（Ethyl tertiary-Butyl Ether）の遺伝子毒性評価に関す

る研究 

翁祖銓（健康障害予防研究G） 

   

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

エチルターシャリーブチルエーテル（ETBE）はガソリ

ンの添加剤として今後も長期にわたり産業で使われる

となるので、産業者暴露だけではない、一般人にも暴

露の可能性があり、労働衛生と環境問題となりうる候補

となろうと思われる。今まで ETBE に関する論文が少な

く、特にヒトのライフスタイル、遺伝素因と関連性の論文

がまだ報告されていない。ALDH2 酵素は ETBE の代

謝に関与するが、日本人の 3－4 割はこの酵素活性の

欠損者である。したがって、これらの遺伝背景およびラ

イフスタイルは、ETBE の遺伝毒性にどう影響するかに

ついて研究する必要がある。 

(2)目的 

本研究では ETBE の体内代謝に関与している酵素

の遺伝子多型が ETBE による遺伝毒性への修飾作用

の解析を行う。生体の遺伝背景の差による影響を考慮

し、より良い有害性評価のマーカーの開発を検討す

る。 

(3)方法 

ALDH2 酵素遺伝子のノックアウトマウスおよび野生

型マウスの両方を用いて、ETBE の慢性曝露後、コメッ

トアッセイ法で DNA 損傷を評価し、曝露-損傷-遺伝背

景の相互影響について解析を行う。 

(4)研究の特色・独創性 

ALDH2遺伝子ノックアウトマウスを用いて、ETBEの遺

伝子毒性を研究するのはこれで初めてであることが特

色であり、特異的な遺伝背景を持っている人における

ETBEの遺伝毒性に対する感受性を明らかにすることが

独創性である。 

【研究成果】 

ETBE 慢性曝露した Aldh2 遺伝子ノックアウトおよび

野生型マウスの白血球における DNA の初期損傷を解

析した。DNA 損傷度は最も使われているテールインテ

ンシティ（tail intensity, TI)を用いた。雄マウスの TI 値は

ALDH2 遺伝子ノックアウトマウスのいずれの群（ETBE

低、中、高濃度曝露群）においても有意に高かったが、

野生型マウスにおいては高濃度曝露群のみ有意に上

昇した。DNA 損傷の上昇度（8-オキソグアニン DNA グ

リコシラーゼ酵素処理後の上昇率）は、ALDH2 遺伝子

ノックアウトマウスの低、中濃度 ETBE 曝露群は対照群

と比較して、統計的有意差がないものの増大し、高濃

度曝露群は有意に増えた。しかし、この結果は野生型

マウスにおいては観察されなかった。以上の結果から

ETBE、特にその高濃度曝露は、ALDH2 遺伝子ノック

アウトマウスの血球 DNA 酸化損傷を誘発することが示

唆された。

 
（10)  作業遂行条件下における動物（ラットおよびマウス）の高次脳機能に及ぼす要因に関する実験的考察 

 北條理恵子(国際情報・研究振興C) 

   
【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

現在の労働環境下では、微量で長期的な化学物質

曝露が問題とされている。曝露の可能性のある物質(有

機溶剤やナノ粒子等)の中には曝露時期によって微量

でも高次脳機能に不可逆的かつ微細な障害が生じる

可能性が示唆される。 

(2)目的 

化学物質曝露が高次脳機能に及ぼす影響の有無、

程度、および脳内で影響を受ける部位の同定を目的と

する。 

(3)方法 

曝露し、生育時期（幼若期・成熟期・老齢期）の異な

る動物（マウス）を対象に行動実験および病理組織学

的解析を行った。はじめにさまざまな生育時期におい

て複数の学習行動試験を施行し、化学物質が動物の

学習記憶機能、情動や運動機能に与える影響を調べ

た。学習行動試験後に脳を採取し、標本を作製して組

織・形態学的手法を用いて曝露による脳への影響を調

べた。 

具体的な被検物質として、神経毒性が疑われている

物質（ビスフェノーA，BPA）を母体曝露し、生まれてき

たこどもを使用して、様々な時期における毒性影響を

調べた。 

(4)研究の特色・独創性 

学習行動試験も複数用い、さまざまな側面から学習

記憶機能障害の有無、特徴、重篤度の違いなどを調べ

た。 

組織学的手法を用いた脳の解析においては、母獣に

対しBPAの経口曝露を行い、生まれてきた仔の幼若期、

成熟期あるいは老齢期における学習行動試験、情動試

験、運動機能試験等を施行した。行動試験終了後一定

時間経過した動物の脳の活性部位を酵素抗体法で化学
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物質曝露により影響を受ける脳の局在を調べた。抗体

は活性部位に迅速に発現するタンパクであるc-fosおよ

び学習試験の際に報酬に対し反応するといわれる

Tyrosinhydroxylase, THを使用した。 

【研究成果】 

行動試験に関して： 

情動および運動機能試験の結果、各群に差は認め

られなかった。学習記憶機能試験(系列学習試験)の結

果では、低・中用量の曝露群において学習課題を獲得

した動物数が統制群よりも少ないという結果が得られた

が、遅延はのちに解消されていること、その他の行動

指標に有意差が認められなかった。この結果は、BPA

の毒性に関して現在議論となっている、「低用量特異

的な毒性」の示唆するものであるかどうかは判別できな

い。また、内分泌かく乱物質に特徴的な、毒性の遅延

発現を示している可能性や学習獲得の遅延が若年期

にのみ生じた点で、時期特異的な毒性発現の可能性

があるかどうかについては、更なる検討が必要である。 

脳の病理組織学的検討について： 

脳におけるc-fosおよびTH発現は、いくつかの脳領

域で曝露群と統制群に差がみられたが、用量依存性は

みられなかった。脳の活性部位および活性量にも BPA

曝露と関連して生じていることを示唆する結果はみられ

なかった。このことから、上記で見られた学習課題獲得

の遅延は、脳内での変化というよりも、ホルモン等の変

動あるいは特定の行動パターンが BPA 曝露の影響を

受けて生じた一過性のものである可能性がある。今後

の検討の課題とした。

 
（11)  作業環境中の物理的因子の健康影響評価 

 山口さち子(健康障害予防研究G) 

   
【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

電磁場は最も身近な作業環境中の物理因子の一つ

である。近年の技術発達に伴い医学・工学分野で作業

者の電磁場ばく露が拡大しつつある。電磁場の生体影

響は知見が蓄積されつつあるが未だ十分ではない。

今後、作業者が安心して業務を行うために、健康影響

評価が強く求められている。 

(2)目的 

本研究では、健康影響が明らかでない作業環境因

子に対して、生物学的マーカーを用いた影響評価を行

うための技術基盤の確立を行う。また、実際の作業環

境の例として、強磁場を用いた医療機器である MRI と

MR 検査を行う作業者を対象に、磁場ばく露の実態調

査や、強磁場環境での作業特有の症状（神経刺激症

状）について具体的な防護策を立てるための基礎知見

の取得を目指す。 

(3)方法 

健康影響が明らかでない作業環境因子に対して、生

物学的マーカーを用いた影響評価を行うための技術

基盤として、ストレス応答タンパクのシグナル伝達メカ

ニズムに着目する。また、実際の作業状況の知見の取

得には、強磁場MRIユーザー（研究者，メンテナンス業

者，清掃業者など）と低磁場 MRI ユーザーを対象に、

作業中に体感した症状と持続時間のアンケート調査を

行う。 

(4)研究の特色・独創性 

本研究は、電磁場影響という可視化しにくい因子につ

いて、ストレス応答タンパクを健康影響のマーカーとして

検討するものであり、他所で例を見ない。また、MRI付近

の作業環境に着目した実態調査は本国では初の実施と

なる。 

【研究成果】 

2009 年は、健康影響が明らかでない作業環境中の

物理因子に対して、生物学的マーカーを用いた影響

評価を行うための技術基盤につき検討した。ストレス誘

導性タンパクである HSP70 とメタロチオネインの誘導経

路について Electrophoretic Mobility Shift Assay により

解析し、影響評価上有用な知見を得た。また、実際の

作業環境例として、強磁場を用いた医療機器である

MRI と MR 検査を行う作業者を対象に、現場調査の準

備を行った。電磁場ばく露の量的評価は実測とシミュレ

ーションによる計算とで行われるが、実測について MR

環境での測定に耐えうる機器の選定、予備実験を行っ

た。また、共同研究機関である東京大学と協力し、不均

一磁場中での作業者の体動について対応策を協議し

た。更にフランス NeuroSpin 研究所と協力し、MRI 検査

作業中に体感した症状と持続時間に着目したアンケー

トを作成した。

 
（12)  ホルムアルデヒドがラット気道及び皮膚の興奮性NANC 神経系に及ぼす影響 

 坂本龍雄(有害性評価研究G) 

   
【研究概要】 (1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 
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ホルムアルデヒド（FA）は職場環境中に広く分布し、

呼吸器系や皮膚などへの健康影響が危惧されている。

FA は皮膚や粘膜の知覚神経 C 線維を刺激し、タキキ

ニンを遊離して急性の神経原性炎症を引き起こす。 

(2)目的 

FA の吸入及び塗布は急性の神経原性炎症を惹起

するのみならず、ばく露箇所に C 線維とタキキニン受

容体を増加させ、神経原性炎症を増強する仕組みを構

築する可能性がある。その可能性を検討した。 

(3)方法 

ラットに FA 水溶液のエアロゾルを吸入し、急性反応

が消退した 1 週間後にカプサイシン静注による気管の

神経原性血漿漏出をエバンスブルー法を用いて測定

した。皮膚においては、FA 水溶液をラット腹部に塗布

し、その 1 週間後にカプサイシン塗布による皮膚の血

漿漏出を測定した。また、FA ばく露後の気管と皮膚を

採取し、蛍光免疫染色法を用いてC線維（サブスタンス

P 抗体結合線維）とタキキニン NK1 受容体の分布変化

を観察した。 

(4)研究の特色・独創性 

FAの皮膚や粘膜に対する強力な刺激性が注目され

ている。本研究では気道及び皮膚において、FAの急性

炎症反応後に神経栄養因子が産生され、C線維とタキキ

ニン受容体の増加や神経刺激に対する反応性亢進を

引き起こすことを見出した。この変化は、FAが神経原性

炎症を増幅させることで、ヒトの慢性気道・皮膚炎症性疾

患の原因・増悪因子となる可能性を示唆する。 

【研究成果】 

1）FA 塗布は、ラット皮膚に血漿漏出などの急性皮膚反

応を惹起するが、その 1 週間後に C 線維とタキキニ

ン NK1 受容体を増加させ、カプサイシン塗布による

神経原性皮膚血漿漏出を増強した。C 線維とタキキ

ニン NK1 受容体の増加が観察される前に、神経栄

養因子（NGF、BDNF）の発現増強が観察された。 

2）FA 吸入は、ラット気道に血漿漏出などの急性気道反

応を惹起するが、その 1 週間後に C 線維とタキキニ

ン NK1 受容体を増加させ、カプサイシン静注による

神経原性気道血漿漏出を増強した。C 線維とタキキ

ニン NK1 受容体の増加が観察される前に NGF、

BDNF の発現増強が観察された。 

3）成熟ラットと離乳前の幼若ラットの皮膚における C 線

維とタキキニン NK1 受容体の分布を比較検討したが、

幼若ラットではいずれも分布が疎であった。 

4）リポ多糖吸入やNSAIDであるインドメタシンの全身投

与は、FA 吸入と同様、気道において C 線維とタキキ

ニン NK1 受容体を増加させた。

 

１３）  研究領域15 労働現場における疫学的研究 
(1) 建設労働者における各種有害物ばく露の実態と疾病に関する研究 

久保田均(国際情報・研究振興C) 

  
【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

建設業においては、多種多様な化学的・物理的手法

が応用される職種であり、昨今、その労働環境は多面

的且つ複雑化を極めている。そのため、労働安全面で

の危険はもとより、とりわけ建設材料に起因する職業病

発生リスクの高い業種であると考えられる。また、多くの

建材に含まれる石綿へのばく露とその生体影響に関し

て、我が国では未だそれらの明白な実態並びに影響

についてまとまった研究は殆ど成されていない。加え

て、労働安全衛生管理の徹底が成されにくい小規模建

設現場を扱った知見は更に少なく、そのような現場で

作業をする労働者にとっての安全・健康保持面のニー

ズは非常に高いものと考える。 

(2)目的 

今年度は建設業従事者の作業態様や身体に関する

自覚症状、職歴や既往歴等の情報を把握し、それら情

報について多面的な解析を行ったうえで、その解析結

果を今後の建設業従事者の健康保持に反映させること

を目的とした。 

(3)方法 

2009 年に実施した、調査対象集団に関する「仕事に

よる病気の予防のための問診票」をもとに、建設現場で

各種のばく露が予想されうる有害物質・因子、自覚的症

状等を抽出し、様々な観点から統計的解析を行った。 

(4)研究の特色・独創性 

本研究は三重県建設国民健康保険組合の組合員本

人をコホートとするものである。同組合は1970年創立で、

今年度の組合員数は約17，000人であり、三重県の同業

者全体の38％を占めている点で、建設作業者全体に対

する代表性がきわめて高く、そこから得られる建設現場

や作業者の生の情報は大変貴重であり、より現実的な

状況把握に寄与するものと考える。 

【研究成果】 

問診票の回答数は4,613名分、回答者の主な職種の

内訳は大工(22％)、電気工(11％)、配管工(7％)、内装

工(6％)、左官(6％)、鉄骨工(4％)、塗装工（3％）、溶接

工(1％)で、これら職種と各質問項目とのクロス集計並
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びに各種解析を行った。“過去の粉じんばく露”では、

何れの職種においてもばく露経験者が 50～60％であ

った。“過去の石綿粉じんばく露”では、ばく露経験あり

群の平均年齢は 55 歳であり、高年齢群では過去に多

量の石綿ばく露のあったことが推測される。 “最近１年

間の石綿含有建物での改築・解体経験”では、何れの

職種とも「ケイカル板」「スレート波板」「屋根用化粧スレ

ート」「Ｐタイル」取扱いが殆どであった。一方、石綿ばく

露防護対策の実施割合は極めて低い。自覚症につい

ては、呼吸器関連で「息切れ」が配管工、「咳」が鉄骨

工、「痰」が溶接工で訴え率が高かった。筋骨格関連及

び聴覚では、何れの職種においても「腰痛」の訴え率

が高く、聴覚関連での訴え率は低かった。喫煙率は現

在喫煙と過去喫煙を合わせると 80％を超え、依然とし

て高い喫煙率を示した。 

更に、粉じん・石綿ばく露)の質問項目について、ばく

露頻度が「しばしば」＋「時々」の群と、呼吸器関連自覚

症（息切れ＋咳＋痰＋血痰）との関連についてχ2検定

を行ったところ有意な関連が見られ、同様に溶接作業経

験ありの割合が45％以上の職種群との関連でも有意な

関連が見られた。

 
（2) 勤労女性における微量有害物質の健康影響に関する研究 

  モーセン・ヴィージェ(有害性評価研究G) 

 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

Recently, epidemiological studies have linked between 
low-level lead exposures women and adverse pregnant 
outcomes such as declining birth weight, smaller head 
circumference and shorter length at birth. In addition, 
fetal lead exposure can cause delay in the embryonic 
development of multiple organ systems, including 
retardation of cognitive development in early childhood. 
(2)目的 

In this study, we aimed to investigate correlations 
between blood lead concentrations in maternal and 
umbilical cord with pregnancy outcomes. The study 
results expect to help us to better understanding lead 
influence on human reproductive systems at the levels 
of women worker exposure. 
(3)方法 

A total of 360 pregnant women at the first trimester of 
gestation (8 - 12 weeks) were referred to the hospitals for 
continuously prenatal care till delivery in the study 
recruitment period. They were not a case of obesity, 
cigarette smoking, multiparity or chronic conditions 
such as heart disease, hypertension, diabetes, cancer, or 
renal failure. Three blood samples for each trimester of 
gestation and one blood sample from umbilical cord 
were collected. A structural questionnaire was filled out 
for each subject in face-to-face interview to determine 
socioeconomic background, anthropometric variables, 
habits, and medical/reproductive history. Blood samples 

were collected from the cubital vein using vacuum tubes 
and have been measured by ICP-MS. The 
measurements have been repeated three times. 
(4)研究の特色・独創性 

There are not many epidemiological studies that 
focusing on low-levels of blood lead and pregnancy 
outcomes. In the current study we have collected 
pregnant blood samples several times during the 
pregnancy not only at time of delivery. Due to pregnancy 
outcomes develop from early pregnancy, the toxicant 
such as lead should be measured at the same time. 
【研究成果】 

This study showed impact of early gestational 
low-levels of blood lead on pregnancy outcomes such as 
preterm rupture of membrane and preterm birth (two 
papers are under review in Occupational Medicine and 
Reproductive Toxicology journals). After finishing all 
samples measurement we expected to find such 
relationships between other blood lead measurement in 
pregnant and the umbilical cord with adverse pregnancy 
outcomes like low birth weight and IUGR.  
Adverse pregnancy outcomes were found at low-levels of 

early gestation blood lead. Due to this level of blood lead 
(average of < 5 μg/dl) is common level in Japanese 
women workers, many subjects in related jobs could be 
at risk of toxicity during pregnancy. Thus, the standards 
and guidelines for lead exposure women workers at 
childbearing age should be revised for protection them 
and the next generations. 

 
１４） 研究領域 16 職場環境の評価と管理・改善法に関する研究 
（1) 有害光線の評価方法の確立，および，実際の作業現場における評価に関する研究 

（網膜光障害の作用スペクトル） 
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  奥野勉(有害性評価研究G) 

 
【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

溶接アークなどを直接見ると網膜光障害を受ける危

険性があり、実際に、その症例が数多く報告されている。

作業現場の光の網膜に対する有害性の強さを評価す

る必要があるが、そのためには、網膜光障害に関する

作用スペクトル(有害性の波長依存性)が必要である。し

かし、網膜光障害に関する正確な作用スペクトルのデ

ータはない。 

(2)目的 

光の有害性の評価の基礎データとなる網膜光障害

の作用スペクトルを求める。 

(3)方法 

ラットの目をさまざまな波長の光へばく露し、その 7

日後の網膜電図の a 波と b 波の振幅、および、網膜外

顆粒層の厚さを測定することによって、各波長の光の

有害性の強さを定量する。 

(4)研究の特色・独創性 

本研究は、網膜障害に関する光の有害性の評価方

法を確立することを目的としており、同種の研究は、他

では行なわれていない。 

【研究成果】 

今回用いた網膜照度680J/cm2以下の条件では、約

450nm以下の短波長の可視光、および、波長330nm以

上の長波長の紫外放射は、網膜に対して有害であるが、

約450nm以上の長波長の可視光は、有害ではなかった。

この有害性は、波長が短くなるにつれて、急速に強くな

った。光の網膜に対する有害性を評価するためには、

有害性の波長依存性を表す障害関数が必要であるが、

本研究の結果は、障害関数を決定する際の基礎データ

となると考えられる。 

 
（2) 新規多孔性炭素材料の有害化学物質吸着能に関する研究 

 安彦泰進(環境計測管理研究G) 

 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

大気中並びに水質中の有害化学物質への吸着材料

技術は、環境管理・改善に大きな役割を果たす。この

技術に関して、現在広く利用が進んでいる活性炭は広

範な物質を吸着するが、その一方、活性炭での対処に

改善の余地があると思われる部分も存在している。 

(2)目的 

多孔性炭素材料自体は軽量性・安定性・安全性に優

れ、吸着能力も大きく、今後も環境管理技術での価値

が見込まれる。本研究は前年度までの研究結果を受け、

細孔分布・発達の制御による、環境中への有害物質の

拡散をより効果的かつ効率的に抑制する新規材料の

実現と、吸着能の応用に重点を置く。 

(3)方法 

研究の展開において、主要な項目として以下の点が

挙げられる。 

① 材料の高比表面積化 

② 炭素原料とテンプレート物質との最適な組み合わ

せの探索 

③ 試料の細孔分布状態・表面化学的状態の解析 

④ 試料の吸着能の詳細の測定 

⑤ 造粒炭素材料の作成と応用 

ここで、①・④・⑤は相互の進展が必要である。 

(4)研究の特色・独創性 

高比表面積の多孔性炭素材料の研究は多くあるが、

殆どは工業的利用への高品位な材料を目指すもので

環境管理用としては難がある。本研究の方法は入手の

容易な原料により、多様な材料の実現が可能で現実的

利用に有利であり、衛生分野での有効な応用が期待で

きる。また、本研究での炭素材料における細孔発達は

活性炭での水蒸気賦活とは異なるメカニズムによること

から、個々の試料で学術的・実用的知見を得られる可

能性がある。 

【研究成果】 

衛生分野での各種多孔性材料による有機ガス吸着

では、材料層へ導入する入口の成分濃度に対しての

出口の濃度により表される“破過状態”を基に議論がな

される。今年度は、このガス吸着の破過状態のモデル

計算を重点的に取り組み、まず国内で流通する最近の

活性炭製品での実際の破過データへの適用において

良い一致を得た。ここでの結果と知見は、学会発表の

ほか、原著論文並びに技術解説としてまとめて各論文

誌へ投稿している。このモデル計算の新規合成炭素材

料への適用は今後の課題である。 

新規炭素材料については非精製糖（沖縄県産黒糖）

を用いた試料合成により、これまでのグルコース（ブドウ

糖）、有機化合物原料よりも良好またはほぼ同等の比表

面積を持つ試料を得た。これは材料のコストを大きく下

げるものとの期待ができる。また、造粒炭素材料につい

ては結着剤として濃度の異なるポリビニルアルコール水

溶液を使用し、現在も検討を進めている。 
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（3) 有機ガス用防毒マスクの性能指標確立のための研究 

古瀬三也(人間工学・リスク管理研究G(Ⅱ)) 

  
【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

他の呼吸保護の方式が発達した結果、大掛かりな隔

離式吸収缶は新製品が登録されなくなってきているが、

直結式小型の手軽さに変わるものはなく比率を増して

いる。しかし活性炭充填量が少ないため、吸湿など不

適切な保管・使用方法により著しく性能を損なうことが

ある。 

(2)目的 

活性炭の吸湿特性を測定し、吸収缶に充填された際

の湿度影響の予測を目指す。 

(3)方法 

条件を変えて活性炭の除毒能力試験を行い、破過

時間の変化の測定を行う。吸湿速度・吸湿等温線を考

慮に入れた検討を行う。既知のモデル式の適応も行

う。 

(4)研究の特色・独創性 

空気中の水分量を評価するのに相対湿度が多く使

われるが、飽和水蒸気量に対する比率のため、室温付

近では飽和水蒸気量が温度によって大きく変化するこ

との影響を受ける。そのような 2 次的な尺度ではなく、

直接的な水分重量に着目して分かりやすい関係式を

導き出した点に独創性がある。 

【研究成果】 

条件を広げて測定を行ったが、活性炭層に吸湿させ

た水分重量に比例して、有機ガスの破過時間が減少す

る関係が成りたっていた。ただし有効な範囲があり、一

部の例外を除いて活性炭乾燥重量の3割以上の水分を

吸湿すると比例関係から外れて、より急激に破過時間が

短縮した。活性炭重量比3割以上の水分が吸湿されて

いる状態には、活性炭が乾燥している状態からだと相対

湿度80％の空気を8時間以上通気しても達しないが、相

対湿度60％の状態に放置しておけばいずれは達する。

このことからも乾燥状態に保たれた新品吸収缶を使用し

なければならないことが明らかになった。 

 
（4) 労働現場における振動の生体力学的手法による解析 

（実測値を用いた負荷の推定） 

 金田一男(人間工学・リスク管理研究G(Ⅱ)) 

 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

疫学調査によると、職業的に全身振動にばく露さ

れるトラック、バス、トラクターなどの運転手に腰痛を

訴える率が高いことがわかっている。また、過去の研

究では長時間振動ばく露の脊柱への影響が調べら

れ、結果として椎間板変性が最もありうると病理学的

にわかっている。 

(2)目的 

以前求めた振動伝達率からは各脊椎への振動の

伝わりやすさが求められるが、病理学的に問題とな

る座った姿勢での長期全身振動ばく露による腰椎の

椎間板変性については説明ができない。本研究で

は実験的に求められている振動伝達率の絶対値と

その位相遅れから椎間板への負荷を推定し、作業

者への有害な影響を少なくするための基礎データを

提供することを目的としている。 

(3)方法 

椎間板への負荷を推定する手法、対象とした部位、

解析周波数は前年と同じである。これまでは脊椎の

重さなどは推定値を用いて計算しているが、本年は

実際の計測値を用いて解析を行う。 

(4)研究の特色・独創性 

振動伝達率を測定して人体のモデル化やモーダル

解析などが行われているが、これらの手法では脊柱

に作用する力については予測できない。本研究では

実験で得られている振動伝達率をもとに解析をおこな

い、全身振動による椎間板への負荷を予測することを

目的としている。 

【研究成果】 

脊椎の重さを考慮した全身振動による椎間板への

負荷の周波数特性については、これまでと大きく異な

る結果は得られなかった。近年、有限要素法を用いて

全身振動にばく露されている作業者の脊椎間に作用

する力を推定・評価する手法が開発されているので、

次のステップではこの手法を応用し、労働現場におい

て作業者の椎間板へ作用する力を検討する予定であ

る。 
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  小嶋純(環境計測管理研究G) 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

理論上必要とされる風量を上回る、あるいは制御

風速、抑制濃度のような諸基準を満たすなど、必要

十分と見られる規模の換気を行っていながら高濃度

の有害物質ばく露を来たし、その結果、作業者に健

康障害を引き起こしてしまう事例が存在する。逆に、

不必要に大きな規模の排気を行ったために換気コス

トが増大し、著しい不経済を招く事例も存在する。 

(2)目的 

効果的かつ経済的な換気装置の運用に資するべ

き知見の獲得を目的とする。特に、狭隘かつ閉鎖的

な作業空間においては、発生した粉じん乃至ガスなど

の有害物質が周囲に拡散する以前にばく露を来たす

ケースが多いため、全体換気を施す際は換気量ばか

りでなく、作業者や給排気口の位置関係などにも配慮

が必要となる。そこで本研究では、気中有害物質の動

態に注視した全体換気法に関する研究を主体に行う。 

(3)方法 

数理モデルによるシミュレーション実験および実

験室内における模型実験等によって有害物質の拡

散とばく露の予測を行い、併せて効果的かつ経済的

な換気のポイントを検証する。また実際に起きた災

害事例を収集・分析して事故発生の原因を究明する

と伴に、そこから予測される有効な対策法を探る。 

(4)研究の特色・独創性 

労働者の作業姿勢、動作、立ち位置などと有害物

質の拡散およびばく露との関係を定量的に調べた研

究例は見当たらず知見に乏しい状況なので、この点

を当研究計画の特色・独創性としてあげたい。 

【研究成果】 

換気ないしばく露抑制に関係する論文や資料等を

渉猟するなどして、当基盤的研究を実行着手する際

に有用と思われる知識の収集に努めた。文献の渉猟

時に派生的に得られた知識を元にして書いた総説記

事2編（査読なし）が業界誌に掲載された。 

 
（6) 工業用ナノ粒子の作業環境測定に資する粒子の評価法の検討 

（炭素系ナノ材料カーボナノチューブの分析法の開発） 

小野真理子(人間工学・リスク管理研究G(Ⅱ)) 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

2009 年 3 月に厚生労働省からナノ材料取扱に関

する通達の改訂版が出され、ナノ材料取扱職場にお

けるばく露低減の方策が求められている。現在の測

定装置ではナノ材料取扱職場の環境を正確に把握

することはできず、ばく露を測定し、工学的対策を評

価することは難しい。特に、炭素系のナノ粒子である

フラーレンやカーボンナノチューブについては適当

な分析法が無いのが現状である。 

(2)目的 

炭素系ナノ材料のうち労働現場の空気中に存在

するカーボンナノチューブについて、その測定法を

確立することを目的とする。フラーレン使用職場で実

際に試料のサンプリングを行い、開発した方法を用

いて現場において測定可能かどうかを評価する。 

(3)方法 

石英ろ紙上に捕集したカーボンナノチューブを炭

素分析法により定性ならびに定量する。大気中に存

在する他の炭素系の粒子（ディーゼル排出粒子等）

から当該物質を分離するために温度条件を調整し、

粒径別のサンプリングを行う事でカーボンナノチュー

ブの分離定量の困難さが低減する。実際の職場で採

取した試料を分析することで、作業環境の評価を行う。 

(4)研究の特色・独創性 

カーボンナノチューブの分離定量例は殆ど無く、炭

素分析も定性分析に応用される程度であるが、本研究

では定量にも踏み込み、作業環境を定量的に把握し、

対策に繋げることを目的としている。 

【研究成果】 

標準試薬の SWCNT（単層 CNT）、MWCNT（多層

CNT）、フォークリフト排出粒子、一般大気粒子を石

英ろ紙に載せた試料について分析して炭素分析結

果の条件を決定した。SWCNT は、酸素添加直後に

容易に燃焼した。MWCNT は著しく燃焼しにくく、酸

素共存下、920℃で初めて燃焼した。種々の有機化

合物とグラファイト様物質の混合物と考えられるフォ

ークリフト排出粒子や一般大気粒子成分からの分離

定量は、MWCNT については可能であった。環境試

料中の炭素は殆どが酸素共存下で 750℃までに燃

焼して炭素が検出されるが、MWCNTは90％程度の

炭素成分が 920℃にならなければ燃焼しないために、

MWCNT を弁別することが可能である。実際の作業

環境において捕集した粒子について、炭素分析法

を用いて分析を行った。いずれの場合にも、バック

グラウンドにはMWCNTが検出されず、作業場内では

検出され、定量することが可能であった。炭素分析法

は、環境空気中のMWCNTの分析に応用可能である。 

（5) 作業環境管理に関する工学的研究（換気量とばく露抑制に関する研究） 
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（7) リスク管理に資する有害性化学物質の新規分析法の開発（2-メトキシエタノールの分析法の開発） 

萩原正義(人間工学・リスク管理研究G(Ⅱ)) 

 

【研究概要】 

(1)背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

ベンゾトリクロリド分析法の開発が主たる目的である

が、許容濃度が高く扱いやすいメチルセロソルブ（2-メ

トキシエタノール）で先ず試みることとした。 

メチルセロソルブの製造量は年間 7500 トン程度もあ

り、その大部分は塗料、インク・樹脂・染料の溶剤、家庭

用・工業用のクリーナーとして広く用いられている。また

PRTR 対象物質として選出されてことおよび変異原性も

認められていることから、工業・小規模作業場・一般家

庭において、メチルセロソルブを含む製品の使用によ

るヒトへの直接的なばく露に特別な関心がもたれてい

る。 

(2)目的 

本研究では、メチルセロソルブを安定的に感度良く

測定できる方法を開発し、我が国におけるメチルセロソ

ルブのリスク管理に貢献することを目的とする。また、こ

れをベンゾトリクロリド分析法の基とする。 

(3)方法 

微量な揮発性有機化合物に対して有効な加熱脱着

法などによるメチルセロソルブの測定法を確立し、

ACGIH（米国産業衛生専門家会議）および日本産業衛

生学会による現在の許容濃度 5ppm（16mg/m3）よりはる

かに低濃度の試料を測定可能とする。 

 

(4)研究の特色・独創性 

溶媒抽出法など従来の分析方法では操作が煩雑で

あり、分析者の能力も求められた。しかし加熱脱着法は、

適切な吸着剤を用いれば、定量下限や再現性に優れた

非常に簡便な方法であり、誰でも分析可能となる。 

【研究成果】 

作業環境中のメチルセロソルブを安定的に感度良く

測定できる方法として、加熱脱着－ガスクロマトグラフ

法を検討した。捕集管の吸着剤として Porapak-Q を用

いた結果、0.01ppm～10ppm の範囲で変動係数 6％以

下の定量性を確認した。この捕集管の保持能力を試し

たところ、試料添加 7 日後でも 94％以上の回収率が得

られた。また 5ppm の標準ガスを毎分 200mL 吸引させ

続けた破過実験では、およそ 80 分（5ppm×16L）で破

過しており、実際に使用する状況では十分であると言

える。 

溶媒抽出法や容器採取法など従来の分析方法は採

取量や濃縮率に制限があり操作も煩雑である。しかし加

熱脱着法は定量下限や再現性に優れた非常に簡便な

分析方法であり、我が国におけるメチルセロソルブのリ

スク管理に貢献できるものと考えられ、更には他の揮発

性有機化合物や多成分一斉分析にも適用できる可能性

がある。 
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第４章 業績評価 

1． 内部研究評価 

1) 研究課題評価 
評価基準に基づき、引き続き公平性、透明性、中立性の高い評価を実施した。事前評価は、学術的視点、行

政的・社会的視点等6 項目について、中間評価及び事後評価については目標達成度、学術的貢献度等6 項目

についてそれぞれ 5 段階の評価を行い、その結果を研究計画や予算配分等に反映した。 

 
2) 個人業績評価 

研究職員について引き続き、①研究業績、②対外貢献、③所内貢献（研究業務以外の業務を含む貢献）、④

独法貢献（中期目標達成等に対する貢献）の観点からの業績評価を行った。当該業績評価は、公平かつ適正

に行うため、研究職員の所属部長等による第 1 段評価、領域長による第 2 段評価、役員による第 3 段評価の 3

段階評価システムとした。 

なお、清瀬地区、登戸地区で若干異なっていた各評価段階におけるウェイト付けを統一した。また、評価結果

については、部長等への昇格・昇任人事等に反映させるとともに、評価結果に基づく優秀研究者表彰（2 名）及

び若手研究者表彰（2 名）を行い、研究職員のモチベーションの維持・向上に努めた。 

2． 外部評価会議の実施 

安全・衛生の両分野を含む外部識者委員による外部研究評価会議を平成 22 年 3 月に開催し、プロジェクト研

究（19 課題）、イノベーション 25 研究（4 課題）及び GOHNET 研究（3 課題）の計 26 課題を対象に、学際的視点

も含めた事前、中間及び事後の評価を行った。評価結果を踏まえ、研究計画の再精査を行うなど研究管理、人

事管理等に反映させた。 

評価委員の内訳は、産業安全及び労働衛生の両分野の学識経験者がそれぞれ 5 名で、それ以外の経済界、

労働界等の学識経験者3 名であった。 

平成 21 年度の外部研究評価結果を報告書として取りまとめた。本報告書には評価結果及びその研究業

務への反映について記載した。なお、外部研究評価の 結果の概要は 、研究所ホームページ

（http://www.jniosh.go.jp/release/gaibu/h21.html) にて公開している。 

独立行政法人労働安全衛生総合研究所 外部評価委員 
委 員 長 

委 員 

委  員 

委  員 

委  員 

委  員 

委  員 

委  員 

委  員 

委  員 

委  員 

委  員 

委  員 

安達 洋 

上野満雄 

岡野一雄 

川上憲人 

小泉昭夫 

佐藤研二 

栃原 裕 

中村昌允 

藤田俊宏 

保利 一 

松原雅昭 

横山和仁 

眞野芳樹 

日本大学理工学部海洋建築工学科 教授 

全日本自治団体労働組合安全衛生対策室 顧問医 

職業能力開発総合大学校電気システム工学科 教授 

東京大学医学系研究科 教授 

京都大学医学系研究科 教授 

東邦大学理学部生命圏環境科学科 教授 

九州大学芸術工学府 教授  

東京農工大学大学院技術経営研究科 教授 

IDEC 株式会社 常務執行役員 技術本部長 

産業医科大学 産業保健学部長 

群馬大学大学院工学研究科 教授 

順天堂大学大学院医学研究科 教授 

早稲田大学大学院商学研究科 教授 

 

3． 厚生労働省独立行政法人評価委員会 

 平成21 年7 月から 8 月にかけ、厚生労働省独立行政法人評価委員会調査研究部会において、独立行政法人

労働安全衛生総合研究所の「平成 20 年度における業務実績の評価」が行われた。業務実績全般に係る評価結

果は、以下のとおりである。  
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平成２０年度は、２つの研究所の統合から３年度目となり、統合メリットをより一層発揮するために、清瀬地区の

産業安全研究所と登戸地区の産業医学総合研究所の２研究所体制から、安全研究、健康研究、環境研究の３研

究領域制に移行し、柔軟な組織体制を確立している。平成１９年度に統一された清瀬地区と登戸地区の研究評

価基準に基づく内部及び外部評価とその結果を踏まえた研究計画の見直しや研究予算の配分等が適切に機能 

しているほか、研究職員の採用についても、学際的な研究を推進する観点から安全、衛生及び環境３領域の管

理職が同時に面接し、専門分野の能力はもとより、研究者としての将来的な発展性についても見極めた上で採

否を決定している。 

また、研究所は、労働者の安全及び健康の確保に資する調査研究や労働災害の原因の調査といった公平

性・中立性の求められる重要な業務を担っており、調査研究については、行政のニーズ、社会的ニーズの把握

に積極的に務め、研究成果が、労働安全衛生法関係法令、通達、ISO、JIS 等の労働安全衛生に関する国内基

準、国際基準の制定・改訂等に貢献しており、研究所の限られた人的資源を考慮すると、大きな成果を上げてい

るものと評価できる。 

論文発表数は、目標を大幅に上回るとともに、学会等における受賞件数が大幅に増加する等、論文の質につ

いても高い水準が確保されており、中期計画を大幅に上回るものとして高く評価できる。論文等の研究成果の普

及についても、機関誌「Industrial Health」、「労働安全衛生研究」の全文を含め、社会的関心の高い情報、事業

場で必要とするデータベースをホームページに掲載しており、その結果、ホームページへのアクセス数が倍増

する等、中期計画を大幅に上回るものとして高く評価できる。労働災害の原因調査等については、例年通り高い

レベルで実施され、労働基準監督署および警察署から高い評価を受けている。特に、爆発・火災災害に関する

高度な科学的知見を活かし、東京都内で発生した温泉施設の爆発といった、労働災害以外の分野であっても、

社会的に影響の大きな災害に係る警察署からの鑑定にも応じている点等は評価できる。 

さらに、労働災害調査等の迅速化や質の改善を積極的に推進していること、災害に関する情報を広く共有す

ることにより再発防止を図るとする行政施策を支援するために新たに死傷病報告の分析等を実施したこと等も中 

期計画を上回るものとして評価できる。 

これらを踏まえると、平成２０年度の業務実績については、研究成果が国の基準等に反映されたこと、労働安

全衛生に関する研究成果が国際学術誌やインターネットを経由して普及されたこと、行政からの労働災害の原

因調査等の依頼に着実に対応したこと等、多くの社会的貢献を行ったことから、研究所の目的である「職場にお

ける労働者の安全及び健康の確保」に資するものであり、高い水準で業務を実施したと評価できる。
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第５章 調査研究成果の普及・活用 

1． 国内外の労働安全衛生の基準制定・改定への科学技術的貢献 

1) 国内の行政・公的機関に設置された委員会等への委員としての参画 
 委員会等の名称 

(1) 厚生労働省 労働安全衛生総合研究評価委員会委員 

(2) 厚生労働省 労働安全衛生コンサルタント試験委員会委員 

(3) 厚生労働省 労働基準監督官採用試験・試験専門委員会 

(4) 厚生労働省 安衛法GLP 査察専門家会合 

(5) 厚生労働省 化学物質による労働者の健康障害防止に係る検討会 

(6) 厚生労働省 化学物質のリスク評価に係る企画検討会 

(7) 厚生労働省 化学物質のリスク評価検討会 ばく露評価小委員会 

(8) 厚生労働省 化学物質のリスク評価検討会 有害性評価小検討会 

(9) 厚生労働省 化学物質対策課 化学物質の健康障害防止措置に係る検討会  

(10) 厚生労働省 職場における化学物質管理の今後のあり方に関する検討会 

(11) 厚生労働省 大規模工事計画審査委員会 

(12) 厚生労働省 大臣審査委員会 委員 

(13) 厚生労働省 薬事・食品衛生審議会 臨時委員（薬事分科会毒物劇物部会） 

(14) 厚生労働省・日本労働安全衛生コンサルタント会 高年齢労働者の安全衛生対策の改善事例集作成検討

委員会 

(15) 環境省 中央環境審議会石綿健康被害判定部会石綿健康被害判定小委員会 審査分科会 専門委員 

(16) 環境省 平成21 年度振動評価手法等に関する検討調査業務検討会 

(17) 経済産業省 ロボット産業政策研究会サービスロボット市場化WG 

(18) 経済産業省 日本工業標準調査会 臨時委員 

(19) 経済産業省委託（事務局：三菱総合研究所）事業者向け GHS 分類ガイダンス改訂作業 

(20) 国土交通省 国土技術政策総合研究所 遊技施設安全技術委員会 

(21) 国土交通省 船舶内工務・作業に関する事故防止対策検討委員会 

(22) 総務省 生体電磁環境に関する検討会 

(23) 環境省委託（事務局：日本エヌユーエス）日中韓における GHS 比較・検討委員会  

(24) GHS 関係省庁連絡会議 オブザーバー 

(25) 国立研究機関長協議会 

(26) 埼玉県 化学物質対策専門委員会 

(27) 稲城市 長期計画審議会 

(28) （独）産業技術総合研究所 ナノテクノロジー標準化国内審議委員会環境安全分科会 

(29) （独）産業技術総合研究所 化学災害の教訓を原子力安全に活かす E-ラーニングシステムの開発に関する

研究 アドバイサリ委員会 

(30) （独）産業技術総合研究所 社会受容に向けたナノ材料開発支援知識基盤社会受容促進のための情報の

利用及び伝達に関する研究に関する分科会 

(31) （独）新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO) 戦略的先端ロボット要素技術開発プロジェクト推進委

員会 

(32) （独）日本学術振興会 科学研究費委員会 専門委員 

(33) （独）防災科学技術研究所 セイフティーマネジメント検討委員会 

(34) （独）労働者健康福祉機構 神奈川産業保健推進センター 相談員会議 

(35) （独）労働者健康福祉機構 石綿確定診断委員会 

(36) （独）労働者健康福祉機構 東京産業保健推進センター 運営協議会 

(37) 中央労働災害防止協会 安全優良職長審査委員会 

(38) 中央労働災害防止協会 アーク溶接等作業の安全 改訂編集委員会 
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 委員会等の名称 

(39) 中央労働災害防止協会 OECD 既存化学品プログラムに基づくばく露実態調委員会 

(40) 中央労働災害防止協会 GHS 分類等検討委員会  

(41) 中央労働災害防止協会 ガス溶接・溶断作業テキスト改訂編集委員会 

(42) 中央労働災害防止協会 ナノマテリアルに係る有害性等の情報収集専門家委員会 

(43) 中央労働災害防止協会 ナノマテリアルの有害性等調査事業に関する専門家委員会 

(44) 中央労働災害防止協会 ばく露評価委員会 

(45) 中央労働災害防止協会 ばく露評価委員会 測定分析法作業部会 

(46) 中央労働災害防止協会 マニュアル作成に関する作業部会 

(47) 中央労働災害防止協会 リスク評価のための有害性評価委員会 

(48) 中央労働災害防止協会 リスク評価のための有害性評価委員会 有害性評価書原案作成グループ 

(49) 中央労働災害防止協会 屋外のアーク溶接作業等に係る粉じんばく露防止対策等検討委員会 

(50) 中央労働災害防止協会 機械設備の安全化推進協議会 

(51) 中央労働災害防止協会 機械設備の安全化推進協議会 委員会 

(52) 中央労働災害防止協会 機械設備の安全化推進協議会 作業部会 

(53) 中央労働災害防止協会 機械設備の安全化推進協議会 作業部会 現場ヒアリング 

(54) 中央労働災害防止協会 高年齢労働者の身体的特性の変化による災害リスクの低減推進の手法等検討委

員会 

(55) 中央労働災害防止協会 産業安全技術館運営委員会 

(56) 中央労働災害防止協会 社会福祉施設における安全衛生対策マニュアル作成委員会 

(57) 中央労働災害防止協会 社会福祉施設における安全衛生対策マニュアル作成委員会 腰痛対策小委員会 

(58) 中央労働災害防止協会 リスク評価文書作成マニュアルの評価委員会 

(59) 中央労働災害防止協会 製造業その他の業種等に係る振動障害予防対策におけるテキスト作成委員会 

(60) 中央労働災害防止協会 平成21 年度化学物質のリスクアセスメントモデル事業指導結果検討委員会 

(61) 建設業労働災害防止協会「屋根」及び「開口部等」からの墜落災害を防ぐ基本対策の普及状況検討委員会 

(62) 建設業労働災害防止協会 クレーン機能付きドラグショベル安全対策等調査検討委員会 

(63) 建設業労働災害防止協会 トンネル建設工事における粉じん対策推進事業検討委員会 

(64) 建設業労働災害防止協会 建設業に係る振動障害予防対策におけるテキスト作成委員会 

(65) 建設業労働災害防止協会 建設工事における注文者対策に関する調査研究委員会 

(66) 建設業労働災害防止協会 元方事業者が行うリスクアセスメント検討委員会 

(67) 建設業労働災害防止協会 手すり先行工法に関するガイドラインとその解説 テキスト改訂委員会 

(68) 建設業労働災害防止協会 手すり先行工法安全対策推進事業専門委員会 

(69) 建設業労働災害防止協会 墜落災害防止のための作業箇所別安全対策検討委員会 

(70) 港湾貨物運送事業労働災害防止協会 危険感受性を向上させるための安全衛生教育の推進等検討委員会

(71) 陸上貨物運送事業労働災害防止協会 IT 遠隔安全衛生管理手法解説マニュアル作成委員会 

(72) 林業・木材製造業労働災害防止協会 林業に係る振動障害予防対策におけるテキスト作成委員会 

(73) （財）安全衛生技術試験協会 評議員 

(74) （財）安全衛生技術試験協会 作業環境測定士試験委員 

(75) （財）安全衛生技術試験協会 労働安全コンサルタント試験 専門委員会 

(76) （財）安全衛生技術試験協会 労働衛生コンサルタント試験 専門委員会 

(77) （社）仮設工業会 仮設構造物の安全性に関する承認審査委員会 

(78) （社）仮設工業会 単品承認審査委員会  

(79) （社）仮設工業会 認定検査審査委員会 

(80) （社）仮設工業会 技術委員会 

(81) （社）工作機械工業会 電気・安全規格専門委員会 

(82) （社）工作機械工業会 電気・安全規格専門委員会 研削盤WG 

(83) （社）工作機械工業会 電気・安全規格専門委員会 放電加工機WG 

(84) 呼吸補助形電動ファン付き呼吸用保護具に関する調査研究班会合 
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 委員会等の名称 

(85) （社）産業安全技術協会 平成21 年度「呼吸用保護具の性能の確保のための買取り試験」評価委員会 

(86) （社）産業安全技術協会 交流アーク溶接機用自動電撃装置の接続および使用の安全基準に関する調査研

究委員会 

(87) （社）住宅生産団体連合会 労務安全管理委員会 

(88) （財）製造科学技術センター 戦略的先端ロボット要素技術開発安全WG 

(90) （財）石油産業活性化センター 水素インフラに関する安全技術検討委員会 

(91) （社）全国地質調査業協会連合会 安全管理レベル判定ガイドライン（法面掘削工事編）作成WG 

(92) （学）同志社大学 外部評価委員会 

(93) （社）日本クレーン協会 エレベータ委員会 

(94) （社）日本クレーン協会 クレーン等構造部材に係わる限界状態検討委員会 

(95) （社）日本クレーン協会 移動式クレーン委員会 

(96) （社）日本クレーン協会 技術審議会 

(97) （社）日本クレーン協会 電気委員会 

(98) （社）日本クレーン協会 編集委員会 

(99) （社）日本クレーン協会 JCA TS2101-2009「移動式クレーン－構造部分の許容応力及び靭性要求の基準」

(100) （社）日本クレーン協会 文献調査委員会 

(101) （社）日本ボイラ協会 自動制御委員会 

(102) （社）日本ロボット工業会 サービスロボット安全性等標準化調査専門委員会 

(103) （社）日本ロボット工業会 サービスロボット運用時の安全性ガイドライン調査研究専門委員会 

(104) （社）日本ロボット工業会 ロボットビジネス推進協議会安全・規格検討部会 

(105) （社）日本機械学会 機械構造物の設計・維持への荷重・耐力係数法の適用に関する研究分科会 

(106) （社）日本機械工業連合会 統合生産システム検討委員会 

(107) （財）日本建築設備・昇降機センター 設設備等の安全制御システム等の技術開発検討委員会昇降機等小

委員会 

(108) （社）日本鋼構造協会 鋼構造物の疲労設計指針改訂小委員会 

(109) （社）日本鋼構造協会 鋼構造と風研究研究小委員会 

(110) （社）日本高圧力技術協会 圧力設備規格審議会 

(111) （社）日本高圧力技術協会 圧力容器規格委員会 幹事会 

(112) （社）日本高圧力技術協会 圧力容器規格委員会 本委員会 

(113) （社）日本高圧力技術協会 リスクベースメンテナンス（RBM）専門研究委員会 本委員会 

(114) （社）日本高圧力技術協会 リスクベースメンテナンス（RBM）専門研究委員会 WG1 

(115) （社）日本作業環境測定協会 作業環境誌編集委員会 

(116) （社）日本照明委員会 第6 部会国内委員会 

(117) （社）日本電気協会 電気安全関東委員会 顧問 

(118) （社）日本電気協会 電気安全関東委員会 委員 

(119) （社）日本電気協会 電気安全全国連絡委員会 顧問 

(120) （社）日本電気協会 電気安全全国連絡委員会 委員 

(121) （社）日本電気協会 電気設備技術基準整備委員会需要設備作業会 

(122) （社）日本電気協会 第54 回渋澤賞選考委員会 

(123) （社）日本電気制御機器工業会 リスクアセスメント実施に関する実態調査研究委員会 

(124) （社）日本電気制御機器工業会 産業オートメーションの安全技術に関する国際共同研究テーマ発掘調査

研究委員会 

(125) （社）日本電設工業協会2009 電設工業展製品コンクール審査委員会 
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 委員会等の名称 

(126) （社）日本電設工業協会2009電設工業展製品コンクール表彰委員会 

(127) （社）日本粉体工業技術協会 粉じん爆発委員会 

(128) （社）日本溶接協会 安全衛生・環境委員会 

(129) （社）日本溶接協会 原子力研究委員会SPN2小委員会 

(130) （社）日本溶接協会 原子力研究委員会SPN2小委員会 幹事会 

(131) （社）日本溶接協会 日本溶接会議 第八委員会 

(132) （財）中部科学技術センター プロジェクト形成研究会「生産業における意味論的な事故事例の知識管理シ

ステムの開発」 委員 

(133) （国）横浜国立大学 事業者の化学物質リスク自主管理の情報基盤研究運営委員会委員 

 

2) 国際機関に設置された委員会等への出席 

 委員会等の名称 担当研究員

(1) OECD第23回GLP作業会議 大谷勝己

(2) OECD WPNM SG6 規制を視野に入れた工業用ナノ粒子のリスクアセスメントに関するワーク
ショップ 

小野真理子

(3) OECD WPNM SG8（ばく露の測定と低減）電話会議 経済産業省 小野真理子

(4) WHO第8回労働衛生協力センター会議 小川康恭

  澤田晋一

  高橋正也

(5) CIE[International Commission on Illumination（国際照明委員会）]TC6-49 Infrared Cataract 会
議 

奥野勉

(6) IGUS-EOS(不安定物質の爆発リスクに関する国際専門家会議 ―エネルギー物質及び酸化
性物質WG) 2009 

藤本康弘

(7) 第13回日EUシンポジウム（専門家代表）厚生労働省 齋藤剛

(8) ICNIRP（国際非電離放射線防護委員会）Standing Committee IV 奥野勉

 

3) 労働安全衛生の国内外基準の制定にかかわる委員会等への参画 

 委員会等の名称 担当研究員

(1) ISO/TC39/SC10/WG3（工作機械の安全-旋盤） 齋藤剛

(2) ISO/TC39/SC10（工作機械の安全） 齋藤剛

(3) ISO/TC94/SC13/WG3 澤田晋一

(4) ISO/TC94/SC13 上野哲

(5) ISO/TC94/SC13国内対策委員会作業部会 日本防護服研究会 奥野勉
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3． 学会活動等 

1) 国際学会の活動への協力 
国際手腕振動学会 

 国際理事 前田節雄

国際騒音制御工学会 

 国際騒音制御工学会議(Internoise)2009 Technical Study Group 7 職業性騒音ばく露転倒委員

会 日本代表 

前田節雄

人間-生活環境系国際会議(ICHES) 

 ICHES2011 日本国内組織委員 榎本ヒカル

国際労働衛生会議(ICOH) 

 委員 甲田茂樹

 職場組織と心理社会的要因科学委員会 委員 原谷隆史

米国産業･環境医学会 

 委員 甲田茂樹

国際人間工学会 

 Ergonomics for Children and Educational Environments 科学技術委員会 委員 外山みどり

 Human-Computer Interaction 科学技術委員会 委員 外山みどり

Working Time Society 

 専門委員 高橋正也

第8 回産業爆発の危険性，予防，防護に関する国際シンポジウム(ISHPMIE) 

 ISHPMIE 実行委員会 委員 大塚輝人，水谷高彰

Asia Pacific Association of Safety Engineering Societies 

 Asia Pacific Symposium on Safety(APSS)2009 実行委員会 委員 山隈瑞樹，板垣晴彦，

崔光石，水谷高彰，呂健

 

2) 国内学会の活動への協力 

（特非）安全工学会 

 理事 豊澤康男

 廃棄物研究会 委員 板垣晴彦

 次世代安全研究会 委員 水谷高彰

 普及委員会 委員 島田行恭

 第42 回安全工学研究発表会 実行委員会 委員 板垣晴彦

  崔光石

  水谷高彰

  呂健

（社）化学工学会 

 関東支部 幹事 藤本康弘

 安全部会 運営委員会 プロセス安全管理のフレームワーク構築WG 主査 島田行恭

 安全部会 運営委員会 委員 島田行恭

 人材育成センター 人材育成事業運営委員会 委員 島田行恭

 人材育成センター 人材育成事業安全小委員会 委員 島田行恭

（社）火薬学会 

 評議員 安藤隆之

局所排気装置等労働衛生工学研究会 

 運営委員 小嶋純

（社）計測自動制御学会 

 システムインテグレーション部門 大規模システム安全環境構築調査研究会 委員 島田行恭
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静電気学会 

 運営理事 大澤敦

 障災害研究委員会 委員長 大澤敦

 静電気放電基礎研究委員会 幹事 崔光石

 ホームページ管理者 大澤敦

 静電気放電基礎研究委員会 委員 大澤敦

多文化間精神医学会 

 理事 倉林るみい

 学会・ワークショップ委員会 委員 倉林るみい

 学会賞選考委員会 委員 倉林るみい

 研究倫理委員会 委員 倉林るみい

 在外邦人支援委員会 委員 倉林るみい

 在日外国人支援委員会 委員 倉林るみい

炭素材料学会 

 エコカーボン研究会 幹事 安彦泰進

（社）地盤工学会 

 関東支部 企画総務グループ 幹事 玉手聡

 関東支部 地盤工学におけるリスクマネージメントの事例研究委員会 幹事 伊藤和也

 事業部 技術普及委員会 委員 伊藤和也

 関東支部 研究委員会グループ 伊藤和也

 地盤設計施工基準委員会 委員 玉手聡

（社）電子情報通信学会 

 基礎・境界ソサエティ 安全性研究専門委員会 委員  中村隆宏

（社）土木学会 

 安全問題研究委員会 幹事長 大幢勝利

 労働災害小委員会 幹事長 大幢勝利

 架設計画WG グループ長 大幢勝利

 社会コミュニケーション委員会 幹事 大幢勝利

 社会コミュニケーション委員会 企画部会 部会長 大幢勝利

 鋼構造委員会構造物の架設設計指針改定小委員会 幹事 大幢勝利

 安全知研究小委員会 委員 大幢勝利

 ヒューマンファクター小委員会 委員 大幢勝利

 土木構造物標準示方書（荷重編）策定小委員会 委員 大幢勝利

 地盤工学委員会 斜面工学小委員会 委員 伊藤和也

 トンネル工学会 委員 堀井宣幸

日本ストレス学会 

 評議員 原谷隆史

 選挙管理委員会 委員 原谷隆史

 倫理委員会 委員 原谷隆史

（社）日本ロボット学会 

 RT 機能安全研究専門委員会 委員 池田博康

日本衛生学会 

 評議会員 小川康恭, 甲田茂樹, 木村真三

 ストレス研究会 世話人 原谷隆史

 若手振興策を考える若手の会 世話人 木村真三, 伊藤弘明

 脳・神経学研究会 世話人 原谷隆史

（社）日本化学会 

 環境・安全推進委員会防災小委員会 委員 安藤隆之
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（社）日本火災学会 

 理事 板垣晴彦

 化学火災専門委員会 委員 板垣晴彦

 普及委員会 委員 板垣晴彦

 ホームページ小委員会 委員 板垣晴彦

（社）日本機械学会 

 高安全度交通システム専門委員会 日野泰道

（社）日本建築学会 

 仮設構造運営委員会 委員 大幢勝利

 仮設構造小委員会 委員 大幢勝利

 災害本委員会 委員 大幢勝利

 環境工学委員会 温熱環境学術規準WG 委員 榎本ヒカル

（社）日本公衆衛生学会 

 公衆衛生モニタリングレポート委員会 健康の社会的決定要因 WG 非正規雇用サブ WG メ

ンバー 
原谷隆史

日本行動医学会 

 理事 岩崎健二

 研究推進委員会 副委員長 原谷隆史

 評議会員 小川康恭, 宮川宗之, 安田彰典, 佐々木毅

日本産業ストレス学会 

 理事 原谷隆史

（社）日本産業衛生学会 

 許容濃度委員会 生殖毒性小委員会 委員長 宮川宗之

 労働衛生関連法制度検討委員会 委員長 甲田茂樹

 関東地方会 幹事  原谷隆史

 作業関連性運動器障害研究会 世話人 甲田茂樹, 大西明宏

 産業疲労研究会 世話人 岩崎健二

 産業精神衛生研究会 関東地区代表 世話人 原谷隆史

 職業性ストレス調査票ユーザーズクラブ 世話人 原谷隆史

 中小企業安全衛生研究会 世話人 甲田茂樹

 中温熱環境研究会 世話人 澤田晋一

 許容濃度等に関する委員会 生殖毒性小委員会委員 事務局 小林健一

 許容濃度等に関する委員会 専門委員 奥野勉

 許容濃度等に関する委員会 委員 宮川宗之

 許容濃度委員会 感作性物質分類小委員会 委員 宮川宗之

 代議員 小泉信滋, 甲田茂樹, 原谷隆史

 4 部会合同セミナー実行委員会 委員 大西明宏

 4 部会合同セミナー教材編集委員会 委員 大西明宏

 産業衛生技術部会企画委員会 委員 大西明宏

 関東地方会 選挙管理委員会 委員 原谷隆史

日本産業精神保健学会 

 常任理事 原谷隆史, 倉林るみい

 研究推進委員会 委員長 原谷隆史

 精神疾患の業務関連性に関する検討委員会 委員 原谷隆史

日本信頼性学会 

 評議員 齋藤剛

（財）日本心理学会 

 精神神経内分泌免疫学研究会 副幹事 井澤修平
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 「注意と認知」研究会 運営委員 石松一真

（社）日本生産性本部 

 キャリア・コンサルタント資格試験 委員 原谷隆史, 倉林るみい

（社）日本トンネル技術協会 

 安全環境小委員会 委員長 豊澤康男

 技術委員会 委員 豊澤康男

（社）日本人間工学会 

 理事 外山みどり

 テレワークガイド委員会 幹事 岩切一幸

 ニーズ対応型人間工学展開委員会 委員・学術WG リーダー 岩切一幸

 関東支部 副支部長 外山みどり

 財務担当 外山みどり

 法人化担当 外山みどり

 事務運営会議メンバー 外山みどり

 代議員 外山みどり

 評議員 外山みどり, 金田一男

 関東支部委員 岩切一幸

 広報委員会 委員 岩切一幸

 テレワークガイド委員会 委員 外山みどり

 ニーズ対応型人間工学展開委員会 委員 外山みどり

日本人体振動学会 

 相談役  前田節雄

（社）日本睡眠学会 

 評議員 高橋正也

 道路交通法特別委員会 委員 高橋正也

 用語委員会 委員 高橋正也

日本生理人類学会 

 日本生理人類学会 榎本ヒカル

 評議員 澤田晋一, 岩切一幸, 榎本ヒカル

（社）日本騒音制御工学会 

 道路振動予測式分科会 幹事 伊藤和也

 低周波音分科会 委員 高橋幸雄

日本内分泌攪乱物質学会（通称：環境ホルモン学会） 

 評議員 小川康恭, 宮川宗之

日本粘土学会 

 常務委員 篠原也寸志

日本トキシコロジー学会 

 精子形成・精巣毒性研究会 評議員 大谷勝己

日本疲労学会 

 評議員 岩崎健二

日本風工学会 

 風災害研究会 委員 大幢勝利

日本民族衛生学会 

 評議員 原谷隆史

（社）日本薬学会 

 環境衛生部 会員 小泉信滋

日本予防医学リスクマネージメント学会 

 幹事 原谷隆史
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日本臨床睡眠医学会 

 書記 高橋正也

日本労働衛生工学会 

 理事 菅野誠一郎

 広報委員 菅野誠一郎

その他 

 職業性ストレス研究会 会長 原谷隆史

 神経行動毒性研究会 世話人 宮川宗之

 体温研究会 世話人 澤田晋一

 社）日本冷凍空調工業会「家庭用ヒートポンプ給湯機の騒音に関する研究会」 委員 高橋幸雄

 メタロチオネインおよびメタルバイオサイエンス研究会 幹事 小泉信滋

 

3) 国際誌編集委員等(研究所発行のIndustrial Health誌を除く) 

 雑誌名(学会・発行機関) 氏 名 

1) Journal of Occupational Health Psychology, International advisory board member 
(American Psychological Association) 

原谷隆史

2) International Journal of Workplace Health Management, Editorial Advisory Board 
(Emerald Group Publishing Limited) 

澤田晋一

3) Journal of PHYSIOLOGICAL ANTHROPOLOGY and Applied Human Science, 
Editorial Board (International Academic Printing) 

澤田晋一

4) Journal of Occupational Health, Editor (Japan Society for Occupational Health) 澤田晋一

 

4) 国内誌編集委員等(研究所発行の労働安全衛生研究誌を除く) 

 雑誌名(学会・発行機関) 氏 名 

1) （特非）安全工学会 編集委員会 委員 板垣晴彦

2) 静電気学会 編集委員 崔光石

3) 多文化間精神医学会 学会誌編集委員会 委員 倉林るみい

4) （社）地盤工学会 地盤工学会誌 編集委員会 委員  玉手聡

5) （社）土木学会 論文集編集委員会論文集再編小委員会 オブザーバー 大幢勝利

6) （社）土木学会 建設マネジメント論文集編集委員会 委員 高木元也

7) （社）日本火災学会 刊行委員会火災誌編集小委員会 幹事 八島正明

8) （社）日本人間工学会 学会誌「人間工学」編集委員会 委員 外山みどり

9) 日本粘土学会 編集委員長 篠原也寸志

10) バイオメカニズム学会 バイオメカニズム学会誌編集委員 編集幹事 大西明宏

 

5) 表彰等 

平成21年度に職員に対し授与された表彰、学位等は以下のとおりである。 

内  容 氏  名 

土木学会年次学術講演会優秀講演者表彰「敷鉄板の載荷位置と地盤支持力に関する模型実験」 堀智仁

2009年日本産業衛生学会優秀論文賞 「炭酸ガスアーク溶接ヒュームの質量濃度変換係数 - 併

行測定における採取位置の影響」 

小嶋純
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4． インターネット等による調査・研究成果情報の発信 

1) 研究所刊行物 

平成21 年度は、以下の刊行物を発行した。 

刊行物名称 規格 発行部数

INDUSTRIAL HEALTH Vol.47 No.3 A4，140 頁 1,400

 Vol.47 No.4 A4，109 頁 1,300

 Vol.47 No.5 A4，131 頁 1,400

 Vol.47 No.6 A4，119 頁 1,300

 Vol.48 No.1 A4，129 頁 1,300

 Vol.48 No.2 A4，100 頁 1,300

労働安全衛生研究 Vol. 2 No.2 A4， 55 頁 2,000

 Vol. 3 No.1 A4， 85 頁 2,000

労働安全衛生総合研究所特別研究報告 JNIOSH-SRR-No.39 (2009) A4， 65 頁 1,500

労働安全衛生総合研究所安全資料 JNIOSH-SD-No.24 (2009) 

JNIOSH-SD-No.25 (2009) 

A4， 89 頁 

A4， 70 頁 

250

700

労働安全衛生総合研究所プロジェクト研究報告 (2009) A4， 65 頁 250

安衛研ニュース No.13～No.21 メール形式 642

労働安全衛生総合研究所平成20 年度外部研究評価報告書 A4，171 頁 350

平成20 年度労働安全衛生総合研究所年報  A4，155 頁 2,000

 
2) ホームページ 
・ 平成20年度の研究成果データベースを研究所ホームページ上に公開した。 

・ 「親しまれる研究所ホームページ」をコンセプトとして、その全面的なリニューアルを行った上で、研究所が刊

行する国際学術誌「Industrial Health」や和文学術誌「労働安全衛生研究」、特別研究報告等の掲載論文や、

安全資料等の研究成果の全文を公開するともに、閲覧者の利便性向上の観点から、必要に応じて日本語・英

語による要約を併せて公開した。 

・ 和文学術誌「労働安全衛生研究」についても、平成21年度から、Industrial Healthと同様、J-STAGE(科学技術

情報発信・流通統合システム／(独)科学技術振興機構)での公開を開始した。 
・ 研究所ホームページへのアクセス件数は、307万件（前年度340万件）となった。 

 
3) 技術ガイドライン 

特別研究報告JNIOSH-SRR-No.39(2009)、JNIOSH-SD-No.24(2009)「ICTを活用した安全衛生管理システム

構築の手引き」、JNIOSH-SD-No.25(2009)「感電の基礎と過去30年間の死亡災害の統計」を発行した。 

 
4) 報道等 
（1) テレビ放送 

発表先 氏 名

1) NHK「首都圏ネットワーク」廃棄スプレー缶による爆発火災 （平成21 年5 月13 日） 板垣晴彦

2) CBC・ラジオカナダ「日本におけるナノマテリアルによる健康障害の防止対策について」 （平成 21 年

10 月8 日） 

甲田茂樹

鷹屋光俊

3) 日本テレビ「リアルタイム」 マグネシウムアルミニウム合金粉の燃焼への水分の影響の実験 （平成 21

年10 月9 日） 

八島正明

4) TBS テレビ「朝ズバッ！」杭打ち機の安全の確保方法等について （平成21 年10 月21 日） 玉手聡

5) NHK「ニュース７」ハートマン爆発試験装置を使ったデモ実験について （平成21 年11 月18 日） 八島正明

6) NHK「ニュースウォッチ 9」韓国の射撃場火災の原因について（平成21 年11 月18 日） 八島正明

7) 日本テレビ「情報ライブ ミヤネ屋」韓国の射撃場火災についてとデモ実験（平成21 年11 月19 日） 八島正明



 

154 

8) NHK「NHK ニュース」森田化学工業における水素ガス引火爆発 （平成21 年12 月25 日） 大塚輝人

9) 

 

TBS「総力報道！THE NEWS」クリーニング工場に行政調査 火事の原因にもなる違法操業とは （平成

22 年1 月22 日） 

山隈瑞樹

10) NHK「NHK 特報首都圏」なぜ起きる クレーン事故 （平成22 年1 月22 日） 高木元也

11) NHK「ゆうどきネットワーク(首都圏版)」つらい介護とおさらば 楽しい介護術 岩切一孝

 
（2) 新聞等 

発表先   氏 名

1) 週間住宅ブログ「労災防止へアクションプログラム作成」 （平成21 年6 月10 日） 高木元也

2) 住宅産業新聞「事故抑制へ行動計画 低層住宅建築現場で」 （平成21 年6 月17 日） 高木元也

3) 労働新聞「低層住宅建築工事 高齢者の作業モデル開発へ」 （平成21 年6 月22 日） 高木元也

4) シルバー産業新聞 座談会「移乗用リフト導入のすすめ～介護労働者設備等整備モデル奨励金

の活用」 （平成21 年7 月10 日） 

岩切一幸

5) Medical Tribune（メディカルトリビューン社）「－主観的労働時間と疲労、眠気、うつ症状の関連性

－労働時間管理で考慮することも重要」 （平成21 年7 月16 日号） 

岩崎健二

6) 日本経済新聞「サービスロボットの安全規格について」 （平成21 年8 月1 日） 池田博康

7) 日本経済新聞 自宅でパソコン「疲れないコツ探し」 （平成21 年10 月18 日） 岩切一幸

  外山みどり

8) 電気現場技術 11 月号「ヒューマンエラーの処方箋－人間の理解を中心に据えたオーダーメイド

の安全活動」 （平成21 年9 月発行） 

中村隆宏

9) 読売新聞 健康プラス「夜勤をのりきる：昼間の活動 眠りの質左右」 （平成21 年11 月4 日） 高橋正也

10) 読売新聞 健康プラス「夜勤をのりきる(3)：気分転換に軽い体操」 （平成21 年11 月5 日） 久保智英

11) 産経新聞（関西版）「安全・安心を求めて」 （平成21 年12 月16 日） 中村隆宏

12) 日経コンストラクション「その対策では事故を防げない～過去の事例をみてつぶさに対策を～」

（平成21 年12 月25 日） 

高木元也

13) 毎日新聞「公共事業はどこへ④」 （平成22 年2 月2 日） 高木元也

14) 電気と工事「電気工事と安全：現場の安全対策」 （平成22 年2 月号） 高木元也

15) 日本経済新聞朝刊「冬季の室内乾燥の健康影響と対策の問題点」 （平成22 年2 月7 日） 澤田晋一

16) 日本経済新聞 とことん試します「『腰がきつい･･･』をどうにかしたい」 （平成22 年2 月13 日） 岩切一幸
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5． 講演会・一般公開 

1) 安全衛生技術講演会 
「労働安全衛生分野におけるリスクアセスメント」をテーマとして 5 名の研究職員及び 1 名の外部講師による講

演を行った。企業等からの参加者は、全体で 559 名となった。 

 演  題 所  属  講演者 
(1) 「機械メーカーを対象としたリスクアセスメント実施支援事例」 

(2) 「経年機械設備のリスクベースメンテナンス」 

(3) 「中小建設業者を対象としたリスクマネジメント推進アクション・プログラム」

(4) 「産業化学物質の健康リスク評価とGHS」 

(5) 「リスクアセスメント手法を用いた労働衛生対策」 

(6) 「機械のライフサイクルアセスメント ―機械安全と労働安全におけるリスク

アセスメントの課題―」 

機械システム安全研究G 

機械システム安全研究G 

人間工学・リスク管理研究G 

健康障害予防研究G 

有害性評価研究G 

 (株) ブリヂストン安全管理

部主任部員 

齋藤  剛

佐々木哲也

高木元也

宮川宗之

甲田茂樹

水野恒夫

 

 

開催日 開催地区・会場 

平成21年11月 9日 

平成21年11月20日 

平成21年11月25日 

KKRホテル大阪(大阪市中央区) 

女性と仕事の未来館(東京都港区) 

名古屋国際ホテル(名古屋市中区) 

 
2) 労働安全衛生重点研究推進協議会シンポジウム 

平成22 年1 月20 日に「労働安全衛生重点研究推進協議会シンポジウム」を開催し、「産第三次産業における

機械災害の現状と対策 （労働安全研究領域）」、「ナノマテリアルをめぐる労働衛生上の課題と対策（労働衛生研

究領域）」をテーマとする3名の研究職員を含む7題の講演と討論会を実施し、幅広い領域の労働安全衛生関係

者への最先端の研究成果の普及を図った。また経済団体、行政、及び代表的専門家によるパネルディスカッシ

ョンを実施し、労働現場の最先端の問題と対応等を明らかにした。参加者は 232 名であった。 

 プ  ロ  グ  ラ  ム 

(1) シンポジウム1 「第三次産業における機械災害の現状と対策 （労働安全研究領域）」 

座  長： 梅崎重夫(安衛研 機械システム安全研究グループ 部長) 

 演  者： 梅崎重夫(安衛研 機械システム安全研究グループ 部長) 

濱島京子(安衛研 電気安全研究グループ 研究員) 

橋本学(キユーピー株式会社 生産本部 グループ安全担当) 

(2) シンポジウム2 「ナノマテリアルをめぐる労働衛生上の課題と対策 （労働衛生研究領域）」 

座  長： 福島昭治（中央労働災害防止協会 日本バイオアッセイ研究センター 所長） 

 演  者： 竹村誠洋((独）物質・材料研究機構 企画部 国際室 室長) 

蒲生昌志(（独）産業技術総合研究所 安全科学研究部門 リスク評価戦略グループ長)  

鷹屋光俊(安衛研 環境計測管理研究グループ 上席研究員) 

福島昭治（中央労働災害防止協会 日本バイオアッセイ研究センター 所長） 

(5) パネルディスカッション  

「リスクマネジメントシステムの活用状況等と今後の課題－第11次労働災害防止計画の対策に向けて」 

座  長： 平野敏右（千葉科学大学 学長） 

小木和孝（財団法人労働科学研究所 主管研究員） 

 パネラー： 平野敏右（千葉科学大学 学長） 

小木和孝（財団法人労働科学研究所 主管研究員） 

高橋元（建設業労働災害防止協会 技術管理部長） 

森晃爾（産業医科大学・副学長, 産業医実務研修センター 所長） 

中村昌允（東京農工大学 教授） 

 
3) 研究成果による最新の知見を共有・提供するためのセミナー（プロジェクト研究発表会） 

平成22年1月8日にプロジェクト研究等の成果を広く公開するとともに、労働現場のニーズに沿った研究を推

進することを目的とし、「研究成果による最新の知見を共有・提供するためのセミナー（プロジェクト研究発表会）

を清瀬地区で実施した。参加者は 84 名であった。 
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 研究課題 講演者

1) 事故防止のためのストレス予防対策に関する研究 原谷隆史

2) 先端産業における材料ナノ粒子のリスク評価に関する研究 鷹屋光俊

3) 第三次産業の小規模事業所における安全衛生リスク評価法に関する研究 甲田茂樹

4) 誘導結合プラズマ質量分析計及びその他の機器による労働環境中有害金属元素測定方法の

規格制定に関わる研究 

鷹屋光俊

5) 高圧設備の長時間使用に対応した疲労強度評価方法に関する研究 佐々木哲也

6) 危険・有害物規制の調和のための統一的危険・有害性評価体系の構築に関する研究 藤本康弘

 
4) セミナー等 
（1) 公開セミナー 

平成21 年度は 4 回の公開セミナーを実施した。 

回(開催日) タイトル 

第1回(H21.11.12) 機械安全国際規格に基づく保護方策 

第2回(H21.12.10) 化学プラントにおける安全管理の国際動向 

第3回(H22.01.14) 欧州における化学物質対策(REACH)について 

第4回(H22.01.28) ナノ粒子の労働衛生管理の国際動向 

 
5)  研究所の一般公開 
（1) 清瀬施設 

平成 21 年4 月 15 日に清瀬施設における一般公開(働く人の安全に関する研究施設公開)を実施し、186 名が

来場した。清瀬地区においては事前申し込みのいらない自由見学方式を採用し、施設見学や公開実験等を実

施した。 

来場された方々に所内を自由に巡って頂き、各々のペースで見学して頂いた。実験室公開・公開実験（11 箇

所）、研究パネル展示、昔の安全衛生ポスター展示等を設けた。会場のあらゆる場所で来場者との活発な質疑

や有意義な情報交換が見られた。 

 

a 一般展示(総合研究棟) 

紹介した研究 紹介内容 

化学プロセスに対するリスクマネジメント技術の体系化と安

全管理技術情報基盤の開発・普及 
化学プラント安全管理のためのリファレンスモデルの構築 

中小建設業者を対象としたリスクマネジメント推進方策 中小建設業者を対象としたリスクマネジメントについての展示 

IT 活用安全管理 IT を活用した安全管理手法の紹介 
労働安全ポスターの展示 昔の労働安全ポスターの展示 

 

b 実験室公開 (各実験棟) 

グループ 紹介した研究 紹介した施設(実験室) 

機械設備の安全対策  機械システム実験棟1F 大実験室 
機械 

電子顕微鏡，レーザー顕微鏡を使った金属表面観察 材料新技術実験棟2F 腐食促進実験室 

土砂崩壊を模型で実験する装置 建設安全実験棟1F 遠心模型実験室 

タワークレーン（模型）の振動実験 建設安全実験棟1F 多目的大型実験室 

橋桁送出し装置の安全性評価実験 建設安全実験棟1F 多目的大型実験室 
建設 

足場の耐風性に関する研究〜ALC パネルのアンカー強度〜 建設安全実験棟1F 多目的大型実験室 

運動・発汗サーマルマネキンを使った防護服の熱伝達性・蒸気

透過性の測定 
環境実験棟1F 人工気象室 

境界 

モーションキャプチャ装置と筋電計を使った身体動作の計測 共同実験棟2F 映像解析室 

電気 静電気放電による着火・爆発実験 電気安全実験棟付属 液体撹拌帯電実験室 

酸化反応と労働災害 放電着火実験室 
化学 

身の回りの油の火炎伝播の実験 配管等爆発実験施設1F配管等中規模実験室
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来場者に対するアンケート調査では 163 件（回答率 88％）の回答が寄せられた。来場者の感想の内容の主

なものは、次のようなものであった。 

・ 「実験を見られて危険が身近にあることを感じました。」 

・ 「初めて見学させて頂きました。皆様が心よく対応して頂きました。」 

・ 「たくさんの高度な研究が行われていて興味を持ちました。」 

など、好印象の感想とともに「実験時は人が多くて見られないので、実験模様をスクリーンなどに写していただけ

ると良い。」など、来年度の開催に向けての貴重なご意見を頂くことができた。さらに、参加者の方々から「今後に

おいても機会があれば見学したい。」という言葉が多く寄せられ、また「日本における安全の思想的指導者として

更なる活躍を期待しています。」等の当研究所への励ましの言葉も頂き、所員一同、来年度の開催と今後の研究

活動への意欲をより一層高めることができた。 

 
（2) 登戸施設 

平成 21 年 4 月 12 日(日)に登戸地区における一般公開(働く人の健康に関する研究施設公開)を実施し、午前

47 名、午後45 名、計92 名が来場した。下記のように、講演、所内施設見学、体験コーナー、研究成果のパネル

展示等を実施した。 

公開内容 (約2 時間半コースを午前・午後１回ずつ) 

1．歓迎挨拶 

2．登戸地区の紹介 

3．講演 『健康な眠りと目ざめ』 

4．所内見学 

①音響実験室／②人体振動実験室／③電子顕微鏡室／④病理実験室 

5．体験コーナー(特設スペース. ⑨,⑩のみ病理学実験室 ) 

①空気中のホコリの数を数えてみよう 

②計ってみよう身のまわりの放射線 

③意外に美しい？カビの形 

④離れたところから体温がわかる 

⑤身長体重から推定するあなたの肥満度 

⑥自分の心臓の音を聴いてみませんか 

⑦エアロバイクで試す あなたの体力 

⑧においを取り除く 

⑨DNA を見てみよう 

⑩自分の細胞を顕微鏡で見よう  

6．研究成果のパネル展示 

７．昔の労働安全衛生ポスターの展示 

 

アンケート調査の結果、非常によかった(44％)、よかった(44％)であり、「非常によかった」との回答が、前年を

17 ポイント上回った。 

 

アンケート調査では、参加者の年齢層は、40 代 35％、50 代 19％、30 代と 20 歳未満がそれぞれ 16％であっ

た。毎年日曜に開催していることもあり、家族連れを中心に、さまざまな世代に万遍なくおこしいただいた様子が

うかがわれた。 

  

自由記載欄には、以下のような感想を頂戴した。 

・初めて見学させていただきました。今後とも労働衛生の向上のため、研究、一般公開していただければと思い

ます。どうもありがとうございました。(40 代 安全衛生担当者) 

・皆さん、わかりやすく説明していただけたので、もっと情報発信・受信してもらってよいと思います。(40 代 会社
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員) 

・細ぼうのことなどよくわかったりして楽しかったです。 (小学5 年生) 

・標語ポスターは掲載年が分かるともっとよかった（30 代 会社員） 

・次回も又、見学したいと思います。(70 代) 

  

 研究所職員にとっては、研究の紹介を通じて市民と交流できる基調な場となっている。一般の方々、特に未

来を背負う子どもたちに、労働安全衛生という分野を知ってもらい、社会に役だてるために、研究が日夜どんな

ふうに進められているかを垣間見ていただければ幸甚である。 

 
6)  見学者の受け入れ 

機関等の名称 受入内容 年月日 
大阪大学大学院人間科学研究科（臼井研究室） 施設見学 H21.6.12

(独)労働政策研究・研修機構労働大学校 施設見学（登戸地区） H21.6.16

 施設見学（清瀬地区） H21.7.13

東京大学医学部公衆衛生学教室 施設見学 H21.7.22

化学工学会関東支部 関東地区中学高校理科教諭研修会 H21.8.26

川崎市総合企画局臨海部活性化推進室 施設見学 H21.8.26

粉体工学会粉体帯電制御グループ 施設見学 H21.9.3

所沢地区食料品製造業労働災害防止協議会 施設見学・研修 H21.10.16

早稲田実業学校早稲田実業学校中等部 施設見学 H21.10.23

科学警察研究所機械研究室 施設見学 H21.10.29

中小企業診断士協会 研修・情報交換会 H21.11.10

（株）ブリヂストン 専任機械安全技術者研修 H21.12.4

北里大学医療衛生学部リハビリテーション学科 見学実習 H21.12.11

姉崎地区災害防止対策協議会 施設見学・研修 H22.2.10

川崎市多摩区学校事務研究会 施設見学・研修 H22.2.18

（社）石灰石鉱業協会鉱山保安委員会 施設見学・研修 H22.2.19

日本技術士会機械部会 施設見学 H22.2.19

東京女子医科大学 産業保健実習 H22.2.23
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6． 知的財産の活用，特許 
1) 特許登録等 

平成21年度は欧州で新たに1件の特許査定を受け、特許登録を行った結果、特許登録総数が36件(そのうち、

米国特許1件、欧州特許1件)となった。(*本年度登録分) 

発明の名称(特許番号) 発明者 実施件数

1) 重機用接触衝撃吸収装置(特許第4355843号) 深谷 潔，他機関1 名 * 

2) 斜面保護擁壁の施工及び擁壁築造ユニット(特許第4385127

号) 

伊藤和也，豊澤康男 * 

3) 斜面保護擁壁の施工方法 (特許第4423390号) 豊澤康男，伊藤和也 * 

4) 車椅子転倒衝撃吸収装置 (欧州出願PCT/JP01/03646) 深谷 潔，他機関4 名  

5) タワークレーンの耐震支持装置 (特許第3940769号) 前田 豊，高梨成次  

6) センサ装置および安全装置 (特許第3972064号) 梅崎重夫，他機関2 名  

7) 電界測定装置および電界測定方法 (特許第4021859) 児玉 勉，山隈瑞樹，他機関1 名  

8) 靴底･床材滑り試験機 (特許第1646070号) 永田久雄 1 (継続中)

9) 吊下げ自由移動機構 (特許第2517881号) 杉本 旭 1 (継続中)

10) 姿勢安定性評価装置 (特許第2716085号) 永田久雄  

11) 人体落下衝撃吸収補助具 (特許3076334号) 深谷 潔，他機関5 名 1 (継続中)

12) 接触検出装置 (特許第3240441号) 杉本 旭，池田博康，他機関3 名  

13) 回帰反射形の安全および正常確認装置(特許第378886号) 梅崎重夫，他機関1 名  

14) コロナ放電装置 (特許第3478244号) 山隈瑞樹，児玉 勉  

15) 粉体着火試験装置 (特許第3482457号) 山隈瑞樹，児玉 勉，張偉林  

16) ロボットの回転位置検出装置 (特許第3491048号) 梅崎重夫，小林茂信，他機関1 名  

17) 大気圧グロー放電発生器および除電器 (特許第3507897号) 大澤 敦 1 (継続中)

18) 除電器 (特許第3507898号) 大澤 敦  

19) 地耐力測定方法およびその装置 (特許第3525185号) 玉手 聡  

20) ロール機のロール面清掃装置 (特許第3543118号) 齋藤 剛，梅崎重夫，池田博康  

21) ロール機用安全装置 (特許第3540294号) 梅崎重夫，他機関5 名  

22) 車椅子転倒衝撃吸収装置 (米国特許第6722692号) 深谷 潔，他機関4 名  

23) ブランキングシステム(補正) (特許第3603084号) 梅崎重夫，他機関1 名  

24) 転倒防止手段を有する移動式クレーン (特許第3616815号) 玉手 聡  

25) 微粒子分級装置およびその方法 (特許第3629512号) 明星敏彦，鷹屋光俊  

26) 広大領域用の安全確認システム (特許第3660190号) 梅崎重夫，他機関1 名  

27) ノズル型除電器 (特許第3686944号) 山隈瑞樹，児玉 勉，他機関2 名  

28) 自己診断装置 (特許第3789262号) 梅崎重夫，他機関2 名  

29) 遠隔操作型粉塵除去装置 (特許第3769617号) 小嶋 純  

30) 赤外分光分析用試料ホルダーおよび赤外分光分析方法 

(特許第3777426号) 

小嶋 純 

 

 

31) 涙液蒸発量測定 (特許第3806908号) 澤田晋一，他機関1 名  

32) 移動式クレーンにおける転倒防止方法および転倒防止手段 

(特許第3840516号) 

玉手 聡 

 

 

33) 横吊りクランプ (特許第3858095号) 玉手 聡  

34) 補強部材を用いた斜面補強の設計支援方法およびその装置

(特許第3899412号) 

豊澤康男，他機関2 名 

 

 

35) 異種多重シール装置 (特許第3991090号) 齋藤 剛，他機関1 名  

36) クレーンにおける電撃軽減方法およびその装置ならびに電

撃軽減機能を備えたクレーン (特許第3962812号) 

冨田 一  
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2) 特許出願 

平成21年度には新たに1件の特許出願を行い，出願特許3件が特許査定となり、延べ案件は16件となった。

(*本年度分) 

発明の名称 (出願番号) 発明者 実施件数

1) 高電圧検出器（特願2010-057766） 冨田 一、崔 光石、他機関2 名 * 

2) 足場シート用および足場における足場用シートの取り付け構

造(特願2007-333452) 

豊澤康男，大幢勝利，高梨成次， 

日野泰道，高橋弘樹 

 

3) 送風型除電電極構造および送風型除電電極装置 

(特願2008-039484) 

山隈瑞樹，崔 光石，他機関3 名 

 

 

4) 車いす用転倒衝撃吸収装置(補正) (特願2001-101036) 深谷 潔，他機関6 名  

5) 吊下げ移動装置用天井構造 (特願2001-101059) 杉本 旭，他機関6 名  

6) 吊下げ移動装置用天井構造 (特願2001-101060) 杉本 旭，他機関6 名  

7) 吊下げ移動装置用建物構造 (特願2001-101061) 杉本 旭，他機関6 名  

8) 吊下げ移動装置用天井構造および吊下げ移動装置 

(特願2001-101062) 

杉本 旭，他機関6 名  

9) 高温度帯域用温度スイッチ (特願2003-112430) 清水尚憲，池田博康，齋藤 剛， 

他機関1 名 

1 (継続中)

10) 蒸気ボイラ (特願2003-170400) 清水尚憲，池田博康，齋藤 剛， 

他機関1 名 

1 (継続中)

11) 丸鋸システム (特願2004-374289) 梅崎重夫，清水尚憲，小林茂信  

12) 斜面保護擁壁の施工方法 (特願2004-239418) 豊澤康男，伊藤和也  

13) 破壊面解析支援装置 (特願2004-304229) 山際謙太，他機関2 名  

14) レーザー光と光センサーを利用した変位計測および変位検

知システム (特願2005-076635) 

豊澤康男，伊藤和也，他機関1 名  

15) 斜面崩壊予知システム (特願2006-044369) 豊澤康男，伊藤和也，他機関5 名  

16) 職場における安全文化評価尺度の自動構成･運用システム(

特願2006-097214) 

大塚泰正，他機関2 名  

  

3) TLO(ヒューマンサイエンス技術移転センター)へ特許業務を委託した発明 

平成 21 年度は新たに TLO へ特許業務を委託した案件が無かったことから，前年度と同様に，全体で 12 件 

［うち特許出願8 件 (そのうち、PCT 国際出願1 件)、意匠登録4 件］ であった。 

発明の名称 (出願番号) 発明者 備考 

1) 微粒子分球方法およびその装置(特願2008-116329) 鷹屋光俊 発明 

2) 微粒子分析方法およびその装置(特願2008-116330) 鷹屋光俊 発明 

3) 貫入型パイプひずみ計(簡易警報機付き)(特願2007-192559) 玉手 聡 発明 

4) 折りたたみ式静的コーン貫入試験装置(特願2007-201721) 伊藤和也，豊澤康男 発明 

5) 貫入型パイプひずみ計 (特願2006-009989) 玉手 聡 発明 

6) 貫入型パイプひずみ計 (国際出願PCT/JP2—7/50398) 玉手 聡 発明 

7) 管材緊結金具 (特願2007-43739) 日野泰道 発明 

8) 非金属電荷移動錯体並びにこれを用いたガス発生剤用基剤，ガ

ス発生剤およびエアバッグシステム (特願2007-044070) 

熊崎美枝子 発明 

9) パイプひずみ計 (意匠第1272248号) 玉手 聡 意匠 

10) パイプひずみ計 (意匠第1273531号) 玉手 聡 意匠 

11) 仮設用管材連結クランプ (意匠第1319455号) 日野泰道 意匠 

12) クランプ折りたたみ式静的コーン貫入試験装置 

(意匠第1333678号) 

伊藤和也 意匠 
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第６章 労働災害調査 

1． 平成 21 年度実施の災害調査及び依頼の鑑定等 

平成21 年度に着手した労働災害の原因の調査等の実施状況は以下のとおりである。 

 

1) 災害調査 
厚生労働省からの依頼等に基づく災害調査を 19 件着手した。調査した災害の内容は多い順に、爆発災害が

7 件、建設機械災害が 4 件、土砂崩壊災害が 2 件であった。 

 

2) 災害調査に係る鑑定等   
労働基準監督署、警察署等の捜査機関からの依頼に基づく鑑定等を 18 件着手した。対象となった災害の内

容は多い順に、爆発災害が6件、建設機械災害、化学物質中毒が各3件、土砂崩壊災害、墜落災害が各2件で

あった。 

 

3) 労災保険給付に係る鑑別，鑑定等 
労働基準監督署等からの依頼による労災保険給付に係る鑑別、鑑定等を 17 件着手した。これらはすべて石

綿繊維関連であった。 
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第７章 国内・国外の労働安全衛生関係機関等との協力の推進 

1． 研究の振興 

1) 労働安全衛生技術・制度等の調査と提供  
・ 「職場におけるナノマテリアル取扱い関連情報」として、研究所の研究成果を始め、米国労働安全衛生研究

所（NIOSH）やドイツ連邦労働安全衛生研究所（BAuA）等内外の研究所・諸機関が有する知見・論文等を収

集し、翻訳・要約した上で関係行政機関に情報提供するとともに、これらを研究所ホームページ上で公開し

た。 

・ 厚生労働省からの依頼を受け、「斜面崩壊による労働災害の防止対策に関する調査研究」や「胸部エックス

線検査を実施すべき対象者の範囲の範囲に関する調査研究」等を実施し、その調査結果を提供した。後者

の調査研究結果は、労働安全衛生規則改正の知見のひとつとして活用された。 

・ 厚生労働省からの委託事業として、「機械安全国際規格に基づく保護方策」、「欧州における化学物質管理

対策（REACH）の最新動向」等労働安全衛生施策を企画・検討する上で重要性の高い 4 テーマについて、

国内外の有識者からなる国際ワークショップを 4 回開催し、情報収集・意見交換を行うとともに、専門家及び

実務家を対象に同テーマで 4 回の公開セミナーを開催した。 

 

2) 労働安全衛生重点研究推進協議会 
・ 労働現場における安全衛生上の課題・問題点、研究機関が実施すべき調査研究等を明らかにするために、

労働衛生分野に関して平成12年に策定した労働衛生研究重点3研究領域18課題を見直した結果と、新た

にとりまとめた産業安全分野の重点 4 研究領域 24 優先課題とを統合し、学識経験者等へのヒアリングや研

究所ホームページによる意見募集を行った。 

・ 平成22 年3 月に第3 回労働安全衛生重点研究推進協議会を開催し、上記作業により新たに作成した労働

安全衛生研究重点3研究領域32優先課題（案）について調査・審議を行った。審議結果を踏まえて「労働安

全衛生重点研究領域・優先課題」を策定し、報告書を取りまとめることとした。 

・ 平成22年1月に労働安全衛生重点研究推進協議会シンポジウムを開催し、研究所及び大学等の研究者に

よる７テーマの講演並びに「リスクマネジメントシステムの活用状況等と今後の課題－第 11 次労働災害防止

計画の対策に向けて」と題するパネルディスカッションを行った。安全衛生に関する専門家、労使関係者を

中心に 232 人の参加者を得た。 

 

3) 最先端の研究情報の収集 
・ 客員研究員や産業医科大学産業生態科学研究所との研究交流会、研究協力協定を締結した大学・研究機

関との共同研究、研究職員の国際学会への派遣等を通じて、内外の最先端研究情報の収集に努めた。 

・ 厚生労働省からの委託事業として実施した国際ワークショップを通じて入手した「職業性ストレス・メンタルヘ

ルスヘルスの国際情報」ほか2件の情報を同事業のホームページで公開した。 

 

4) 「Industrial Health」誌の発行・配布 

・ 国際学術誌 Industrial Health を年6回刊行し、国内600、国外430の大学・研究機関等に配布した。 

・ 平成21年のIndustrial Health誌の投稿論文数は223編で、前年の176件から26％増加し、3年前より倍増とな

る過去最高を記録した。掲載論文数は94編で、前年よりも増加した。近年の投稿論文数の急増にともなって、

掲載論文の質を高めるべく、事前審査を含めて審査をより厳正に行っている。掲載論文数の国別／地域別

内訳は欧米28％、アジア・オセアニア31％ 日本（所外）21％、所内9％、その他の国11％である。過去5年

間にわたり欧米からの投稿が25％を超えていることは特筆に値し、本誌の国際的評価の高さを証明してい

る。 

・ 平成21年度には"Cold Stress at Work"（職場の寒冷ストレス:46巻3号）、"Individual Susceptibility to 

Occupational Hazard"（職場の危険源に対する感受性個体差：46巻5号）に関する特集号をそれぞれ発刊し

た。両特集号とも化学面、生物学面、心理社会面など多方面の課題について、世界の著名な研究者や実践

家による論文が掲載された。 
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・ J-STAGE（科学技術情報発信・流通統合システム／(独)科学技術振興機構）では、Industrial Health 誌創刊

号からの全論文が掲載され，世界の代表的な医学論文データベースであるPubMedをはじめ、ChemPortや

CrossRefとのリンクによる全文無料閲覧が可能となった。平成21年度は、全世界から書誌事項に約10万件の

アクセスを得たほか、約6万件の全文PDFダウンロードが行われるなど、幅広く活用された。 

 

表1 論文の種類別投稿数の推移 (2002～2009 年) 

 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 
Editorial 0 0 0 0 1 5 5 6
Review article 3 14 22 15 17 13 15 13
Original article 37 52 76 99 78 98 131 186
Short communication 5 10 7 7 4 7 14 7
Case Report 2 4 6 2 5 2 2 3
Field report 2 3 4 4 2 0 5 5
World report 1 0 0 1 0 0 0 0
Country report 0 0 0 0 1 1 1 1
Workshop report 0 0 0 0 0 0 1 0
Research strategy 1 0 0 0 0 0 0 0
Practical tool 0 0 1 0 0 0 0 0
Technical report 0 0 0 0 0 0 0 1
Letter to the Editor 0 0 0 0 1 1 2 1

合 計 51 83 116 128 109 127 176 223

 
表2 Volume 47 (2009) における論文の種類別，号別の掲載数 

 No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 総計 
Editorial 1  1 1 1 1  1  6 
Review article 0  0 6 0 3  1  10 
Original article 10  12 6 9 9  9  55 
Short communication 2  0 1 1 2  1  7 
Case report 0  0 0 0 0  2  2 
Field report 1  0 2 3 0  1  7 
World report 0  0 0 0 0  0  0 
Country report 0  0 0 1 0  1  2 
Workshop report 0  0 0 0 0  0  0 
Research strategy 0  0 0 0 0  0  0 
Practical tool 0  0 0 0 0  0  0 
Technical report 0  0 0 0 1  0  1 
Letter to the Editor 0  3 0 1 0  0  4 

合 計 14  16 16 16 16  16  94 
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表3 論文の種類別の掲載数推移 (2000～2009年) 

Year 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009
Volume 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 

Impact Factor 0.500 0.741 0.563 0.474 0.551 0.741 0.911 0.792 0.745  
Editorial 1  0  0 0 0 0 1  6  6  6 
Review article 8  11  7 7 12 20 17  14  7  10 
Original article 32  24  30 28 37 54 62  69  56  55 
Short comm. 11  8  9 9 4 4 9  12  9  7 
Case report 1  5  3 1 3 3 2  4  1  2 
Field report 2  0  0 3 2 5 5  5  3  7 
World report 1  0  0 1 0 1 0  0  0  0 
Country report 0  0  0 0 0 0 1  0  0  2 
Workshop report 0  0  0 0 0 0 0  0  1  0 
Research strategy 0  1  0 1 0 0 0  0  0  0 
Practical tool 0  0  0 0 1 0 0  0  0  0 
Technical report 0  0  0 0 0 0 0  0  0  1 
Practical tool 1  0  0 0 0 0 0  0  0  4 

合 計 57  49  49 50 59 87 97  110  83  94 

 
表4 筆頭著者の所属地域ごとにみた論文掲載状況 (2009年47巻) 

 文論号集特 文論号常通 文論全 

数  ％ 数 ％ 数 ％ 

欧州 21  22.3  11 15.1 10 47.6  
北米 5  5.3  2 2.7 3 14.3  
南米 1  1.1  1 1.4 0 0.0  
中近東 8  8.5  8 11.0 0 0.0  
アジア 23  24.5  22 30.1 1 4.8  
オセアニア 6  6.4  6 8.2 0 0.0  
アフリカ 2  2.1  2 2.7 0 0.0  
国内・所内 8  8.5  6 8.2 2 9.5  
国内・所外 20  21.3  15 20.5 5 23.8  
合計 94  100.0  73 100.0 21 100.0  
  
5) 和文誌「労働安全衛生研究」誌等の発行・配布 
・和文学術誌「労働安全衛生研究」を年 2 回刊行し、国内約 1,100 の大学・研究機関等に配布した。このうち、

第 3 巻第 1 号は、「リスクアセスメント特集号」として、論文のみならず、労働現場におけるリスクアセスメントの

実践事例等も紹介した。 

・和文学術誌「労働安全衛生研究」についても、平成 21 年度から、J-STAGE(科学技術情報発信・流通統合シ

ステム／(独)科学技術振興機構)に掲載し、全論文を無料で検索し、閲覧できるようにした。 

・以下の刊行物を刊行し、行政機関や関係の業界団体に配布した。 

① 特別研究報告(SRR-No.39)（「過重労働による疲労蓄積の予防に関する研究」ほか３課題の研究成果を

収録） 

② 安全資料(SD-No.24)「ＩＣＴを活用した安全衛生管理システム構築の手引き」 

③ 安全資料(SD-No.25)「感電の基礎と過去30年間の死亡災害の統計」 

④ Recommendation for Requirements for Avoiding Electrostatic Hazards in Industry 2007（JNIOSH TR No.42） 
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2. 若手研究者等の育成 

1) 大学との連携 
（1) 連携大学院制度 

現在協定先は合計 7 大学、客員教授等に任命された職員は延べ 17 人となり、年度内に受け入れた大学生／

大学院生の総数は 4 人である。 

協定先 ［協定締結日］ 客員教授等の氏名 
大学生／
大学院生
受入数 

国立大学法人長岡技術科学
大学［H16.9.15］ 

客員准教授
専門職大学院技術経営研究科システム安全系 
：池田博康 

0 名 

日本大学大学院理工学研究
科［H16.12.8］ 

客員教授 電子情報工学科：梅崎重夫 1 名 

国立大学法人大阪大学大学
院人間科学研究科［H17.3.1］ 

招聘准教授 人間科学：中村隆宏 0 名 

東京都市大学［H18.4.1］ ― ― 3 名 

連携教授 機械工学専攻：前田節雄 
神奈川工科大学大学院工学
研究科［H18.4.1］ 連携准教授

機械工学専攻：柴田延幸 
応用化学専攻：鷹屋光俊 

0 名 

客員教授 
環境毒医学：小川康恭 
労働衛生学：甲田茂樹，前田節雄 北里大学大学院医療系研究

科［H18.10.1］ 
客員准教授

環境毒医学：王(東)瑞生 
産業精神保健学：高橋正也，原谷隆史 

0 名 

連携教授 環境社会医学：前田節雄，澤田晋一 国立大学法人三重大学大学
院医学系研究科［H18.11.1］ 連携准教授 環境社会医学：高橋正也，王(東)瑞生，柴田延幸 

0 名 
 

  

（2) 客員教授等 (連携大学院制度によるものを除く) 
 名 称 (役職) 担当研究員

1) 東京医科大学(客員講師) 原谷隆史

2) 上海大学(客員教授) 呂健

3) 米国コネチカット大学医学部健康センター(客員講師) 前田節雄

 

（3) 非常勤講師等   

 名 称 (講義・実習) 担当研究員

1) 愛知医科大学大学院 看護学研究科 非常勤講師 久保智英
2) 北里大学医療衛生学部 非常勤講師 菅野誠一郎
3) 厚生労働省 国立保健医療科学院生活環境部 非常勤講師 榎本ヒカル
4) 順天堂大学医学部 非常勤講師 澤田晋一

 前田節雄
 原谷隆史

5) 昭和女子大学 人間社会学部 非常勤講師 倉林るみい
6) 筑波大学 非常勤講師 小泉信滋
7) 東海大学大学院 健康科学研究科 非常勤講師 原谷隆史
8) 東京大学医学部 非常勤講師 澤田晋一
9) 東京大学大学院 医学系研究科 非常勤講師 高橋正也

10) 東京電機大学大学院 非常勤講師 大澤敦
11) 東邦大学医学部 非常勤講師 原谷隆史
12) 東洋大学経済学部 非常勤講師 宮川宗之
13) 豊橋技科大学 大学院生産システム工学系 非常勤講師 島田行恭
14) 長岡技術科学大学 非常勤講師 梅崎重夫
15) 長崎大学医学部 非常勤講師 澤田晋一
16) 文教大学 人間科学部 非常勤講師 井澤修平
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17) 法政大学 非常勤講師 石松一真
18) ものつくり大学 仮設計画 非常勤講師 大幢勝利
19) 山口大学大学院 医学系研究科 非常勤講師 高橋幸雄
20) 山梨大学医学部 非常勤講師 原谷隆史
21) 長崎大学 グローバルＣＯＥ放射線健康リスク制御国際戦略拠点 客員研究員 木村真三
22) 早稲田大学 先端科学・健康医療融合研究機構 客員次席研究員 井澤修平

 
2)  若手研究者等の受入れ 
（1) 外国人特別研究員(厚生労働省科学研究費補助金) 

研究テーマ 氏名 受入研究員

墜落・転落防止のための新たな機材の開発に関する研究 S.Charuvist 大幢勝利

 
（2) リサーチレジデント(厚生労働省科学研究費補助金) 

研究テーマ 氏名 受入研究員

基礎工事用大型建設機械の転倒防止に関する研究 堀智仁 玉手聡

 
 
（3) 大学等からの実習生，研修生の受入と指導 

研究テーマ 実習生の数（所属機関） 受入研究員

遠心模型実験による斜面掘削工事時の安定性の検討 1名 日本大学生産学部 伊藤和也

地盤災害の復旧工事における労働災害防止に関する研究 1名 東京都市大学工学部 伊藤和也

斜面下における落石防止壁基礎の耐衝撃性に関する研究 1名 東京都市大学工学部 伊藤和也

 部学医学大京東名7 習実学生衛衆公 榎本ヒカル

  澤田晋一

  岡龍雄

社会医学実習 7名 順天堂大学医学部 榎本ヒカル

  澤田晋一

  岡龍雄

卒論実習支援 3名 日本大学 榎本ヒカル

  岡龍雄

静電塗装の静電気諸特性の実験的調査 1名 旭サナック（株） 大澤敦

水素爆発危険性評価 1名 名古屋大学大学院 大塚輝人

構造物架設時の挙動及び安全設備に関する実験的研究 1名 ものつくり大学 大幢勝利

プラントの安全フィールドパス用フェールセーフゲートウェイ

の開発研究及びＲＦＩＤの安全管理への活用 

1名 日本大学 齋藤剛

高張力鋼の超長寿命疲労強度評価 1名 東京電機大学 佐々木哲也

職業性熱中症防止のための人工気象室を用いた被験者実験 3名 日本大学理工学部 澤田晋一

榎本ヒカル

高温環境下での作業時の水分補給が人体に及ぼす影響に

関する研究 

1名 東京大学大学院教育学

研究科 

澤田晋一

榎本ヒカル

衛生・公衆衛生実習 10名 順天堂大学医学部 田井鉄男

杭打ち機械の自走時における不安定性の検討 2名 東京都市大学大学院工

学研究科／工学部 

玉手聡

流動層においての静電気放電による危険性について 1名 韓国ソウル産業大学 崔光石

交代制勤務者の食習慣が心拍変動に及ぼす影響に関する調

査 

1名 東京農業大学 東郷史治

着火爆発を誘発する放電現象の解明 1名 テンパール工業（株） 冨田一

最先端産業における職業性ストレスとメンタルヘルスに関する 1名 三井物産株式会社 原谷隆史
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研究テーマ 実習生の数（所属機関） 受入研究員

研究 

社会医学「労働生理学・心理学に関する実習」  10 名 順天堂大学医学部 原谷隆史

  福田秀樹

  井澤修平

溶接継手の疲労寿命に及ぼす表面処理の影響 1 名 東京電機大学大学院理

工学研究科 

本田尚

溶接継手の長寿命疲労特性に及ぼす表面処理の影響 1 名 東京電機大学理工学部 本田尚

高張力鋼の長寿命疲労特性の解明 1 名 東京電機大学大学院理

工学研究科 

本田尚

夏季研修(分子生物学的実験手法及び解析) 2 名 麻布大学環境保健学部 三浦伸彦

遠心力載荷装置を用いた過重力場におけるガス爆発現象に

関する研究 

1 名 芝浦工業大学 水谷高彰

爆ごう火災伝ぱ阻止に関する研究 3 名 （社）産業安全技術協会 水谷高彰

全身振動曝露において不快適性主観評価に性別差が及ぼ

す影響 

1 名 工学院大学 前田節雄
柴田延幸
石松一真

粉じん爆発･火災現象の科学的解明に関する研究 3 名 東京大学大学院工学系

研究科／工学部 

八島正明

暑熱環境下での水分補給の違いが視覚反応時間に及ぼす

影響 

1 名 日本大学 安田彰典

クリープボイドの三次元幾何形状の計測とボイド体積率による

新しい余寿命評価法 

1 名 東京大学大学院工学研

究科 

山際謙太

鉄鋼材料の長寿命領域疲労破面の定量評価 1 名 東京電機大学 山際謙太

粉じん最小着火エネルギー測定方法及び粉じん爆発の観測

手法の習得 

1 名 韓国ソウル産業大学 山隈瑞樹

 
3) 行政・労働安全衛生機関等への支援 
 名称 担当研究員

1) 厚生労働省 神奈川労働局 安全衛生技術研修「機械設備の安全防護について」 池田博康

2) 厚生労働省 産業安全専門官研修「機械システムについて」 池田博康

3) 厚生労働省 青森労働局平成 21 年度検査担当者研修・会議「足場からの墜落防止措置等の
対策について」 

大幢勝利

4) 厚生労働省 労技懇講演会「腰痛予防対策－介護労働における対策を中心として－」（介護
労働者の腰痛の原因と対策等） 

岩切一幸

5) 厚生労働省 神奈川県労働局職員研修「腰痛予防対策－介護労働における対策を中心とし
て－」 

岩切一幸

6) 厚生労働省 神奈川労働局 特別講演：交通労働災害防止のためのガイドラインの改正につ
いて．第10 回交通労働災害防止推進大会，抄録集5-6, 2009. 

高橋正也

7) 厚生労働省 三重労働局「安全衛生担当職員研修」（放射線及び RI の種類・放射線及びアイ
ソトープの利用・放射線の生体への影響・放射線の被ばく管理） 

木村真三

8) 厚生労働省 愛知労働局 労働基準監督官・厚生労働技官技術研修「化学プラントの安全管
理」 

藤本康弘

9) 人事院 平成21 年度行政研修(課長補佐級課程)「職場のメンタルヘルス 部下への対応」 倉林るみい

10) 人事院 平成21 年度行政官長期在外研究員派遣者事前研修「海外生活のストレス」 倉林るみい

11) 総務省 消防庁 消防大学校 火災調査科（第17 期）「静電気火災の発生機構」 山隈瑞樹

12) 法務省 公安調査庁研究所 平成21 年度課長級研修「管理職としてのメンタルヘルス」 倉林るみい



 

168 

 名称 担当研究員

13) 経済産業省主催（事務局:三菱総合研究所）化学物質管理セミナーキャラバン 2009～化学物
質管理の最前線（リスク評価の時代）～依頼講演「GHS の動向と今後企業に求められる対応
～GHS 分類・表示の適正化に向け～」 

宮川宗之

14) 新宿労働基準協会 全国安全週間実施要項説明会 特別講演「企業にみるリスクマネジメント
と安全倫理」 

浅田和哉

15) 三重県 災害事例に学ぶ仮設工の安全 土留め崩壊・仮設工倒壊  豊澤康男

16) 神奈川県 産業技術研究センター 高度技術活用研修（4 コマ） 清水尚憲

17) 東京都 労働相談情報センター 平成21 年度雇用管理研修「職場のメンタルヘルス」 倉林るみい

18) 東京都西東京市 2009 年度日本語ボランティア養成講座「異文化ストレス」 倉林るみい

19) 埼玉県春日部市 課長級職員研修「心の病気の予防：ラインによるケア」 倉林るみい

20) 市原市 石油コンビナート等特別防災区域協議会 特定事業所等防災担当者講習会「化学プ
ラントの安全管理－現状の課題と労働安全衛生総合研究所の取り組み－」 

島田行恭

21) （独）国際協力機構 中国安全生産科学技術能力協力プロジェクト 危険化学品性状試験（危
険物の安全管理）研修「日本における爆発・火災災害の現状と化学安全研究グループの取り
組み」 

安藤隆之

22) （独）産業技術総合研究所 ナノテクセミナー2009－みんなで学ぼうリスク管理策－（労働安全
衛生総合研究所の取り組み ばく露測定) 

小野真理子

23) （独）労働者健康福祉機構 神奈川産業保健推進センター 神奈川産業保健交流会第48回研
修会 講師 

王瑞生

24) （独）労働者健康福祉機構 大分産業保健推進センター 平成 21 年度母性健康管理研修会
（産業保健スタッフ等の役割について） 

甲田茂樹

25) （独）労働政策研究・研修機構 労働大学校 機械安全技術とフェールセーフ（３コマ） 梅崎重夫

26) （独）労働政策研究・研修機構 労働大学校 技術系労働基準行政職員（基礎）研修「仮設構造
物の強度計算Ⅱ」 

大幢勝利

27) （独）労働政策研究・研修機構 労働大学校 労働基準行政職員（上級）研修「足場・型枠支保
工の安全対策」 

大幢勝利

28) （独）労働政策研究・研修機構 労働大学校 技術系労働基準行政職員（基礎）研修「材料力学
2」 

佐々木哲也

29) （独）労働政策研究・研修機構 労働大学校 検査業務研修「材料力学及び構造力学2」 佐々木哲也

30) （独）労働政策研究・研修機構 労働大学校 新任労働基準監督官研修（6 コマ） 清水尚憲

31) （独）労働政策研究・研修機構 労働大学校 産業安全専門官研修(3 コマ） 清水尚憲

32) （独）労働政策研究・研修機構 労働大学校 技官のための材料力学I（2 コマ） 本田尚

33) （独）労働政策研究・研修機構 労働大学校「放射線管理(上級)」（放射線被ばく管理） 木村真三

34) （独）労働政策研究・研修機構 労働大学校「放射線管理(基礎)」（放射線及び RI の種類・放射
線及びアイソトープの利用・放射線の生体への影響） 

木村真三

35) （独）労働政策研究・研修機構 労働大学校「安全衛生専門官研修」（放射線の被ばく管理） 木村真三

36) （独）労働政策研究・研修機構 労働大学校 安全衛生専門（前期）研修「爆発・火災の防止対
策」 

八島正明

37) （独）労働政策研究・研修機構 労働基準行政職員（上級）研修「爆発・火災の防止対策」 山隈瑞樹

38) 中央労働災害防止協会 東京安全衛生教育センター 産業用ロボット特別教育インストラクタ
ーコース「産業用ロボットの教示等の作業に関する知識／産業用ロボットの検査等の作業に
関する知識」（2 回） 

池田博康

39) 中央労働災害防止協会 東京安全衛生教育センター 衛生管理講座「職業性疾病の管理に
関する知識Ⅰ」 

小川康恭

40) 中央労働災害防止協会 東京安全衛生教育センター 安全衛生管理講座「清掃業における化
学物質対策・ダイオキシンの特性と健康管理」 

小川康恭

41) 中央労働災害防止協会 平成 21 年度爆発・火災防止のための化学物質リスクアセスメント研
修会「爆発・火災防止のためのリスクアセスメント手法と実施例Ⅰ」（化学プラントのリスクアセ
スメント）（大阪・東京・廿日市会場） 

島田行恭

42) 中央労働災害防止協会 産業安全技術館特別展研修（2 コマ) 清水尚憲

43) 中央労働災害防止協会 産業安全技術館基礎セミナー(2 コマ） 清水尚憲

44) 中央労働災害防止協会 平成21 年度電気取扱作業特別教育インストラクターコース「実習」 冨田一
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 名称 担当研究員

45) 中央労働災害防止協会 第75 回安全管理コース後期コース「電気火災の防止」 冨田一

46) 中央労働災害防止協会 静電気安全対策コース「静電気演習」「質疑応答」 山隈瑞樹

47) 中央労働災害防止協会 社会福祉施設における安全衛生対策研修会「腰痛対策について」
（埼玉県・茨城県・青森県） 

岩切一幸

48) 中央労働災害防止協会 東京労働安全衛生教育センター 衛生管理講座 衛生工学管理者コ
ース（職業性疾病の管理に関する知識Ⅰ） 

甲田茂樹

49) 中央労働災害防止協会 緑十字展2009「働く人の腰痛予防対策」 甲田茂樹

50) 中央労働災害防止協会 社会福祉施設における安全衛生研修会「腰痛対策総論」 甲田茂樹

51) 中央労働災害防止協会 社会福祉施設における安全衛生研修会「腰痛対策」（香川県・鳥取
県） 

甲田茂樹

52) 建設業労働災害防止協会 東京支部 建設業労務安全トップセミナー「仮設構造物に関する
墜落・倒壊災害防止対策について」 

大幢勝利

53) 建設業労働災害防止協会 平成 21 年度第１回安全・衛生管理士研修会「近年の職業性暑熱
障害の発生実態と予防対策」（２回） 

澤田晋一

54) 某県建設国民健康保険組合 平成 21 年度職業病闘争委員会（2009 年定期健康診断時問診
票の集計結果について：今年度前半分） 

久保田均

55) （特非）安全工学会 安全工学セミナー2009「プラント安全設計」(化学プラントの安全設計) 島田行恭

56) （特非）安全工学会 第31 回安全工学セミナー「発火源の管理と静電気対策」 山隈瑞樹

57) （特非)安全工学会 第37 回災害事例研究会「爆発災害の調査シミュレーション技術 大塚輝人

58) （特非)安全工学会 第 38 回災害事例研究会「近年の労働災害に見るリスクアセスメントの重
要性」 

藤本康弘

59) （財）海外技術者研修協会（AOTS） 東京研修センター アセアン化学産業における環境対策
に関する研修コース（GHS 指導員養成実践コース）講義 「Amendments Adopted in the 3rd 
Revised Edition of the UN GHS Document 2009 and Future Directions of the GHS」 

宮川宗之

60) （財）海外技術者研修協会（AOTS） 東京研修センター アセアン化学産業における 環境対
策に関する研修コース（GHS 指導員養成実践コース）講義「Explanation of the Classification 
method by GHS about Physical Hazards 」 

板垣晴彦

61) （社）化学工学会「化学物質・反応・単位操作の安全」講座「反応危険性の評価方法」 安藤隆之

62) （社）化学工学会 関東地区中高教諭とケミカルエンジニア交流のための見学講演会「爆発・
火災災害の現状と化学安全研究グループの取り組み」 

安藤隆之

63) （社）化学工学会「化学物質・反応・単位操作の安全」講座「反応危険性の評価方法」 安藤隆之

64) （社）化学工学会 人材育成センター 中核人材育成事業安全コース静岡セミナー「安全性評
価と安全設計」（化学プラントの安全設計）（2 コマ）  

島田行恭

65) （社）仮設工業会 計画作成参画者の厚生労働大臣が定める研修「仮設構造物に関する知
識」 

大幢勝利

66) （社）神奈川労務安全衛生協会 爆発・火災防止のための安全講習会―リスク管理・静電気安
全「実験で紹介する静電気による爆発・火災防止対策の基礎」 

山隈瑞樹

67) （特非）自動化推進協会 自動化技術基礎講座ロボットの利用技術Ⅱ「ロボットを安全に使うに
は」 

池田博康

68) （財）全国建設研修センター 仮設工研修「災害事例に学ぶ仮設工の安全―土止め崩壊・仮
設工倒壊等の発生原因と対策―」 

豊澤康男

69) （社）全国建設業協会 長崎県建設業協会 雇用安定支援等研修会「リスク適正評価ガイド」
（長崎支部、佐世保支部） 

高木元也

70) （社）全国建設業協会 福井県建設業連合会 雇用安定支援等研修会「リスク適正評価ガイド」 高木元也

71) （社）全国建設業協会 東京建設業協会 雇用安定支援等研修会「労働災害発生に伴う企業
の損失額の計測」 

高木元也

72) （社）全国登録教習機関協会 高所作業車運転業務従事者に対する「危険再認識教育」講師
養成研修「災害事例と災害防止（1）実技教育後の学科教育の進め方」及び実技総合指導（２
回） 

中村隆宏

73) （福）全国社会福祉協議会 平成21 年度社会福祉法人労務管理講座「腰痛対策」 甲田茂樹

74) （社）日本火災学会 第48 回火災科学セミナー 「粉じん爆発・火災のメカニズムと火災安全対
策」 

八島正明
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 名称 担当研究員

75) （社）日本火災学会 講演討論会 急拡大する火災など不安定環境下での事故事例とその対
策「粉じん爆発と粉体火災に関する過去の事故災害事例」 

八島正明

76) （社）日本火災学会 化学火災専門委員会公開シンポジウム 産業事故を考える『最近の火
災・爆発事故の話題（１）「危険物事故」』 

板垣晴彦

77) （社）日本クレーン協会「クレーン等の検査員資格取得研修」（シーケンス制御） 齋藤剛

78) （社）日本化学会 化学安全スクーリング「化学物質の潜在エネルギー危険とその取扱い」 安藤隆之

79) （社）日本化学会 近畿支部 第16 回化学安全講習会「静電気災害発生防止対策の基礎」 山隈瑞樹

80) （社）日本機械工業連合会 講演会「機械安全国際規格の紹介－人の存在を検知する保護装
置及び支援機器の動向」 

梅崎重夫

81) （財）日本生産性本部「メンタルヘルス基礎セミナー」(職場でのメンタルヘルスケアなど) 倉林るみい

82) （社）日本作業環境測定協会 作業環境測定士登録講習「労働衛生概論」 小川康恭

83) （社）日本作業環境測定協会 作業環境測定士登録講習「有機溶剤」講師 小野真理子

84) （社）日本作業環境測定協会 作業環境測定士登録講習「有機溶剤」指導員 古瀬三也

 萩原正義

85) （社）日本作業環境測定協会 作業環境測定士登録講習「有機」講師 菅野誠一郎

86) （社）日本作業環境測定協会 作業環境測定士登録講習「特化」講師 菅野誠一郎

87) （社）日本作業環境測定協会 作業環境測定士登録講習「金属類」 鷹屋光俊

88) （社）日本作業環境測定協会 認定オキュペイショナルハイジニスト養成講座「有害光線」 奥野勉

89) （社）日本作業環境測定協会 認定オキュペイショナルハイジニスト養成講座「VDT 作業にお
ける健康影響とその予防」 

外山みどり

90) （社）日本作業環境測定協会 認定オキュペイショナルハイジニスト養成講座 E コース「騒音・
超音波」 

高橋幸雄

91) （社）日本作業環境測定協会 認定オキュペイショナルハイジニスト養成講座 E コース「作業
温熱条件」 

澤田晋一

92) （社）日本作業環境測定協会 統一精度管理事業「特化講習会」講師 菅野誠一郎

93) （社）日本産業衛生学会 第 2１回日本産業衛生学会関東産業衛生技術部会・研修会「ナノマ
テリアルの労働衛生管理に関する最近の動向」（OECD におけるナノマテリアルに関する最
近の動向） 

小野真理子

94) （社）日本産業衛生学会 産業看護部会 産業看護講座基礎コース第 12 回（後期）「職場にお
けるメンタルヘルス」 

原谷隆史

95) （社）日本サステナブル・ビルディング・コンソーシアム 健康維持増進住宅研究コンソーシア
ム 健康影響低減部会「騒音・振動の健康影響について ―低周波音を中心に―」 

高橋幸雄

96) （社）日本粉体工業技術協会 粉じん爆発セミナー「静電気による粉じん爆発事故事例 ―原
因と対策 

山隈瑞樹

97) （社）日本粉体工業技術協会 粉じん爆発・火災安全研修（初級）「静電気の発生と防止対策・
防爆電気機器」 

山隈瑞樹

98) （社）日本包装機械工業会 包装学校共通講座「安全工学」 池田博康

99) （社）日本埋立浚渫協会 九州支部安全委員会 福岡県港湾建設協会安全衛生部会 平成 21
年度安全講習会「足場の労働安全衛生規則改正について」 

大幢勝利

100) （財）ビル管理教育センター 厚生労働大臣登録空気環境測定実施者講習会「温熱（温度・湿
度・気流）測定法」講師 

榎本ヒカル

101) 粉体工学会 2009 年度第2 回粒子帯電制御研究会 講演「グラスライニング反応容器用攪拌
帯電試験装置の開発」 

山隈瑞樹

102) （社）労働基準協会 リスクアセスメント研修（岡山、広島、山口) 清水尚憲

103) （株）技術情報協会 化学工場・プラントにおける危険性評価と安全管理対策～火災・爆発・静
電気対策／可燃性液体・気体の管理～」セミナー 「化学物質・化学反応による爆発・火災災
害防止のための危険性評価手法」 

安藤隆之

104) 関西化学工業協会 安全管理講演会 「粉じん爆発･粉体火災の予防と防護について」 八島正明

105) 四国地区電力需要者協会 平成21年度電気災障害防止対策講習会 「ヒューマンエラーと災
害防止」 

中村隆宏

106) 四国地区電力需要者協会 平成21年度電気災障害防止対策講習会 「産業現場における静
電気災害・障害と対策」 

崔光石
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 名称 担当研究員

107) （社）日本鉄鋼連盟 夏季安全衛生研修会 講演「ヒューマンエラー防止のための教育指導に
ついて」 

中村隆宏

108) （社）日本鉄鋼協会 NPO 法人安全学研究所 第 18 回安全学研究所社会鉄鋼工学部会 安
全・快適なシステム構築フォーラム 講演「技術進展とヒューマン･エラー」 

中村隆宏

109) （株）ＩＨＩ関係会社安全衛生会議「労働災害損失コストとリスク低減対策」 高木元也

110) 日本橋梁（株）工事安全衛生協力会研修会「労働安全衛生規則改正について―墜落防止措
置の強化他 」 

大幢勝利

111) 東日本旅客鉄道（株）上越工事事務所 平成 21 年度安全フォーラム「労働安全衛生規則改正
による墜落災害防止」 

大幢勝利

112) （国）長岡技術科学大学 平成21 年度インターンシップ 講義「ヒューマンエラー再考」 中村隆宏

113) （学）関西大学経済・政治研究所 第182 回産業セミナー 講演「ヒューマンエラーを心理学か
ら考える」 

中村隆宏

114) （学）同志社大学 イブニングセミナー 第2 回「機械設備の保護方策」 梅崎重夫

115) （学）同志社大学 イブニングセミナー 第 3 回「機械の保護方策を実現するための安全技術
(2)」 

梅崎重夫

 
4) 海外協力 
（1) 国際協力事業団 (JICA) 

名称 (内容) 受入人数

1) 建設業における労働安全管理教育コース 9 名

2) 中国安全生産科学技術能力協力プロジェクト「危険化学品性状試験（危険物の安全管
理）」研修 

2 名

3) 労働災害防止活動強化コース（機械安全） 5 名

4) 労働安全衛生政策セミナー  8 名

 
（2) その他 
 名称 (内容) 受入人数

1) 韓国毎経安全環境研究院（韓国）日本建設現場視察研修 16 名

2) WHO(厚生労働省） モンゴル WHO フェローシップ研修・見学 4 名

3) 韓国Hyechon University 火災・安全マネジメント学科 10 名

4) 台湾高雄市政府衛生局 5 名

5) （財）海外技術者研修協会アジア化学産業における環境対策研修（GHS 指導員養成実
践コース） 

27 名

6) (社）日中科学技術文化センター中国北京市大興区突発公共事故対策考察団 8 名
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3． 研究協力  

1) WHO 労働衛生協力センター 
2007 年4 月の WHO 労働衛生協力センター公式再指定以来、積極的に進めてきた 3 研究課題は Global Plan 

of Action（前期2009 年～2012 年；後期2012 年～2017 年）という新たな枠組みのもと再登録されることになった。

2009 年 10 月にジュネーブで開催された第 8 回 WHO 同センターネットワーク全体会議に出席し、5 目標 14 優

先領域からなるこの新たなGlobal Plan of Actionの進捗状況の評価と現行提案課題のギャップに関する協議を行

った。 

以下に、2009 年における当該研究課題の実施状況を示す。 

①「職業性疾病・職業性ばく露のアクティブ・サーベイランス－ウェブ情報システムの開発と活用」：医療機関にお

ける針刺し・切創予防のためのWebサーベイランスシステム（WebEpisys） を稼働させ、新規に収集した1万数千

件の針刺し事例のデータ入力を行った。また、対象疾患を職業性呼吸器・アレルギー疾患に拡大したサーベイ

ランスシステム構築のための予備検討を進めた。 

②GOHNET研究「中小企業に労働安全衛生マネジメントシステムの確立」（2008年～）で中小職場の連合体であ

る地方自治体の協力のもと、OSHMS導入が職場の安全衛生活動などにどのような影響をもたらすのか、検討し

てきた。今までに「OSHMS導入研修」「全ての職場共通の「ストレスのリスクアセスメント研修」と各職場の安全衛

生リスクに対応する「リスクアセスメント研修」を実施してきた。これらの研修会の成果として、複数の職場から、

オリジナリティのある職場巡視のためのチェックリストや安全作業マニュアル、安全衛生用ビデオ）など優れたも

のが提案された。また、全ての職場から報告された85例の良好事例と改善事例をもとに「職場環境等の良好／

改善事例集」が編纂された。全ての労働者を対象とした、職場環境と心身の健康状態に関する質問紙調査では、

前年度に比べて「改善対策の取り組みや労働者の積極的関与の増加」「仕事への満足感や仕事のコントロール

の増加」「強い不安・悩み・ストレスの有訴率の低下」「疲労の回復状況の向上」などがいくつかの職場で認めら

れた。OSHMS導入前に比べて介入した自治体全体の公務災害発生件数は約半数にまで減少していた。職場

へのOSHMSの導入と効果的な安全衛生活動の実施は、積極的な職場環境の改善対策や職場の安全衛生指

標の向上につながっている可能性が示唆された。 

③高齢者施設介護士を対象に、交代勤務スケジュール，仮眠，筋骨格系の痛みとの関連を探った。病院看護

師の医療過誤について、交代勤務スケジュールによる差を比較した。安全で昇降速度可変のリフトの開発

を進めるとともに、筋骨格系障害予防のための介護機器活用の啓発を行った。病院看護師を対象に、職場

の安全文化と針刺し損傷との関連を検討した。 

 
2) 研究協力協定 

協定先 協定締結 平成20年度の主な活動 

米国国立労働安
全衛生研究所 
(NIOSH) 

H13.6 ・  Dr. Vladimir V. Murashov (Senior Scientist, Coordinator of the US NIOSH 

Nanotechnology Research Center) と Dr.Charles L. Geraci (Special Assistant to the 

US NIOSH Director) が、労働安全衛生対策普及センター事業「ナノ粒子の労働衛

生管理の国際動向」ワークショップ・セミナーで講演を行うとともに、当該課題につい

て国内招聘専門家等と討議を行った。  

・ 労働者の健康と睡眠に関わる要因（例、職業性ストレス、受動喫煙、免疫）につい

て、共同研究を実施し、国際学術誌に発表した。 

米国マウントサイ

ナイ医科大学 

H20.7 ・ 労働安全衛生対策普及センター事業「建築物解体におけるアスベストばく露防止対

策の規制」の業務として、北米における規制情報をマウントサイナイ医科大学の協

力を得て収集し普及センターの Web-page に提供した。収集した情報としては

Occupational Safety and Health Commission (OSHA) による Construction Industry 

Asbestos Standard、個人用呼吸保護具に関する規格等がある 

英国安全衛生研

究所(HSL) 

H13.11 ・ 英国安全衛生研究所で計画しているProcess Safety Climate Toolの開発にあたり、

英国と日本の化学工場における現場作業員の安全意識についての比較調査研究

を行うことを計画中。そのため情報交換を行なった。調査は平成22年度実施予定。

英国ラフボロー大 H18.11 ・ 2009年9月にラフボロー大学のエルゴノミクス研究室を訪問、共同研究の打ち合わ
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協定先 協定締結 平成20年度の主な活動 

学 せを行った。 

・ 2010年1月にラフボロー大学から研究者を2週間受け入れ、多軸手腕振動曝露に対

する生体動力学に基づいた応答実験を行った。 

スウェーデン国立
労働生活研究所

(NIWL) 

H14.12 ・ スウェーデン国立労働生活研究所（NIWL)についてはNIWL閉鎖により、研究協力

協定を解消した。代わってContact personの異動先であるLund大学と現在共同研究

継続推進中（温熱関連）であり、研究協力協定についても検討した。 

・ 日本の作業現場で使われている防寒靴，安全靴，静電靴の温熱特性を評価するた

めに，Lund大学と国際共同研究を実施し、その成果を国際学術雑誌The Annals of 

Occupational Hygieneに発表した。 

カナダローベル・

ソウべ労働安全衛

生研究所（IRSST） 

H21.2 ・ 平成22年2月にローベル・ソウべ労働安全衛生研究所（カナダ）と在カナダ大使館の

紹介でConcordia Research Chair Energy and Environment Building, Civil and 

Environmental Engineering の Dr. Haghighat が当研究所を訪問し、ナノ状物質に

関連した研究について意見交換を行った結果、平成22年度以降に始まる双方の研

究計画の中に共同研究が実施可能かどうか検討することとなった。 

韓国産業安全衛

生公団労働安全
衛生研究院
(OSHRI) 

H13.11 ・ OSHRIの院長の依頼を受けて、韓国の労働安全衛生広報誌"OSH Research Brief”

の発刊20周年記念特集号に前田理事長がCongratulatory Messageを寄稿した。 

・ 当該年度に協力協定が期限切れになったので、協定更新の検討を行った。 

コネチカット大学 
(米国) 

H21.8 ・ コネチカット大学と研究協力協定を締結し、振動障害防止及び転倒防止等の分野

で共同研究を開始した。 

韓国ソウル産業大

学 

H14.9 ・ 平成 21 年 9 月，同大エネルギー環境大学院博士課程学生１名（３年生）を受け入

れ，静電気放電による可燃性物質(ガソリンなど)の着火危険性に関する研究指導を

行った。 

・ 平成22年2月～3月，同大エネルギー環境大学院博士課程学生１名を受け入れ，

粉じんの着火エネルギーの測定に関する研究指導を行った。 

中国海洋大学 H15.9 ・ 昨年度、6ヶ月間中国国家留学基金管理委員会の留学生として受け入れた博士課

程１年生の研究結果を論文として取りまとめた。 
  
3)  客員研究員交流会 
「第11回客員研究員交流会」は 2010年3月10日に実施した。研究発表会の他にも意見交換会を行い、統合

以前よりも様々な角度から労働衛生及び労働安全へのアプローチが行われ、有意義な交流会となった。 

研究発表会 

「労働時間と健康の関連性の心理学的研究」 大塚泰正（広島大学） 

「労働職場における感電災害の傾向と今後の研究への取組み」 市川健二（産業安全技術協会） 

「安全靴の選択方法」 笠井一治（ミドリ安全(株)） 

「産業中毒センターにおける最近の事例」 圓藤陽子(東京労災病院） 

「私が行っている腰痛を主とした疫学的研究」 松平浩（関東労災病院） 

 

4)  産業医科大学産業生態科学研究所との研究交流会 

11 月 20 日(金)産業医科大学において、第 14 回産業医科大産業生態科学研究所－独立行政法人労働安全

衛生総合研究所研究交流会を開催した。安衛研からは職員 5 名 (清瀬 3 名、登戸 5 名) が参加した。午前に労

働安全衛生総合研究所研究発表会、午後に施設見学、産業生態科学研究所合同研究発表会、意見交換会を行

い、労働衛生及び労働安全に関する活発な討論、意見交換を行った。 
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演 題 名   講演者名

労働安全衛生総合研究所 

安衛研の概要 原谷隆史

化学プロセス産業における労働災害防止のための HSE 管理業務の整理 島田行恭

ジェスチャ画像認識による自律走行ロボット制御のリスク減少策 呂健

唾液中バイオマーカーを用いたストレス評価の検討 井澤修平

アクリルアミドの生殖細胞における遺伝毒性作用 王瑞生

有機リン系殺虫剤のラット精子への影響 大谷勝巳

交代勤務者の健康影響評価に向けた高感度CRP の季節変動と日間変動の検討 伊藤弘明

産業医科大学産業生態科学研究所 

研究活動について 研究の全体像 大和浩

研究活動について 快適環境部門：労働衛生工学、呼吸病態学、職業性腫瘍学 森本泰夫

研究活動について 健康支援部門：人間工学、産業保健管理学、精神保健学、健康開発科学 神代雅晴

研究活動について 環境評価部門：環境中毒学、環境疫学、作業病態学 伊規須英輝

社会貢献について 高橋謙

産業医実務研修センターについて 堤明純

教育・研修活動について 堀江正知

 

5)  共同研究の割合 (対全研究課題)  

当所職員が研究代表者である全研究課題のうち、所外との共同研究が占める割合は、41％であった。
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第８章 公正で的確な業務の運営 

1． 情報の公開と個人情報・企業秘密等の保護 

・ 個人情報管理規程に基づき、引き続き、保護個人情報保護管理者及び保護担当者を選任し、研究所が保有

する個人情報の適切な利用及び保護を推進した。 

・ 「独立行政法人情報公開・個人情報担当者連絡会議」に職員を派遣し、その後、伝達等を実施した。 

・ 平成21 年度における情報公開請求は 0 件であった。 

・ 情報の公開については、独立行政法人通則法等に基づく公表資料（中期計画、年度計画、役員報酬・職員給

与規程等）のみならず、公正かつ的確な業務を行う観点から、調達関係情報、特許情報、施設・設備利用規程

等も研究所のホームページ上で積極的に公開した。 

2． 研究倫理・研究の安全性の措置 

・ 研究倫理審査委員会規程に基づき、学識経験者、一般の立場を代表する者等の外部委員 4 名及び内部委員

7 名からなる研究倫理審査委員会を 2 回開催し、33 件の研究計画について厳正な審査を行った。審査の結

果、変更勧告又は不承認となった 9 件については、研究実施に先立ち、研究計画の修正や研究実施に必要

な書類等の再提出を行わせた。また、同委員会の議事要旨を、研究所ホームページで公開した。 

・ 動物実験委員会規程に基づき、動物実験委員会を開催し、8 件の研究計画について厳正な審査を行った。審

査の結果、いずれの計画も動物実験指針に沿ったものとして承認した。 

・ 科学研究費補助金取扱規程に基づき、科学研究費研究課題 6 件に対する実地の内部監査や研修会の開催

を始めとする不正使用防止対策を進めた。 

・ 利益相反審査・管理委員会規程に基づき、民間企業等からの受託研究及び共同研究について内部審査を行

った。 

3． 法令・規則の遵守等

・ 労働安全衛生に関する現場のニーズを把握するとともに、研究所の業務について、国民目線に立って改善し

ていくことを目的として、研究所のホームページに「国民の皆様の声募集」のバナーを設け、調査研究テーマ

や講演会・出版物等に対する意見や研究所の運営に対する指摘を聴くこととした。 

・ 弁護士を講師として、「コンプライアンスの遵守」をテーマとした職員研修会を開催し、職員の意識啓発・トラブ

ルの未然防止に取り組んだ 
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